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１９７０年６月　９日　開会
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那覇市議会
















　会議録目次（その２）　









○　上程案件処理結果









　６月９日（招集日）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開会・諸般の報告

○　会議録署名議員の氏名

○　会期の決定

○　施政方針

　　　市長

○　提案理由の説明

　　　（議案第３１号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３２号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３３号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３４号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３５号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３７号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３８号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３９号　那覇市民会館条例制定について）

　　　（議案第４０号　那覇市児童手当条例制定について）

　　　（議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算）

　　　（議案第４２号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４３号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４４号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４６号　１９７１年度那覇市水道事業会計予算）

　　　（議案第４７号　１９７０年度一般会計予算の項の金額流用について）

　　　（議案第４８号　議決内容の一部変更について）

　　　（議案第４９号　予算外義務負担について）

　　　（議案第５０号　一時借入金について）

　　　（議案第５１号　継続費を設定することについて）

　　　（議案第５２号　下水道建設費を継続費とすることについて）

　　　（議案第５３号　一時借入金について）

　　　（議案第５４号　土地売却契約について）

　　　（議案第５５号　土地売却契約について）

　　　（議案第５６号　土地買収契約について）

　　　（議案第５７号　財産の処分について）

　　　（議案第５８号　１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて）

　　　（議案第５９号　牧志公設市場建設債を起こすことについて）

　　　（議案第６０号　識名納骨堂建設債を起こすことについて）

　　　（議案第６１号　下水道事業債を起こすことについて）

　　　（議案第６２号　家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて）

　　　（議案第６３号　鏡原町の区域変更について）

　　　（議案第６４号　市道路線の認定について）

　　　（議案第６５号　専決処分した事件の承認について）

　　　（議案第６６号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６８号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６９号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算）

　　　（議案第７０号　屋内運動場建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７１号　水泳プール建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７２号　幼稚園園舎建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７３号　屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて）

　　　（議案第７４号　那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定について…（議員金城吾郎ほか９人提出）

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　６月１１日（２日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議・諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　決議案上程、提案理由説明

　　金城吾郎議員（決議案第２号　毒ガス兵器の即時全面撤去を要求する決議）

　　　　　　　　　 （決議案第３号　米軍人による女子高校生刺傷事件に対する抗議決議）

　　　　　　　　 （決議案第４号　物価値下げに関する要請決議）

　　￮　質疑

　　　　　大浜長弘議員

　　　　　金城吾郎議員

　　￮　表決

○　施政方針に対する質疑

　　　￮　宮城　武議員

　　　　　市長

　　　￮　仲村正治議員

　　　￮　市長

　　　￮　真栄城嘉園議員

　　　　　市長

　　　￮　金城重正議員

　　　　　市長

　　　￮　島袋宗康議員

　　　　　市長

　　　￮　大浜長弘議員

　　　　　市長

　　　￮　(人民)国吉辰雄議員

　　　　　市長

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　６月１２日（３日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の指名

○　一般質問

　　　￮　瀬長フミ議員

　　　　　教育長

　　　　　総務部長

　　　　　教育長

　　　　　総務部長

　　　￮　喜舎場盛一議員

　　　　　市長

　　　　　水道局長

　　　　　市長

　　　　　市長公室長

　　　￮　高良文雄議員

　　　　　市長

　　　　　土木部長

　　　￮　宮城　武議員

　　　　　市長

　　　　　建設部長

　　　　　市長

　　　￮　久高友敏議員

　　　　　市長

　　　　　第一助役

　　　　　市長

　　　￮　儀間真祥議員

　　　　　第二助役

　　　￮　島袋宗康議員

　　　　　市長

　　　　　第二助役

　　　　　建設部長

　　　　　総務部長

　　　￮　大浜長弘議員

　　　　　水道局長

　　　　　教育長

　　　　　水道局長

　　　　　教育長

　　　　　財政部長

　　　　　水道局長

　　　￮　椿　秀義議員

　　　　　市長

　　　　　総務部長

　　　　　市長公室長

　　　　　総務部長

　　　￮　仲村正治議員

　　　　　市長

　　　　　建設部長

　　　　　第二助役

　　　　　総務部長

　　　　　建設部長

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　６月１３日（４日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　開議

○　会議録署名議員の氏名

○　一般質問

　　　￮　喜久山朝重議員

　　　　　市長

　　　　　土木部長

　　　　　建設部長

　　　　　土木部長

　　　　　建設部長

　　　￮　中村昌信議員

　　　　　市長

　　　　　教育長

　　　　　総務部長

　　　　　土木部長

　　　￮　又吉久正議員

　　　　　市長

　　　　　教育長

　　　　　土木部長

　　　　　水道局長

　　　　　市長

　　　　　教育長

　　　￮　玉城栄一議員

　　　　　市長

　　　　　市長公室長

　　　　　市長

　　　　　総務部長

　　　￮　宮里敏慶議員

　　　　　建設部長

　　　　　市長

　　　　　第二助役

　　　￮　平良信一議員

　　　　　市長

　　　　　建設部長

　　　　　消防長

　　　　　建設部長

　　　　　市長公室長

　　　￮　真栄城嘉園議員

　　　　　市長

　　　　　水道局長

　　　　　市長

　　　　　第二助役

　　　　　建設部長

　　　　　第二助役

　　　　　建設部長

　　　￮　金城重正議員

　　　　　市長

　　　　　市長公室長

　　　　　教育長

　　　　　財政部長

　　　　　市長公室長

　　　　　教育長

　　　　　市長公室長

　　　　　教育長

　　　　　財政部長

　　　　　第二助役

　　　　　市長公室長

　　　　　総務部長

　　　　　第二助役

　　　　　財政部長

○　議案上程

　　　（議案第４７号　一般会計予算の項の金額流用について）

　　￮　表決

　　　（議案第５０号　一時借入金について）

　　￮　表決

　　　（議案第５３号　一時借入金について）

　　￮　表決

　　　（議案第７４号　那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定について）

　　￮　表決

　　　（議案第３１号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３２号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３３号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３４号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３５号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３７号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３８号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　（議案第３９号　那覇市民会館条例制定について）

　　　（議案第４０号　那覇市児童手当条例制定について）

　　　（議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算）

　　　（議案第４２号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４３号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４４号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４６号　１９７１年度那覇市水道事業会計予算）

　　　（議案第４８号　議決内容の一部変更について）

　　　（議案第５１号　継続費を設定することについて）

　　　（議案第５２号　下水道建設費を継続費とすることについて）

　　　（議案第５４号　土地売却契約について）

　　　（議案第５５号　土地売却契約について）

　　　（議案第５６号　土地買収契約について）

　　　（議案第５７号　財産の処分について）

　　　（議案第５８号　１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて）

　　　（議案第５９号　牧志公設市場建設債を起こすことについて）

　　　（議案第６０号　識名納骨堂建設債を起こすことについて）

　　　（議寮第６１号　下水道事業債を起こすことについて）

　　　（議案第６２号　家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて）

　　　（議案第６３号　鏡原町の区域変更について）

　　　（議案第６４号　市道路線の認定について）

　　　（議案第６５号　専決処分した事件の承認について）

　　　（議案第６６号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６８号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６９号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算）

　　　（議案第７０号　屋内運動場建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７１号　水泳プール建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７２号　幼稚園園舎建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７３号　屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて）

　　￮　質疑

　　　　　金城重正議員

　　　　　市長

　　　￮　委員会付託

○　諸般の報告

○　延会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　６月１５日（５日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　会議録署名議員の指名

　　　（議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算）

　　　（議案第４２号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４３号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４４号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

　　　（議案第４６号　１９７１年度那覇市水道事業会計予算）

　　　（議案第４８号　議決内容の一部変更について）

　　　（議案第５１号　継続費を設定することについて）

　　　（議案第５２号　下水道建設費を継続費とすることについて）

　　　（議案第５４号　土地売却契約について）（議案第５５号　土地売却契約について）

　　　（議案第５６号　土地買収契約について）

　　　（議案第５７号　財産の処分について）

　　　（議案第５８号　１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて）

　　　（議案第５９号　牧志公設市場建設債を起こすことについて）

　　　（議案第６０号　識名納骨堂建設債を起こすことについて）

　　　（議案第６１号　下水道事業債を起こすことについて）

　　　（議案第６２号　家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて）

　　　（議案第６３号　鏡原町の区域変更について）

　　　（議案第６４号　市道路線の認定について）

　　　（議案第６５号　専決処分した事件の承認について）

　　　（議案第６６号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６８号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

　　　（議案第６９号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算）

　　　（議案第７０号　屋内運動場建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７１号　水泳プール建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７２号　幼稚園園舎建設債を起こすことについて）

　　　（議案第７３号　屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて）

　　￮　質疑

　　　￮　中村昌信議員

　　　　　総務部長

　　　　　消防長

　　　￮　金城重正議員

　　　　　市長

　　　　　総務部長

　　　　　第一助役

　　　　　第二助役

　　　￮　安見福寿議員

　　　　　総務部長

　　　　　土木部長

　　　￮　喜久山朝重議員

　　　　　財政部長

　　　￮　又吉久正議員

　　　　　第二助役

　　　　　市長

　　　￮　黒潮　隆議員

　　　　　総務部長

　　　　　土木部長

　　　　　建設部長

　　　￮　(人民)国吉辰雄議員

　　　　　市長

　　　　　第一助役

　　　￮　瀬長フミ議員

　　　　　総務部長

　　　￮　仲村正治議員

　　　　　総務部長

　　　　　市長

　　　￮　宮里敏慶議員

　　　　　市長公室長

　　　￮　大浜長弘議員

　　　　　市長

　　　　　第二助役

　　　￮　喜舎場盛一議員

　　　　　総務部長

　　　　　市長公室長

　　　　　第二助役

　　　　　建設部長

　　　￮　金城重正議員

　　　　　総務部長

　　　￮　真栄城嘉園議員

　　　　　第一助役

　　　￮　宮城　武議員

　　　　　市長

　　　￮　又吉久正議員

　　　　　第一助役

　　　　　財政部長

　　　￮　喜舎場盛一議員

　　　　　教育次長

　　　￮　委員会付託

○　提案理由の説明

　　　（議案第７５号　１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用について）

　　　（議案第７６号　１９７０年那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計予算の繰越使用について）

　　￮　委員会付託

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　６月１８日（６日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　提案理由の説明

　　　（議案第７７号　工事請負契約について）

　　　（議案第７８号　工事請負契約について）

　　　（議案第７９号　工事請負契約について）

　　　（議案第８０号　工事請負契約について）

　　￮　委員会付託

○　委員会審査報告

　　　総務委員長（議案第３３号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　　（議案第３４号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　　（議案第３５号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　　（議案第４８号　議決内容の一部変更について）（議案第６３号　鏡原町の区域変更について）

　　　　　　　　（議案第７５号　１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用について）

　　￮　表決

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　６月２２日（７日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書

○　開議、諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　議案の訂正

　　　（議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

○　提案理由の説明

　　　（議案第８１号　物品購入契約について）

　　￮　質疑

　　　　　又吉久正議員

　　　　　水道局長

　　￮　委員会付託

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第３１号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３２号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３７号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第３８号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について）

　　　　　　　（議案第５４号　土地売却契約について）

　　　　　　　（議案第５５号　土地売却契約について）

　　　　　　　（議案第５７号　財産の処分について）

　　　　　　　（議案第５８号　１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて）

　　　　　　　（議案第６０号　識名納骨堂建設債を起こすことについて）

　　￮　質疑

　　　　　喜舎場盛一義員

　　　　　総務委員長

　　　　　第一助役

　　￮　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第５２号　下水道建設費を継続費とすることについて）

　　　　　　　（議案第６１号　下水道事業債を起こすことについて）

　　　　　　　（議案第６２号　家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて）

　　　　　　　（議案第７７号　工事請負契約について）

　　　　　　　（議案第７８号　工事請負契約について）

　　　　　　　（議案第７９号　工事請負契約について）

　　　　　　　（議案第８０号　工事請負契約について）

　　￮　表決

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長

　　　　　　　（議案第４０号　那覇市児童手当条例制定について）

　　　　　　　（議案第５６号　土地買収契約について）

　　　　　　　（議案第６６号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について）

　　　　　　　（議案第６８号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について）

　　　　　　　（議案第７０号　屋内運動場建設債を起こすことについて）

　　　　　　　（議案第７１号　水泳プール建設債を起こすことについて）

　　　　　　　（議案第７２号　幼稚園園舎建設債を起こすことについて）

　　　　　　　（議案第７３号　屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて）

　　￮　表決

○　散会






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






　６月２７日（８日目）

○　出欠議員氏名

○　説明員

○　事務局出席者

○　議事日程

○　会議に付した事件

○　各常任委員会審査報告書及び閉会中継続審査申出書、並議案４１号修正案

○　開議

○　諸般の報告

○　会議録署名議員の指名

○　委員会審査報告

　　総務委員長（議案第６号　町、字区域の新設、廃止および変更について）

　　　　　　　（議案第３９号　那覇市民会館条例制定について）

　　　　　　　（議案第６５号　専決処分した事件の承認について）

　　　　　　　（議案第５９号　牧志公設市場建設債を起こすことについて）

　　　　　　　（議案第５１号　継続費を設定することについて）

　　　　　　　（議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算）

　　￮　質疑

　　　　　喜舎場盛一議員

　　　　　総務委員長

　　　　　総務部長

　　　　　仲村正治議員

　　　　　総務委員長

　　　　　宮里敏慶議員

　　　　　総務委員長

　　￮　討論

　　　　　仲本安一議員（第５９号）

　　　　　金城重正議員

　　　　　黒潮　隆議員

　　　　　又吉久正議員

　　　　　中村昌信議員

　　　　　喜舎場盛一議員

　　￮　表決

○　委員会審査報告

　　建設委員長（議案第６４号　市道路線の認定について）

　　　　　　　 （議案第７６号　１９７０年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計予算の繰越使用について）

　　　　　　　 （議案第８１号　物品購入契約について）

　　　　　　　 （議案第４２号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算）

　　　　　　　 （議案第４３号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算）

　　　　　　　 （議案第４４号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出予算）

　　　　　　　 （議案第４５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算）

　　　　　　　 （議案第４６号　１９７１年度那覇市水道事業会計予算）

　　￮　質疑

　　　　　金城重正議員

　　　　　建設副委員長

　　　　　土木部長

　　￮　表決

○　委員会審査報告書

　　経済民生教育委員長

　　　　　　　　（議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について）

　　　　　　　　（議案第６９号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算）

　　￮　質疑

　　　　　金城重正議員

　　　　　経済民生教育委員長

　　　　　大浜長弘議員

　　　　　教育長

　　￮　表決

○　提案理由の説明……

　　　（議案第８２号　予算外義務負担について）

　　￮　質疑

　　　　　仲村正治議員

　　　　　土木部長

　　　　　建設部長

　　　　　財政部長

　　￮　表決

○　委員会審査報告

　　総務委員長　（市有地の借地料値上げに関する陳情）

　　　　　　　　（自治会長委託料値上げについて）

　　　　　　　　（公会堂建設について）

　　　　　　　　（町名変更について陳情）

　　　　　　　　（那覇市の町名変更について再陳情）

　　￮　表決

○　委員会審査報告

　　建設副委員長（松川地内の河川（護岸）改修工事方について陳情）

　　　　　　　　（古島地内道路舗装についての陳情）

　　　　　　　　（儀保町河川堤防工事実施方について）

　　￮　表決

○　委員会審査報告

　　経済民生教育委員長（那覇高等学校総合体育館建築費の補助金交付方陳情）（待遇改善に関する陳情）

　　　　　　　　　　　（中央卸売市場の早期設置について）

　　　　　　　　　　　（保育課監視人報酬の引上げについて）

　　　　　　　　　　　（社団法人那覇市清掃公社設立方の陳情）

　　￮　質疑

　　　　　仲本安一議員

　　　　　経済民生教育委員長

　　￮　表決

　　￮　継続審査申出について

○　閉会










～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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第１２１回那覇市議会（定例会）処理結果

開会年月日　　１９７０年６月９日～６月２７日

会期　　　　　１９日間　　　　　　　　　　　









	
			１９７０年６月９日（１日目）
			（午前１０時１０分　開会）
	

	
			（午後　１時４９分　散会）
	



１．本会議


本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			9
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１３番議員
１４番議員
	

	
			

			

			

			

			会期を定めることについて
			〃
			１９日間
	

	
			

			

			

			

			施政方針
			市長
			聴取
	

	
			

			

			

			

			議案第３１号～議案第７３号
			〃
			説明聴取
	

	
			

			

			

			

			議案第７４号
			議員金城吾郎ほか９人
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			１９７０年６月１１日（２日目）
			（午前１０時１０分　開議）
	

	
			（午後　４時１６分　散会）
	




２．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり





	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			11
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１５番議員
１６番議員
	

	
			

			

			

			決２
			毒ガス兵器の即時全面撤去を要求する決議
			議員金城吾郎ほか９人
			原案可決
	

	
			

			

			

			決３
			米軍人による女子高校生刺傷事件に対する抗議決議
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			決４
			物価値下げに関する要請決議
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			

			施政方針に対する質疑
			

			質疑
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			１９７０年６月１２日（３日目）
			（午前１０時０９分　開議）
	

	
			（午後　５時２１分　散会）
	



３．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			12
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			１７番議員
１９番議員
	

	
			

			

			

			

			一般質問
			

			一般質問
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	
			１９７０年６月１３日（４日目）
			（午前１０時０８分　開議）
	

	
			（午後　５時０７分　延会）
	




４．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			13
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２０番議員
２１番議員
	

	
			

			

			

			

			一般質問
			

			一般質問
	

	
			

			

			

			47
			一般会計予算の項の金額流用について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			50
			一時借入金について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			53
			一時借入金について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			74
			那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定について
			議員金城吾郎ほか９人
			〃
	

	
			

			

			

			31
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			32
			那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			33
			那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			13
			34
			那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			35
			那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			36
			那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			37
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			38
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			39
			那覇市民会館条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			40
			那覇市児童手当条例制定について
			〃
			経済民生教育委員会付託
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～






	
			１９７０年６月１５日（５日目）
			（午前１０時　８分　開議）
	

	
			（午後　２時５５分　散会）
	



５．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり





	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			15
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２２番議員
２３番議員
	

	
			

			

			

			41
			１９７１年度那覇市歳入歳出予算
			市長
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			42
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			43
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			15
			44
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算
			市長
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			45
			１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			46
			１９７１年度那覇市水道事業会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			48
			議決内容の一部変更について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			51
			継続費を設定することについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			52
			下水道建設費を継続費とすることについて
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			54
			土地売却契約について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			55
			土地売却契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			56
			土地買収契約について
			〃
			経民教委員会
付託
	

	
			

			

			

			57
			財産の処分について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			58
			１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			59
			牧志公設市場建設債を起こすことについて
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			60
			識名納骨堂建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			61
			下水道事業債を起こすことについて
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			62
			家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			63
			鏡原町の区域変更について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			64
			市道路線の認定について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			65
			専決処分した事件の承認について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			66
			那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について
			〃
			経民教委員会
付託
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			15
			67
			那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について
			市長
			経民教委員会
付託
	

	
			

			

			

			68
			那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			69
			１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			70
			屋内運動場建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			71
			水泳プール建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			72
			幼稚園園舎建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			73
			屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			75
			１９７０年度那覇一般会計予算の繰越使用について
			〃
			総務委員会
付託
	

	
			

			

			

			76
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用について
			〃
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			報10
〃11
			専決処分の報告について
専決処分の報告について
			〃
〃
			報告
〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	１９７０年６月１８日（６日目）
	（午前１０時０７分　開議）



	（午前１０時１６分　散会）




６．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり




	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			18
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２５番議員
２６番議員
	

	
			

			

			

			77
			工事請負契約について
			市長
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			78
			工事請負契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			79
			工事請負契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			80
			工事請負契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			33
			那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			34
			那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			35
			那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			48
			議決内容の一部変更について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			63
			鏡原町の区域変更について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			75
			１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用について
			〃
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	１９７０年６月２２日（７日目）
	（午前１０時０８分　開議）



	（午前１０時５７分　散会）




７．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			22
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２４番議員
２７番議員
	

	
			

			

			

			

			那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（議案第６７号）の訂正について
			市長
			承認
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			22
			81
			物品購入契約について
			市長
			建設委員会
付託
	

	
			

			

			

			31
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			32
			那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			36
			那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			37
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			38
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			54
			土地売却契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			55
			土地売却契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			57
			財産の処分について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			58
			１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			60
			識名納骨堂建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			52
			下水道建設費を継続費とすることについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			61
			下水道事業債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			62
			家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			77
			工事請負契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			78
			工事請負契約について
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			22
			79
			工事請負契約について
			市長
			同意
	

	
			

			

			

			80
			工事請負契約について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			40
			那覇市児童手当条例制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			56
			土地買収契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			66
			那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			68
			那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			70
			屋内運動場建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			71
			水泳プール建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			72
			幼稚園園舎建設債を起こすことについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			73
			屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて
			〃
			〃
	





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







	１９７０年６月２７日（８日目）
	（午前１０時１３分　開議）



	（午後　３時３７分　閉会）




８．本会議

本日の会議事件並びにその結果下記のとおり



	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			27
			

			会議録署名議員の指名
			議長
			２９番議員
３０番議員
	

	
			

			

			

			

			１９７１年度那覇市歳入歳出予算（議案第４１号）の訂正について
			市長
			承認
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			70
			6
			27
			6
			町、字区域の新設、廃止および変更について
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			39
			那覇市民会館条例制定について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			65
			専決処分した事件の承認について
			〃
			承認
	

	
			

			

			

			59
			牧志公設市場建設債を起こすことについて
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			51
			継続費を設定することについて
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			41
			１９７１年度那覇市歳入歳出予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			64
			市道路線の認定について
			〃
			承認
	

	
			

			

			

			76
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用について
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			81
			物品購入契約について
			〃
			同意
	

	
			

			

			

			42
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算
			〃
			原案可決
	

	
			

			

			

			43
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			44
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			45
			１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			46
			１９７１年度那覇市水道事業会計予算
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			67
			那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について
			〃
			〃
	









	
			提出
			件名
			提案者
			結果
	

	
			年
			月
			日
			番号
	

	
			69
			6
			27
			69
			１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算
			市長
			原案可決
	

	
			

			

			

			82
			予算外義務負担について
			〃
			〃
	

	
			

			

			

			陳情
			市有地の借地料値上げに関する陳情
			

			採択
	

	
			

			

			

			〃
			自治会長委託料値上げについて
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃
			公会堂建設について
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃
			町名変更について陳情
			

			議決不要
	

	
			

			

			

			〃
			那覇市の町名変更について再陳情
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃
			松川地内の河川（護岸）改修工事方について陳情
			

			採択
	

	
			

			

			

			〃
			古島地内道路舗装についての陳情
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃
			儀保町河川堤防工事実施方について
			

			不採択
	

	
			

			

			

			〃
			那覇高等学校総合体育館建設費の補助金交付方陳情
			

			採択
	

	
			

			

			

			〃
			待遇改善に関する陳情
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃
			中央卸売市場の早期設置について
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃
			保育課監視人報酬の引上げについて
			

			不採択
	

	
			

			

			

			〃
			社団法人那覇市清掃公社設立方の陳情
			

			〃
	

	
			

			

			

			〃
			継続審査申出について
			

			承認
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第１２１回那覇市議会会議録







定例会













６月９日（初日・火曜日）















１９７０年第１２１回那覇市議会会議録（定例会）










	○６月９日（初日）
	（午前１０時１０分開議）



	（午後１　時４９分散会）









○出席議員（２９名）

　　１番(社大)国吉辰雄君　　　　１６番　高良文雄君

　　２番　中村昌信君　　　　　　　１７番　又吉久正君

　　３番　瀬長フミ君　　　　　　　１８番　仲本安一君

　　４番　辺野喜英興君　　　　　　１９番　金城吾郎君

　　５番　喜舎場盛一君　　　　　　２０番　黒潮隆君

　　６番　仲村正治君　　　　　　　２１番　久高友敏君

　　７番　平良玄昌君　　　　　　　２２番　喜久山朝重君

　　８番　上原綱正君　　　　　　　２３番　宮城武君

　　９番　金城甚松君　　　　　　　２４番　真栄城嘉園君

　１０番　島袋宗康君　　　　　　　２５番　比嘉佑直君

　１１番(人民)国吉辰雄君　　　　２６番　安見福寿君

　１２番　儀間真祥君　　　　　　　２７番　玉城栄一君

　１３番　平良信一君　　　　　　　２９番　椿秀義君

　１４番　宮里敏慶君　　　　　　　３０番　大浜長弘君

　１５番　金城重正君









○欠席議員（１名）

　　２８番　友利栄吉君












○　説明員

　　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　　市長公室長　　　　　　　　平良清安君

　　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　　企画課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　　行政監察課長　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　用度管財課長　　　　　　　阿波連宗政君

　　　土地課長　　　　　　　　　富山嘉新君

　　　市史編集室長　　　　　　　外間政彰君

　　　主計課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　民生課長　　　　　　　　　武村盛秀君

　　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　　道路管理課長　　　　　　　赤嶺幸信君

　　　下水道第一課長　　　　　　新垣弘君

　　　教育長　　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　教育次長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

　　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　　選挙管理委員会事務局長　　内間安秀君









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　新垣襄二君

　　　調査係長　　　　　　亀島美一君

　　　議事係長　　　　　　永山盛広君












　　　記録係長　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　山川恵美子君









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年第１２１回那覇市議会定例会議事日程第１号

１９７０年６月９日（火曜）午前１０時開議









第１　　会議録署名議員の指名

第２　　会期の決定

第３　　施政方針

第４　　議案第３１号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３２号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３３号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３４号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３５号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３７号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３８号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第３９号　那覇市民会館条例制定について　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４０号　那覇市児童手当条例制定について　　　　（市長提出）

　　　　議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算　　　　（市長提出）

　　　　議案第４２号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４３号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４４号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４６号　１９７１年度那覇市水道事業会計予算　　（市長提出）

　　　　議案第４７号　１９７０年度一般会計予算の項の金額流用について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４８号　議決内容の一部変更について　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第４９号　予算外義務負担について　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５０号　一時借入金について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５１号　継続費を設定することについて　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５２号　下水道建設費を継続費とすることについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５３号　一時借入金について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５４号　土地売却契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５５号　土地売却契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５６号　土地売収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５７号　財産の処分について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５８号　１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第５９号　牧志公設市場建設債を起こすことについて（市長提出）

　　　　議案第６０号　識名納骨堂建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　　議案第６１号　下水道事業債を起こすことについて　　　（市長提出）

　　　　議案第６２号　家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６３号　鏡原町の区域変更について　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６４号　市道路線の認定について　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６５号　専決処分した事件の承認について　　　　（市長提出）

　　　　議案第６６号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６８号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第６９号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算　　（市長提出）

　　　　議案第７０号　屋内運動場建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　　議案第７１号　水泳プール建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　　議案第７２号　幼稚園園舎建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　　議案第７３号　屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第７４号　那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員　金城吾郎ほか９人提出）









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









○　会議に付した事件

　　　（議事日程に同じ）









～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、１９７０年第１２１回那覇市議会定例会を開会いたします。

　　これより、本日の会議を開きます。この際諸般の報告をいたします。

　５月１５日付、市長職務代理者第一助役から「陳情の処理経過ならびに結果報告について」文書が送付されておりました。６月６日付、市長から「議案の送付について」文書が送付されておりました。

　　６月８日付、議員金城吾郎君ほか９人から会議規則第１４条の規定により、議案の提出がありました。

　　６月３日付、沖縄市町村議会議長会会長平政也、沖縄県祖国復帰協議会会長喜屋武真栄、原水爆禁止沖縄県協議会理事長仲吉良新以上３団体から「毒ガス兵器の即時撤去決議要請について」それぞれ、決議要請依頼文書が送付されておりました。

　　去る５月２６日、第４６回全国市議会議長会定期総会が東京都文京公会堂で開催され、会長提出議案として「全国市議会議長会会則の一部改正案」と「全国市議長会会則施行規則の一部改正案」が提出され、可決されました。この案は、現行会則の第１条第２項「旧沖縄県の区域内の市の議会議長は、本会の準会員とする」を削除、又現行会則施行規則の第１０条第２項「準会員の負担金は上記の２分の１の額とする」を削除することを内容とするものであります。以上２件の議案の可決により、沖縄７市は今までの準会員から正会員として議長会に出席することになりました。

　　那覇市は、全国市議長会の「理事」として選任されましたので、ご報告申し上げます。なお、今回議長１２年以上高良一君、副議長４年以上辺野喜英興君、議員１５年以上比嘉佑直君、議員１０年以上宮里敏慶君、事務局職員１５年以上玉城三郎君、事務局職員１５年以上比嘉朝興君がそれぞれ、定期総会において表彰されましたので、ご報告申し上げます。

　　これより、表彰状の伝達を行ないます。

　　休憩いたします。

（午前１０時１６分　休憩）

（午前１０時２０分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。

　　本日の会議録署名議員は、平良信一君、宮里敏慶君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、会期の決定を議題といたします。おはかりいたします。今期、定例会の会期は、本日から６月２７日までの１９日間といたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




　○　議長（辺野喜英興君）

　　　ご異議なしと認めます。よつて、会期は、１９日間と決定いたしました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。委員会審査等議事の都合により、６月１０日、６月１５日から２０日まで６月２２日及び６月２４日から２６日まで計１１日間は、休会いたしたいと思います。

　　これにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて６月１０日、６月１５日から２０日まで６月２２日及び６月２４日から２６日まで計１１日間は、休会することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、施政方針を聴取いたします。




○　市長（平良良松君）

　　第１２１回那覇市定例会にのぞみ、１９７１年度予算案など重要議案の上程にさきだち、私の施政方針を申しあげます。まず、昨年の日米共同声明により、沖縄の施政権が１９７２年に返還されるようメドがつけられ、また那覇市制５０周年の記念すべきときをむかえようとしている今日、この重要な年代に私が那覇市長として市政を担当していることを光栄に存ずる次第であります。同時に那覇市政に対して一層重大な責務を負つていることを深く自覚するとともに、こゝに２度目の施政方針を明らかにし、議員みなさんのご協力をお願い申しあげる次第であります。さて、日米共同声明による沖縄の本土返還につきましては、すでに各面から論じられ、那覇市議会におきましても真剣に討議が行なわれてまいりました。ご存じのように日米共同声明に対しましては、それぞれの見解があり、その評価にも多様なものがあつたわけでありますが、その後、半年を経た今日の政治情勢は沖縄県民の生活を不安にさせ、私たちが要求し続けてきました即時無条件全面返還を一層切実なものとしている現状であります。すなわち、日米共同声明により沖縄の７２年本土返還の前提条件となつているベトナム戦争、アジア諸国における紛争が終結するどころか、アメリカはついてにカンボジアにまで侵入、アジア全域に戦線を拡大、最近におきましては７２年返還についての不安さえ高まつている状態にあるのであります。とくにまた、アメリカ軍は沖縄に多量の毒ガスを持ち込み、私たちの生命に重大な脅威をあたえています。このようなアメリカ軍の国際信義にもとる非人道的な戦争行為は、当然アメリカ軍将兵の規律にも反映し、ベトナムにおける虐殺事件、沖縄における女子高校生刺傷事件など残虐極まる事件が相ついで発生している現状であります。沖縄県民の戦後２５年における祖国復帰の運動が反戦平和を目標に核基地の撤廃、即時無条件全面返還に発展いたしましたのも、まさにこのような情勢を予測したからであり、私たちは７２年にメドづけされている本土復帰を毒ガスの撤去、反戦平和、基本的人権の確立、住民自治を拡大する立場から真に沖縄県民のめざす復帰方式でなければならないと主張してきたわけであります。一方このような政治、情勢に直面しながらも本土政府は沖縄、北方対策庁を設置、すでに政治経済など各部門の調査も進め、７２年沖縄返還協定づくりの日米折衝を開始しており、私たちはこれらの動きと対応しつゝ核基地や毒ガスの撤去、反戦平和につながる本土復帰と自主的にして豊かな沖縄県づくりの体制を早急に確立すべき、誠に重大な段階にあることを痛感するものであります。そこで、私は３０万那覇市民を代表し、県民蔑視の軍事優先政策に強く反対するとともに、近代的都市づくり、地方自治の民主的確立をめざす自治体要求を堅持し、平和にして豊かな沖縄県づくりの中核となる那覇市政に専念する決意であります。

　　幸い、私たちの多年の要求であり、復帰運動の過程でかちとつた国政参加も確定いたしましたので、今後は差別のない国政参加を要求するとともに沖縄県民の要求をかかげて活躍する国会議員の誕生を全市民とともにご期待申しあげる次第であります。ところで私は、この１年間、那覇市民への約束といたしまして政治的には反戦平和をめざす市民大衆とともに歩み、市政におきましては、△民主市政を高めること。△こどもの福祉と市民生活の向上。△教育と文化を発展させること。△近代的都市づくりを行なうこと。この四つを柱として市政を執行してきたのであります。まず、政治面では、去る日米会談を前にして開催されました即時無条件全面返還を要求する県民大会に参加、反戦平和の立場から本土復帰を要求、全軍労働者の大量解雇に抗議し、Ｂ５２機、毒ガス撤去を強く要求してきたのであります。とくに市民の生命を守り、生活の安全をはかる対策につきましては米軍の原子力潜水艦の寄港と米軍基地の問題で共通のなやみをもつ佐世保、横須賀、那覇の三市協議会を設置、放射能対策の強化と都市建設の障害となつている軍事基地の開放を三市市長名で要求してきたのであります。一方、具体的な施策といたしましては、那覇新港建設安謝第４次埋立て、公会堂建設をはじめ、上下水道の整備促進、道路排水、公園の整備、住宅、保育所の増設など、まちづくりの基本的事業を積極的に進めるとともにごみ、し尿処理体制の確立、下水道の供用開始と設備資金の貸出し、給食センターの設置、児童の交通対策、教育委員会とのタイアツプによる学校運動場の開放、カギツ子対策など市民福祉を増進する事業に専念してきたのであります。さらに市民のための市役所づくりを進め、行政執行体制を確立強化することにおきましては、市職員の職務規律の強化、研修制度の拡充による資質の向上、採用試験の実施による情実人事の廃止、請負制度の民主化と入札保証金の廃止、窓口の改善などを実施するとともに市民相談所の設置、青空市政の実施により市民の市政参加を可能なかぎり促進し、市民対話による民主的な市政をめざし、市民要求についてはできるだけ現地を視察し、市民との話し合いで問題を解決する現地主義をとつてきたわけであります。ところで、私はこの１年の市政をこゝに誇示しているわけではありません。むしろ那覇市政に要請されている問題の深さを思うとき、それは全く些細なものであることを痛感している次第であります。私はこれまで本土復帰を前にした政治的問題について申しあげましたが、那覇市政、とくに那覇市を中心とした都市問題を重視し那覇市がいかなる課題に直面しているかについて申しあげたいのであります。私はこれまでアメリカの軍事優先政策のもと、地方自治がゆがめられ、そのため地方行政は行財政的にその権限が大きく制約され、そのことが都市建設を遅滞させてきたことを指摘してまいりました。つまり、アメリカの軍事優先政策は、私たちの行政権限を制約してきたばかりでなく、広大な土地を軍用地として接収することによつて都市の発展をもはばんできたのであります。ご存じのように、那覇市はその面積の三分の一が米軍施設として接収され、那覇市民はわずか2,600ヘクタールの土地にひしめいていることになります。すなわち、那覇市の三分の一の土地には、那覇市長の権限がおよばず、人口３０万の那覇市は１平方キロメートル当り１万３千の人口密度を示し、全国的にも類例をみない過密都市となつているのであります。そして、毎年１万人近い都市への人口集中は、軍用地をとびこし、都市郊外へと住宅の無秩序なひろがりをみせ、那覇市におけるスプロール現象は激化するいつぽうであります。ちなみに、スプロール現象の実態をみますと毎年１千２百アール３万７干坪の農耕地が住宅や工場用地に転用され、この１０年間に全農耕地の２６％に当るおよそ４０万坪に住宅が建設されており、このような現象は首里石嶺町、真和志南部などにますます急速に進行しているのであります。琉球政府が策定した長期経済開発計画によりますと、那覇市には農耕地はなく、全市が住宅、商工業地域とされていることに注目しなければなりません。人口の都市集中によるスプロール現象は当然、道路、排水、学校など生活基盤の整備、公共施設の設置というぼう大な行政需要をともない、那覇市政はいわば無秩序に拡大していく地域に対し有効に対処できないばかりか道路、排水など切実な市民要求をも満たし得ない限状にあるわけであります。このような都市の変化は、単に増大する行政需要に対処するということだけでなく、都市発展の方向を根本的に検討し、これを大きな都市問題として解決する方策が必要とされるのであります。すなわち、那覇市の産業経済を発展させ、那覇市に集中する市民の生活基盤を整備し、市民が各地域において都市生活を営むに足る公共施設を適正に配置すること、本土復帰を前にした那覇市政に要請されていることは、まさにこのような課題であり、この問題は那覇市における復帰体制づくりの重要な軸になるものと考える次第であります。そこで、私は、市政を運営する基本的な姿勢といたしまして近代的都市建設をとおして復帰体制をつくることを強調いたしたいのであります。那覇市が近代的都市として発展するためにはいくつかの前提条件がありますが、基本的な問題といたしまして、１つ目には那覇市の都市計画にもとづき都市計画の主体者である那覇市長の権限が確立されること、２つ目に那覇市が計画的に都市建設を促進できる財政の確立、３つ目に都市建設の障害になつている軍事施設の開放が必要とされるのであります。１つ目の問題につきましては、司法、行政、立法の基本的権限を米国が保有している現段階では極めて困難な問題でありますが、本土復帰の実現、新都市計画法の制定による権限拡大をはかつていかなければなりません。２つ目の問題でありますが、戦後２５年におよぶアメリカの軍事統治下において都市建設が計画的に進められる財政措置はとられていなかつたのであります。この問題につきましても、本土復帰により国の責任で都市建設をはかること、とくに沖縄に対しましては、戦災復興と戦後２５年におよぶ政治空白を埋める立場から特別措置法を制定し、沖縄の産業経済の開発、復興、建設に対する特別資金の交付が必要とされるのであります。私は琉球政府をとおして、また直接的にも総理府沖縄北方対策庁、自治省など関係各省に対し財政の強化を引き続き強く要求していく決意であります。３つ目の問題でございますが、率直にいいまして那覇市内における軍用地、とくに天久米人住宅地域、与儀ガソリンタンク地域、松山町在マーニング社使用地は都市発展の障害となつており、その開放は、都市計画上切実な問題となつているのであります。ご存じのように天久米人住宅地域は、那覇新港の背後地であり、新しく設置されるバイパスで那覇市と中北部を結ぶ重要な部分をしめており、与儀ガソリンタンク地域はガソリンタンクが設置されていること自体、市民の生命と財産に重大な脅威をあたえていますが都市計画上も住宅地域の発展をはばんでいるわけであります。私は反戦平和と住みよいまちづくりを進めるためこれら軍用地の開放を強く要求していく考えであります。私は市政を運営する基本姿勢として以上３つのことを堅持し、そのうえに立つて住民要求による民主的な市町村合併を促進し、これを琉球政府が進める中核都市圏の建設と結びつけ、計画的なまちづくりを強力に進める決意であります。この問題につきましては、新長期計画の策定、復帰対策協議会の設置など具体的に作業を進めておりますが、さらに都市計画審議委員会にも諮問、那覇市が本土復帰後においても沖縄の県都としてますます発展するよう確固としたビジヨンをつくりあげることにいたしたいのであります。さて、以上市政の基本方針を申しあげましたが、率直に申しあげてこの基本方針がただちに新年度において具現されているとは申しあげられないのであります。すでに指摘いたしましたとおり、那覇市における行政需要はかつてないほど増大しており、それにひきかえ市財政は伸びず、行財政は全くきびしい状態にあるからであります。これは施政権者である米国が本土復帰をまたずに財政援助を大巾に削減、それに加えて新年度から大巾に増額した本土政府の財政援助に多額の対応費が必要とされ、そのため自己財源が圧迫され、琉球政府の自己財源がひつ迫し、いわゆる財政硬直化を招いているためであります。

　　琉球政府の財政硬直化は市町村ヘの補助事業の減少、起債事業が制約されるなど市町村財政ヘもかなりの影響をあたえていることは認めざるを得ないのであります。しかし私は、いかにきびしい財政環境にあつても市政を前進させなければならないとして、財源の確保に努力いたしてきたのであります。その結果、土地処分収入など臨時財源が減少したのにかかわらず一般会計において２,１８０万ドル、上下水道、土地区画整理特別会計を合わせて総額２,７２９万ドルを確保することができたのであります。したがいまして、１９７１年度における那覇市政は、すでに私の施策として実施している四つの柱を堅持しつつ２,７２９万ドルで展開されることになります。具体的に申しますと、那覇新港の建設、安謝第４次埋立て、道路排水の整備、水道配水区域の拡大、下水道施設の整備促進など市政の各分野で計画的に実施されている事業を積極的に進め、新規事業といたしましては、牧志公設市場、大道保育所、識名納骨堂の建設松川ポンプ場から首里農業試験場間の都市計画街路の新設、土地区画整理事業に着手することにいたしたのであります。つぎに泊港の浚渫、安謝におけるくり舟繋留地の整備による漁港対策の強化、児童手当の新設、身体障害者家庭奉仕員の設置、樋川子供の遊び場の建設でもつて市民福祉を高め、教育面では、視聴覚教育、特別学級の充実、各学校への栄養士の配置、体育館、プールの増設をはかり、母子福祉を高める措置もいたしたのであります。とくに牧志公設市場は、資金１３５万ドルでもつて用地買収、新築を実施するもので、この機会に那覇市政の多年の懸案である市場問題を根本的に解決し、都市再開発の促進、流通機構の整備、市民の明るい買物広場として建設する考えであり、この牧志公設市場の建設は那覇市政にとつて大きな意義があるものと確信している次第であります。また、次代をになうこどもたちのために児童手当を支給することは全市民の強い要求であり、市民福祉対策が一層強化されるものと期待いたしているのであります。さらに、市民のための市役所づくりにおきましても、本土復帰にともなう住民基本台帳法の適用を前に窓口業務の一元化、能率的な明るい窓口にする準備を進め、諸用紙を無料にして市民サービスを高め、行政機構の面でも復帰対策室、公園課、市民会館を新設、土木行政執行体制の強化、市職員の規律のひきしめ資質の向上でもつて、市民対話による民主市政が一層徹底されるよう内部体制を強化することにしているのであります。最後に来るべき年度は那覇市政にとつて記念すべきものになつていることを申しあげなければなりません。すなわち、この秋には沖縄で唯一の那覇市民会館が落成、来春には那覇新港が港びらきし、そして１９７１年５月２０日には那覇市制５０周年を迎えるということであります。

　　那覇市民が戦後２５年にしてはじめて文化施設をもつことができること、新しい貿易の時代に対処して築港された那覇新港が港びらきされること、これはまさに那覇市制５０周年を飾るにふさわしい事業であり、その落成を全市民とともによろこびあいたいと考えている次第であります。とくに市制５０周年におきましては、この５０年の多難を極めた市政、市民１人びとりの苦難にみちた生活を全市民とともに想いおこし、市制５０年の力で築く明るい那覇市をめざし多くの市民の参加を得て記念式典を開催することにいたします。

　　以上、私の市政にのぞむ所信と施政のあらましを申しあげましたが、なお具体的な施策につきましてはご提案申しあげている予算案をご検討され、議員みなさんのご批判を仰ぎ、新年度におきましてもなお一層のご協力を賜わりますようお願い申しあげ、１９７１年度施政方針といたします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第３１号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３２号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３３号、那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について。議案第３４号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市民会館条例制定について。議案第４０号、那覇市児童手当条例制定について。議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算。議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算。議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算。議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算。議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算。議案第４６号、１９７１年度那覇市水道事業会計予算。議案第４７号、１９７０年度一般会計予算の項の金額流用について。議案第４８号、議決内容の一部変更について。議案第４９号、予算外義務負担について。

　　議案第５０号、一時借入金について。議案第５１号、継続費を設定することについて。議案第５２号、下水道建設費を継続費とすることについて。議案第５３号、一時借入金について。議案第５４号、土地売却契約について。議案第５５号、土地売却契約について。議案第５６号、土地売収契約について。議案第５７号、財産の処分について。議案第５８号、１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて。議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについて。議案第６０号、識名納骨堂建設債を起こすことについて。議案第６１号、下水道事業債を起こすことについて。議案第６２号、家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて。議案第６３号、鏡原町の区域変更について。議案第６４号、市道路線の認定について。議案第６５号、専決処分した事件の承認について。議案第６６号、那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について。議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について。議案第６８号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第６９号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算。議案第７０号、屋内運動場建設債を起こすことについて。議案第７１号、水泳プール建設債を起こすことについて。議案第７２号、幼稚園園舎建設債を起こすことについて。議案第７３号、屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて。議案第７４号、那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定について。（議員金城吾郎ほか９人提出）を一括議題といたし順次説明を求めます。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第３１号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について、議案第３２号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例についてはそれぞれ関連しますので一括して提案理由を説明します。逐年の人口増加もさることながら、７２年本土復帰を控え、行政需要はますます増加の傾向にあります。すなわち、復帰対策をはじめ市民会館の建設、社会保障制度の一環として国民年金、保育業務など、さらに消防力の充実強化を必要とするものであります。これに対処するにあたつては、常に最少の経費で最大の効果をあげることを念頭に市行政事務を円滑に運営するため、那覇市事務分掌条例、那覇市職員定数条例の一部改正をする必要があります。まずはじめに、那覇市事務分掌条例の一部改正の要旨を申し上げますと、１番目に復帰対策に関することを挿入したいと思つております。２番目には工事請負契約等検査業務の一貫性にかんがみ現在財政部の所掌業務として指定されておる検収業務を建設部と土木部に移し、業務の効率的運用を図ろうという計画であります。３番目に市民会館の新設によりまして市民会館に関する所掌業務を挿入したいと思つております。

　　つぎに、那覇市職員定数条例の一部改正についてでありますが、今回の増員計画は８０人でその内訳を申し上げますと保育所泊、赤平などの新設に伴いまして３２名を予定しております。それから国民年金法による徴収事務のために年金課が１７名増員を予定しております。次に港湾建設業務の強化をはかるために港湾建設事務所に５名を予定しております。それから復帰対策を推進するために企画課に復帰対策係の要人としまして３名を予定しております。那覇市民会館新設に伴つてその管理運営のために３名の増員を予定しております。区画整理業務の強化をはかるために区画整理課の３名の増員を予定しています。従来、住宅使用料は管理人が徴収していたがそれを廃止し、職員が住宅使用料を徴収及び相談を受けるために住宅課に２名を増員予定しております。そのほか真和志支所市民係に２人。それから、総務課、商工観光課、民生課、保健衛生課、建築課以上の課に対しておのおの各課１人増員し事務充実をはかろうと思つております。

　　以上、市長事務部局７２人であります。そのほかに消防職員８人これは消防車両２台が増車するために定数増となつております。以上の考えのもとに本案を提出したのであります。よろしくご審議の程お願いします。

　　議案第３３号、那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例の提案理由をご説明申しあげます。現行の市史編集委員会の構成は、学識経験者９人と、市議会議員、市職員の各５人の計１９人となつております。従来市史資料篇を年２冊刊行してまいりましたが、次年度以降これに加えて通史篇の編集にとりかかりますので、現在の学識経験者委員だけでは、人員が少くないために各分野における問題が徹底した審議が行なわれなかつた憾みがありますので、これを増員いたしまして今後の委員会活動をより活発に行ない市史編集事業をさらに強力に推し進めたいと存じます。なお市史編集委員の任期については、従来は、市史編集が終了するときまでとなつていますが、この改正案で、その任期を２ヵ年と設定しました。これは１９６２年に公布された「付属機関設置条例準則」に準じて、その任期を設定したもので本市における他の委員会と同じ制度にしたわけであります。

　　以上でありますのでよろしくご審議くださるようお願いします。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　議案第３４号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申し上げます。改正の内容について申し上げますと本条例中第２条第１項職員の勤務時間について、現在４月１日から１０月３１日までは、午前８時出勤、１１月１日から３月３１日までは、午前８時３０分出勤となつておりますがこれを１年をとおして午前８時３０分出勤に改正するためであります。よろしくご審議くださいますようお願いいたします。

　　議案第３５号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申しあげます。改正の内容といたしましては、消防団長等の報酬および団員の費用弁償の増額についてであります。消防団員の報酬につきましては１９６３年、費用弁償につきましては１９６８年に改訂され、今日に至つておりますが、消防活動に果たす消防団の役割を考え、団員の待遇の改善を図るうえから、報酬、費用弁償をそれぞれ増額することにしたのであります。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　　議案第３６号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申しあげます。改正の内容は三点であります。まず一般職員の給料を引きあげるため、給与表の別表第２を改正するものであります。給与決定の基準といたしまして、一般に①生計費、②政府および他の市町村職員の給与、③民間事業従事者の給与、④財政事情等を考慮して定めなければならないとされておりますが、最近における物価の上昇は著しく、したがつて消費支出も増大しておりますので、このような情勢に適応させるため、さきに申し上げました諸基準を考慮にいれて一般職員の給与の改善を図ることにしたのであります。二点目に、議案第３４号により、職員の勤務時間が短縮されるため、勤務１時間当りの給与額の算定方法を改めるものであります。三点目に、条例定数外職員に対する給料の支給期日の改正についてであります。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　　次に議案第３７号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申しあげます。

　　まず、国民年金法の施行にともない保険料の徴収および年金給付が市町村の事務とされておりますので、滞納保険料を出張徴収する職員に対してその特殊性を考慮し「国民年金保険料徴収手当」を新設するものであります。また現行手当の間にはその額において均衡を欠いている観がありますのでこのような不合理を是正するために危険、不快、不健康、困難性等の諸要素を基準に徴税手当のほか７種の手当について改善をいたしたいと思います。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　　議案第３８号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について提案理由をご説明申しあげます。物価の上昇がいちじるしいので昨今の経済事情ならびに、政府民間の給与等を考慮し職員の給与を議案第３６号により改正するとともに夏季手当についても現在の給料額の１００分の１６０から１００分の１８０プラス１０ドルに引き上げ夏期における臨時的支出にこたえたいと思います。よろしくご審議くださるようお願いいたします。

　　議案第３９号、那覇市民会館条例の制定についてご説明申しあげます。公会堂建設につきましては目下着々工事がはかどつておりますが今秋には完成の予定であります。この公会堂につきましてこの名称を新たに那覇市民会館とすることにいたしまして、その設置、運営、使用基準、使用料、保安の責任等について規定した〝那覇市民会館条例〟を制定してその運営の万全を期したいと考えております。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第４０号、児童手当条例制定についてご説明申し上げます。児童手当制度は児童の養育費が家族生計に占める比重が大きく、また家計全体に対する圧迫もいちじるしいことなどから、児童のいる家庭に対し必要な給付を行ない、世帯の所得と家族数とのアンバランスを是正し多子による貧困を防止して家庭生活の安定を図るとともにこれを通じて積極的に次代の発展をになう児童の健全な育成と資質の向上を図るため児童手当制度を新設しようということで、それの法的裏付けとして那覇市児童手当条例を制定する必要がありますので本案を提出いたしました。よろしくお審議くださいますようお願いいたします。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算についてご説明申しあげます。１９７１年度の予算編成にあたりましては近代的な都市建設、市民福祉の増進、公共施設の改善及び増設、教育関係費の充実等に重点を置いて予算を編成いたしました、その結果、予算総額は歳入歳出とも21,886,057ドルとなり前年度に比較いたしまして1,073,822ドルの増となつております。本予算案の財源別、経費別について説明いたします。まず財源別では自己財源が11,569,907ドル、52.9％依存財源が10,316,150ドル、47.1％となつております。一方経費別は人件費、3,968,480ドル　18.1％　物件費その他の経費、839,233ドル　3.8％　　公債償還金　980,355ドル　4.5％　　営造物管理費　219,722ドル１％　　事業費　13,296,818ドル　60.8％　　教育費負担金　2,581,449ドル　11.8％となつております。次に経費別の予算内容について説明をいたします。まず事業費で総額１3,296,818ドルを計上しまして前年度に比べて816,559ドルの増となつております。土木関係事業は市管理の道路、橋梁および排水の維持と新設改良費として921,269ドル、河川改修と災害土木費が70,494ドルと道路および排水の調査、設計および土木工事に伴う事務費36,128ドル、それに第４次泊、安謝間埋立事業経続費の最終年度分として2,765,000ドルで3,792,891ドルを計上してあります。都市計画事業としては都市計画法にもとづく幹線道路の新設および舗装工事に要する経費さらに、総合的な都市計画に必要な諸調査および真嘉比、古島地区区画整理の調査費として1,995,331ドルを計上し、前年度より108,116ドルの増となつております。港湾建設事業は、日、琉政府の援助を得て実施しておりますが、１９７１年度は第３年次事業として、2,192,180ドルを計上してありますが、この事業は前年度より1,140,482ドルの減となつております。次に経済民生関係の事業に移りますが、まず社会関係事業として2,345,008ドルを計上し、前年度より、285,118ドルの増となつております。社会関係事業には、生活保護費として11,831ドル、児童福祉事業としては新らしく児童手当制度及びこれも新たに福祉対策を新設しましたその経費その他保育所の建設および管理運営費、保護措置費担金等をあわせて383,208ドルを計上いたしました。その他の社会関係事業としては老人福祉費38,630ドル、社会教育費その他で75,326ドルを計上いたしました。公園事業としては、識名納骨堂建設と市内各公園の照明工事に要する経費として120,219ドルを計上し、また公営住宅建設事業は１９７０年度分２９０戸と１９７１年度分の３１２戸を継続費として実施しますが、このうち１９７１年度分と１９６９年度から実施しております石嶺、大名の用地購入費をあわせて1,715,794ドルを計上してあります。

　　労働関係事業としては職業訓練に要する経費13,176ドルと失業対策事業に要する経費として64,261ドル計77,437ドルを計上しまして、前年度より11,238ドルの増となつておりますが、これは主に失業対策事業就労者の賃金改定による増であります。保健衛生関係事業には伝染病予防に要する経費12,358ドル、清掃事業およびごみ処理場の管理運営と施設新設に要する経費362,704ドル、行旅死亡人取扱費として７７２ドルで合計375,834ドルを計上してあります。本事業においては、特にごみ処理事業で市直営および委託処理ともにこれまでの市民一人一人が処理車に積込んでいたのを改らためて一定の場所に集められたごみを直接収集するために要する経費、さらにごみ処理場勤務者の待遇改善をはかるための職員厚生施設の建設等およびごみ焼却炉の改修として灰出し装置の取付等に重点をおいて予算計上しまして前年度より144,773ドルの増となつております。産業関係事業は牧志公設市場建設事業に要する経費と商工観光事業および農林水産事業の振興に要する経費として1,304,212ドルを計上いたしまして、前年度に比べて1,181,150ドルと大巾な増額であります。牧志公設市場建設事業は総額1,350,000ドルを１９７１年度から１９７２年度までの２ヵ年継続事業として執行する計画でありますが、このうち１９７１年度分として建設工事費の525,000ドルと用地購入費の650,000ドル、付帯経費3,458ドル合計1,178,458ドルを計上しました。商工観光事業の振興費としては産業展示会の開催、観光宣伝事業、各種商工、観光関係団体の育成のための負担金および補助金等をあわせて31,934ドルを計上しました。農林水産業は農業基本施設の農道および排水路の整備、苗ほの移設、漁船の科学装備および漁港のしゆんせつ等を重点にして93,820ドルを計上しました。そのほかの事業としては継続年期の延長による公会堂建設事業　735,924ドル、泊港の施設改修に要する経費　53,003ドル、消防ポンプ自動車購入費　9,000ドル、庁舎建設債の減債基金積立金　40,000ドル、水道事業、区画整理事業および下水道事業の各特別会計への繰出金375,998ドル、計1,213,925ドルを計上してあります。人件費関係では議会議員、監査委員、選挙管理委員の報酬および費用弁償として113,712ドル、各事務局職員それに市長事務部局の職員と消防職員の給料および諸手当3,744,840ドル、停年および一般退職者の退職給与金109,928ドルをあわせて合計3,968,480ドルを計上いたしました。このなかには職員の待遇改善のためのベア、夏期手当の２割の増額分さらに新設保育所、年金事務等に伴う増員に要する経費を計上いたしまして、前年度より741,845ドル増となつております。

　　物件費は、議会、監査、選挙管理の各事務局の事務経費16,106ドル、一般の事務経費210,562ドル、広報費53,045ドル、消防の事務費50,948ドル、それに市税の賦課徴収に要する徴税費94,347ドル、計425,008ドルを計上いたしました。前年度に比較すると16,748ドルの増となつておりますが、これは徴税費の課税台帳作製に要する分の増であります。その他の経費は、議会および一般の交際費と旅費44,847ドル、職員の研修費11,662ドル、人件費に伴う各種の負担金および保険料237,385ドル、庁舎修繕、各種委員会費、公会堂落成記念行事費その他で118,894ドル計412,788ドルとなつておりますが、人件費の増に伴う各種負担金および保険料の増と公会堂落成記念行事費の計上によつて前年度より84,367ドルの増となつております。公債償還金は、一般会計における既応債の元利償還金と新規起債の手形利子および市債証券の償還事務に要する経費として980,355ドルを計上してあります。

　　この経費は前年度に比べて1,012,264ドルの減でありますが、これは前年度予算に計上しました第３次泊、安謝間埋立債と、第２次大名、石嶺の用地購入費の借換債による償還金の減額によるものであります。営造物管理費は、泊港をはじめ各住宅市場等の管理運営費として219,722ドル計上してありますが、住宅戸数の増加、さらに公会堂の供用開始によつて、前年度より117,692ドルの増となつております。次に、教育委員会法第５４条にもとづく教育費の市負担分として前年度より320,331ドル増の2,581,449ドルを計上してあります。以上で歳出を終り歳入に移ります。

　　歳入は、市税をはじめとする自己財源収入11,569,907ドルで前年度より805,450ドルの増となつております。自己財源の主なものは市税収入でありますが、これまでの実積を充分勘案いたしまして6,382,707ドルを見込みまして前年度より928,868ドルの増となつております。

　　市町村交付税および特別とん譲与税として2,755,009ドルを計上しまして前年度より385,733ドルの増となつております。財産収入は地所賃貸料、軍用地料、株式配当金収入として213,797ドルと、都市計画事業、港湾建設事業等の政府補助による事業の対応費に充当するための土地売払代金571,411ドルをあわせて785,208ドルを計上してあります。財産収入は前年度より735,275ドルの減となつておりましてこれは市有地賃貸料の改定によつて約73,000ドルの増でありますが、土地売払代金は約８０万ドルと大巾に減額となつております。次に各営造物の使用料と各種の手数料につきましては1,125,285ドルを見込んで計上してありますが、これは住宅戸数および保育所の増加によるもの、さらに公会堂の供用開始による使用料収入等の計上によつて前年度に比べて144,715ドルの増となつております。そのほか市庁舎建設費に充当するため発行した市債証券の償還金に充当する減債基金の繰入金40,000ドル、前年度繰越金135,600ドル、無地番賃貸料その他雑収入等で346,093ドルを見込んで予算計上いたしました。次に依存財源に移ります。依存財源は、政府支出金4,932,378ドル、市債5,238,771ドル寄附金145,001ドル、計10,316,150ドルを計上いたしまして、前年度より268,372ドルの増となつております。政府支出金は前年度より約４３万ドルの減となつておりますが、これは保育所建設と児童保護措置費負担金で約１０万ドル、都市計画事業と公営住宅の補助金で約５０万ドルその他土木事業、失業対策事業、文化財保護等の補助金の増が約４万ドル、政府交付金と委託金で約６万ドルの増で計７０万ドルの増でありますが、港湾建設事業補助金が約１１３万ドルの減となつたことによるものであります。

　　また市債につきましては、新規起債といたしましては１９７１年度分公営住宅建設債205,200ドル、牧志公設市場建設債1,175,000ドル、および識名納骨堂87,300ドルがありますが、そのほか前年度からの継続分の１９７０年度公営住宅建設債、第４次埋立事業、第２次石嶺大名の用地購入それに継続年期の延長に伴う公会堂建設債等をあわせて合計5,238,771ドルを計上しまして、前年度より713,910ドルの増となつております。

　　寄附金につきましては、公会堂建設事業の充当財源で継続年期の延長による財源の繰越しで再計上したものであります。以上で１９７１年度一般会計の歳入歳出予算について説明を終ります。よろしくご審議のほどをお願い申し上げます。




○　建設部長（水間平君）

　　議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算についてご説明申しあげます。この案は第一地区ならびに美栄橋地区の土地区画整理事業に要する経費でありましてこの地域の工事はほとんど完了し、最終業務である換地処分ならびに登記事務そして清算事務に要する予算であります。内容といたしましては歳入は第１款替費地処分収入１ドル、第２款使用料及び手数料７５ドル、第３款清算金17,800ドル、第４款繰越金33,000ドル、第５款雑入302ドル、合計51,178ドルとなつております。歳出の方では、第１款区画整理費は、この地区に従事する人件事務費ならびに事業費、清算金等に49,178ドル計上し第２款は予備費2,000ドル計上してあります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算についてご説明申し上げます。この案は山下地区土地区画整理事業に要する経費でありまして、１９７１年度は排水路工事街路工事と宅地造成工事ならびに移転補償業務を実施するための予算であります。内容といたしましては、歳入は第１款政府補助金157,161ドル、第２款繰入金75,250ドル、第３款替費地処分収入20,000ドル、合計252,411ドルであります。

　　歳出の方では第１款区画整理費は人件事務費ならびに事業費等に252,311ドル計上し第２款は予備費100ドル計上してあります。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算についてご説明申し上げます。この案は小禄地区土地区画整理事業に要する経費でありまして１９７１年度は整地工事と街路工事を実施するための予算であります。内容としましては歳入は第１款政府補助金100,000ドル、第２款繰入金54,274ドル、合計154,274ドルであります。歳出の方では第１款区画整理費は人件事務費ならびに事業費等に154,174ドル計上し第２款は予備費１００ドル計上してあります。よろしくご審議のほどお願いいたします。




○　土木部長（内間安春君）

　　議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算について、主な内容をご説明いたします。１９７０年度予算で実施しております壺川準斡線のほか、１４ヵ所の管布設工事を引き続き行ない、１９７１年度におきましてもその延長を重点的に施工していく計画であります。まず、歳入から説明いたします、第１款政府支出金につきましては、１９７０年度からの継続費に対する補助金699,823ドルと１９７１年度事業の今年度執行予定額に対する補助金の工事費500,935ドルの合計1,200,758ドルとなつております。第２款繰入金218,284ドルにつきましては、下水道事業を行なうために必要な人件費、需用費、公課費および下水道工事設計に要する調査委託費ならびに下水道事業債利子その他の経費にあてるための一般会計からの繰入金であります。第３款下水道事業収益につきましては、下水道使用料47,864ドル、預金利息、貸付金利息3,335ドル、貸付返済元金26,720ドルその他雑収益を計上してあります。第４款市債214,600ドルにつきましては、下水道事業に対する政府補助金の市負担額113,900ドルと排水設備貸付資金100,700ドルを起債で充当するため計上してあります。

　　次に、歳出について説明いたします。第１款下水道事業費、第１項職員費164,290ドルにつきましては、事業運営に要する職員の給料、諸手当、下水道公社への汚水処理料、水道局への徴収委託料、その他経常的経費にあてるための費用であります。第２項下水道維持管理費4,920ドルにつきましては、すでに下水道管布設の完了した地域の維持管理に要する経費であります。第３項排水設備奨励費147,127ドルは、排水設備の設置に要する工事費を一時に捻出することのできない市民に対して工事費の９０パーセント、最高額１８０ドルまで貸し付ける計画であり、その貸付金を計上してあります。第２款下水道建設費、第１項下水道建設費1,367,975ドルにつきましては、下水道建設に要する設計および現場監督の職員手当8,034ドルと設計見積に必要な諸調査費39,214ドルおよび工事請負費1,320,727ドルを計上してあります。以上歳入歳出合計とも1,711,716ドルとなつております。よろしくご審議のほどお願いいたします。




○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　ただいま上程になりました議案第４６号１９７１年度那覇市水道事業会計予算について、ご説明申し上げます。当市水道事業は、市の発展および経済の発展、生活の近代化等により、水道需要は年々上昇の一途をたどつており、その需要を満たすため琉球水道公社からの原水、浄水の分水によつて給水活動を行なつているのであります。新年度の予算編成にあつては、需要者のご要望を満し得る水量の確保に万全を期すように十分考慮し、予算の編成にあたつたのであります。その基本的な考え方といたしましては、市民需要者の需要に応じられる原水、浄水の確保が先決であることはいうまでもなく、琉球水道公社とも十分なる調整のうえ、市民に不安のないような給水計画に留意したのであります。この給水計画と併行して、市民中心部の近代高層ビル、さらには、社会生活の向上により増大する需要に対し、現施設では対応し得ず都心部の配水管改良工事をはじめ、宅地造成並びに区画整理に伴う未配管地域を重点的に配水管の整備拡充を図りたいと考えております。したがいまして、新年度におきましては、那覇署前からむつみ橋間、崇元寺よりグランドオリオン前を主体に山下町区画整理地区、その他宅地造成に伴う首里、小禄、真和志地域等の未配管地域に対する配水管の整備拡充を行なう計画で総延長11,136ｍを予定いたしております。これら配水施設の整備拡充工事に要する経費は多額な資金を必要といたしますので、政府資金運用部資金から借入れでもつて、早期に水の供給が行なえるよう努力をいたしたいと考えておるのであります。また、市民サービス面につきましては、十分なる需要者への対応しえるよう内部体制を整え、従来、給水装置工事に際しアスフアルト道路の舗装部分については、需要者負担となつておりましたが、新年度、即ち、７１年度からは市の負担により舗装することとし、給水装置等の修理業務につきましても、現在の給水工事指定店をして修理を行なせしめ需要者に対するサービスの向上を図る考えであります。また、市民需要者のご協力を得ると同時に市においても漏水防止、あるいは修理面においては一段の努力を払い有収率の向上に鋭意努力を傾注してまいりたいと考えております。以上のような考えで新年度の予算編成を行なつたのであります。まず、予算内容について総括的にご説明いたしますと、収入面でございますが第２条、収益的収入におきましては、水道使用料、量水器使用料等を主とした営業収益と預金利息、土地物件収益等の営業外収益に分かれておりまして営業収益に2,796,040ドル、営業外収益としましては、31,993ドル計2,828,033ドルの水道事業収益となつております。

　　前年度当初予定額2,499,450ドルに比較いたしますと328,583ドルの増額となつております。収益的支出については、原水及び浄水作業をはじめ、一般維持管理業務に要する営業費用2,509,330ドルと企業債利息等の営業外費用144,403ドル、予備費3,000ドル計2,656,733ドルの水道事業費用を見込んだのであります。前年度に比較いたしますと321,283ドルの増額となつております。したがいまして、収益的収入の2,828,033ドルから収益的支出2,656,733ドルを差引きますと、当年度純利益は171,300ドルとなるのであります。次に、第３条予算即ち、資本的収入及び支出でありますが、収入につきましては、市内配水管拡張工事債としての企業債収入152,000ドルと配水管拡張工事に伴う政府補助金6,682ドルさらには、消火せんの設置に伴う他会計繰入金その他の収入として19,534ドル計178,216ドルの収入が見込まれ前年度予定額571,633ドルに比べ393,417ドルの減額となつております。資本的支出におきましては、配水施設工事をはじめ諸設備の取得、改良工事としての299,375ドルの水道改良費と配水施設拡張工事費の152,000ドル、企業債償還金131,162ドルで計582,537ドルとなつております。前年度967,681ドルに対し385,144ドルの減額となつております。したがいまして、資本的収入合計178,216ドルに対して支出582,537ドルで差引404,321ドルが不足するのでありますが、この補てん財源といたしましては、第２条予算の収益的支出に計上してあります減価償却費、資産減耗費等の現金の支出を伴わない経費、即ち当年度損益勘定留保資金233,021ドルと当年度純利益171,300ドル計404,321ドルでもつて補てんするものとして収支のバランスを図つたのであります。これらの経費を経費分類いたしますと、人件費につきましては757,610ドルで前年度に比較いたしますと、149,695ドルの増額となつております。これは今回の給与改定及び職員の増加に伴うものが主な増加額となつております。受水費につきましては、本年度は１日平均67,000トンを配水する計画で1,051,381ドル計上いたしておりまして水の確保に十分配慮いたしたのであります。

　　前年度に比較しますと84,630ドルの増額となつております。委託、請負経費につきましては、集金業務、庁舎維持管理及び諸施設の警備、清掃並びに配水施設維持補修、給水装置及び量水器の取替修理等が主なるもので152,493ドルに対し前年度より46,327ドル増額となつております。これは給水需要者が増えたことと、諸物価の値上り、さらには止水せんの堀上げ給水装置の切替等の請負工事が新たな業務量の増加によるものであります。配水管の整備拡張工事といたしましては、自己資金及び補助金による配管工事は、１２件を予定しておりまして154,820ドルで前年度に比較いたしますと、33,633ドルの増額となつております。また、起債による配水管拡張工事につきましては、先程も申し上げましたとおり、市内中心部を主体に配水管の整備拡張工事費として152,000ドルで前年度に比較して322,000ドルの減額となつております。営業設備費につきましては、水道事業計画に基づく用地買収費と漏水防止調査その他機械器具等の購入費を計上85,546ドルに対し前年度に比較し155,426ドルの減額となつておりますが、これは前年度において識名貯水そう及び資材集積所用地の買収費が見込まれていたためであります。企業債元利金としましては270,206ドルでありまして前年度に比較いたしますと45,844ドルの増額となつております。原水及び浄水施設費につきましては、牧港水源から牧港ポンプ場までの導水管改良工度その他関連費及び泊浄水場内整地工事費で29,049ドル前年度に比較し22,259ドルの増額となつております。その他経費につきましては、前年度に比較し36,860ドルの増額となつております。したがいまして、前年度に比較いたしますと増額分が442,665ドルで減額分が506,526ドルとなつており、総予定額の実質的な減額分としましては64,834ドルの減額となつております。

　　以上が第２条及び第３条予算の概要でありますが、これら予算と関連いたしまして、第４条は配水施設拡張工事費に充るため、琉球政府資金運用部から152,000ドルを限度として３０ヵ年の償還期限をもつて借入れることといたしております。次に第５条は、年度内の運転資金に充るものとして200,000ドルを限度に一時借入れするものであります。第６条は、議会の議決を経なければ流用できない経費は職員給与費と交際費を定めたものであります。

　　第７条は、建設改良費に充る政府補助金と消火せんの設置及び維持管理費としての一般会計からの繰入金を定めたものであります。第８条は、２条予算の収益的収入と支出との差額、即ち171,300ドルの当年度純利益を建設改良事業費に充るため処分するものであります。第９条は、貯蔵品として経理されるものの購入限度額を定めたのであります。以上が１９７１年度那覇市水道事業会計予算の概要であります。なにとぞよろしくご審議の程お願い申し上げます。




○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第４７号、一般会計予算の項の金額流用についてご説明申しあげます。１９７０年度予算のうち退職給与金につきましては、当初106,525ドルを計上いたしましたが一般退職者および死亡退職者が予想以上に多く、これから年度末までの所要見込み額が17,021ドルに対し、予算残額が6,236ドルで10,785ドルの不足となりますが、これを同じ人件費の吏員給で採用時期のづれ欠勤者の給与減額等によつて不用額が生じておりますので、これを流用するため本案を提出しました。よろしくご審議のほどを申しあげます。議案第４８号、議決内容の一部変更についてご説明申しあげます。

　　本案は公会堂建設事業の工期延長に伴う継続年期を延長するための議案であります。公会堂建設につきましては１９６９年度から１９７０年度までの２ヵ年継続事業として執行中でありますが、工事着手時が雨期にあたり以後の工事進渉に大きく影響しまして、当初の完成予定が１９７０年の６月２５日となつておりますが、約３ヵ月遅れて完成見込みが９月３０日となつております。そうしますと完成年度が１９７１年度になりますので、それに伴う予算処置として、既決の継続年期を１ヵ年延長したいので本案を提出いたしました。よろしくご審議のほどをお願い申しあげます。

　　議案第４９号、予算外義務負担についてご説明申しあげます。本案は、政府補助を得て実施する１９７０年度分保育所の泊および赤平保育所建設工事93,900ドルの契約に伴う予算外義務負担であります。この工事は年度末に補助指令を得たので工事契約期間か１９７０年度から１９７１年度にまたがる工事となりますので、これの予算措置として本案を提出しました。よろしくご審議のほどをお願いします。議案第５０号、一時借入金についてご説明申しあげます。歳出予算の執行につきましては、年度当初から職員の給与や事務費などの経常的な経費が支出されるのでありますが、収入の方はかならずしも支出に見合うだけの収入は得られず歳計現金が一時的に不足する時期があり、円滑な予算執行ができない場合がありますので、１９７１年度の歳出予算内の支出にあてるため、一時借入金の借入れをするものであります。よろしくご審議下さるようお願いします。議案第５１号、継続費を設定することについてご説明申しあげます。本案は第３年次分の港湾建設事業１９７１年度分公営住宅建設事業および牧志公設市場建設事業についての継続費の設定であります。これらの事業は政府補助あるいは起債事業でいずれも約１２ヵ月の工事期間を要するのでありますが、設計、調査に要する期間または政府補助申請、市債の借入手続等を完了してから工事着手となりますと１９７１年度から１９７２年度の２ヵ年にまたがる工事となりますので継続費を設定して事業を執行するため本案を提出しました。よろしくご審議のほどをお願い申しあげます。




○　議長（辺野喜英興君）

　　昼食のため休憩いたします。

（午前１１時５５分　休憩）

（午後　１時０４分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　土木部長（内間安春君）

　議案第５２号、下水道建設費を継続費とすることについてその提案理由をご説明いたします。本案は１９７１年度下水道建設事業で、政府補助金を得て施工する工事でありますが、工事期間が約１５ヵ月かかり、また、設計や補助申請および予算の性質上諸手続き、調整等に相当の日数を必要とし、年度中途に着手することになりますので、１９７１年度から１９７２年度までの継続事業として執行するため、本案を提出いたしました。よろしくご審議くださるようお願いいたします。議案第５３号、一時借入金についてご説明いたします。下水道事業特別会計の諸経費につきましては、下水道使用料および一般会計繰入金をもつてあてることにしておりますが、一般会計における歳計現金の不足により繰り入れが遅れる場合がありますので、円滑な予算の執行を行なうため一時借入れをするものであります。借入れ方法につきましては、琉球銀行から年利6.5パーセントで手形借入れをしたいと思います。よろしくご審議のほどお願いいたします。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第５４号、および議案第５５号「土地売却契約について」の議案は、提案理由が同一内容でありますので、あわせてご説明申し上げます。この両案は１９７０年度の各種都市計画事業の対応費に充てるために処分議決を得た土地でありますけれどもその後現借地人との間に仮契約が成立しましたので条例による売買契約を締結するため「議会の議決または住民の投票に付すべき財産、営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例」第６条第３号の規定にもとづき、提案した次第であります。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。議案第５６号、土地買収契約についてご説明いたします。与儀船増原（通称樋川）住宅密集地域内での子供の遊び場としての用地買収すべく交渉をすすめてきましたが、このたび135,77坪の土地について交渉がまとまりました。そこで、お手許に配布してあります議案のとおり１９７０年６月３日に買収の仮契約を締結したのであります。用地買収価格については那覇市財産評価委員会の答申価額を勘案して価格を決定した次第であります。よろしく審議くださいますようお願いいたします。

　　議案第５７号、財産の処分についてご説明申しあげます。この案は提案理由に示してありますとおり１９７１年度における各種都市計画事業の対応費の充当財源として旭町公有水面埋立地のうち字壺川赤畑原１６５番の２の一部と旭町４０番の１筆、第三次安謝地先公有水面埋立地のうち字安謝義理地原６８５番の３筆、前島町の１筆、および通堂町３丁目４５番のうちの一部をそれぞれ処分するために提出した次第であります。よろしくご審議下さるようお願いいたします。




○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第５８号、１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについてご説明申しあげます。本市における住宅難を緩和するため、１９６３年度以来1,822戸の公営住宅を建設し、１９７０年度も２９０戸を建設中でありますが１９７１年度においても引き続き３１０戸の公営住宅を建設する計画であります。

　　この建設に要する経費は第１種住宅が788,521ドル、第２種住宅が729,510ドルと合わせて1,518,031ドルとなりますが建設工事費と用地取得造成費に対する政府補助金が866,780ドルで残り651,251ドルのうち建設工事費と用地取得造成費の９０％分513,000ドルを市債で充当し残り１０％分とその他の付帯経費については一般財源を充当する計画であります。

　　完成後の管理につきましては、公営住宅法施行現則による乗率で使用料を算出いたしますと１戸当り月額使用料が第１種住宅で２２ドル８２セント、第２種住宅で１７ドル４８セントとなりまして、これの年間収入見込額と管理維持費との差額は12,618ドルの剰余となりますが、この剰余分につきましてはさきに公営住宅建設用地取得のため起債した市債償還金の一部に充当する計画であります。議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについてご説明申しあげます。那覇市においては牧志公設市場付近一帯をシヨツピングセンターとして再開発する計画を進めておりますが、それと関連して西側市場も改築する計画で１９７０年度において開南の仮設市場建設と調査および設計を完了いたしまして１９７１年度においては建設事業に着手する計画であります。

　　建設計画としては鉄骨コンクリート建で地下１階、地上２階で延べ3,530㎡とする計画であります。これの事業費総額は建築工事700,000ドル、用地買収650,000ドル職員手当4,683ドルそれに７０年度で実施した設計調査費および仮設市場建設費59,943ドルをあわせて総額1,414,626ドルとなりますが、このうち建設工事と用地買収費の1,350,000ドルについては起債を充当する計画であります。完成後の管理につきましては使用料収入を充当して独立採算とする計画でありますが、償還期間１０年と財政計画期間１５年の差によつて、財政計画の前半における収入不足額は一般財源を充当する計画になつております。よろしくご審議のほどをお願いします。議案第６０号、識名納骨堂建設債を起こすことについてご説明申しあげます。都市計画事業を推進するため、市内に散在する墳墓を移転、整理しまた土地の高度利用や環境整備をはかるため新しく識名霊園内に2,240柱を収容する納骨堂の建設計画をたてまして、これの事業費を起債で充当する計画で１９７０年度で資金運用部に借入れ申込みをしたのでありますが資金量の都合で借入れすることができませんでしたので、今回は借入れ先を琉球銀行に変更し、事業を執行するよう本案を提出した次第であります。なお、完成後の管理運管につきましては納骨堂使用料収入を充当して独立採算をする計画であります。よろしくご審議のほどをお願い申しあげます。




○　土木部長（内間安春君）

　　議案第６１号、下水道事業債を起こすことについてご説明いたします。本案は、当市の下水道建設工事費に対する９パーセント額を市が負担することになつていますので、その財源を市債で充当するため提出したしだいであります。１９７１年度の市債の内訳を申し上げますと、１９７０年度からの継続工事費770,242ドルの市負担額70,419ドルに対する起債額66,850ドルと１９７１年度事業の今年度執行予定の工事費550,485ドルの市負担額49,550ドルに対する起債額47,050ドル、計113,900ドルとなつております。よろしくご審議のほどお願いいたします。

　　議案第６２号、家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについてご説明いたします。本案は、公共下水道の処理区域内における排水設備の普及促進を図るために、一時に工事費を捻出することのできない一般家庭を対象に資金運用部資金から起債でもつて借入れし、貸付資金に充当するために本案を提出したしだいであります。よろしくご審議くださるようお願いいたします。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第６３号「鏡原町の区域変更について」の提案理由をご説明申し上げます。この案は上原盛功外１名が那覇市計画街路用地、那覇都市計画奥武山公園用地ならびに住宅用地として、鏡原町１丁目７２番の地先公有水面に埋立てをいたしました。Ａ区域350,54平方メートル、Ｂ区域4,786.72平方メートルを鏡原町１丁目に編入し、同町の区域を変更することであります。このことについては、市町村自治法第３条の手続きを経まして、１９７０年４月２４日づけで本市の行政区域に編入されており、お手元にお届けしてあります見取図のとおり町の区域に変更するものであります。なお、この区域変更につきましては市町村自治法第６条の３の規定により、提案した次第でありますので、よろしくご審議下さいますようお願いいたします。




○　土木部長（内間安春君）

　　議案第６４号の提案理由を説明する前にミス、プリントがございますのでご訂正を願いいたします。市道認定の３枚目の表の一番上の段でございます。経点の欄にＳ２３号とありますのをＳ２５号とご訂正願います。では説明に入ります。本案はＣＭ７２３号路線ほか４７路線を道路法第６条第２項の規定により道路綱の整備をはかるため市道に認定し交通の発達に寄与し市民福祉を増進せしめるため提案したものであります。ご承知のよう本市は接収下による住宅密集化は本土都市に例をみない伸びを示し、さらに郊外地域が急速に市街化される傾向にあります。また近年全国的なモータリーゼイシヨンの波が本市にも押し寄せ自動車保育台数の伸びが著しく高まり道路需要は急速に高まつております。しかしながら道路の密度、改修率による道路事情は本土都市に比較して立ち遅れてるような実情であります。さらに市道はその密度や改修補修率が地域差を生じ、そのために交通の円滑、地域の開発、生活環境の整備等が地域等によつて不利不便不行平を生じております。今回是正策といたしまして地域全般にわたりまして重要路線を統一的に認定し道路綱の計画的な整備をはかり道路の維持管理、質の向上と保全に万全を期し、道路行政を円滑に施行することによつて市民福祉を増進せしめんとするものであります。よろしくご審議の程お願いいたします。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　議案第６５号、専決処分した事件の承認についてその提案理由を説明いたします。かねてから計画しておりました近代的な新市場建設を現実に実施するため、債務者である業者の方々と種々協議の結果、仮設市場へ移転するとの約束が成立いたしました。しかしその後、再三にわたり情理を尽して自主的な明渡しを求めたのでありますが、これが履行されず、那覇市の本件土地に対する占有使用を妨害していたので、緊急に対処する必要がありまして仮処分命令を申請したのであります。以上のとおり議会を招集する暇がなく専決処分いたしましたので、よろしくご審議のうえ、ご承認を得たいのであります。




○　教育長（譜久山朝直君）

　　議案第６６号、那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定についてご説明申し上げます。改正の主なる理由として、城東小学校の新設に伴う職員の配置と、学校給食関係では小学校の完全給食実施単独校６校に栄養士を配置し、学校給食に於ける衛生管理と栄養管理を強化するためであります。その内容は学校職員８人学校給食共同調理場職員１人計９人を増員するために本案を提出したのであります。よろしく御審議下さるようお願い申し上げます。議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定についてご説明申し上げます。教育委員会職員の給与については、従来通り政府の給与に準じておりますが、１９７０年７月１日から適用の給料のベースアツプについては最近諸物価の値上りで生計費も増大しつつあり、琉球政府、那覇市役所および民間の給与等を考慮して政府職員給与の上昇率10.1％に３ドルをプラスして給与の改善を行ない職員の生活の安定を図ることにしたのであります。よろしく御審議下さるようお願い申し上げます。議案第６８号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定についてご説明申し上げます。学校保健の強化と児童、生徒および職員の健康管理を充実させるため、学校保健法にもとづいて各学校に校医を委嘱しておりますが、校医の職務内容、並に交付税の積算内容等を比較検討の結果、現行の年額４０ドルは低いのでこれを５０ドルに引き上げるために本案を提出したのであります。よろしくご審議下さるようお願い申し上げます。議案第６９号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算についてご説明を申し上げます。本年度はとくに重点事項として次の６項目をとりあげ予算化をはかりました。一つは過密現象対策で、日日発展をつづける那覇市では、とくに周辺部において、いちじるしい人口の過密傾向にありますので、学校新設計画をはじめ校地拡張等適切は過密対策を推進する。二つには、学校の施設設備等の拡充、学習効果をより高めるために屋内運動場をはじめ水泳プール、学校図書館等の建設を促進する。三つには、学校保健の強化、次代をになう児童生徒の健康の増進と体力づくりをめざし、栄養士の完全配置、学校給食の充実、学校保健衛生環境の整備と検診料の全額負担。四つには、幼稚園教育の充実、幼稚園教育の重要性にかんがみ園舎建築を促進し教員の病気休暇等の際は短期間でも補充教員をあてて保育に万全を期したい。五つには、社会教育の振興、とくに青少年の健全育成のために社会教育体制を強化するとともに運動場の開放と留守家庭児童の指導などの施策をすすめたい。六つには、職員の待遇改善、教職員の研修意欲を高め、その資質の向上をはかり、児童生徒の学力水準をひきあげるとともに区負担職員の給与を是正する。以上の６項目を重点に、祖国復帰を目前にして教育の格差を是正するため編成したのであります。

　　では、１９７１年度那覇教育区予算の概要について説明します。歳入歳出予算総額は、11,288,166ドルとなつておりましてはじめて１千万ドルをこえる予算となりました。これを前年度の当初予算と比較しますと2,341,600ドルの増で増加率は26.2％と大巾な伸びをみせています。本予算案の財源別経費別について説明いたしますと、まず財源別では、自己財源が135，307ドル1.2％、依存財源が8,568,909ドル75.9％、市教育費負担金は2,583,950ドル22,9％となつております。歳出の経費別は人件費、学校維持管理費、学校給食、校地借地料等の消費的経費8,967,725ドル79.4％、学校建設費、学校施設維持費等の建設的経費2,206,283ドル19.6％で公債費償還金114,158ドル1.0％となつております。では、予算の内容について款を追つて説明いたします。まず歳入の第１款市負担金について、本款は市で負担する教育費負担金および教育税滞納繰越分収入を2,583,950ドル見込んでありまして、１９７０年度と比較して276,252ドルの増となつております。このうち市が負担すべき教育費負担金は2，581,449ドルでこれを財源として委員会職員の人件費、各学校管理運営費、一般事務経費、公債償還金、政府補助事業の対応費に充当してあります。

　　第２款の分担金および負担金について申し上げますと本款は沖縄学校安全会法にもとづく児童生徒が負担する共済掛金で2,588ドルとなつており１９７１年度から掛金額が改正されたため９５２ドル増となつております。

　　第３款の政府支出金につきまして、本款は教育委員会法第１３６条にもとづくところの教職員給与手当の人件費および校舎建築費等の政府負担金として7,873,315ドルを計上し前年度より1,680,221ドルの大巾な増となつておりまして、これは主として人件費の給与改正と校舎建築継続費の増加のためであります。第４款の使用料及び手数料について、本款は教育委員会の規則にもとづいて徴収する幼稚園授業料と入園料および補習学級の授業料収入計122,120ドルを計上してあります。第５款諸収入につきましては、教育税滞納分に対する延滞金でこれまでの実績を充分勘案して５０３ドル計上してありますが財産売却収入がないため15,804ドルの減となつております。第６款の繰越金につきましては、政府補助による対応費を継続事業分として10,097ドル計上してあります。第７款の教育区債につきましては、政府補助による屋内運動場、水泳プール、および幼稚園園舎の対応費と学校用地購入費を教育区債を起こして充当するため318,394ドル計上してあります。以上で歳入を終り歳出に移ります。第１款、教育総務費について、この款は教育委員の報酬、事務局職員の人件費と一般事務経費および補習学級に要する経費等で239,973ドルを計上しまして前年度に比較しますと33,782ドルの増となつております。これは給与改正に伴う人件費および弁護士料、教育委員選挙費等の増加によるものであります。第２款学校教育費について、この款には各小中学校および幼稚園等の教職員、学校給食関係職員等の人件費、学校管理運営費、教育備品購入費、学校建設費等、その他学校教育に要する経費として10,814,689ドル計上してありまして、１９７０年度と比較して2,292,218ドルの増となつております。なお増加の主な内容について申し上げますと教職員の給与6,257,492ドル区負担による学校給食職員の給与1,087,549ドル計7,345,041ドルの人件費と学校校舎および備品211,463ドル学校維持管理費495,750ドル校地拡張に伴なう用地購入費106,100ドル学校給食校地借地料その他経費で921,862ドルとなつております。第３款社会教育費について、この款は社会教育法にもとづいて青少年および成人に対する教育活動と実生活に即する文化的教養を高めるために要する経費として36,991ドル計上してあります。これを１９７０年度と比較しますと18,146ドルの増となつております。従来社会教育主事は連合区に配置されておりましたが本年度から区教育委員会に配置替され、その給与補助金が増となつております。第４款諸支出金では那覇連合教育区に対する負担金74,803ドル教育区債元利償還金114,158ドル等が主なもので１９７０年度に比較して1,654ドルの増となつております。これは屋内運動場建設債および校地拡張のため用地購入債および校地拡張のため用地購入債等の利子の増によるものであります。第５款予備費は6,000ドル計上してあります。

　　以上で１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算について説明を終ります。よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

　　議案第７０号、屋内運動場建設債を起こすことについてご説明申し上げます。

　　本案は石田中学校屋内運動場建設費を教育区債で充当するため教育委員会法第５５条にもとづいて提案したのであります。那覇教育区の屋内運動場の状況は、小学校１棟、中学校２棟が設置され、１９７０年度からの継続事業で小学校１棟、中学校２棟が現在建設中であります。これが完成すると計６棟になります。１９７１年度は石田中学校に建設する計画であります。その財源といたしまして政府補助金65,000ドル、区負担が51,000ドルでありますがそのうち40,800ドルを教育区債を起こして充当したいため本案を提出したのであります。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。議案第７１号、水泳プール建設債を起こすことについてご説明申し上げます。本案は開南小学校水泳プール建設費を教育区債で充当するため、教育委員会法第５５条にもとづいて提案したのであります。那覇教育区の水泳プール施設の状況は、小学校２基、中学校２基が設置され、１９７０年度からの継続事業で小学校２基、中学校１基が現在建設中であります。１９７１年度では開南小学校に建設する計画であります。その財源といたしまして政府補助金17,000ドル、区負担が23,000ドルでありますが、そのうち18,400ドルを教育区債を起こして充当したいため本案を提出したのであります。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。

　　以上説明申し上げます。議案第７２号、幼稚園園舎建設債を起こすことについてご説明申し上げます。本案は幼稚園園舎建設費を教育区債で充当するため教育委員会法第５５条にもとづき提案したのであります。那覇教育区の幼稚園園舎の状況は１３６教室のうち鉄筋コンクリート造りが３８教室、木造教室が９８教室でそのうち１７教室は１９７０年度予算で現在建設中であります。１９７１年度は９教室を建設する計画であります。幼稚園園舎建設費は、２分の１額の政府補助金を得て行なうもので総工事費は89,500ドルで政府補助金は25,200ドル対応費は附帯工事も含んで64,300ドルとなつておりますが、そのうち50,800ドルを教育区債を起こして充当したいため本案を提出したのであります。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。

　　議案第７３号、屋内運動場用地講入債を起こすことについてご説明申し上げます。本案は真和志中学校屋内運動場建設用地購入費を教育区債で充当するため、提案したのであります。真和志中学校の校地保有状況は基準面積13,854平方メートル（4,191坪）に対し、現在の保有面積が9,394平方メートル（2,841坪）で4,460平方メートル（1,350坪）の不足であります。屋内運動場および水泳プールは、教育的、保健的に必要な施設とされておりますが、現在の状況では、その建設が困難であるため、学校の隣接地1,074平方メートル（約３２５坪）を取得いたしまして、屋内運動場用地に供する計画であります。用地取得費については、用地購入費が70,200ドル補償費32,800ドルであわせて103,000ドルとなりますが、このような多額の資金を一時にねん出することが困難でありますので、そのうち100,000ドルを教育区債で充当するため本案を提出した次第であります。よろしくご審議くださるようお願い申し上げます。







○　金城吾郎君

　　議案第７４号、那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定についてその提案理由を説明いたします。本案は議会事務局職員の身分変更を行なう必要がありまして、書記、その他の職員の定数を改めるため提出したのであります。現行事務局職員の定数は、事務局設置条例第３条第３項に規程されておりますように事務局長１人、書記１７名、その他の職員５名となつております。ところでその中で記録係員職員いわゆる速記者は４名おるわけでありますが、そのうち２名は書記の身分、他の２名につきましてはその他の職員すなわち雇いになつているわけであります。ところがこの雇いの２名につきましては２ヵ年課程の、速記学校を卒業いたしておりまして、国家試験にも合ご格し２級の免許資格を取得いたしております。したがつてこの２名も書記の身分を与えるべきである。こういうふうに考えて本案を提案いたしておるわけであります。なお提案に先だちまして議会運営委員会において全会一致で本案を提案することが決定されていることを合せてご報告を申し上げます。よろしくご審議ご賛同くだされますようお願いいたします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　教育次長のご紹介をいたします。休憩いたします。

（午後１時４７分　休憩）

（午後１時４８分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。以上をもちまして本日の日程は全部終了いたしました。次会は６月１１日会議を開きます。

（午後１時４９分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










　上会議録を調整し署名する。




　　１９７０年６月９日




議長　　　　　辺野喜英興　　㊞




署名議員　　　平良信一　　　㊞




署名議員　　　宮里敏慶　　　㊞
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１９７０年第１２１回那覇市議会会議録（定例会）






	○　６月１１日（２日目）
	（午前１０時１０分　開議）



	（午後　４時１６分　散会）







○　出席議員（３０名）




　　　　１番(社大)国吉辰雄君　　１６番　高良文雄君

　　　　２番　中村昌信君　　　　　１７番　又吉久正君

　　　　３番　瀬長フミ君　　　　　１８番　仲本安一君

　　　　４番　辺野喜英興君　　　　１９番　金城吾郎君

　　　　５番　喜舎場盛一君　　　　２０番　黒潮隆君

　　　　６番　仲村正治君　　　　　２１番　久高友敏君

　　　　７番　平良玄昌君　　　　　２２番　喜久山朝重君

　　　　８番　上原綱正君　　　　　２３番　宮城武君

　　　　９番　金城甚松君　　　　　２４番　真栄城嘉園君

　　　１０番　島袋宗康君　　　　　２５番　比嘉佑直君

　　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２６番　安見福寿君

　　　１２番　儀間真祥君　　　　　２７番　玉城栄一君

　　　１３番　平良信一君　　　　　２８番　友利栄吉君

　　　１４番　宮里敏慶君　　　　　２９番　椿秀義君

　　　１５番　金城重正君　　　　　３０番　大浜長弘君










○　説明員

　　　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　　　市長公室長　　　　　　　　平良清安君

　　　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　　　企画課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　　　行政監察課長　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　　用度管財課長　　　　　　　阿波連宗政君

　　　　土地課長　　　　　　　　　富山嘉新君

　　　　市史編集室長　　　　　　　外間政彰君

　　　　主計課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　　民生課長　　　　　　　　　武村盛秀君

　　　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　　　道路管理課長　　　　　　　赤嶺幸信君

　　　　下水道第一課長　　　　　　新垣弘君

　　　　教育長　　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　　教育次長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

　　　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　　　選挙管理委員会事務局長　　内間安秀君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










○　事務局出席者

　　　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　　　　調査係長　　　　　　　亀島美一君

　　　　　議事係長　　　　　　　永山盛広君










　　　　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年第１２１回那覇市議会定例会議事日程第２号

１９７０年６月１１日（水曜）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名

第２　　決議案第２号　毒ガス兵器の即時全面撤去を要求する決議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎ほか１０人提出）

　　　　決議案第３号　米軍人による女子高校生刺傷事件に対する抗議決議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎ほか１０人提出）

　　　　決議案第４号　物価値下げに関する要請決議

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎ほか１０人提出）

第３　　施政方針に対する質疑

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　会議に付した事件

　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。諸般の報告をいたします。

　６月１０日付、議員金城吾郎君ほか１０人から会議規則第１４条の規定により、３件の決議案が提出されておりました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、金城重正君、高良文雄君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、決議案第２号、毒ガス兵器の即時全面撤去を要求する決議から決議案第４号、物価値下げに関する要請決議までを一括して議題といたし提案者の説明を求めます。




○　金城吾郎君

　　ただいま上程されました決議案第２号、毒ガス兵器の即時全面撤去を要求する決議。決議案第３号、米軍人による女子高校生刺傷事件に対する抗議決議。および決議案第４号、物価値下げに関する要請決議。以上３件を一括して提案理由の説明を申し上げます。ご承知のように沖縄に毒ガス兵器が格納されてることにつきまして、昨年これが報道されるに及びまして、当市議会におきましてもその即時撤去を要求する決議を全会一致で採択いたしました。そして関係機関に対しその実現方を要求してまいつたわけでありますが今日なをこれが撤去されず、しかもアメリカ本国においてもこの毒ガス兵器を移送することについて反対の提訴がなされている、こういう事態であります。これを作つたアメリカ本国において不必要であれば沖縄県民のためにも不必要である。しかもこれはジユネーブ協定に違反し、その他の国際法規に触れるものである。従つて即時撤去せよという強い県民の要求が日ましに高まる中でこれが県民大会となり、あるいは琉球立法院におきましても全会一致で決議し、立法院代表は本土政府に対しても撤去方の協力要請をするために上京するとさえ報ぜられております。さらに世論を盛り上げるために全市民の総意を体して要求決議を今回の定例会において決議し関係機関に要求してゆきたいということであります。次に、米軍人による女子高校生刺傷事件に対する抗議決議であります。去る５月３０日、白昼公然と米軍人が、下校途中の女子高校生を刺傷暴行するという極悪非道な事件が発生した。しかもこの種事件は単にこれにとどまらず第二兵站部隊内における軍雇用員に対する暴行事件等と数えるにいとまがない程であります。昨日の新聞にも２件ないし３件米軍人による不祥事件が発生していることが報ぜられております。このような情勢の中でわれわれは市民の生活とその生命の安全を期するためにも市民の総意を結集して米軍人によるこの種不祥事件のなくなるように、そして米軍人の軍紀を粛正するように高等弁務官に対して要求する必要がある。こういうことでこの決議案が提案されたわけであります。次に、物価値下げに関する要請決議ですが、ご承知のように公共料金をはじめ諸物価が大巾に上昇しており、これに対して琉球政府においてもこの物価上昇を抑制して市民生活を安定させる措置を講じてもらいたいということで提案されたわけであります。以上３件につきましては去る８日の議会運営委員会におきまして各派の意見が全会一致で調整されたのであります。それでは案文を朗読いたします。毒ガス兵器の即時全面撤去を要求する決議、那覇市議会は、１９６９年８月７日毒ガス、細菌及び放射能兵器の即時撤去を要求する決議を全会一致で採択し、アメリカ大統領はじめ関係機関に対し、その実現を強く要求した。

　　米軍当局は過去２回に亘つて毒ガス兵器の撤去を発表してきたにもかかわらず、今日、なお、その実現を見ないことは沖縄県民に対する侮べつ行為であり、人命軽視の現われである。このことは、国際法違反であり、国際信義にもとり、人道上も許されるべきものではない。よつて我々は、沖縄に格納されている一切の毒ガス兵器を即時撤去するよう再び強く要求する。１９７０年６月１１日那覇市議会。米軍人による女子高校生刺傷事件に対する抗議決議１９７０年５月３０日中部具志川市内において帰路を急ぐ女子高校生が、ベトナム戦場の狂気をそのままに、しかも白昼米軍人によつて襲われ無惨にも瀕死の重傷を負わされるという凶悪な刺傷事件が発生、さらに同事件に先立つこと２日前、浦添村屋富祖在の米軍第二兵站部隊内での女子雇用員に対する暴行事件等、これら一連の犯罪行為は我々沖縄百万県民の人権を完全に踏みにじり、県民を侮べつした鬼畜にも劣る極悪非道の犯罪行為である。

　　琉球政府は、かかる不祥事件発生のたびごとに米軍当局に厳重なる抗議を申し入れ再度発生せざるよう再三再四要請したにも拘わらず、このような不祥事を惹起したことは断じて許されざる醜悪事件である。これら続発する米軍人、軍属による犯罪事件が、沖縄側にその捜査及び裁判権がなく、軍裁判での事後処理においても闇から闇に葬り去られることは、植民地的な取り扱いであり、我々は強い不満といきどおりを覚えるものである。よつて那覇市議会は、米軍人、軍属によるたび重なる犯罪行為に対し、厳重に抗議するとともに、県民の生存、自由及び安全を保障するため、次の事項を直に実施するよう強く要求する。１．軍裁判を公開し、犯人の氏名を公表し、厳重に処罰すること。２．沖縄県民に対する米軍人、軍属（その家族を含む）による犯罪の裁判及び捜査の管轄権を琉球政府に委譲すること。３．沖縄県民に対する一切の米軍人、軍属の犯罪について、裁判の結果及び執行状況を県民に明らかにすること。４．米軍の責任の所在を明らかにしかかる事件が再び起こらないよう軍紀を厳重に粛正すること。５．被害者に対する公正な損害賠償を行なうこと。１９７０年６月１１日那覇市議会。物価値下げに関する要請決議、最近の物価上昇は、はなはだしく、市民生活におよぼす影響大なるものがある。よつて琉球政府は、物価抑制の処置を講ずるよう強く要請する。１９７０年６月１１日那覇市議会。なお、決議案第２号につきまして宛先は琉球列島高等弁務官、アメリカ合衆国大統領、アメリカ合衆国上下両院議長、駐日米国大使、内閣総理大臣であります。第３号の宛先は、琉球列島高等弁務官、鏡をつけて行政主席にも送付することにしたいと思つております。第４号の宛先は、琉球政府行政主席、立法院議長であります。




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの説明に対し一括して質疑に入ります。




○　大浜長弘君

　　決議案第４号についてお伺いいたします。決議文の後段で〝よつて琉球政府は、物価抑制の処置を講ずるよう強く要請する〟とありますが、値下げをするということは実質的に１ドルを５０セントに下げることであり、抑制するということは１ドルをこれ以上上げないということですが、そうなると前者は不可能に近いと思いますが、後者はある程度可能と思いますが、この点について見出しと内容は違うと思いますが。




○　金城吾郎君

　　これは議会運営委員会において提案されたものでありますけれども、ご指摘のとおり物価値下げに関する要請決議となりますと具体的に非常に措置が難しいということでございます。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１０時２１分　休憩）

（午前１０時２４分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　金城吾郎君

　　ただいまのご質問についてですが物価を抑制するということは将来物価の上昇にならない、従つて値下げになるんだという解釈のもとにそのままお認め願いたいという起草員のご意見であります。物価値下げを直ちにやるということではなくて物価値下げに対する要請決議でありまして、ある程度妥当ではないかということでございます。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　　（「討論なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。決議案第２号、毒ガス兵器の即時全面撤去を要求する決議について可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。なおあて先は内閣総理大臣、アメリカ合衆国大統領、国防長官、アメリカ合衆国上下両院議長、駐日米国大使、琉球列島高等弁務官、に送付いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　決議案第３号、米軍人による女子高校生刺傷事件に対する抗議決議について可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。なおあて先は琉球列島高等弁務官、行政主席に送付いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　決議案第４号、物価値下げに関する要請決議について可決することにご異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。なおあて先は行政主席、立法院議長、に送付いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　金城吾郎君

　　ただいま採択されました決議案第２号、第３号につきまして、従来、米軍関係の要求決議は文書で送付しておりましたが非常に重要な問題でありますので今会期中に全議員が高等弁務官に直接面会して手渡すというふうにしたいと思います。

　　　　（「賛成」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいま１９番議員よりご発言がありましたとおり決議案第２号、第３号は、この種の決議は従来文書によつて送付してまいりましたが重要な問題でありますので、今回に限つて会期中に全議員がそろつて行き、直接手渡すということでありますが、このことについておはかりいたします。そのように取り計らうことにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めそのように取り計らうことにいたします。なお付け加えて申し上げますれば先様の都合もありますので議会事務局のほうで連絡し後日、皆さまにご通知することにいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、施政方針に対する質疑を行ないます。お手元に配付いたしてあります表のとおり、順次質疑を許します。宮城　武君




○　宮城武君

　　質問に入る前に、ちよつと用語の使い方を確めたいと思いますので休憩願います。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１０時３６分　休憩）

（午前１０時３７分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　宮城武君

　　本員は、１９７１年度における市政の基本的課題について質問いたします。いまや７２年の祖国復帰の黎明を目前に控え那覇市は新たな変革期、躍進期に入らんとしております。この時期は那覇市の発展の年であり、多くの試練に直面する時期でもあると思料いたします。しかるに、平良市長は市民要求に応えることなく革新共闘という政治的には市民に対して、何んの責任も持ち合せない団体の名の元に、イデオロギーの全く違う党派要求を自治体要求に置き換え、小手先の器用よろしく各派要求をはさみと、のりで作り上げた作品が、この施政方針であると断ぜざるを得ないのでございます。そのことを証するかのごとく、内容は実に市民生活の向上と全く関係のない、空理空論に終始し、矛盾と予感に満ち満ちたものであります。しかも、その論理の発想たるや長年にわたる米国支配のもとでつちかわれた、誇大妄想的な被害者意識から一歩も前進することなく、本土復帰が確定した今日でさえ即時無条件全面返還を叫ぶとは狂気のさたであり、為政者として許されるべき行為でないと思うのでございます。本土における先の衆議院議員選挙は、自由民主党に３００議席という圧倒的多数の議席を与えた。そのことは、国民の大多数が自由民主党の現実的な政策を支持し、７０年代も引き続き自由民主党に政権を託する意思を明らかにしたということである。この選挙における最大の争点は、沖縄の早期復帰と、日米安保体制の堅持であり安保条約の廃棄や非武装中立の主張はもちろん、沖縄の即時無条件全面返還等、現実無視の要求は厳しい国民の審判を受けたのであります。

　　一部反体制活動家を中心とする７０年闘争は国民の良識によつて否定されたといわねばなりません。一方、翻つて沖縄に目を転じた場合、琉球政府の屋良革新政権は革新共闘会議の内部矛盾を露呈しながら、いまや、なすすべを知らず祖国復帰の実現を前に、まさに政治の末期的症状を引き起こしております。このような状況の中で、いまや県民の屋良政権に対する不信は大きなうねりとなつて高まつているのである。このような政治状況の中で、３０万市民はもちろんのこと本員は、平良市長が施政方針の中で市民が来たるべき復帰に際して不安を起こさぬよう後顧に憂いを残すことのないように、全那覇市民が希望と喜びをもつて受け入れられる豊かな市民生活を実現するための、しつかりした諸政策を提起することを期待していたのである。しかしながら残念なことに本員の期待は裏切られたのである。

　　実際に、この施政方針の中を一貫して流れているものは、政策の貧困さと自らの政治に対する気迫の足りなさを日米琉政府に責任を転嫁していることである。これでは、市民の将来への不安はいよいよもつて高まるばかりであり、那覇市民の付託に対して前向きに応えてしかるべき市長として真の姿勢は少しも伺えないのである。本員が懸念してやまなかつた平良市政を構成している内部のゆがみが市民の眼前にさらけ出されたのである。市長は、今日の政治情勢は県民の生活を不安にさせ、私たちが要求し続けてきた即時無条件全面返還をいつそう切実なものとしていると述べ、またアメリカはアジア全域に戦線を拡大して７２年返還の不安さえ高まつている状態であるというが、市長のインフオメーシヨンは、一体奈辺にあり、市民の不安の真の根源について確かなものを持つているのであろうか。もちろんアメリカ軍によつて惹起されてる現象が、市民に不安と怒りをおこしているということも事実である。アメリカ軍将兵の軍規の乱れには共に厳しく抗議するのである。毒ガスは早急に撤去させなければならない。先ほども決議したばかりである。しかしながら決して忘れてならないことは地方自治の執行者としての市長の職分は、どこに重きをおかなければならないかということでございます。政治煽動者的な市長のクローズアツプばかりでは、近代的な都市づくりも、地方自治の民主的な確立も平和にして豊かな沖縄県の中核となる那覇市政の確立も全くの夢物語なのであります。４分の１世紀にわたる戦後の政治から脱脚しようとする今日、もはや対決と分裂の時代ではないのであります。あくまでも創造と発展にこそ重きが置かれねばならない時代なのである。現状はまさに住民不在の政治遊戯といわれてもいたしかたないのであります。かくして那覇市政に対する市民の信頼をつなぎ止めることが、不可能であろうことを本員は真剣におそれるものである。

　　屋良革新政権の政治力の貧困さと相まつてうなぎ上がりを続ける物価の問題、住宅、交通問題、福祉問題等、市民のきのう、きよう、あすの生活は市長の市政運営の能力とは、決して無関係ではなく平良市政が、市民から要求されているものは、もつと根深い問題なのであります。市民の福祉を増進させ、正しい地方自治を定着させるための、いまひとつの要件はいうまでもなく市政の運営が適正であり、効率的であるということである。市長は、また那覇市における行政需要はかつてないほど増大し、それに引きかえ市財政は伸びず行財政は全く厳しい状態にあり、これは施政権者であるアメリカが本土復帰をまたずに財政援助を大幅に削減、それに加えて琉球政府の自己財源が逼迫し財政硬直化のため、市の財政に影響を与えており、またアメリカの軍事優先政策のもとで地方自治がゆがめられ、そのため地方行政は行財政的にその権限が大きく制約され、そのことが都市建設を遅滞させてきた、ということを指摘している。

　　しかし、市政の担当者としてこの市長の責任は状況の困難さを訴えるだけでは迫力ある問題の解決はできないのである。障害を取り除く努力を怠らず、取り巻く困難な状況の中でいかにそのひずみというものに対して政治の権限を拡大し、政治の光を投げ与えるかということが問題なのである。市長が政治上、制度上の困難さをいくら訴えても市民には今日の切実な要求があり、あすのための生活があるのである。その意味からいたしまして、ただ単に訴えればいいというのではなく市長として定見をもつて、市政に当たらなければならないと思うのでございます。

　　さて、そこでお伺いいたします。市長は市政を運営する基本方針として、近代的都市建設をとおして復帰体制をつくると強調し、基本的な問題として３つ提起しておられる。１つ目の問題といたしまして、司法、行政、立法の基本的権限を米国が保有しているので、困難ではあるが新都市計画法の制定による権限の拡大を図つていくというが、一体だれの権限を拡大するのか。市長なのか、それとも行政主席なのか。どつちの権限を拡大しようとなさつておられるのか。また、現行法で都市計画がやれないという部分とは、一体具体的にどのような点があるのか。法制上の問題なのか、それとも財政上の問題なのかはつきりしていただきたい。その場合、現在の都市計画課は一体何をさせているのか、市長はそのような権限が制約されているというが、そういう具体的に問題点を改善、改革するための措置を部下職員を督励して問題提起、あるいは改正をさせたことがあるかどうかお伺いしたい。

　　２つ目の問題として、アメリカの軍事統治下において都市建設が計画的に進められる財政措置はなかつたが本土復帰によつて国の責任において都市建設を図るという。一体那覇市には都市計画のマスタープランはないのか。また開南通りに見られるように、都市計画街路として付近住民の協力を得て完成したと思うと、みずからの政治能力のなさでもつて市場をつくつてみたり、一体これは都市計画の中のどういう部分を占めるものであり、またそのようなことで財政措置がないといえるのかどうか。具体的に解明していただきたい。しかも、あなたは本土復帰まで一体仕事をしないつもりなのか、本土復帰により国の責任で都市建設を図るとはつきりいい切つておるが、１つ目の問題として権限を拡大するといつておきながら、しかも新しい都市計画法の策定に入るという。後段においては自らの責任じやなくして国の責任において都市計画をさせるという。一体その本土との矛盾点はどうあなたは説明なさいますか。またその間、自ら市長として為政者として果たすべき責任を一体果たし得るのかどうか、はつきりしてもらいたい。

　　３つ目に、あなたは那覇市における軍用地は都市発展の障害となつており、都市計画上その開放が切実な問題となつておるので軍用地の開放を強く要求していく、と言つておられる。まことにけつこうなことである。

　　しかしながらよくよく考えてみますと、現在那覇市のもつておる住民市街でさえ整備もできないあなたが、一体軍用地を開放させてそこで一体何をやらんとしておるか。自からできる部分を着実に手をつけてやつていきながら要求は要求として貫徹させていくということが必要である。手近にできる問題をかかえており、それがありながら自からの足元に目をつぶり、県民の感情、あるいは住民感情を煽るかのごとく軍用地があるから都市計画ができないんだ、というような論理の展開はまことに許しがたいと思うのであります。

　　そういう点から現在の都市計画法の矛盾点があるならば、どのような矛盾点があると指摘を行ない、もつて那覇市の抜本的な都市計画、特にスラム街解消等真剣に取つ組んでいかなくちやならないと思いますが、その点に対する市長の見解を求める次第でございます。

　　さて、あなたはアメリカのアジアにおける戦線の拡大及び女子高校生刺傷事件等、諸々の残虐極まる事件が発生する情勢を予測したからこそ即時無条件全面返還に発展したと分析しておられる。しかしながらあなたの施政方針を一貫して流れるものは、アメリカに対する憎悪であり、反戦思想である。これはりつぱなものである。しかしこのような諸々の残虐行為、事件が起こる背景というのが全然語られていない。しかも、皆さま方の政策の根幹をなすところの基地問題に対して、軍事基地に対してそれを撤去せよということが一言も出ていない、基地の開放という言葉を使つておられるが開放と撤去とはどのように違うのか。それを明快にしていただきたい。また現在のこの全面返還と基地の撤去ということとは如何ような関係があるのか。それを明快にしていただきたい。そのことが現在施政を担当する平良市政の政策の根幹をなすものと思うがゆえに、あえてこの点を強調したいと思います。最後の質問については自席で行ないます。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。現行法で都市計画が実施されない理由は何か。法制上の理由によるのか財政上の理由によるのかというお尋ねでございますが、両方にかかると思うのであります。

　　私から申し上げるまでもなく、近代都市の計画というものは諸種の経済基盤、文化施設その他社会公共施設を適当に配置した中でつくり上げられるものでありますが、ご承知のように那覇市においてはただでさえ狭い地域の中でその３分の１が軍用地に接収されておるという状況でありまして、この中で市民要求を満たす文化都市の建設というものは不可能であり、それは結局において３分の１の地域に那覇市長の権限が及ばないということにも大きく起因するのであります。

　　さらに法制上、財政上の問題になりますと、那覇市の都市計画を遂行するに当りましては計画の立案、実施そういつたものについてひとつびとつ上級機関の指示を仰がなくちやいけない。あるいはアメリカの軍事施設との摩擦、拘束そういつた障害もあると思います。

　　財政上につきましても、ただでさえ住民負担は重いと口を開けば批難される那覇市の財政において、理想的な文化都市の建設ということになりますと、その財源がどこから出てくるのかということに思いをいたした場合に、現状のままでは到底その財源が得られない財政上の幾多の隘路があると考えるわけであります。

　　植民地統治下において都計はやつてこなかつたのか、マスタープランはなかつたのかというお尋ねでありますが、これもご案内のとおり石川栄燿博士によつて指導されました。いわゆる石川構想と称される那覇市の都市計画のマスタープランはできております。しかもこれは１０数年前にできており、その一部分は毎年度その実現のために努力されてきておることであります。しかし那覇市の都市計画はご承知のように１０数年たつた今日まだその３分の１にも足りないという進捗率を示しておる。それは何によるかと言いますならば、結局これが本土であるならばご案内のように各戦災都市や財政困難な都市における　このような計画に対しては国として県としての大巾な財政援助がなされております。あるいは長期融資が得られておつて幾多の保護対策がなされておるわけでございます。

　　しかし、アメリカはこのような石川プランの存在を承知しながらこれに対する財政の裏打ちがなされていない。また歴代続いた任命行政主席のもとにおきましても、これに対する財政裏打ちというものがなされなかつた。そういううらみがあるわけであります。

　　従いまして、先ほどのご質問と重複いたすわけでありますが、この問題につきましても、那覇の都市計画を遂行するに当りましては那覇市長の権限を拡大し、あるいは財政上の財源獲得を考えていかなくちやならない。その事が打開されない限りは近代都市建設ということはできないと考えるわけでありまして、その方向に向つてわれわれは努力を続けているつもりであります。そうしながらも那覇の市場建設などに手をつけているんだがこれはどういうわけか、とおつしやいますが、それについても（「市長簡潔に時間がなくなる」という者あり）よろしいですか。このような問題を国の責任で打開できるかというご質問でございますが、これは打開しなくちやいけないと思うのであります。ご承知のように、われわれが日本復帰をすれば憲法によつて地方自治というものが保障される。あるいは地方自治法その中においても制度的な地方財源というものが確保されてまいりますので、自動的にも今より数段前進する地方財政の確立というものがなされる。従つてそういう中で諸種の懸案が逐次改善の解決の目途がつけられる。このように私は考えておるわけでございます。

　　軍用地の開放ということを叫んで、ただ市民を煽動するような立場に立つて手近に解決できる問題にも手をつけていないんではないかと言われておりますが、これとても手近にある問題を逐次解決にむけて努力をいたしております。

　　スラム街解消などということにつきましても、財源の目途がつき次第どうしても解決していかなければならない必須欠くべからざる課題だということも私もよく承知しております。しかしながら現在の那覇市の地域というものは、ご承知のように３４ないし３５平方キロメートルしかない。ここで話がくどくなりますけれども、たとえば中学校の施設を一つやるにいたしましても、今の４倍の数の中学を必要とするわけであります。そうした場合に、校舎敷地の購入というだけでも容易ならざる問題である。しかも現在の那覇市の市域は類似都市の市域の、かなり小さいまちと称せられるものに比して約１０分の１の面積しかない。そういうことになりますとそのような狭小の面積の中でなお３分の１を軍用地に取られていくということになりますと、このような根本的な溢路になつておる軍用地の開放ということはこれまた必須の条件とならなくてはいけないと思うのであります。繰り返えして申し上げますが、手近な問題をたな上げにして実現不可能な軍用地開放などと言つておるのではなくして、軍用地の開放というものはぜひやらなければならない。けつして私は実現不可能とは考えていない。またそれはたとえ如何ような困難があつてもこれを解決しなければ本当の近代的、そして平和的な那覇市の建設というものはできないと確信をいたすものでございます。

　　無条件全面返還の趣旨は、今日アジアに戦争が拡大していくことを予測していたというご指摘でございますが、この問題につきましてはご質問される議員と私との間に平和という問題、戦争という問題について大きく見解の開きがあるように考えられます。私どもは日本国憲法の趣旨に則りまして、国際紛争は今後どうしても平和的手段によつて解決していかなくちやいけない。しかも７２年に返還の目途をつけるといわれておるこの日米共同声明の中でも、そのときのアジア情勢も勘案するということが謳われていたかに思うのでありますが、さらにその直後アジアの情勢上沖縄の軍事基地は絶対に必要であるというようなことが米国防省の長官によつて、たびたび発言されている。これに対して一方の佐藤自民党政府は本土並みの復帰を約束しておられます。私が戦火拡大を恐れてできもしない軍事基地の開放を要求するということの矛盾よりは、むしろこのように共同声明を発表した両国首脳の世界人類に対する公約の矛盾をわれわれはもつと県民の立場から、直接被害をこうむる県民の立場から追及していかなくちやならないんじやないか、こういうふうに考えておるわけでございます。しかもこの７２年の返還もあぶなくなつてきたということは、私が言つたのではなくて米高官の言明であります。しかもアジアに戦争を拡大したということは皆さんも日々の新聞でもご存知のとおりでございまして、ベトナムだけではなくカンボジアまでも侵入して、それはやがてアジア全域にも戦争が拡大しかねない危険を十分にはらんでおるとわれわれは危惧するものでございます。けつして手ばなしで７２年には本土並みに復帰できるんだと喜んでおるべき時期ではなくて、むしろこのような世界情勢の中でわれわれはなおさら沖縄が平和な島になつて本土に帰える。そういう条件を強く要求していかなくちやいけない。これこそ単に那覇市民、あるいは那覇市長だけではなく沖縄全県民が関心を集め、情熱を傾けて本土の政治の中で、世界の外交の中で要求していかなくちやあいけないたいへん大きなそして重大な問題じやないかと考えるわけであります。以上ひととおりのご答弁を申し上げます。




○　宮城武君

　　時間制限ありますか。何分間ですか。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１１：０２分　休憩）

（午前１１：０３分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　宮城武君

　　ただいまの答弁の中でそれだけの反戦平和、世界平和を目指すいろいろなもろもろのことを施政方針の中で述べておられる。しかも先ほどの質問をあなた聞き違えておられるんじやないですか。私が言つておるのは、あなたが施政方針で述べておられるんだ。沖縄県民の戦後２５年における祖国復帰の運動が反戦平和を目標に核基地の撤廃、即時無条件全面返還に発展していつたのもまさにこのような情勢を予測したからである、ということを言つておるんですよ。あなたは予告しておるんですよ。それを言つておられる。あなたがそう言つておられるから、私はそういうのを予測しておつて、それを言つておるのかと聞いておるのであつて、私が知つたことでも何でもない。あなたが質問を聞き違えておられる、自分でつくつた文章もわからないんですか。そこで私が聞いておるのはこういう諸条件のそういうもろもろの事件の背景をなすものの、いわゆる根源的なものそれに対する市長の基本的な姿勢を聞きたいと言つているんですよ。だから皆様方が言つておる即時無条件全面返還と基地撤去とはどのような関連にあるのかということを聞いておるんです。それをお答え願いたいと思う。またこの即時無条件全面返還ということとあなたが施政方針で述べておられるように戦後２５年間の政治空白を埋めるために本土政府は特別措置をとらなくちやならない。特別法を制定して沖縄の復興をはかつていかなくちやならないということはこれは無条件なのか、条件をつけるということなのか、どうかそこら辺を解明していただきたい。そこに私は市長の言う論理の矛盾があると思うわけである。これをご答弁願いたい。




○　市長（平良良松君）

　　それこそ宮城議員のたいへんなお感じ違いではないかと思うのであります。即時無条件全面返還に発展いたしましたのも、まさにこのような情勢を予測したからにほかならないと。なるほど私のメツセージの中には書いております。しかしこれは当然軍事基地を置いて、ここへ核爆弾を配置し、あるいはＢ５２等の攻撃兵器を配置しておけばアジアの安全が保たれるという考え方に対して、われわれはそういうものではアジアの平和は保たれない。むしろそういうものを撤去することによつてはじめて平和な島、そうして平和なアジア地域が生まれてくるんだということを主張しているわけであります。しかし、その当時からそういうことを予測していたんだと言いますけれども、われわれは本土復帰を主張し続けてまいりました。また沖縄における人権も本土の日本人と同様の取り扱いをしてもらいたいということを事あるたびに要求しながら、しかもその要求は絶えずパンを求めて石を与えられるといつたような結果になり、ますますアメリカの軍事独裁的な色彩は濃厚となり沖縄住民の権利は無視されるままになつて今日に至つたわけであります。結局アメリカの植民地統治の２５年にわたる行跡が、われわれの初めは素朴な祖国への復帰の要求が、もはやそれだけではいけない、無条件に全面的に基地を撤去して平和な島沖縄にして日本に帰せ、そうでなければ沖縄県民の幸わせは来ないんだ、というところまで発展してきたということであります。

　　さらに２５年間の空白に対して日本はその特別措置を立法して沖縄を抱きとらなくちやあいけない。これは条件の中に入つておるんじやないか、無条件じやないかとおつしやることでありますが、これは問題をとり違えたお考え方であり、われわれが全面無条件ということは戦争に対する危機を全面的に無条件に撤去して日本に帰せということであります。その後の沖縄の経営については大いに条件をつけ、大いに要求をつけてわれわれは較差是正あるいは沖縄県民の生活水準の向上については日本政府にその責任を追求し、あるいは責務を要求していく態度でなくちやあいけないとこういうふうに私は考えるのであります。

　　　　（「そこだ」という者あり）

　あくまでも無条件全面返還ということは平和を脅かすあらゆるもろもろの諸事実に対して無条件に即時に撤去しろという要求であつて、われわれは貧之でもいいからということではなく、また貪之を救済する措置まで要求することも無条件におまかせするということではないわけであります。




○　宮城武君

　　なかなか一貫性のない説明ですが、無条件ということは何もないということなんだ。何がそこに色合いをつけたりしてするところがおかしいんであつて、もつと毅然たることでやつていかなくちやあならないんだ。

　　さて、そこで最後に１点お伺いいたしますが、市民との対話を中心にして現地主義でやつていくということがうたわれておりますが、この現地主義なるものは議会制民主主義、そこら辺とのかね合い、またいかなることでも現地に行つて問題解決をはかるということであるのかどうか、それが市長としての今後の姿勢になるのかどうかそこら辺を具体的な説明を願います。




○　市長（平良良松君）

　　市民との対話、青空市政などと唱い文句はきれいだが実際にやつているかということでございますが、私はあらゆる機会に多くの市民と意見をかわすことを心がまえとして持つておるわけであります。ただしかしながら３０万都市のしかも貧之財政の、やりくりの中では話ばかりしているわけにもいかない。市長としての事務の整理もございますのでもつぱらそのことに専念するというわけにはいかない。現地主義とは何かということでありますが、ともするとお役所仕事は机の上でもつて現地を知らないままで片づけるというような非難をこれまでもしばしば受けてまいつておりますので、こういつた事務処理の方法を変えて何か問題があれば私自身あるいは担当部下職員を現地に派遣いたしまして、現地において関係者と立ち合いの上で問題を究明し、できるものはできる、できないものはできないといつたようにできるだけ市民をわずらわさない方針をとつていくということですが、これが先ほども申し上げたように現地主義でございます。ただ私は調子のよい扇動演説ばかりをして終始しているというご批難でございますが、この点につきましては現在行なわれておる少なくとも那覇市の行政を後退させないような措置は、ご提案申し上げました予算案をご審議になつていただけばおわかりのことと思います。これに対しては最善の努力をいたしておりますし、市長はよくやつておるという評判も承つでおるわけでございます。

　　　　（笑声、拍手あり）




○　仲村正治君

　　市長の施政方針に対する質疑を行ないます。

　　平良市政が誕生してから２カ年になんなんとしており、みずからの手で施政方針を打ち出すことこれで２度目でありますけれども、その間革新カラーの市政が打ち出されるんだということで多くの市民は不安と興味が交錯する中で鶴首の思いで待望をしたのでございます。中でも言えますことは、平良市長は選挙の際の政策発表の中でも前任者の市政に対して強く反対し、それを徹底的に粉砕する市政を強調してこられたのであります。そして平良市長みずからの手で那覇市の貧困財政を打開し都市建設のおくれを取り戻し、豊かで明るい市政を打ち立てるんだと公約をしてこられたのでございます。当時の情勢からいたしますと屋良政府をはじめ平良政権の勢いは明るい沖縄をつくるとか、明るい那覇市政をつくるという合いことばであつたので私どもはあたかも戦後のランプ生活の世の中から螢光燈時代の革命ぐらいにゆうがわいが来るのではないかと思つていたのであります。その結果はどうでしようか。屋良革新政府並びに平良革新市長の誕生後は世の中が明るくなるどころか悪いことづめであります。社会の暗い面が増大するばかりでございます。

　　　　（「不足はないよ」という者あり）

　　具体例をもつて申し上げますならば、公共料金の値上げとともに消費物価は史上最高の値上がりを示し市民生活を著しく圧迫している状態であります。これに反しまして地元農漁民の生活の源泉である農業畜産物、すなわち野菜、魚、肉、タマゴ等の値段は何の保護措置も講じられないままに下落する一方で、その生産で生計を立てている農漁民の生活を不安におとしいれていることは県民の等しく認める事実であります。かかる情勢の中で琉球政府や那覇市は財政硬直病にとりつかれて首が回わらなくなり、行政事務も公共事業もすべて滞りがちで那覇市の都市建設の停滞をまねき、那覇市の発展を著しく阻害している状態でございます。そしていまや破産寸前にきているということは毎日の新聞、ラジオ、テレビが報じている動かせない事実であります。そのようなことでは革新市政に対する期待どころか絶望の一語に尽きるのでございます。このような最悪の事態に住民をおとしいれた責任を市長は為政者としてどう考えているかこれが１点でございます。

　　次に市長は過去の市政ですでに私の施策として四つの柱を堅持しつつ市政を執行して来たのであります、といつておられますが、そのことは本員も全部が全部悪いとは決して申しません。しかし教育行政の発展と近代都市づくりの推進をしたということについてはお世辞にもよくやつたとはいえません。

　　１９７０年度の教育関係予算は史上最低の執行状況で年度内執行が出来ず去つた３月議会では１２１万５０００ドルも減額補正し継続費が設定されたが前年度の施政方針で市民と約束した新設校小学校三つ、中学校一つの建設も出来ず市内の学校の問仕切り教室は増える一方であります。本員の調べたところでは市内の問仕切り教室は小学校が１５１、中学校が５８、合計２０９教室となつております。このような状態の中で那覇市の子供たちは十分なる学習が出来ず、同じ那覇市民でありながら子供たちは地域差と学力差は拡がる一方であります。このような義務教育施設の整備拡充をせずに何が児童福祉などといえますか。

　　　　（「そのとおり」というものあり）

　本議会に出されてる児童福祉関係の議案については、その趣旨について本員は反対するものではないのでありますが、かかる基本的な教育行政をさておいて小手先だけの小細工でままごとみたいなことをすることは単なる選挙目あてか、あるいは一部の人々を引きつけるものだとしか考えられません。また昨年市民にみせかけのために組んだ予算も去つた３月議会で一般会計、下水道事業費から１７４万ドル余の減額をしたのをはじめ公会堂建設の市債、その他－連の都市計画事業執行の停滞は市民に大きな不利益を与えるものであります。今、巷間では、〝那覇市は本年度予算は来年度しか執行しないのか〟と市民のひんしゆくをかつてる状態であります。また同じ事業費を今年も、来年も予算に計上して、ただ数字のみを再び大型予算などと市民を欺くのは好ましい市政のあり方では決してないと私はいいたい。このような状態ではいくら大型予算だといつても市民はそれを信用することはできない。いわゆる絵に描いた餅と一緒で空手形も同然であります。市長は市民に約束したところの教育行政と近代都市づくりを果したといえるかどうか正確にご答弁を願います。次に市長は今議会の施政方針の中で、沖縄の施政権が１９７２年に返還されるようメドがつけられ、また那覇市制５０周年の記念すべきときをむかえようとしている今日、この重要な年代に私が那覇市長として市政を担当していることを光栄に存ずる次第であります。とうたつておりますが私はこのような重大な時期にやたらに被害妄想に満ちた、そして感情をむき出しにし、常に社会の体制に反抗的な態度や言動で、しかも何もかも拒否する小児病的な聴取不能主義な施政方針しかもつてない革新市長に市政をあずけることは市民を失望のドン底に陥れ、若い世代の夢をゆがめ、社会の暗い面ばかりを誘発させ、市民を不安に陥れることに対し大きい悲憤を覚えるのであります。そこで市長にお伺いしたいことは日米琉政府三者合体で沖縄の祖国復帰準備が日米共同声明に基いて着々と進められておりますが、市長はそれに対して施政方針の中で、日米共同声明が昨今の政治情勢は沖縄県民の生活を不安にさせており、あくまでも即時無条件全面返還でなければならない、と強調しておりますが、日米共同声明に基く復帰の進め方に反対だと受取つていいかどうか、以上の点についてご答弁を願います。




○　市長（平良良松君）

　　大部評判のよい平良市長も新政会の皆さんにかかると台なしのようでありますが、市政を最悪の事態に陥れた責任をどうするかというふうに詰問されますと唖然たらざるを得ないのであります。何が市民の生活を最悪の事態にまで追い込んで来たのか。物の本に、ローマは一日にしてならず、ということがあります。積年の弊害という言葉もございます。私は施政方針で申し上げたように極めて、やる気十分の姿勢で明るい那覇市をつくろうと今努力しております。しかし私が引き継いだ那覇市政は２５年間の積弊が積もり積つた中から出発しているということを十分にご理解いただきたいのであります。仲村議員ははじめて議員になられましたので、この那覇市政の積年の弊害、あるいは貧之財政の累積ということを十分にお考えになつてないので、平良市長が出たとたんに財政が貧困化し、諸事業が停滞しているかのように誤認されてるようでありますが、この点はもう一ペんご検討いただいて、さらに平良市長が手がけるところの諸建設事業が那覇新港建設、安謝埋立工事の進捗状況、公会堂の建設、公営住宅の建設などが遅滞なく着々と進んでおることは躍進那覇市を物語るものでありましてこれはむしろご同慶と申し上げたいところであります。近代都市づくりの中で教育行政はなつてない、これで児童福祉はどうなるのかというご叱責でありますがすべて先立つものは金でございまして那覇市の財政建て直し、そういうことから手がけてゆかなければならないと考えております。ご指摘のとおりわれわれの努力が未だ足りないということは十分承知いたしておりましてこの面の改善について今後とも鋭意努力してゆきたいと考えております。しかし教育行政の中でもつとめて教育委員会とタイアツプいたしまして諸種の改善策を少こしずつではありますけれども前進させておる実情は十分にご検討いただきたいと思うのであります。こうやつて２５年間ほつたらかされていたいろいろなものが私が魔術師でもない限り１年や２年で皆さんの要求を全部実現するという魔法使いみたいなことは実現できないのでありまして、これには先程申し上げましたように皆さんの辛棒強いご努力、ご協力が結集されてはじめて一つ一つ実を結び一歩一歩前進するものだと思います。みせかけの予算でなつちやいないということでありますが、なる程２１８０万ドルという予算を組んだがこれが全部執行されたわけではない。これはいろいろと財政操作の関係でもわれわれは改善すべき幾多の問題があるのでありますがそういつた面からして逐年那覇市の予算の執行状態は年度末においてこのような現象を起こしてまいつております。今回もご承知のように２００万ドル余り再計上されております。前年度、前々年度とさらに引き続いてこれは日米双方の補助金のあり方などともからみ合つて予算執行がうまくゆかない点もありまして絶えず繰越し、未執行の分を残してまいつております。従いまして、この問題につきましては実際にどれだけやつたか、実績はどうであつたかということをご検討いただくためには決算書類を十分にご検討いただきたいと思うのであります。そのことは私だけの手柄でもありませんが那覇市政の執行率は逐年向上してまいつております。しかも６９年度７０年度におきましては前年度、前々年度に比して執行率はかなり上昇しておると私は見ております。そういうふうに一つご理解を願いたいと思います。しかしみせかけの予算とおつしやいますがそれじや未執行の分は切り捨てていいか、これはもちろんできない、再計上せざるを得ないのであります。７２年復帰に対して徒らに妄想に陥つて政府や弁務官あるいは野党自民党の感情を損うようようなことをいつていいのか、ということをおつしやりたいつもりのご質問かと思いますが、この点につきましては正しいことは正しい、間違つたことは間違つたと卒直にいい、あるいは訴え、あるいは指摘する。たとえば佐藤総理大臣といえども攻撃せざるを得ない。そういう態度で私は向かつております。しかも沖縄を取り巻く事態は私の被害妄想によるものではなくて皆さんが毎日新聞紙上でごらんのとおり決して沖縄県民は安穏ではないのであります。むしろヴエトナムの次ぐらいの戦物みたいような状態が徐々に惹起しておるということを十分お認めになつてよろしいかと思うのであります。そういつたことを除去するにはやはり平和を脅かすところの軍事基地というものを撤去させること、あくまでも国際紛争を話し合いの場によつて解決するといつた街頭方式を取らなければいけないわけでありまして、そういうものを理想としてこのような主張をしてまいつております。そのことにつきましては、たとえば基地開放問題、あるいは放射能調査の問題について日本の各省に訴えてゆくということは、決して上級官庁や関係者の感情を損ねるどころか、むしろ沖縄に対する理解を深めている実情であります。以上申し上げて那覇市の復興につきましても沖縄の今日までたどつて来た窮状を各方面に訴えてゆくならば必ずや私は十分なる国民の理解あるいは政府の理解を獲得して前進できると確信いたしております。




○　仲村正治君

　　那覇市の直面している困難な事態は僕のせいじやなくて人のせいであるという答弁は本員がかねてから予測していたとおりであります。市長は施政方針の中で〝戦後２５年都市建設が計画的に進められる財政措置がとられてなかつた〟といつておられますが琉球政府は都市計画法に基いて那覇市の都市を整備する義務があると思いますが、琉球政府は那覇市のために今日まで何もしなかつたという意味に受け取つていいかどうか、この点をお伺いしたいと思います。次に施政方針の中から、復帰することによつて都市建設上の問題がすべて解決されるかのようにいつておられますが本土においては義務教育のために学校用地の負担はほとんど地方自治体自身で負担しているやにうたつておりますが市長はこの問題について復帰後、復帰すればすぐ解決されるものだと考えておらえますか。この２点についてお伺いします。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。琉球政府はいままで何もやつていなかつたのかというご質問でございますがたくさんやつてもらつております。しかし、それは那覇市政の要求する、あるいは那覇市民の要求する需要を満たすのにはあまりにも少なかつたということがいえると思うのであります。しからば、そういうことは、本土に復帰すればすべて解決するかということになりますと、これも黙つていては解決できないわけであります。従いまして、われわれは沖縄の２５年間の空白を埋めるための特別措置法を講じてもらうとか、その他の特別な考慮をお願いしなくちやならないと思いますが、それは単に市長だけのものではなくて全県民がひとつそういう気になつて、一致団結して当つていかなくちやいけない、こういうふうに考えておる次第であります。

　　また、本土においては学校教育あるいはその他の建設事業についても自治体の責任になつておるところが大きいのだが、市長はそれも本土に復帰すれば解消するというふうに感じているかといわれておりますが、この問題につきましてはなるほど本土自治体の中でも自治体の権限が拡大されたが、しかしそれに伴う財政の裏打ちがないということで、ひとつの改善点としていま問題が提起されておるところであります。ご承知のように日本本土でさえ３割自治ときわめて常識的な表現でいわれているように、国家の権限が地方自治体の中へ大幅に移されてきているけれども、ところがそれと同時に財政の権限は、ほとんど中央集権的となつていて大蔵省へお百度を踏まなければ何の建設費ももらえない。県がもらえないと今度はその配下市町村ももらえないといつた実情にあるわけであります。その点につきましては、本土復帰後さらに自治体全体の問題として３割自治を４割自治に、４割自治を５割自治にする。そうして国家と地方自治体が均衡のとれた行財政の運営をして、いまの過疎県、過密県といつたような異状体質を是正する。これは将来に向つての大きな国全体の課題にもなつてくるかと考えるわけであります。しかし、いま那覇市長がそんな高遠な論議をしたところで当面の問題はどうなるか、ということはお説のとおりでありましてどうにもならんわけであります。このどうにもならない経過の中でわれわれは一生懸命に市民要求を最小限度に満たしていく努力をやつておるわけでありまして、決して筋違いの責任転嫁を申し上げているわけじやなく、また私が責任転嫁をするのではなくてこれはありのままの姿を分析してお話しを申し上げ、どこに改善点があるかということを一緒にお考え願いたいということでございます。




○　真栄城嘉園君

　　施政方針に対する質疑をいたします。本員は前置きを抜きにいたしまして単刀直入に質問を続けたいと考えておりましたけれども施政方針を見るとそうはいきません。これはあくまでも市長の責任において前置きを少々取りたいというふうに考えます。私はこのような施政方針を初めてみます。実に無責任なまやかしの施政方針であり予算であるといわざるを得ません、以下この実態を明らかにしていきます。７２年復帰という重大な時期に７１年度予算議会が開会され向こう１年間の施政方針であるならば、市長は市民が直面しているこの難関を切り抜けるためにえりを正し、きびしい現実を直視し、予算案をつくり、施政方針でなければならないはずである。すなわち市民は物価高にあえぎ減税は見おくられ、納税に追われ企業は解散に追い込まれ、軍基地の離職者の問題そういうもろもろの復帰不安を感じ、不安と焦躁にあえぎながら苦吟している状態が現実ではなかろうかというふうに考えます。しかるに、この施政方針は何かというと選挙中に支持者を集めての懇談会ならぬ、要するに自分のＰＲに専念している。すなわち自分の施政を述べたあとに経過報告をしておる。３ページには「私はこの１年間、うんぬんから日米会談を前にして開催されました即時無条件全面返還を要求する県民大会に参加、反戦平和の立場から本土復帰を要求、全軍労働者の大量解雇に抗議し、Ｂ５２機、毒ガス撤去を強く要求してきたのであります。」まことにけつこうなことであります。これは高校生でもやつていることであります、問題は市長が市民の要求をどのように呼び起こして為政者にぶつつけていつたかというようなことをわれわれは聞きたいのであります。そして、私はこの１年間の施政をここに誇示しているわけではありませんとうたいながらも大いに誇示しながら８ページには、「率直に申し上げましてこの基本方針が直ちに新年度において具現されているとは申し上げられないのであります」というふうに責任のがれをしておる。そして最後には１０ページにおいて、「来たるべき年度は那覇市政にとつて記念すべきものになつていることを申し上げなければなりません。うんぬんから那覇市民が戦後２５年にしてはじめて文化施設をもつことができること、新しい貿易の時代に対処して築港された那覇新港が港びらきされること、これはまさに那覇市制５０周年を飾るにふさわしい事業であり、その落成を全市民とともによろこびたいと考えている次第であります。」……シヤンシヤン。おめでとう、おめでとうというような、実に中身のない無計画な施政方針であり予算であると断定せざるを得ません。昨年は、私が市長になつて予算も２０％増し、２千万台を突破しと大いに謳歌しております。

　　ふたをあけて見るとどうでしよう、何のことはない財産収入で１３７万９千ドル計上し、新規の段階において大量の土地の切り売りが発覚して、市初つて以来の当初予算の修正が行なわれた事実今年はどうか。選挙中や機会あるごとに日本政府の国庫支出金を要求し獲得するといつたこととはうらはらに、政府支出金が昨年よりも４３万ドルも減額となつて市民に大きな不利益を与えておる。寄付金についても公会堂建設事業として７０年度に１６万ドルふえ、ことしもまた１４万５千ドルも計上して市民をごまかしている。この調子だと来年度も１万５千ドルを減額して１３万ドルを計上するでありましよう公会堂建設が１００万になることだというふうに考えるのであります。さらにまた市債を昨年より７１万３千ドルもふやし、借金予算を市民の前に提起しておる。これは明らかにごまかしであり無責任な予算だと断定いたします。歴代市長の中で施政方針で自分の経過報告をし、大いにＰＲし誇示しながら最後にはお祭り騒ぎをしてシヤンシヤンシヤンと、施政方針を引き締めるということは始めてお目にかかります。こういつたきびしい現実の中で与野党問わず真にこの施政方針に目を通すならば、失望の念を禁じえないものと本員は考えます。予算に裏打ちされた責任ある方針を聞きたいのが、３０万市民であることを市長は忘れてはならないのであります。

　　以下７１年度施政方針について質問いたします。市長は復帰、不安とはどのようにとらえているか、また〝本土政府は沖縄北方対策庁を設置しすでに政治、経済などの各部門の調査も進め、７２年沖縄返還協定づくりの日米折衡を開始しており、私たちはこれらの動きと対応して〟といつておりますけれども、市長はどのように対応しているか、これを３０万市民の前ではつきり示してもらいたい。３番目に市民対話による民主的な市政だと謳歌しておりますけれども、市民対話による民主的な市政であるとお考えであるのかどうか。以上３点について質問いたし、あとは自席で予算案とも関連して一般質問します。簡潔にご答弁をお願いいたします。




○　市長（平良良松君）

　　名実なるご質問に敬意を表するわけでありますが、市長の施政方針の予算案ははじめて見るまやかしの施政方針だとおつしやいますが、私は決してこれをまやかしているとは思つておりません。もつとも本年度の施政方針は今回はじめて出すので、はじめてお目にかかるのは無理のない話しでありまして、私もこの施政方針ははじめて申し上げるわけであります。ただその中で物価はどんどん上がり市民生活は窮之し、企業は解散するような状態のなかで明るい市政などといつており、そうしながら自分の自慢話しだけはデカデカとやつておる。あるいは即時無条件返還などと高校生でもやつてできるようなことをいつておるが、為政者に対してこういう問題をもつてほんとに突き当つたことがあるのか。折衡したことがあるのかというお尋ねでありますが、これについてはご報告申し上げようと思えば何回でも詳しくご報告申し上げるわけであります。

　　実際に私は申し上げたことを実践しております。その調査は高等弁務官も民政官もあるいは渉外局長もみんなよく知つておりますので、うそだと思うならば高等弁務官のところへあなた自身行つてひとつ確めてもらいたい、

　　　　（「質問に答えてください」というものあり）

　いや、この前置きがありますので私の答弁は前置きをしないと答弁にならないのであります。

　　しかしこれだけ中身のない予算を並べ自慢話をしながら新年度に直ちに具現できないと逃げておるのは卑怯じやないか、矛盾じやないかというご批判でありますが、これは前の仲村議員のご質問にもお答えしましたように、ひとつびとつ解決してゆく努力をこれからしなくちやいけないんだと、その目標を一応申し上げたまでのことでございまして、私が言つたらすぐあしたから実現したと、そういうことは市の行政としてはできない。従来の経過をご覧になつてもこのことはそんなにせつかちにお責めにならないほうがいいんじやないかと思います。私も一生懸命努力しますので議員の皆さんも私の歩きよいように一つ、激励をしていただきたい。これは激励の意味と私は受取つておりますけれども、中身のない予算だと言つておりますがこれも具合が悪い。中身はちやんと２千１百万ドルという中身が入つておりますので、中身がないということは２４番議員はこれは少し見当違いのご質問じやないか。しかも起債を起こして市民をごまかしていると言つておりますが那覇市の財政操作は、皆さんも何年か市政にタツチしておりますので起債というものをやつていかないと仕事ができないんです。そういうことはあまり批難なさらないほうがよろしいかと思います。

　　市長は復帰不安に陥つているということだが、復帰不安とは何だというご質問でありますが、いみじくも２４番議員ご自身で先ほど枕の中でそれをおつしやつておる。物価は高くなる、企業は解散状態になる、市民生活は低下する。これじや困るんじやないか、私はその上になお沖縄に拡大しかねないアジア戦争の基地にされやしないかという不安ももつているわけでございます。そういつたような基地不安を取り除くために、われわれ県民は一致して努力しなければならない。またこのような貧困財政に沖縄県全体が置かれており、それを打開するためには単に復帰をして日本の自治体と同じようなものさしで、沖縄を取り扱つては困る。そこでわれわれは与野党を問わず全県民が一致して、この２５年の空白を埋め合わすための特別措置等を要請する運動を今後も続けなくちやいけない。そういうふうに考えているわけでございます。

　　日米琉３政府の間では復帰準備のためのいろいろな交渉をやつておるが、それに対応して市長はどのようなことをやつておるかというご質問でありますが、これも申し上げますと極わめて長い時間を要するわけでございますが、私は実に涙ぐましい努力を続けているわけでございます。そのことは就任以来直ちに上京いたしまして、私の分に過ぎる行動だとは思つたわけでございますが、総理府、大蔵省、自治省、科学技術庁、防衛庁その他アメリカ大使館などに訪問いたしまして、那覇の自治行政について特別のご配慮をいただきたいということを申し上げ、また具体的にも資料を提出して、最小限度こういうことをやつていただきたいということを申し上げておるわけでございます。

　　またこの安謝新港の問題につきましては今年度予算は打ち切るというような大蔵省の動きがあつた。それはなぜかというと予算消化、進行率がうまくいかないということでありましたが、幸に山中長官新任早々でありましたので、私は食い下がつて日本政府が明治以来沖縄の経済開発のために、財政投融資をした前例はない。また沖縄には国鉄に類するような施設もない、たつた一つあるのは港湾施政だけだからこれはぜひ継続事業として、ずつと差しさわりないようにやつてもらいたいということを切願いたしましたので、今年も例年どおり政府の補助金が交付されることになつておるわけでございます。そういうふうにいたしまして那覇市の貧之財政のやりくりにつきましては渾身の努力を傾むけているわけでございまして、これを一つ申し上げるとまた自慢話をするなと言われるし、黙つておると何にもやらないと言われますので私ももう少し申し上げようかと思いますが、この辺でやめておきたいと思います。

　　市民対話についてもそのとおりでありまして、先ほど仲村議員にお答えいたしましたように、私は市長室にだれでもいつでも入つてきてくれというふうに言つておりますし、またあつちこつちの通り会の会合にもいくとつるし上げられるなあと覚悟しながらも、どしどし出ていつて市民の不平不満を聞き、あるいはなだめ理解を求めるように努力をいたしております。そして定期的にも予算編成の少し前の当りの時期には、場所を定めて市民集会をお願いし地域の要求をできるだけ多く摂取していこうという努力も続けております。こういうふうに市民対話をやつて努めて市民の希望を市政の中に取入れていくという努力はいたしております。しかし捧ほど願つて針ほどしかかなわないというたとえのとおり、市民要求というものはこれは想像に絶する絶大なものでございまして、これを市長には言つたがちつともやつてくれないという批難があいかわらず喧喧ごうごうであります。その要求を満たすためには今後も努力をしなくちやいけない。それを市民に訴えてご理解を願いながら続けていくそういうふうにいたしております。




○　真栄城嘉園君

　　質問以外のことでとうとうと前置きがありまして、私の持ち時間が非常に少なくなつておりますので施政方針と予算との関連した質疑は省きたいと思います。

　　問題は本年度の施政方針と予算案が実に裏腹である。中身のないものだということを申し上げたいのであります。たとえば那覇市には農耕地はなく全市が住宅地及び商工業地域とされている。そして那覇市の産業経済を発展させると言つておりますが、昨年よりも商工業振興費が2,000ドルも減額されておる事実、あるいはまた計画的なまちづくりを強力に推し進めると言つていながら土木費が減額されて都市計画にブレーキをかけておる。あるいはまた公園課を設置すると言つていながら公園課の予算はどうなつておるのか。事務量は増加し事業量が増加したならば課の設置もやむを得ないんでありましようけれども、公園費も６万ドルも減額していながら公園課を設置する。そして市民に対しては私が市長になつたら公園課も設置するというようなことでごまかそうとしているがそういつた予算内容が随所に見られるわけでございます。

　　さらに保育所予算にしてもしかりであります。７０年度予算と比較いたしますと７１年度は６万ドル余の増となつておりますけれども、これは２棟分の１０万４,０００ドルの工事費が入つておる。実際には３万ドル余の減額となつて現われておるのが今年度の予算である。保育所もつくります。子供の遊び場もつくりますと言いながら一事が万事、予算案では減額されておる、これは裏腹ではないかと言いたいのであります。これについての答弁は予算の審議の中でやります。

　　ここで本員がお尋ねしたいのは市民対話による民主的な市政と言つていながら訴訟費が昨年は3,000ドルから今年は6,600ドルというふうに3,600ドルも倍増しておる。これはどういうわけであるのか。市民との対話を唱えながら訴訟費が膨大になつておる。申し上げますが、６６年度においては訴訟費が1,900ドル、６７年度が2,600ドル、６８年度が1,800ドル、６９年度が2,700ドル、平良市長になつての７０年度が3,000ドル、７１年度が6,630ドル、６８年度に比べて実に３倍という訴訟費が組まれておる。この事実をどうみるのか、市民との対話であるならば減じなければならないはずである。どう解釈するのか。




○　市長（平良良松君）

　　２４番議員は、市民をごまかそうとしているといつて怒つておられますが私は毛頭市民をごまかそうとしておるのではなくて、また３０万市民が私ごときものにごまかされるはずもございません。その点はご心配ご無用にお願いしたのであります。で、予算の内容と施政の方針が違うんじやないかとおつしやつておりまして、そこいらで何か大部感違いされているんじやないかと思いますが、もう一度冷静に予算書をご検討いただきたいと思つております。減額されたのは全くないわけではありませんが各事業費目について増となつておりまして、それは予算総額においても2,100万ドル余、それから特別会計なんか合わせまして2,700万ドル余の予算となつておりまして、その中の経常経費と事業費のバランスなんかも比較してご覧になるとわかると思います。各費目についての不審な点は予算審議の中で一つ十分、ゆつくりとご審議をいただきたいと思いますが、そのようなことはありません。やはり前向きに経常経費とそれから事業費のバランスは十分とれておりまして、むしろ前年度に比べて少ないながら0.8％ぐらいの事業費の伸びをみせておつて、これは那覇市の財政が窮屈ではありますけれども、財政操作が建全化の方向に向いつつあることを物語るものであつて、これには職員の努力もさることながら議員各位のご叱責、ご鞭撻の賜物だと思つていま深く感謝を申し上げるわけでございます。で、その点土木費なんかも減だとおつしやいますが私は増額したつもりでおります。その点は予算書をご覧になつてとくとくご審議のほどをお願い申し上げたいのであります。




○　真栄城嘉園君

　　市長は子供の遊び場の建設をもつて市民福祉を高めるというようなことを言つておりますけれども、現実に那覇市の緑地帯、小公園は歴代市長が確保した小公園であり、それが市によつて物置き場、材料置き場とされておる。

　　そして市民はこれを返してほしいと市に泣きついている。ＰＴＡはじめ学校長まで空地を返してほしいといつている事実を市長はおわかりかご答弁願いたい。




○　市長（平良良松君）

　　先ほどのご質問の中で答弁をおつことしたのがありますので２４番議員はおとがめがないようですから私のほうからお答えを申し上げます。

　　訴訟費用が大部ふえているがどうしたかということでありますが、実はいま、これはまことに申しわけない話でありますが事件係争になつておるのが９件ございます。ところがそのうちの６件はこれまた皆さんに申し上げると責任転嫁だなんて言われるかもしれませんが、実は前の市長が起こした訴訟でこれを私が引き継いで継続して争つている問題でございまして、それを新たに私の時代になつてから３件訴訟事件が起きておりましてそのために訴訟費用が少しかさんでまいりました。物価高の世の中でありますので逐年そういうことにつきましては件数に比例して金高も上がつてくるという事態がございますが、この点はひとつご理解をいただきたいと思います。

　　それから前市長時代から緑地帯として確保されたものを、現市長も子供のための街づくりだなどといばつておられるが、前市長時代に緑地帯として残された部分まで物置きにしてけしからぬじやないか、地域住民からごうごうたる非難を沿びておる、というご叱責でございまして、この点まことに申しわけなく思つております。ご指摘の問題は前島町にある子供の遊び場のことだと存じます。私といたしましては再々申し上げますとおり児童公園、子供の遊び場そういつた児童福祉の面にはつとめて努力をいたしてまいつておりますし、また事実ご承知のように各子供公園とか遊び場とかいうものを着々整備をしつつあるわけであります。ところが何しろ広範な市政の中でついこれはこう言うと申しわけないのでありますが、取りこぼしと申しますかそういつた点がありまして、それに一応市で農水課の材料置き場に使用していたためにその置きかえる場所をさがしたりなにかするところもあつたとみえて、そこに事務の停滞をきたしまして地域の方々から指摘されてはじめて気がついて、私早速その改善、整備方を指示いたしておりますので近くご懸念の点は市民の皆さんにおわびがかなうような方法を講じたいとこういうふうに考えております。なお撤去の時期につきましては７月１０日までに取り片づけて、そのあとやはり子供の遊び場としての環境整備をしていきたいとこういうふうに考えております。ご了解を願います。




○　真栄城嘉園君

　　市長はただいままことに申しわけないと卒直に謝つておるのでこれ以上追求はいたしませんけれども、平良市長の常に看板のひとつでもあります子供の遊び場の建設、保育所の問題、市民福祉を高めるというようなこととはうらはらにせつかく確保された緑地帯がこれを市当局が市民から取り上げて市の材料置き場にする、市民は再三再四陳情しておる。私も陳情に参りました。しかしながらまだやつていない。これは材料を置いておるのですぐ撤去できるはず、きようあすにでも撤去する意思があるかどうかお答え願いたい。




○　市長（平良良松君）

　　いまこの広場はいつから材料置き場に使つたかよくその時点がわかりませんのでその点も必要とあれば調べますけれども、先ほども申し上げましたように地域の方々から訴えもございましたので早速取り片づけて整備するように指示をしておりまして、７月１０日までにはいま集積されておるこれは農水課の街路樹の支柱でありますが

　　　　（「いつまでですか」という者あり）

　７月１０日までに撤去するように指示はしてあります。ただその後の作業の関係で、それから運搬先ですがやつぱりどこにもほつたらかしていくわけにはいきませんのでこれを物色するために多少暇がかかつて移転完了したかどうかまだ報告受けておりませんが、これは私といたしましては７月１０日までには取り片づけるように指示をいたしておりまして、１日も早いほうがいいというふうにやつております。その点ひとつご理解をいただきたいと思います。




○　金城重正君

　　平良市長の施政方針について質問をいたします。

　　その質問の前にこの施政方針の中に一貫していないのがございますので本員がこれから質問する点にご答弁する前にその問題を市長は答弁をしていただきたいと思います。

　　まず現在与儀のほうで市民会館が建設されておりますけれども、これがことしの６月末に完成するというようなことになつております。けれどもこの市民会館が公会堂であるのか、市民会館であるのかこれをはつきりさしていただきたい。それから質問に入ります。

　　本員は常々議会のあるたびごとに平良市長と張り合つておりまして、きようは紳士的に協定を結んで質問をいたしたいと思います。７１年度の施政方針並びに予算案を作成するにあたりまして平良市長の並み並みならぬご努力に対し敬意を表し、平良市長がこの３０万市民を忘却の彼方に忘れ去らないよう、勇気百倍市民本意の市政を実現することを要望するものであります。先ほどの新政会の議員の方々から前置きがたくさんございました。本員も同様でありまして極力これを省きたいと思います。けれども残念ながら７２年の本土復帰を迎えましていかに本土並みにするか。現在沖縄は厳しい時点に立たされておりまして３０万市民はこの時点にいかに即応しておるかということで非常に不安とまた期待を持つております。私どもはこの７２年という時の流れというものを止めることはできないのでございます。残念ながら７１年度の施政方針の中味をひもといてみますと、あまりも平良市長の施政方針が矛盾が多く出ております。できないものもできるかのように現実と遊離した内容を持つてない、ただイデオロギーに固執した反体制のアジテイシヨンをうたいあげておると本員は理解しております。したがいましてこの施政方針方針は確かに平良市長は目を通さなかつたであろう。もしも平良市長が目を通しておつたならばこのような施政方針じやあなかつたかに本員は思つております。そもそも施政方針冒頭７２年本土復帰を迎えて那覇市長としてベトナムやカンボジアのことを心配しております。どこの市長であるのかわからない。非常にしごく残念であります。多分に次回は平良市長がサイゴンの市長やカンボジアのプノンペンの市長に立侯補したら確実に当選すると本員は考えております。ほんとにこの施政方針をみますと迷惑をこうむるのは３０万市民であります。そこで本員は卒直にこの施政方針の内容についてお聞きいたしたい。

　　市長は施政方針の中に那覇市の近代的な都市建設をするための基本方針として、①都市計画の主体者である市長の権限の確立、②財政の確立、③軍事施設の開放をすること、にあるとしながらこれは新年度ではできないというように否定をしております。できないのをどうして基本方針として掲げなければいけないのか、その基本方針というものがいつ実現するのかこれが１点であります。

　　２点目に、この１カ年間市政において①民主市政を高めること、②市民生活の向上、③教育と文化の発展、④近代的都市づくりを行なうこと。４つの柱として市政を執行してきたと述べております。であるならば市長が言う４本柱の１つである近代的都市づくりというのは絵に画いたモチであつたのかどうかこれをはつきりしていただきたい。すなわち４本柱の近代的な都市づくりというものは前段で申し上げた３点を解決することにあるんだということです。しかしこれは新年度もできないということなんだ。けれどもその４つの柱のひとつである近代的都市づくりというものは絵に画いたモチであつたのかどうかこれを明確にしていただきたい。

　３点目に軍事基地があるために近代的都市づくりが阻害されておるとしておるが、これも本員は一理はあるかもしれないと思います。しかしそこらが平良市長がおのれの責任を他に転用しようとしておると本員は考えます。なぜならば市長が言う施政方針の中にあるスプロール現象があるならば、そこらの開発を優先し近代都市にふさわしい健康的な郊外田園都市に発展させるべきで、かつまたそれと並行して、必要であるならばもつと軍事施設の開放を叫ぶならわかるけれども、やるべき仕事は山積しており義務を忘れて権利ばかりを主張しておるように本員は受けとつております。そこらへんの矛盾をどうお考えになつておられるか。四つ目に行政需要は伸びたが市財政は伸びない。非常に厳しい状態にあるとして自らの行政能力のなさを卒直に述べておられまして結構なことだと思います。けれども本土復帰を目の前にして今から復帰体制作りはやつていかなければならないがこういう重大な時期に市の財政が伸びず行政需要を満たすことが出来ないということは余りにも逆行しないか、非常に先が思いやられます。３０万市民の責任ある市長として如何ようにこの財政硬直を打開するのか具体的に明示していただきたい。以上申し上げまして答弁の如何んによつては自席から質問したいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。今回はじめて１５番議員から大へんな激励をうけまして、これこそ本当かなあと思つておりまして今、眉につばをつけて考えてるわけでございます。大激励に対し心から感謝申し上げるわけでございます。ただそのあとにやはり若干引つかかるものがあります。市長の施政方針は自分で書いたものじやない。誰かに書かせたのでああいうふうになつたのだ。イデオロギーに偏して反アジテイシヨンで一ぱいだということでありますが、今沖縄のおかれている状勢と、それから沖縄県民、まして那覇市民がこれらの諸情勢の動きに本当にどのような反応をもつているかということをやはり虚心担懐に分析、ご検討をいただくべき問題じやないか。ただ私、人に書かせたものを得意になつて読んでると思われると困りますので、なる程筆記は、繰り方の一部分はそれは各課の職員に命じてやらせておりますが、方針そのものは私の方針でありまして決して一部の煽動者に乗せられてお目出たく反体制踊りを踊つてるものではありません。唯、反体制に聞えるのは、それは１５番議員の所属する政党の考え方に余り固執されてるのでそのように素直にお受取りにならんのじやないか。しかし、これは所属する政党の立場を離れて虚心担懐に那覇市民としての立場で、あるいは沖縄県民の立場で今一応考えていただきたいと思います。長口舌を振るつて恐れ入りますが今おかれているわれわれの環境というものは決して安穏ではございません。ゆうべも足元の辻町で大へんな騒ぎが起つております。連日連夜このような不安にさらされておりますので徹底的にアメリカがいないほうがいいんだと。これは卒直な県民感情、市民感情じやないかと思います。その点についてはさらに平和の問題ともからんで長くなりますのではしよりますが、こういつた意味では施政方針の前段においては沖縄のおかれている現況を市民に徹底させ、政府要路にも徹底して理解していただきたいというふうに念願するものであります。このようなことをいつて、もらえる予算がもらえなくなるし、あるいは政府からにらまれると結局、平良市長の損じやなくて市民全体が迷惑するんだというこの発想法も、従来持つておられた任命主席時代、私たちは任命主席という制度は沖縄の自治を阻むものだというふうに強く抗議してまいりましたが、しかし一部ではアメリカに盾つくと、とれるものもとれないんじやないか、というような考え方とやや通ずるものがあるんじやないか。われわれはいうべきことをいい、求める権利の要求を正しくやることによつて本当の民主主義が生まれ、権利が、県民の利益が保護されると思いますので、むしろこのような態度でもつて那覇市政を訴えてゆく中から那覇市の財政の打開、あるいは住民の権利の拡大といつたようなものを期待できると考えております。三つ目の近代的都市造りを阻害しているということに対しては全国的としては意義がないと１５番議員も賛成しているようでありますが、しかし余りにも強調して自分の責任を転嫁しているんじやないかということでありますがスプロール現象が起きてるとすればそういう事態にそつて都市計画をやつて生活環境を改善してゆけばいい、あるいは郊外に団地、あるいは田園都市の形態を作つてゆけばいいんじやないかということでありますが、われわれの構想といたしましては大いに賛成でございます。ただ、なぜスプロール現象が起きるか、その伸びてゆくところを田園都市に出来るだけの財政があればスプロール現象とはいえないわけであります。むしろ緑地帯あるいは田園住宅そういつたものを配置すれば理想的な現象といえるかもしれません。しかし、残念ながら伸びてゆく住宅地帯に文化施政、都市施設を即応して即時つけてゆくだけの財政的余祐がない。そのために結局においてはスプロール現象と称せられる現象が起きております。その点につきましては今後都市計画で長期、短期の視野に立つて急いで解決しなければいけないものについては手をつける。少こし延ばしていいものについてはそういつたような考えで臨時、適宜に処置をとつて、つとめて市民の需要に応えてゆくという態度をとつてゆきたいと思つております。行政需要は伸びたが財政事情はよくならない。これは市長の頭の悪さと腕のなさを白状しているんだということでございますが、見ようによつてはその通りでございます。先程も申し上げましたように、ローマは一日にしてならないのであります。２５年の積り積つた積弊を平良市長如何に鬼人なりといえども１年や２年の市政担当で皆さんが満足するように直ちに出来るとは私毛頭考えておりません。またそれを期待なさるほうが無理でございまして、この際、超党派的にこの財政打開の問題についてはむしろご協力をお願いしたわけでございます。私を如何に無能、無力、無策の市長とののしつたところで那覇市の財政はよくならない。先程申し上げましたように県民が一丸となつて２５年の空白を償つてくれという県民要求にもつていつてはじめて打開できるものと思つております。そういう私の見解を申し上げて一つ物足りないところもあろうかと思いますが先程折角ご激励をいただきましたので一つ今度はその所信どおり激励していただいて明るい那覇市が出来上がりますようご協力をお願いしたいと思います。この中で市民会館という言葉を使つてございますがその点につきまして一応ご了解をいただきたいのであります。これは今のところ公会堂でございます。しかし他府県を廻わつて見ますと文化会館、あるいは市民会館という名称に近頃ではなつておりまして、戦前なら那覇公会堂という名称であつたのが、最近では市民文化会館、あるいは市民会館というふうになつております。そこで私も市民文化会館というふうにしたらいいかと思つたんでございますが、那覇琉米文化会館というのがあるのでまぎらわしいと思いますので一層のこと市民文化会館にしたらどうかということで、条例を改正してこのことをお諮りしたいと案を提出してございます。その中で皆さんにご協力をいただきたい。ところでそういう条例の改正を待たずにそういう用語を使つてはおかしいんじやないかとおつしやりますが、これは私の提案が通つたものとして来年度行われる行事にその改められた名称、市民会館と称したいいうことで来年のお話しを申し上げておるわけでございますのでその点もあしからずご理解願いたいと思います。




○　金城重正君

　　時間がありませんので一般質問か、または議案に対する質疑で十分やりたいと思いますが、市長は今さき来年のことを、市民会館というふうにして施政方針の中に盛り込んだということでございますが文化会館というのと、公会堂、市民会館というのとどちらが正しいか。




○　市長（平良良松君）

　　現在のところ公会堂でございますが、来年の行事を行う時点においては恐らく市民会館と変わるであろうところの名称であります。




○　金城重正君

　　公会堂だけども次は市民会館というふうに条例を改正してゆくという考え方ですか。




○　市長（平良良松君）

　　そういうことです。あとまたございましたらひとつ。




○　金城重正君

　　ただいまの本員の施政方針に対する質問に対して平良市長は何ら具体的にその問題を答弁しておりません。その施政方針の中身は読んでいけば読んでいくほど矛盾に満ちておる、そしてつじつまが合わない。それが私の質問の第１点であつたのであります。それと関連して第２点では、市長としては今後ともこの那覇市の現在の財政の硬直化の打開をはかつていくけれども、２５カ年間の弊害の積りがこのようになつておるんだということをおつしやつておる。けれどもです、一応市政に対して責任を持つたからに、またはもはや平良市政になつて２カ年になつておる、その２カ年間でこのように財政の伸びがない。そして行政需要に追つていけないそれそのものを市長みずから行政能力のなさはあるかも知らんということをお認めになつておることをこの施政方針の中にも述べられております、そこでこの具体策についてどうするかということが本員の聞きたいところであります。たとえば行政府に対してどういうようにやるか。

○　議長（辺野喜英興君）

　　１５番議員時間です。ちよつと結んでください。




○　金城重正君

　　そういうことで質問に対してご答弁しておりませんので、時間がありませんのでこれで切りますけれども、議案の質疑に関連いたしましてきようできなかつたことについて、次回において質問をすることにして閉じたいと思います。




○　議長（辺野喜英興君）

　　昼食のため休憩いたします。

（午後１２時３９分　休憩）

（午後　１時３０分　再開）













○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　島袋宗康君

　　本員は１９７１年度施政方針に対して社大党所属議員団を代表して質疑を行ないたいと思います。まず、施政方針を通じて見るに市長自ら先頭に立つてアメリカ軍事優先政策を打破し、反戦平和と明るい豊かな市民生活を築き上げることに十分な意欲と、この実践に取つ組んでいることに対し敬意を表する次第であります。すなわち基地経済論を謳歌して沖繩の核基地化を是認するような一体化政策では真の地方自治体の発展は望み得ないし、また住民の福祉をはかることもできないという基本線に立つて市政を運営しているものと確信するからであります。昨年の日米共同声明後の内外情勢は、７２年祖国復帰の目途づけがなされたとはいえ、県民の真の要求である即時無条件全面返還は打ち消され日米両政府による軍事政策が着々と進められ、沖繩がその具にされておるということでございます。まやかしの沖繩返還の取り決め、軍雇用員の一方的な解雇問題、県民の強い要求である毒ガス兵器の撤去にも応ぜず最近の女子高校生に対する不祥事件をはじめ米軍による相次ぐ残虐きわまる暴行事件に見られるように、県民の人権を無視し県民を蔑視する実態は、アメリカのベトナムにおける虐殺事件、近くはカンボジアヘの軍事介入と国際信義にもとる非人道的な戦争行為がその根源であり、県民のアメリカに対する不信と不安不満が高まつている今日、本土においては平和憲法を踏みにじる自衛隊、すなわち軍隊の強化による安保堅持と国民を裏切る政策が横暴にして行なわれつつある中で、反戦平和を押し進め基本的人権の確立を目指して革新市政を着々と築きあげることは市民の大きく期待するところであります。さて、質疑に入りますが、この第１点は財政硬直化における具体的打開策についてであります。

　　市長はこの施政方針の中で〝那覇市における行政需要はかつてないほど増大しているにもかかわらず、市の財政は伸びず行財政は全くきびしい状態にある。その原因は施政権者であるアメリカが本土復帰を待たずに財政援助を大幅に削減し、加えて新年度から大幅に増額した本土政府の財政援助に多額の対応費が必要とされ、そのため琉球政府の自己財源が逼迫しいわゆる財政硬直化を招き、市町村への補助需要の減少とさらに起債事業が制約されるなど那覇市の財政にもかなり影響を与えている〟と述べられております。７２年返還を前提としてアメリカのドル防衛や対外援助削減などを理由に米国は施政権者としての財政援助を怠たり、これからもますますきびしい財政状態が続くものと予想されますが、財政の確立を目指して市政運営に当たるという平良市長は、今後どのように逼迫した財政状態を打開していくのかその方策について明らかにしていただきたいと思います。第２点でございますが、軍用地の開放についての対策であります。ご承知のように那覇市の面積の３分の１を有する軍用地は、２５年に及ぶアメリカの軍事優先政策よつて市民生活が無視され近代的都市建設はもちろん都市発展にも大きな障害となつている。与儀ガソリンタンク地域、天久米人住宅地域と松山町在マーニング社の市有地を合わせてその開放を強く要求していくといわれておりますが、この問題につきましてはこれまでも何度か開放要求をしてきたにもかかわらず、一向に聞き入れられずこれらの軍事地域の撤去もしくは開放を要求し実現していくためには相当な困難が予想されるが、革新市政として具体的にどのような開放要求していくのかお尋ねいたします。

　　第３番目に那覇、佐世保、横須賀３市協議会についてでございます。市長は施政方針の中で沖繩県民の戦後２５カ年における祖国復帰運動が反戦平和を目標にうんぬんから最終的には基地撤去の方向で復帰方式を決めていくといわれておりますが、こういつた問題と関連して米軍の原子力潜水艦の寄港と米軍基地の問題で共通の悩みを持つ佐世保、横須賀、那覇３市の放射能対策の強化と、都市建設の障害となつている軍事基地の開放などの要求を行なつてきたが本土政府や米軍の反響とその成果はどのように現われているか。また今後の対策についてどのように構想するかお尋ねいたします。

　４番目に那覇新港の土地利用計画についてであります。ご承知のように那覇新港建設と平行して第４次埋立が膨大な資金を投入して埋立事業が行なわれております。将来の国際的貿易港として恥じないあらゆる施設を充実させ、より近代的な港湾施設を整備しなければならないと本員は考えます。しかし従来のように埋立によつてせつかく土地の造成を行なつても、起債償還の財源にあてるために土地の切り売りがなされては新港の背後地確保は不可能に近く、港湾施設の充実もまたできないのであります。聞くところによりますと那覇新港の港湾施設として必要な土地の一部が、すでに前任市長によつて切り売りされているためにその土地を除いて計画しなければならず、その一帯がちぐはぐな施設計画になるのではないかという心配があります。

　　本員が憂慮するのは、前任市長のミスを踏まないように十分に配慮されているかということでございます。すなわち現在行なわれている第４次埋立はもちろんでありますが、次に計画されている第５次埋立についても那覇新港の港湾施設計画が悔いを千載に残すような結果にならないよう、その土地利用計画について十分に検討されなければならないと本員は考えます。このことにつきまして、市当局はどのように考えておられるかお伺いいたします。次に国政参加についてでありますが、６１回通常国会におきましては沖繩の国政参加に関する立法がなされ、これを受けて沖繩においては開会中の立法院定例会で関係立法を審議中であります。報ぜられるところによりますと、６月中にも選挙に関する立法がなされ１０月下旬か１１月初旬には選挙が施行されるということであります。

　　戦後２５年にして初めて国政に参加することは、大きな意義をもつものでありますが、復帰運動の一還として始められた国政参加運動の経過を顧みるとき感無量なものがあります。沖繩は日本の国土であり、沖繩県民は日本国民であるとの立場に立つて、日本国民としての権利回復の要求を続けてまいつたのであります。

　　特に国政参加につきましては他にさきがけて、いち早く党の大会で決定し本土政府をはじめ関係機関に要請するほか立法院にもこの問題を持ち込みまして、各派に諮り６１年４月立法院開設以来初めて、国政参加に関する要請决議がなされたのであります。われわれが当初、この問題を持ち出したときアメリカの施政権下にあつて、国政参加などと要請ができるかと言つたような暴言をはいた保守党議員もあつたのであります。

　　また本土政府、国会筋でも憲法に触れる触れないの議論がなされて難航を極めておりました。しかしながら日本国民としての権利回復の戦いは、各民主団体の統一した斗争に発展し立法院も毎年要請決議をしなければならないところまで世論が高まり、ついに施政権返還を待たずに沖繩県民の国政参加をみたのであります。先ほど申し上げましたように立法院が沖繩県民の唯一の民意代表機関として、はじめて国政参加の要請決議を行なつた６１年から、９年の歳月を経ております。こういう長い間の戦いによつて勝ち取つた国政参加には県民の期待もまた大きなものがあります。市長の施政方針の中で沖繩県民の要求を掲げて活躍する国会議員の誕生を全市民とともにご期待申し上げる、と言つておりますが、市長はこの国政参加についての評価をどのようになされ、また期待するのか。お伺いいたします。あとは自席において質問いたします。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。市の財政問題につきましては、先ほどらいのご質疑の際にもご説明を申し上げたわけでありまして、今議会に提案された予算案をご検討になつてもおわかりのとおり、けつして余裕のあるものではないということが申し上げられるわけであります。ただこの際財政硬直化という言葉がどういうふうな意味で使われているか。あるいはこのような財政窮迫は革新市長になつてから始つたものであるかということになりますと、いささかご説明を申し上げなくちやならないわけでござます。なるほど那覇市の財政は３０万市民の市民要求を満たすのにはほど遠いものであります。しかしながら、これは一体、それでは財源をどこに求めればよろしいか。つまり自己財源としては税収、あるいは財産収入その他ありますけれども、こういうことでは大きな財源の増というものを期待することはできないわけでございます。

　　従いまして、われわれは地方自治体の直面する一つの基本問題といたしまして、この財政打開の方法を先ほど申し上げましたように、制度的に保障してもらう措置を要求していかなくちやいけない。こういうふうに考えております。沖繩の２５年にわたるアメリカ支配の中で任命主席を頂点とする地方自治体の財政はけつして、住民自治を賄うのに十分な処置ではなかつたわけであり、その実態を市民並びに県民に堀り下げて示す努力がなされなかつたということが言えると思うのであります。

　　施政権者としてアメリカが司法、行政、立法の３権を握つている以上、当然そこに行われる自治体行政に対しては施政権者として保護育成すべき責任がある。そのことは私が立法院時代から夙に主張しておることでございまして、アメリカの援助ではなくして財政支出を要求すべきであるということを強調し続けてきたのでありますが、遺憾ながらアメリカの任命によつて行政の任に当つていた主席は、このことを強くアメリカに要求することができなかつたし、またそういう制度もなかつたわけであります。

　　従いまして当面の県民を納得させるためには、臭いものにはフタをしておく、あるいはむづかしい問題はよけて通るといつたようなことがなされ、それが遂年集積して今日のような事態に立ち至つた一つの要因であろうかと思うものであります。われわれはこのようなことを指して植民地軍事独裁支配、軍事優先政策ということであります。民主主義の社会においては、あくまでも住民の要求が政治の基本でなくちやいけないのに、沖繩における２５年間の行政はすべてアメリカのご都合によつて、住民の意思は無視されてきた。なかんずく財政運営においてはそれらの拘束を受けてやつてきた。それが積り積つて今日に至つておる。しかも今日どうかといいますと住民の権利意識は逐年高まつてまいりました。そして情報機関の発達とともに、もはや一日で世界のどこかで起きておるできごとも沖繩県民が知り尽すというほどに発達しておる今日、日本国民としての当然受けるべき権利、あるいは日本本土の制度その他についてようやく、われわれも目を向けるようになつてきた。そしてそれに伴つて市民が要求して立ち上がる形勢になつてきたわけであります。そのような財政ゆきずまりの結果、任命主席の統治下において、さらにはアメリカの植民地支配の中では絶対に沖繩県民のしあわせはあり得ないんだという結論に到達した結果、主席公選を実施したならば革新屋良主席が誕生したということになつたと思うのであります。それも同時に革新主席が誕生した以上は、われわれの要求を急速に盛り上げて多年の念願を達成したいという県民の要望もまた熾烈になつてきておる。市民の要求もそれに伴つて熾烈になつてきておる。従つて行政需要というものが急速に増大していくということもそこに因があると思うのであります。しかしその点につきまして、それでは先ほど申し上げましたこのような問題をかかえてあしたにも解決ができるかというと、これはなかなか困難な問題であるわけであります。先ほど来しばしば申し上げましたように、幾つかの隘路を打開する努力はこれは単に一市長や一主席の努力だけではなくて、全県民的な運動によつて盛り上げて沖繩の実情をまだまだ本土政府や国民に伝える必要が出てくる。その沖縄の実態を実際に認識してもらう中で、本土の沖繩対策が生れてくるんじやないかというふうに考えておりまして、私はその面でもでき得る限りの努力をしたいと思つております。幸に一昨日発表されました行政主席の施政方針の中にも、沖繩の財政打開の方策がるると述べられておりまして、私もこの方針に全面的に賛成であり行政府と相呼応いたしまして、われわれは市町村財政を立て直す方策をこれから推進していかなくちやいけないというふうに考えております。

　　軍用地の開放につきましてもお説のとおりでありまして、都市計画を阻んでおる大きな要因の一つであります。そのことに対して市長はどのようなふうに考えておるかということでありますが、これはご承知のように軍用地の開放については立法院においても、しばしば決議として提出されておりますし、また私、就任以来与儀のガソリンタンクや上の屋の米人住宅地域の開放等、直接弁務官に折衝し、あるいは民政官に、渉外局長その他アメリカの要路の人々にこれを訴えてまいつております。前任者のアンガー高等弁務官に私がこの問題をるると申し上げた際に「君はそういうことを言うけれども与儀のガソリンタンクを施設するために、アメリカとしてどれだけの投資をしたと思つとおるか、それが一朝一夕に移転できると思うか。」というような返事でありました。その前にも米軍が沖縄に駐留しておる理由等をるる申し述べたのでありますが、そのような返事でありましたので私は大いに不満と思い、それでは那覇市民や立法院の要請に対する高等弁務官としての回答はそのとおりであるということを那覇市議会に、あるいは新聞記者会見に発表してよろしいかと念を押したところ、弁務官は「いやそれは私の私的な見解であつて、あなたの要請に対しては十分検討したい」と態度をやわらげてきたわけであります。しかも数日して高等弁務官は転任するということになりましたので再びお別れのあいさつを申し上げるとともに、先日、私が要請したことは後任弁務官に必ず引き継いでもらいたいということを念を押しました。さらにただいまのランパート高等弁務官着任早々直ちにこのことを含めた幾つかの問題、たとえば３号線の通過の問題、ガジヤンビラの高圧線の撤去の問題、天久地域の高圧線の撤去の問題、ガソリンタンク用地の開放、マーニング社の占有する土地の引き渡し等いろいろの懸案事項を申し述べましたところ、そのときも十分考慮するということで、従来とはかなりうつて変つた米当局の態度でありました。さらにあきたらずに昨年の７月に開きました沖繩市長会におきましても、それらのことを要請事項として書簡にして米当局に送りましたところ、ていねいな返事がまいつておりました。いつぞやもご報告申し上げましたように、「ガソリンタンクの撤去は理の当然であると考えておる。いま移転の計画もあるが予算の関係上直ちに手をつけられない。しかしそれまでの間市民に迷惑にならないような安全対策は十分考えている」といつたような説明であつたわけでございます。しかしそのようなことではわれわれは引き下がるわけにはいかない。安全対策というけれどもガソリン・タンクの所在そのものが危険である。最初から十分にしたが万一の危険ということは絶対保障できないんだということで再三、再四繰り返し、この問題は主席を通じあるいは自分自身直接参りました。またのちほどご説明申し上げますが、本土へ参りましても三市連絡協議会等の議題ともしてこれをその都度折衝して参つております。聞くところによりますと、与儀のガソリン・タンクの移転というのは大体においてこれは実施しなくちやあいかぬという方針になつておるそうでありまして、ただ前回民政官にお会いいたしましたときに、ご承知のようにいまはアメリカはドル防衛政策を強化しておるのではなかなかこの予算の取得がむずかしい状態にあるんだ。しかし引き続いて努力をするんだというお話は承つてきております。那覇市の面積が狭く、本土の類似都市の１０分の１内外にしか当たつていない。これは全国的にも類例がない都市形態を示しているわけでありますがこのような問題が施政権の分離、行財政の貧困、都市行政のおくれなどと重なつて那覇市の都市問題を深刻化させているわけであります。ちなみにあまり長くなりますとお叱りを受けますので簡単にその状態を申し上げますと、

（「時間をかけて説明してください」という者あり）

　たとえば那覇市の面積が約１０００万坪ある中で、その３分の１、３００万坪あまりが軍用地に取られておる。その中でも特に上之屋の状態なんかは６０万坪取られておりますが、その６０万坪の中で幾世帯に使われているかというと９１１戸建つていて、米人が１,１８１世帯となつております。そうしてこれはヘクタール当たり２４名。那覇市は本庁管内の人口密度がへクタール当たり１５４名。これを類似都市と申しましても、本土と比較いたしまして最も人口密度の稠密な東京と比べますというと８９名、大阪が４７名に比べて那覇市本庁内は実にその倍以上、あるいは４倍以上の１５４名となつておる。建築面積の比例で典型的なと申しますか、基準的な建物の建て方をしている若狭町で46．8％、ところが上之屋の軍用地内はその端数の6.9％といつような形で非常に軍用地というものが単に土地を取られたというだけではなくて、そこに同じ区域に住んでいる生活実態にもこのような較差を見せておるということであります。このようなことは、施政権者が握つているということでどうにもならぬとかということで、あきらめの中に忘れ去るべき問題ではなくしてむしろこのような問題を解決する中からはじめて財政要求も生まれてくるし、あるいは近代都市計画も進められてくる。そういう迫力がその中にこそあるんじやないかと私は考えるわけであります。

　　次に３市協議会の問題を市長は取り組んでいるがどのような成果があつたかというお尋ねでありますが、去る５月１１日、１２日に東京におきまして、今度は佐世保市の担当で第４回の那覇、佐世保、横須賀３市放射能対策連絡協議会という相当長い名称の会があるのでありますが、それが開会されました。その中で３市とも佐世保、横須賀については放射能の測定器具あるいは被害の補償措置なんかが講じられておるけれども沖繩にはまだそれがない。たとい施政権は異つても同じ日本国民である以上、政府は同様に沖繩に対してもそのような措置を講ずるべきである。同時にいま横須賀、佐世保で行なわれておる放射能の測定観測体制というものも十分でないのでその施設の内容をもつと充実させてほしいという両市の要求と合わせて那覇市の要求として提出したわけであります、さらに今度は放射能だけではなくて、佐世保、横須賀におきましても重要市街地域が軍用地に取られて都市発展の妨げになつているので、これも那覇市といつしよに軍用地の開放、不用になるであろう軍事基地の引き渡しの要求をやろうということでこれも決議をいたしました。さらに私といたしましてはそのような問題は３市共通の問題であるが、特に沖繩における毒ガスの問題について両市とも関心を持つていただいて那覇市に協力していただきたいということを申し入れましたところこれも両市長とも心よく承諾をされました。というのはアメリカがつくつてアメリカが沖繩に持ち込んできた毒ガスをアメリカが引き取ろうというのに、この毒ガスをつくつたご本家のアメリカ国民が反対しているくらいこれは人類の生命にとつてきわめて危険なものである。これを日本国民が１００万人も住んでいる沖繩で何年間も放置されたまま日本国民や日本政府が一言の意思表示もしないということはこれは沖繩人蔑視ということよりも、日本国民全体に加えられた侮辱だと、即刻にこれは厳重な抗議をして撤去を促進させるべきであるという強いご意見に立たれて私に協力をしていただいたのでございます。私どもは早速これらの諸決議を記者会見をして内外にその内容を訴えますと同時に、宣言として発表し、さらにこの諸決議をたずさえて外務省、アメリカ大使館、総理大臣官房、総理府、科学庁長官、総務長官、防衛庁長官、防衛施設庁長官というように各関係官庁に訴えてまいつたわけであります。防衛庁長官に１２日にお目にかかりましたが、中曾根防衛庁長官は私に向かつて「このガスの問題は私たちも重大な関心を持つていて、すでにアメリカ政府に申し入れた。そうしてアメリカから返事も来ておつて、アメリカ内部の問題は片づいたのでその撤去作業を行なうよう第１弾の指示をきようあたり現地部隊に送つているはずだ。」５月１２日にこういう言明をされておるのでありますが、いまだに撤去の動きもないことは残念に思うものであります。ここで私は近々議会が済み次第再度上京いたしまして、この問題についても再び要請をしたいとこういうふうに考えております。このようにして成果といたしましては、沖繩の実態を政府当局にもあるいは同じような悩みを持つている各県各都市の市民にも知つてもらうと、これが大きな任務であり、そうしてまたそれをある程度果たしたことはひとつの成果として私は評価していただいていいのではないかとこういうふうに考えております。

　　それから市の事業について那覇新港の建設が着々進んでいるようであるが、その背後地の計画について考えているかというお尋ねでございます。議員各位もどうぞこの那覇新港の建設には今日より以上の重大な関心を持つていただきたいことをお願いいたしますと同時に、この背後地の利用計画についても十分ご考慮をいただきたいと思うのでありますが、私どもといたしましては那覇新港というとの政府の補助金を得てつくられる沖繩におきましては歴史始まつて以来の大きな土木事業といえるわけでありますが、これがいま進行中であつてぜひ全体計画をりつぱに完成させたい。そのためには市長はもちろんでございますが、議会も一丸となつてこの推進のためにはご協力いただきたいと思うのであります。さらにでき上がりました節は２万トン級の船まで合わせて１０数隻がいつぺんに接岸しても差しつかえのない規模の大きな港になるはずでありますが、そうなつてきますというと勢いここは日本の高度に成長した産業の南方への貿易センターという任務も帯びてまいると思うのであります。そのためには背後地にそういう貿易センターにふさわしい整備をしていかなくちやあいけない。そういうことで後顧の憂いを残さないように那覇新港の土地利用計画につきましてもいま庁内、部内で委員会を持つて検討を進めており、数度にわたつて会議を開いておるわけでありますが、那覇新港の工事が着々進行していくに従いまして一部は今年4,5月ごろ、来年の4,5月ごろに第１次の供用が開始されると考えております。

　それに間に合わせて新港周辺の土地利用につきましても計画を早目にたてて適当な施設をおかなければならないということを考えているわけであります。また処分する土地につきましても企業の誘致などを考慮して用途を定めて処分する。必要な公共用地を確保する、といつたような基本的なものから協議をいたしております。埋立事業が来年の４月頃完了の予定でありますので土地利用につきましては９月頃までには結論を得たいというふうに考えております。しかしながら、さて那覇市の結論が出ましても政府、あるいは本土運輸省、あるいは総理府その辺のご意向も伺つていかなくちやいけないし、また大部分が公共用地に供する結果になりますというと４００万ドル借りて埋立てた借款の支払いについても相当政府のご協力を得なくちやいけない問題も出てまいるかと思うのであります。その点につきましても沖繩に出来た明治１００年の高度成長の中でやつと一つ沖繩の経済開発施設として出来た那覇新港は完壁なものとするためにも与野党をあげて整備するためにご協力を願いたいと考えております。次に、国政参加の問題でございますが、国政参加はお説のとおり６１年頃われわれ立法院の当時、野党側から提案したわけであります。当時はダレス国務長官でしたか、沖繩の潜在主権を認め、さらに第一次岸、アイク会談のときに、そこに住んでいる１００万県民は間違いなく日本人であり、日本の潜在主権はあるんだというふうな言明をされた当時に、それでは日本国民であるならば日本の国政に参加する資格を当然与えられるべきであり、またそういう権利があるんだと主張いたしましたところ、当時任命主席を支えておつたところの自由民主党その当時は自由が抜けて民主党だつたと思いますが、当時の政調会長はせせら笑つて、施政権が切り離されてアメリカの高等弁務官の支配下にある土地で国政参加などということは頭の具合が野党はどうかしているんじやないかというふうにして一顧だに与えない状態でありました。しかし、県民の要求はついにその後１０年足らずにして実現したわけであります。この教訓からいたしましてもアメリカの施政権下にあつて何もできないということよりもその壁をぶち破る努力をこれからも積み重ねていかなければならない。そこで今度その待望の国政参加が実現して沖繩の民意を代表する諸先生が誕生するわけであります。しかし、ここで沖繩の願望がすべてかなえられたのではなく、またこの５人にまかせておけば沖繩の諸問題はすべて解決するとは考えておりません。われわれはあくまでもこの代表のあと押しをして１００万県民の基本的な要求が一つ一つ実現するような県民的バツクアツプが必要かと思うのであります。また、幸いにして選出された議員諸公がその所属政党は違うにいたしましても、事沖繩問題に対しては超党派的に一致団結して沖繩県民を代表する議員として沖縄県民の利益を代表する行動をとつていただきたいことを今から切望するものであります。以上国政参加については必ずしもそのことで満足のゆく沖縄問題の解決は期待できるとは考えておらないのでありますが、しかしそれを足がかりにして大きく前進するというふうに私は評価しております。




○　島袋宗康君

　　ただいま詳しいご答弁で十分わかりましたけれども問題はこの那覇新港の埋立地の公共用地の確保、この点でもう１点だけ確認したいと思います。これは４００万ドルという莫大な資金を投じてやるわけでございますが、先程申し上げましたようにやはりこの資金返済の財源にあてるために土地を売却処分しなければならないというふうなことから私はこの質問をしたわけでありますが、その辺については十分ご答弁なさつていませんのでこの資金の面についてもこの利用計画とあわせて検討されておるか、もしあつたらご説明願いたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先程も触れましたようにこの新港の土地利用計画につきましてはご承知のように４００万ドルの起債事業でありまして当然この償還財源というものは考えなくちやいけない。しかし、このことにつきましては皆さんも恐らく考えておられるでしようが、むしろ国家的事業に類する事業であります。従いましてこの点についてはぜひとも国、県の段階でこの計画を実施できるような配慮をしていただきたい。そういうことを私は要請しております。幸いに山中長官自体、「これを切り売りしてはいけないぞ」ということをいわれております。それにつきましては重々那覇市の財政状態等をご承知の上の発言でありますのでその財政的な裏付けというものは十分に期待できるし、またその辺のことを十分やつていただいてこそ本当に施政権返還の意義があり、あるいは復帰体制づくりを早くしろという国のご支持が生きてくると思います。

　それが「政府の政策に反対をするようないい振りをしている市長にそういうことが出来るか」という懸念がありますが、市長の物の考え方、立ち場というものは政党的な立場ということと、こういうことは別であります。これは大きく沖繩経済開発の一環として私がそれをお引き受けしていることでありますので全体の責任としては全県民が持たなければいけないし、あるいは大きくいつては国の施策としてぜひこれだけの対策を沖繩のために講じてもらうのが当然であるというふうに私は考えております。




○　大浜長弘君

　　施政方針の質疑をする前に午前中市長の答弁が声が小さいので仲々聞きとれなかつた点も多々あります。従つて、私の質問で重複するものもあろうかと思いますけれどもよろしくご了承願いたいと思います。では公明党を代表して本員のほうから１９７１年度の施政方針に対して質問をいたします。率直に申し上げて７１年度の施政方針は本員にいわせれば浦島論文、すなわち施政方針という箱はあるけれども、あけてみたら中味がない。煙りが変じて積年の弊害に変わつて来たという感じであります。ところで７０年の施政方針では市長は終始前任者のあと始末ということが土台になつておつたんではないかと思いますが、７１年度のきようの答弁を聞くと、今度は積年の弊害ということで、これがどうも市長の腹の中にあるような気がいたします。従いましてこの施政方針の内容を聞く前にこのことについてお伺いしたのちに内容についてお伺いしたいと思います。すなわち２５年の那覇市政がただの積年の弊害ということでは私ども認めますけれども、イギリスのチヤーチルが下院でいつた発言の中に〝過去のことは過去のことだといつて片付けてしまえば、それによつてわれわれは未来をも放棄してしまう〟という有名な言葉があります。過去の前任者がどうであつてもいい面は伸ばしてゆく。その努力がない限り那覇市政の前進はなく平良市政の前進はないと思います。

　　　　　　（「そうだ」というものあり）

　従つて積年の弊害と午前中何べんも繰り返えしておりますが、一体どういうふうな積年の弊害があるのか、それが障害になつてこのような都計事業もできないのか、どういうような弊害があるのかをまずお聞かせ願いたい。そしてそれをどのように乗り越えようとしているのか、この２点について質問いたします。答弁によつては自席から質問いたします。




○　市長（平良良松君）

　　ふだんご協力をいただいておる公明党代表のご質問でありますので多分にご理解のあるご質問がいただけるかと予期いたしておりましたが、今度は新政会代表の絵に書いたもちの代わりに浦島論文という新しい評価が出てまいりました。浦島太郎が乙姫様から大きな玉手箱をもらつてきて宝物が入つていると思つてあけてみたら煙が出てきた、それと同じように平良革新市政の施政方針も沖繩をぱつと明るくするような何かが出てくると思つたら何も出てこなかつた。たぶん大浜議員はあまりお線香の煙をかぎすぎたので、（爆笑）この内容もすつかり煙になつてしまつたんじやないかというふうに考えておりますが、もう一ペんとくとこの論文を、この浦島論文なるものを一字一字克明に読んでいただきたい。賢明なる大浜議員でございます、その紙背にどういう意味を含んでいるかということは、十分にご理解いただけるものと私は期待をいたすものであります。いみじく　もおつしやいましたが「前任者の責任から今度は積年の弊害に転嫁してきておる。一体これはどういうことか、積年の弊害とはどんなことか」ということでありますが、沖繩は、戦後２５年史をここで申し上げるまでもなく、われわれはアメリカの軍事独裁支配の中で貧乏生活をしいられ、しかも人権を奪われ、あるいは迫害暴行に対しても防衛をする手段さえもてなかつたという現況は、私が逐一申し上げるまでもなく公明党所属の大浜議員は十分にそのことをご承知であろうと思うのであります。

　　したがつて、公明党の今日の政策もまた、それを踏まえた中から生れてきておるものではないかというふうに私は考えるものでありますが、しかし積年の弊害がここでどんなものか逐一述べろといわれましても、いま申したように抽象的にしか申し上げられません。それは各党各派それぞれの分析の仕方がありますが、とにかくアメリカの施政権力にすがつておれば沖繩は繁栄するんだとひところいつておられた方々の意に反して、逐年本土との格差が開いてきている、このことだけでも積年の弊害の積み重ねということはいえると思うのであります。

　　　　　　（「そのとおり」というものあり）

　しかも過去を過去として葬らずにと、みずからもおつしやつているようにわれわれは新しい沖繩の進路を見きわめるためには、過去の弊害というものを洗いざらいこの際分析し、県民の前に示し、市民の前に示し、何が障害になつていたかということをはつきりさせることによつてしか那覇市の財政硬直化や那覇市長の権限の拡大、自治体の権限の拡大、民主的市政というものは生れてこない、こういうふうに考えましてそれについての私の考え方をこの施政方針の中にるる皆さまが聞きあきるほど申し述べております。決して煙ばかり出てきた施政方針ではないのであります。そのとおりにひとつ読み返していただきましてご理解をいただきたいと思つております。




○　大浜長弘君

　　ただいまの市長の答弁では積年の弊害は２５年間にわたるアメリカの施政権下に生み出されたものであつたと、このように結論づけられますけれども、午前中の市長の答弁ではその積年の弊害をとり除くことは無理である、それを私に期待することは無理であると、このような答弁をなさいましたけれども、それはほんとに市長の真意でしようか。自分では無理だろうが、しかしあらゆる方法がありますね、それを解決していけば可能だと思うのです。不可能を可能にしていくのが政治であり、それが政治のねらいだと思うのです。市長は午前中それを私に期待するのは無理であるというふうな答弁があつたと思いますけれども、その点についてもう一度ご確認したいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答え申し上げます。多分マイクが近くて私の答弁を十分にお聞き取りできなかつたのでこのようなご疑念をもつていただいたと思うのでありますが、私に期待することは無理であるとは申し上げておりません。大いに平良市長に期待していただきたいのであります。しかしながら先ほどからたびたび申し上げますようにローマは１日にしてならないのであります。那覇市政を混乱させようとすれば１日でも混乱させることができる。しかしこの混乱を収拾するには相当の日時がかかるということはご理解願いたいと思うのであります。２５年にわたるいろいろの格差の是正、これは革新市長がいくら力んだところで、１年や２年で地ならしができ本土の水準に追いつくということに期待してはならないということを申し上げているわけでありまして、決して私に期待したつて無理だということではございません。

　私も大いにご期待にそうように格差の是正、あるいは本土に近づくための財政確保そういうことに懸命の努力をしておるということは、先ほど来るる説明申し上げておるわけでございまして、幸い、いまは大声で申し上げておりますので十分ご理解ができたと思いますが、これは私の罪じやなくて私大声を出したつもりだがマイクの調子が悪くてお耳に達しなかつたと思うのでありますが、このマイクを責めても仕方がありませんので改めてこの辺のご理解をお願い申し上げる次第であります。




○　大浜長弘君

　　市長は〝私の施政方針を何べんでも読み返せば私の真意がわかる〟とこのような答弁でありましたけれども、読めば読むほどわからなくなるのがこの施政方針であります。（笑声あり）

　わからない点はここでご質問いたしたいと思います。まず都市建設でありますけれども、いわゆる市長は那覇市の面積の３分の１が米軍施設として使われていて、そのために３分の１は使えない、市長の権限も及ばない、だから私の願つているところの都市建設は容易にできないんだ、そのことばを隠れみのにしていわゆる都市建設ができないということは、その軍用地があるからできない、権限が及ばないからできない。これを〝隠れみの〟にしているんじやないかと、このような気がいたしますけれども、この点についてお伺いいたしたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　３分の１の面積が軍用地に取られていることはお認めになつていると思います。それがあるために都市建設ができないといつたわけじやありません。都市建設はいまでも、先ほど来、しばしば申し上げておりますようにもう一ぺんおさらいをさせていただくならば、安謝新港の建設埋立事業、公会堂建設、道路改修、公営住宅の建設、保育所の建設いろいろと都市事業は前進しておりまして、それも例年に比べて決して後退はさせていない状態であります。しかし、那覇市を本土の都道府県の都市なみに、あるいはそれ以上に文化都市として開発していく、あるいは今後の日本貿易の対南方センターとしての役割を果たせるために、そういつたものにしたてるためにはもつともつとこの基本的障害となつておる軍用地の開放、こういつたものは当然要求されていかなくちやいけないし、それが横たわつている間はいろいろの障害が出てくるということを力説申し上げておるわけであります。

　ご承知のようにいま４１号線のバイパスを建設中でありますが、これについても軍の要求が優先しておりまして民の都市計画に相当な故障と障害をきたしておる状態である。

　　そういうふうにいたしまして、この基本的に横たわつている問題を取り除いてはじめて大幅な前進ができるということを私は申し上げておるのであり、しかも那覇市民でもない佐世保や横須賀の市長におきましても、この事態は十分理解していただいて一緒になつて政府当局にその努力方を要求していただいておるわけでございまして、両市長としては那覇市に手を貸すのは日本国民として当然の義務であると言われておりますけれども、私としては改ためて両市の市長のご好意に対して感謝を申し上げたいところであります。このようにして単に私がここでかけ声しているだけでなくて、防衛長官にお目にかかりまして上之屋の軍用地の開放はぜひともご協力をいただきたいということでありましたが、〝お金はいくらぐらいかかるか〟というお尋ねでありましたので、〝たつたの１億ドルです〟と申し上げたら、〝たつたはよけいだろう〟といつておられましたが、しかしそれはどうしても那覇市建設のためには政府としても考慮しなくちやいかんだろうといつた真面目なお気持を伝えていただいております。そのようにしてこの那覇に存在する、あるいはその周辺に存在する軍用地の問題は、軍用地の開放というものがなければ都市建設は合理的に進まないんだということはご理解いただいておると思うんであります。私はそれが解決できないため都市計画ができないんだということとは意味が違うわけでありまして、その間でも許される範囲、また財政の許す限りおいて、都市建設は前進しつつあることをご理解いただきたいと思うのであります。




○　大浜長弘君

　　市長の答弁のように私どもも現在の都市計画をはさんでいる軍用地の使用は真つこうから反対であります。早く開放して真の那覇市をつくつてもらいたいのでありますけれども、この施政方針を読んで印象づけられることは、このように軍の施設があるために市長の権限が及ばないためにいわゆる都計が遅れているという印象を強く受けるのであります。であるならば、市長の権限が及んでいる地域はどうか、たとえば寄宮の区画整理にしてもあるいは古島の区画整理にしてもこれは一体都市計画をするのか。このように誤解さられます。もう一点は、スプロール現象でありますけれども、このようなスプロール現象が起きたのも午前中の答弁では財政措置がなされないためにとこのように答弁をされておるけれども、しかしながら政治をする人はただお金がないからできないということでは言い逃がれにしかならない。先ほども申し上げましたように不可能を可能にして早く市民に、１日も早く明るい生活をさせていくということは政治をする者に与えられた責任であり義務じやないかと思います。

　　その点についていわゆる寄宮と古島地域の区画整理の問題どうなつておるのか２点目はいわゆるスプロール現象。今後どのように対処されようとするのかその２点についてお伺いいたします。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先ほどらい同じような答え、ご説明を繰り返しておりますがなかなかご理解のいかんような点があるようでありまして、再び同じことを繰り返すようでございますが都市建設の障害となつており市長の権限が及ばないから都市計画が遅れるんだということはそのとおりご理解いただきたいと思うのであります。

　　しからば市長の権限の及ぶところもやつていないんじやないかというお叱りでございますが、これもご最もなことであります。先ほど来申し上げておりますように、住民要求というものは潮のごとく押し寄せてまいります。何十万ドル、何百万ドルあつてもなかなか満たせない、そういつた状態にありますが、その中でも不要不急のものをあと回わしにして、どうしても早目にやつてあげなければならない問題は一つびとつ推進させておりまして、ご承知のように識名にある光明寺前の道路舗装なんかについても、わずかばかりではあるがでこぼこをなおしてあげつつありますし、寄宮地域の道路舗装についても、あるいは道路補修についても鋭意努力をいたしております。ご指摘のように、この寄宮の問題でございますがこれは道路事業の面であるのか、それとも区画整理の問題でするか、まあいずれも問題になると思います。区画整理につきましてはご承知のようにこれは前市長時代に手をかけて、地主の反対にあつて頓挫をして、さらに発展して訴訟問題になつております。でこの係争問題がかたずかないと手がつけられないということになつておりますが、しかし私は関係地主とよりより相談をいたしまして、もし話し合いでできるのであればその係争を取り上げて、新しく相談をしなおしていこうじやないかということで手をつけておるところであります。

　　さらに寄宮一帯は、すでに今日ではスラム街化と申し上げると失礼かもしれませんが、それに近いような雑多な街並みになつておりまして、これもなんとか２、３本の道路をつけて整理をしていさたいというふうに考えております。しかしこれはまた地域からの要求もございまして、でき得れば新年度の予算の中にもこれを具体化していきたいと考えておつたのでありますが、許される財政の範囲内ではそこまで手が届きませんので保留しておる形でございまして、逐年ご期待に沿うような努力をやつていきたいと考えております。




○　大浜長弘君

　　次にお伺いいたしますのは、きのう一市民と会いまして「戦後このようなして苦労して現在の生活を築いてきたけれども、なかなか生活をゆつくりしていくまでになつていない。平良市長が市政を担当されてからは必ず私たちの生活もよくしてくれると思いますけれども、どのようなもんでしようか」と言われました。私はそのとき市長の施政方針を開けてみました。市長は市民にこのようなことをおつしやつておると、このように説明をしてあげたのであります。すなわち市長は平和で豊かな沖縄県づくりの中核となる那覇市政に專念する決意でありますと、すなわち平和で豊かな那覇市政をつくつていかれるんだと、そこで相手は「豊かな生活、豊かにしていくということはどういうふうなことですか」とこのように問われまして、私は即答できませんので幸いあした代表質問があるので市長にそのことをお聞きしてまいりましようと、このように返事をしたんですけれども、この平和で豊かな沖繩県の中核都市としての那覇市の建設に専念すると、平和という言葉が2,3か所ありますけれども、具体的に市長のその「豊か」とはどのようにしていくのか。市長のビジヨンがおありでありますならばお伺いいたします。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。私たちが市政を運営していく目的は何と申しましても、市民生活の安定、住民福祉の向上ということでなければならないわけであります。その中でも沖繩の今日は、けつして社会環境が安らかなものではないそのような環境を安らかな平和に満ちたものにする努力と合わせて、住民福祉の向上、生活の安定というものを目指していつてはじめて、本当の心の安らぎを得た、生活の不安のない社会が出来てくると思うのであります。

　　次の豊か、とはそれではどうかと、それは各人各様いろいろな解釈の方法もあろうかと思いますが、衣食住が足りてあすの心配がない、そういつた社会になつてはじめて豊かな社会が生れてくるんじやないか、平和で豊かな社会が生れてくるんじやないかと。しかしわれわれがそういつた理想的な社会を目指して努力しているにもかかわらず、沖繩の置かれておる政治的環境、あるいは那覇市の置かれておるそれによりまして、市民の平和がみだされ、貧乏が押しつけられるといつたような状態にあるのはまことに遺憾であります。先程来申し上げてるようにこれこそ２５年に亘る積弊であり、この現状から脱却するための努力をわれわれはしなければいけない。そういうふうに考えております。そして私にでき得る限り今年度の予算に盛られておる事業を忠実に執行していくことであり、そしてさらに施政方針の中で申し上げております地方自治体を阻んでおる諸々の障害物をみんなの力で一つびとつ取り除いて根本的な解決をしていく、その中から理想に一歩一歩近づいていけるものと確信をいたしております。どうぞ市民の皆さんにそのようなご疑問がありましても、市会議員の立場から市民を勇気づけるためにも、ぜひとも一緒になつてそういつた理想に邁進しようじやないか、そういうふうに市民の皆さんを力づけていただきますようお願いを申し上げるものであります。




○　大浜長弘君

　　豊かとは衣食住が足りてあすの心配がない、それでも住宅についてはまだまだであります。衣食の問題も本日の冒頭で決議をしましたけれども、その諸物価の値上りの抑制について市長はどのように考え、どのようにして衣食を安定させていくか。諸物価の抑制をするのか。どのように考えてどのような方策をとられようとしておるかお伺いいたします。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。まことに痛切なご質問でありますが、遺憾ながら沖縄の生産物の値上りということよりも、沖縄の現在の物価高というものはほとんどがその９０％が本土において製造されたものを輸入しておる状態でございます。

　　従いまして根本的には、これは国の政策として解決をつけていかなくちやいけないということにつきるわけでありまして、物価対策について市長がどういうことができるのか。どの辺までが可能であるかということを再々検討いいたしております。しかしながらそれはごく微々たるものであり、たとえば市場を改築して流通機構の円滑化をはかるとか、近郊農家を督励いたしまして安直低廉なる農産物を提供させる、そういつたことの程度にしかつきないのじやないかと思つております。

　　しかしこの問題につきましては、やはり中小企業対策とも伴ないまして、沖縄の商人が暴利をむさぼらないように、あるいは農家が生産したのが過剰になり豊作貧乏になつたり、売りおしみをして物価をつり上げる。そういつた変則的な流通にならないように努力し続けていかなくちやいけないと考えております。しかし何と申しましても日常消費物資の大半を本土生産に仰いでおる今日、日本本土の高度成長とともに伸びていくこの物価の抑制策が根本的に打ち立てられない限り、沖縄の物価抑制ということについての市長のできる範囲というものはごくわずかなものであるということもご理解いただきたいと思います。

　　しかしそのわずかなものにつきましても、先ほど申し上げましたように中小企業やあるいは農家の保護対策等を講じていきたい、こういうふうに考えております。




○　大浜長弘君

　　物価の抑制策はいろいろあると思いますけれども、本土では市町村の管理しておる卸し市場があります。卸し市場で物価を抑制することも可能であります。

　　従つて安謝の埋立地の一部をこのような市場にするお考えはないか。それによつてある程度の物価の抑制もできますけれども、そのような構想がおありであるかないかをお伺いいたします。




○　市長（平良良松君）

　　ただいまのお尋ねの点につきましても、先ほどご説明申し上げましたように安謝新港の背後地の整備計画等今検討中でございまして、おそくとも９月ごろまでには一応の成案を得たいということは先ほどご報告申し上げたのであります。

　　しかしその中でもたとえば青果物輸入商組合とか、あるいは輸入業協会とか倉庫会社そういつた事業団体からのいろいろな申し込みがございます。でそのことはとりもなおさず沖縄の商工業の育成ということにも通じる問題でございますが、これは政府にも合議をいたします。またこの港湾全体の建設を監督いたしております。監督と申しますかこれに多大の補助金を出して、その背後地の計画についても切り売りするなという注文をつけておられる。日本政府等の沖縄経済開発構想といつたようなものともあわせて処置されていくと考えるわけでありまして、市長一存あるいは那覇市役所としても作業としてはそのような背後地関係の背後地処理の原案と申しますか、このような協議会に提出する構想をいま練つているところでございます。これを９月ごろまでには完成し、来年の第１回の港開きまでに間に合わすような諸処置を講じていきたいとこういうふうに考えております。




○　大浜長弘君

　　次にお伺いしたいのは、施政方針の中に〝私は市を運営する基本姿勢として以上３つのことを堅持し、その上に立つて住民要求による民主的な市町村合併を推進し、これを琉球政府が進める中核都市圏の建設と結びつけ計画的な街づくりを強力に進める決意であります。このように述べていらつしやいますけれども、市長の市町村合併の推進はどのような構想でいらつしやるのか。それと琉球政府が進めておる中核都市圏構想というのはどういうふうな構想で進められているのかこの２点についてお伺いいたしたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。市町村合併につきましては１９７２年の日本復帰が決定して、いよいよ市の自治強化をはかることは今日最も急がなければならない問題だと考えているわけであります。そう考えますと現那覇市の規模は行政的に十分とはいえません。

　先ほども申し上げましたように人口３０万の他の都市に比べると１０分の１にも足りない市の行政面積であります。したがいまして那覇市としては早急に近隣町村を合併しなければならないわけでございます。那覇市の規模の拡大につきましては単に目前の利害や、従来の感情的行きがかりなどにとらわれることなく交通、経済、行政の進展などに応じてほんとに住民の福祉を恒久的に向上させる。そういうことを目標に置いて進めていかなければならないと考えております。

　　特に那覇市においては都市計画上公営住宅、公園、緑地、先ほどご指摘のありました卸市場、あるいは墓地、火葬場、塵芥処理場等の施設のためもはや従来の地域だけでは解決できない状態であります。申し上げるのを落としましたが、教育施設もそのとおりであります。中学校なんかはいまの４倍も建てなくちやあいけないということが要求されているわけでありますが、従来の地域だけでは解決できない状態でありますので早急な町村合併計画が望まれるわけであります。琉球政府の市町村合併計画によりますとこれは１９７０年の１月７日行政主席の通達でありますが、那覇市は人口２５万7,177人、面積35.6キロ平方メートル、浦添村が３万８２１人の18.30キロ平方メートル、豊見城村が

　　　　（「市長、数字はよろしいですよ」という者あり）

　南風原村の３村を合併するように計画されております。そのうち豊見城村、南風原村は合併について村当局は賛成の意向であります。浦添村は市に昇格するなどのことでありましてまだまだ乗り気を示していない状態であります。当市としては一応は豊見城村、南風原村を合併すべきではないかと考えておりまして合併の進め方については去る２月１６日行政府に関係市村の村長、助役並びに議会議長が集まり、政府からは副主席、総務局長が参加して協議会を持ちましたが大体の意向は賛成であつて各市町村で研究し合うということで一応持ち帰つたわけであります。しかし市町村合併は市民生活にも大きな影響がありますので市民に対し市町村合併が必要であることを認識させる、またよく市民の意向も反映させるということでなくちやあいけないんじやないかと考えます。ですから合併の時期をはやめるため市民の各階層から選んだ人たちで組織する〝那覇市市町村合併促進協議会〟などをつくりまして合併を進めていかなくちやあいけないと考えております。実は2,3日前も豊見城村長も見えてまして、早めにそういうことを進めてもらいたいということを要請されておるわけでありまして、これも那覇市の緊急課題のひとつではないかと考えております。




○　大浜長弘君

　　市長、中核都市圏。




○　市長（平良良松君）

　　これは経済企画庁調査団なんかが見えまして、いろいろご意見もあるようでありましてここからここまで中核都市圏だというゾーニングの決定はまだでありますが、大体政府の意向としてコザ以南、那覇市を中心とした地域を中核都市圏と想定しているようであります。




○　大浜長弘君

　　もう１つは復帰対策協議会の設置でございます。７２年返還が目途つき１日も早く本土との一体化、あるいは較差是正を早くして復帰時に起こるところの困難を除くということは早急に必要なことであります。したがつて復帰対策協議会を設置するということはおそきに失するというような感がありますけれども、いつ復帰対策協議会ができたのか。今日までどういうようなことをなさつたのか、これも少しはありますけれども、将来どういうようなことをされようとなさるのかこの３点についてお伺いいたしたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。復帰対策についてどのような作業を進め、どういうことをやつているかというご趣旨でございますが、日本政府におきましては本年３月３１日の閣議において沖縄復帰対策大綱を決定し、琉球政府におきましても昨年１２月長期経済開発計画の基本構想をまとめまして１９７２年度の本土復帰に備えそれぞれ対策しております。那覇市におきましても復帰対策審議会を設置し、その業務を進めておりますが復帰した時点で那覇市が本土の地方自治体の組織化に比べどうなるかを手はじめに知るべく地方行政上の本土と沖縄の法令に見る制度の相違を調査しておりまして、一応各部資料はでき上がつております。それに対応して復帰に向けて那覇市の新５カ年計画を策定し、これも各部門の資料はまとまつたのでいま総合的な作業に入つているところであります。しかし沖縄が戦後長期にわたつて本土から分離され本土と異つた環境諸制度のものに定型化、慣行化と申しますか定型化されてきましたので自主的発展を支える機能の面で幾多の不安が内在していると思うのであります。

　　それにまた策定しました新５カ年計画にしましても、市行政の各分野の達成におきましても本土の類似都市に比較してその大部分が大幅におくれ、それを達成するために多くの資金が必要なことも痛感されておるのであります。すなわち過去２５年の長期にわたる本土との断絶によつて社会資本をはじめあらゆる面で較差を生じており、これを埋める意味において日本政府の責任によつてその進展達成がはかられなければどうにもならないと思うものであります。したがつて復帰に備えての那覇市の新５カ年計画の遂行も日本政府の深いご理解とご協力が要請されなければなりません。その面については今後とも本土政府に強く訴えていかなければならない問題だろうと考えるわけであります。




○　大浜長弘君

　　次に、施政方針で、時代を担う子供たちのために児童手当を支給することは全市民の強い要求であり、市民福祉対策がいつそう強化されるものと期待しているのであります。このように施政方針で述べていらつしやいますけれども、予算面でも４子から月２ドル５０セント。しかも１月１日実施とこのようになつておりますけれども、全市民の強い要求であるならばどうして７月１日実施に踏み切れなかつたのかこの点についてお伺いいたしたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。施政方針にうたわれているように全市民の強い要求であるならばなぜ即刻実施しないかというお叱りでございますが、その他にも全市民の強い要求もたくさんございましてその中からも特にこの手当を優先して計上した次第でありますが、しかしこれを実施するにはまだまだ調査などの諸作業が残つておりますが財政の都合もありましてご意思のとおり新年度７月１日から実施するという運びになつていないことはまことに残念でございます。しかしながらこれは与党各派を含めての強いご趣旨でありますので相当無理をしてご趣旨にそうように努力をしたわけであります。ご承知のとおりこの児童手当だけではなく国民を教育するという事業は元来が国家の仕事でなければならないと私は考えております。特にこのような新しい制度を今全国６００いくつかの市の中で採用している市は僅かに１０数か所と聞いておりまして、那覇市のごとく貧困財政の中で苦しみながらも、次代を担う青少年の教育には努力をしなければいけないという熱意をもつてこの児童福祉の向上に資するための努力をいたしておりましてその点十分ご賢察の程をお願いしたいと思うわけでございます。




○　大浜長弘君

　　もし財源があれば優先して第４子を第３子に、２ドル５０セントを３ドルに、来年１月１日を本年７月１日に措置を講ずることができるのか。




○　市長（平良良松君）

　　非常に建設的なご注文でございますが、ただ執行者としての、市長としてのちよつと用心を含めたご答弁を申し上げなければなりません。と申し上げますのは先程申し上げましたように市民がぜひやつてくれという強い要求はその他にもございます。そういう意味におきまして財源の配分ということになりますとやはり検討が必要である。また実施の時期につきましてもできるだけ、もし資金がゆるせば、できれば早くしてゆく。額も多くしたいのはもちろんでありますが、条例制定とか適用資格者の審査調査、いろいろな作業が残つておるようでございますので、たとえ金があつても７月１日からすぐ実施という準備ができてないということをあわせてお含み願いたいと思います。ご注文のように金があつて準備ができれば今お約束のことをもつと早目に実施する決意であります。




○　大浜長弘君

　　最後にお伺いしたいのは最後の頁でございます。那覇市民が戦後２５年にしてはじめて文化施設をもつことができること、〝新しい貿易の時代に対処して築港された那覇新港〟うんぬんとありますけれども、新しい貿易の時代ということはどういうふうなことをさしているのか。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。〝新しい貿易の時代に対処して築港された那覇新港が港びらきをされること〟うんぬんとありますが、新しい貿易の時代に対処するとはどういうことかというご質問でございますが、新しい貿易、これはなかなか面白いことでありまして、われわれの念願がかなつてアジア諸地域に平和な時代が即刻、遅かれ早かれ来るものと考えております。そうしたときにはそこに善隣友好の国際的な関係が生ずるし、従つて日本の最南端県としての沖縄は当然にその東南アジア諸国家との友好親善の表玄関になつて来る。そういう意味におきまして新しい貿易の時代が来ると想定してさしつかえないんじやないか。そういう明るい大きな希望をもつて私は新しい那覇市作りに励みたいとこのように考えておるわけでございます。




○　大浜長弘君

　　いよいよ市長の７１年度に対する大体施政のあり方がわかりましたけれども一貫していえることはいろいろ目の前に立ちふさがつたものを打ち破らない限り私は前に進めないんだということであります。あくまでも３０万市民の先頭に立つて破るべきものは破つて進むべきは進んで平和で豊かなまち作りに専念していただきたいと思います。最後に、最初に私が例をとつて申し上げましたが浦島太郎の玉手箱とは、きれいな美辞麗句に飾られた施政方針を玉手箱になぞらえ、これをあけたらパツト白い煙が出たというのは、積年の弊害と老令化現象を起こしていた、とこういうふうになぞらえております。

　　以上で終わります。




○　人民（国吉辰雄君）

　　沖縄人民党那覇市議員団を代表いたしまして７１年度の施政方針に対して質疑を行います。午前中多くの議員からいろいろ問題が出ておりますのでこの点もあわせて私の質疑の中でいろいろ意見をかわしてゆきたいとこのように考えております。

　　　　　　（「大きな声で」というものあり）

　第１点は財政硬直化について、それから基地撤去の問題についてでございます。社大党の島袋議員の質疑とも重複するかもしれませんが内容においては施政方針をより深めて豊かにしてゆくという観点に立つてこれから財政硬直について質疑を行います。施政方針の中で、〝那覇市における行政需要はかつてないほど増大しており、それにひきかえ市財政は伸びず、行財政はまつたくきびしい状態にあるからであります。これは施政権者である米国が本土復帰をまたずに財政援助を大巾に削減、それに加えて新年度から大巾に増額した本土政府の財政援助に多額の対応費が必要とされ、そのため自己財源が圧迫され、琉球政府の自己財源がひつ迫し、いわゆる財政硬直を招いているためであります。琉球政府の財政硬直は市町村への補助事業の減少、起債事業が制約されるなど市町村財政へもかなりの影響をあたえていることは認めざるを得ないのであります。〟と財政硬直が市町村財政に与える影響に触れておられますがこのことについて１点お尋ねしたいと思います。およそ次の４点にわけてでございます。財政硬直の実態はどんなものであるか。深刻な事態を生み出した四つの原因がある。その一つは、国家的事務経費の負担。二番目は日米援助はひもつきであるということ。三番目は、日本政府が琉球政府の財政支出を質量とも大巾に抑えて要請どおりの決定をしていない。四番目に、米国援助の大巾削減、援助の実態とそのねらい。では五番目に具体的な事業と打開策はどんなものであるかということについて深めてみたいと思います。財政硬直化の実態、琉球政府の財政硬直とは何か、行政府が試算した１９７１年度予算の見込みは７０年度より租税収入が約１５００万ドルも増加し１億ドルの県民の税金を吸い上げるものとなつてるが、それでも県民の要求に応えて屋良行政政府が政策的に自由に使える金はただの１ドルもないばかりか逆に数百万ドルの赤字を抱えなければならないという問題であります。その場合、７０年度並みの政策的な事業はほとんどできず、市町村の土木事業や民間諸団体への補助に必要な予算計上、本土並みに近付けるための税審の答申による所得税の５５０万ドルの減税さえも実施できないのであります。本土の他府県の場合は地方自治体財政の約７割も国庫に依存して国の拘束を受けるような状態から３割自治などという言葉があるが、沖縄の現状は３割自治どころか借入金を別にすると予算の上での県民の自治権は１セント分さえもなく米日支配層の予算の支配が事実上１００％以上に及んで余りあるものとなつております。琉球政府の一般会計予算の歳入は租税収入、印紙収入、税外収入、前年度税金などからなる自己財源といわゆる日米援助及び借入金からなつておる。１９７１年度予算案の試算によれば自己財源はおよそ１億２,０００万ドル。2,000万ドル近い借入金を含んでおります。日本政府援助で6,826万ドル米国援助はわずか1,323万ドルで合計およそ２億ドルとちよつとであります。この試算による予算総額に対しその約４割でしかない日米援助によつて予算全体ががんじがらめに自由に身動きできない状態にされており、そのため予算総額の約６割の自己財源を持ちながら、革新行政府の政策を実施する予算上の動きはほとんどできないという困難に直面しているのであります。このような状態が琉球政府の財政硬直化いわゆる一般にいわれておる財政硬直化の実態でございます。深刻な事態を生み出した４つの原因とはどんなものであるか、琉球政府財政硬直化問題のその第１点は、本来、地方自治体でなければならない沖縄に属領国家的機構である琉球政府を押しつけ、その運営に要する国家的事務事業の経費も基本的には県民自体で負担しなければならないように仕組まれていることであります。

　　琉球政府の予算は毎年その３割前後が国家的事務経費で占められ、その７１年度の予算見込みはおよそ5,500万ドルに及ぶものとなつています。これは当然のこととしてそのすべてを国家が負担しなければならないものであるが、長年にわたる強い要求にもかかわらず日本政府はおよそその要求を基本的に受け入れようとしていません。そのためこの国家的事務諸経費にも琉球政府の自己財源から計上することになり、それが７１年度ではおよそ3,300万ドルにもなる見込みであります。貧しい琉球政府の自己財源から3,300万ドルの国家的事務経費に吸い上げられていくことが、いかに大きな負担であり、それだけにいかに大きな財政上の困難を生み出す原因となるものであるかは多くの説明を要しないことであります。これをまた逆に琉球政府の自己財源が国家的事務経費に吸い上げられることなく、７１年度においてその面から3,300万ドルもの自由に使える財源が返つてくるということになれば、それだけ予算額を革新行政の政策に基づいて県民の切実な要求に基づく政策の実施が可能となり、いかに大きな力を発揮するものであるか多くを語る必要もありません。問題の第２点は沖縄が自治体としての県の地位を回復しておれば、地県と同様に法律に基づく自由財源として地方交付税方式の国庫からの財政支出が出されるにもかかわらず、現在の日米援助はすべて厳格なひも付きで個々の事業をピツクアツプして行なわせる方法を取る。そのうえそれらの援助に基づく事業を執行するに当たつては対応費付帯費として、自己財源から多額の予算が吸収されるような仕組みにされているということであります。

　　このような仕組みのもとにおいては日米援助がいかに拡大されたとしても、琉球政府が自由に使える予算額は全然増大されず、逆に対応費、付帯費としての自己財源がますます大きく吸収されていく。ついにはその付帯費、対応費さえも計上できないというところまで追い込まれるものとなるのであります。７１年度の対応費、付帯費は教員給与分を含めておよそ3,000万ドルであります。問題の第３点は日本政府が琉球政府の財政必要性を質量ともに大幅に押え、要請どおりの援助決定をしないことであります。屋良主席は国家的事務経費の全額国庫負担、援助方式の地方交付税方式への改善など財政硬直化をもたらす基本的な問題についての打開を考える立場から、きわめて優先的な方針として日本政府に要請をしたのであるが、日本政府はどうしてもそれを受け入れようとしなかつた。主席はまた県民の諸要求にそう他方面にわたる政策を実施していく立場から、一般行政関係費だけでも１億７,１６０万ドルの援助要請を行なつたが、佐藤自民党政府は日米共同声明後の大幅な援助拡大を宣伝しながら要請額の半分にも足りない7,226万ドルしか認めておりません。

　　しかも琉球政府の切実な要請は認めず、基本的に要求も出してないものが押しつけられてくるなど内容面から多くの問題を含んでおります。そのうえ援助額の7,226万ドルの内、はじめて計上したなどと大宣伝した調整費の２７７万ドルなど約４００万ドルが琉球政府の会計に組み入れられるのでなく、日本政府自体の会計で取り扱うということになつておるので、実際に琉球政府の予算に受け入れられるのは6,826万ドルでしかありません。これじや本土との格差是正は変わらぬものであるばかりか、復帰準備などとの宣伝のもとでますます復興その他の面で遅れを深くするものとなるだけであります。問題の第４点は日本政府援助のこのようなあり方と呼応しながら米国が援助を大幅に削減したことであります。ドル防衛政策と日米共同声明の線による沖縄援助費の日本政府への肩がわり政策に基づいて、アメリカは７１年度の援助額を７０年度の1,869万ドルよりも５４５万ドルも少ない1,323万ドルに削減しています。援助項目も７０年度の２３項目が７１年度ではわずか６項目となつております。そのうえこれまで教員給与面の人件費に振り向けていた６００万ドルはその全額を削り一号線をバイパスとしての４１号線などの道路工事にだけに、米国援助総額の３分の２に当たる８７２万ドルも振り向けるなど全体として、かつてみられない財政的攻撃の面が露骨に現われている援助となつております。

　　日本政府ははじめて人件費に使用できるものとして５７８万ドルの援助をつけてきたが、米国政府はそれを上回る６００万ドルも削つてしまつたため、琉球政府としては逆に自己財源の面で硬直化の原因が大きくなる結果となつています。米国援助はそのような攻撃面と共にもうひとつの特徴面があります。それは従来の米国援助なるものは民政府一般資金から出される額よりも、米本国政府の会計から出される額が大きかつたのでありますが７１年度では、それがきわめて特徴的に大きく逆点したことであります。1,323万ドルの援助のうち米本国から持つてくる金はわずか２６６万ドルであつて残りの1,057万ドルは米国民政府一般資金から当てられることになつております。いうまでもなく、その民政府一般資金なるものはアメリカの国家機関をもつて沖縄で収奪し、それを財源として積み立てられているものであることはご存じのとおりであります。日米援助の実態とそのねらいはどういうことであるか。以上の４点にわたる説明によつて明らかでありますように、日米援助のもとにおける琉球政府予算の仕組みによつて琉球政府の予算はそのすべてが米日反動の支配下におかれ、遅々として民主主義が踏みにじられ抑圧と収奪は強化されるものとなつております。重要なことはこのような形で現われてくる日米援助の決定は、アメリカの絶対的な主導権のもとですべては日米協議委員会においてなされるということであります。日本政府はアメリカの沖縄に対する施政権を認め、アメリカの占領下におかれている沖縄への援助について、アメリカのドル防衛政策について協力する立場から、そのほとんどを肩がわりをする方針をもつて臨んでいるが、施政権者としての米国の許可なしには１ドルも援助を出せないという屈辱的な立場となつています。

　　それとともに日米共同声明路線に基づく日米共同防衛、共同管理の方法をもつて援助のあり方とその内容をより反動的に強化する方針を取つています。琉球政府の財政硬直化問題は、そのような支配政策のもとで生じてきたものである。これはこの財政硬直化問題を打開するための屋良革新主席と県民の要求を米日反動政府が踏みにじつたところに根本的な原因があります。屋良革新主席、行政府の要求を米日両政府が基本的に認めておれば、今日のような硬直化問題は起こらなかつたのであります。このように硬直化問題が現在のような日米援助のあり方に根本原因があるだけに、その打開が簡単でなく立法院の予算審議においてはこの数年来大きな問題であつた。それは決していまに始まつた問題ではなく、またこの1,2年行政府主席が自由民主党から革新の手に移つたからであるなどというものではありません。また日米援助のこのあり方は決して偶然にできあがつたものでもありません。これはあくまでも米日支配層の沖縄支配のための政策である。この具体化である。きわめて意図的な支配の手段方法なのであります。したがつてそれは沖縄県民と革新行政への攻撃であり、日米共同声明路線の展開による反動的日米援助のいつそうの強化にほかなりません。

　　従いましてまたこの財政硬直化問題を解決する道も日米への援助拡大をお願いするという戦う姿勢の欠除の中からは開けるものじやありません。これは米日独占の支配政策に反対する戦いの一環として評価することによつてのみ開くことのできる道であります。その戦いのためには特に屋良革新行政府の努力も重要であることは申すまでもございませんが、それはしかし屋良行政主席、その行政府の手腕や努力のみに頼り任せておいて解決できるものではありません。これは県民の重要な政治課題の一つとして、屋良革新主席と協力し大衆斗争の中に正しく位置づけてやらなければならないと考えます。

　　では具体的な要求と打開策はどんなもんであるか。私たちは財政硬直化打開のため、この根本原因をつくつている日米援助のあり方を改めさせる立場から次のような基本的な要求を掲げて、その戦いを県民の自治権を勝ち取る戦い、真の民主主義と平和、豊かな県づくりと県民生活向上を勝ち取る戦いを重要な一環として、あくまでも戦い抜くものであると考えます。その一つには日本政府は琉球政府が負担しておる一切の国家的事務事業に要する経費を負担することであります。

　　２番目に日米両政府は琉球政府に対するひもつき援助のあり方を改め、沖縄が本来の一県として当然受けられる地方交付税、国庫支出金など法令に基づく諸制度による財政支出を行わせることであります。

　　３番目に日本政府は、沖縄が２５年に亘りアメリカの占領支配の下で生じた本土との較差を数年以内において、本土の平均的自治体の水準にまで引き上げる内容を伴うものとして県民の要求に基づく財政支出を大巾に増大させることであります。

　　４番目に日本政府は、調整金など援助額の一部を国の会計に保留する制度をやめ、援助額のすべてを琉球政府予算に組み入れさせるようにしなければいけません。

　　５番目に日米両政府は、援助の名による支配強化の押しつけをやめ援助は県民の要求に基づき無条件で交付させることであります。

　　６番目にアメリカ国家機関が沖縄においてつくつた収益金、民政府一般資金のすべてを県民の手に戻し、琉球政府予算に組み入れさせることであります。

　　７番目にアメリカは高等弁務官資金その他米国民政府が直接管理している行なつている援助なる制度を直ちに廃止しそれらの資金はすべて琉球政府の予算に組み入れさせるようにすることであります。

　　８番目に布令所得税及び布令自動車税による植民地的税制を直ちに廃止し、布令税制のために与えた損害金をすべて琉球政府に支払いさせることであります。

　　９番目にアメリカは戦後２５年に及ぶ占領支配によつて県民に与えた一切の損害を正しく補償させることであります。

　　１０番目に日米両政府は国県有地を県民のために開放し、民政府諸公社、琉球銀行などを県民に移管させようということであります。以上１０項目が具体的な要求とその打開策であると考えます。

　　おしまいに基本的な立場と戦いの方向でありますが、じやこの具体的な打開策をどのようにして戦いを進めるのかという方向づけでございますが、私たちは右のような基本的要求を掲げて琉球政府の財政硬直化の打開と、大巾な財源獲得のために必要なあらゆる努力をはらわなければならないと考えます。そのためには琉球政府の財政実態を広く県民大衆に知らせ、米日反動による援助の仕組みを徹底的に県民の前に明らかにする必要があります。そして革新共斗会議を中心とする戦いを発展させて、職場大衆にこの戦いの巾広い県民大衆を組織しなければいけないと考えます。私たちはこの活動を物価値上げ反対、大巾賃上げ、合理化反対、キビ代の値上げ、公害の防止、社会保障制度の確立など県民各層の諸々の要求と斗争に結合させて、またアメリカのカンボジア侵略反対、Ｂ５２、毒ガス撤去、一切の基地撤去、安保条約廃止、即時無条件全面返還要求の斗争とともにかたく結合して戦わなければならないと考えます。またこれらの諸斗争をさし迫りつつある国会議員選挙の斗争と正しく結合させることであるとも考えます。

　　私たちはこの財政硬直化打開、財源獲得の戦いを本土の民主勢力との共斗を強める立場で発展させるように努力することであると考えます。私たちはまた革新行政主席と行政府がこの財政硬直化問題が基本的に、米日反動勢力の支配政策に基づく攻撃の現われであるということを理解し、この打開を目指す戦いにおいて米日反動に対決、県民大衆にささえられて、県民大衆の先頭に立つて戦う。それによつて問題を解決していくという点について姿勢の弱わさを率直に指摘し、屋良革新主席及び行政府が県民の立場からの政治姿勢を強化するように強めなければならないと考えております。以上が財政硬直化に対する私たちの考えでございますが、以上申し上げました財政硬直化について那覇市のほうでも、いろんな面で市町村財政にまで影響を及ぼしておると、そして市長はその実態を認めると言うておられますが、ただいままで申し述べましたような観点で大衆闘争との結合、革新市長としてのこの問題を打開するために取り組む政治的姿勢をお聞かせ願いたいと、このように考えております。以上が財政硬直化に対する質疑でございます。

　　２点目は都市建設と基地の開放ということでございます。この施政方針の中で述べております「那覇市が近代的都市として発展するためには幾つかの前提条件がありますが、基本的な問題といたして」として３つ目に「都市建設の障害になつている軍事施設の開放が必要とされるのであります」と明らかにしておられますが、この点についてお尋ねしたいと考えます。平和で豊かなそして住みよいまちづくりのために、どのような困難があつても避けてはならないのは那覇市における軍事基地の問題であると考えます。那覇市の３分の１の面積を占める米軍用地とその基地であります。那覇市の総面積が1,112万3,130坪でそのうち３２０万2,710坪が軍用地として強奪されております。とりわけ小祿地域の全面積の７５％が軍用地に接取されております。第２次大戦でかつてない犠牲を強いられた沖縄県は戦後全く廃墟の中から出発しました。那覇市においては市街地を米軍に占領されたために、低地帯である牧志公設市場付近と開南一帯の傾斜地にやむを得ず居住しなければならず、市民はほそぼそと生きてきたわけでございます。これが現在までの偽わらざる現状でございます。そのような占領統治の中から無秩序のスラム街が生れそのまま放置されたために、都市公害はひどくなる一方で交通も悪化の一途を辿り、全く那覇市は動脈硬化をきたした半身不随の都市となつてしまつたわけでございます。那覇市をこのような半身不随のまちに追いやつた最大の政治的罪人は、２５年の長期に亘つて沖縄を不法占領し搾取と収奪を欲しいままにしてきたアメリカ帝国主義と沖縄を売り渡すことによつて自からの生きる道を選んだ日本独占資本と、その政治的代理人自民党政府であります。

　　このように３分の１近くの面積を米軍基地に使用されておる現実をそのままにして、都市計画を進めることは市民の生命と財産を無視した軍都計画に手を貸すことになります。現実に都市発展を阻害しておるのは米軍基地だからです。那覇市の中心地に７万余坪の広大な土地に、１基３万トンの許容量をもつといわれる引火力の強いジエツト機用の航空燃料の貯蔵タンクを１２基を設置している危険な与儀ガソリンタンクがあり、市民の生命と財産を脅かしております。これと同じようなことは小祿地域の具志、高良、宮城周辺のガソリンタンクも全く同じ条件であります。与儀ガソリンタンクやその輸送パイプからのガソリン漏れがこれまでもたびたび起こり、それが市街地を走つておるガーブ川に流れ込み米軍や那覇消防隊が出動し警備に当るなど市民を恐怖におとし入れたことがあります。また用便中にタバコのすいがらを捨てたために、便所に流れ込みそれがガソリンに引火し焼け死んだ事件もありました。もしこのガソリンタンクの爆発事故が発生すれば、那覇市全体が一瞬にして火の海となることはまさに火を見るよりも明らかであります。

　　次に降雨量の多いたびごとに浸水を繰り返えし、国場川沿いの市民に莫大な損害を与えておる大きな原因は、那覇軍港に流出する土砂をせきとめるためにつくられた奥武山北側水路の捨石があるからです。米軍は関係市民の捨石撤去の要求を那覇軍港の保護を優先させて拒否しております。奥武山南側水路の埋立ても軍港保護のもとに、市民を無視した軍事優先政策の現われだといえます。

　　また交通難の緩和にブレーキをかけておるのも軍事基地があるからであります。俗称ガジヤンビラから那覇航空隊の中を通つて小祿、糸満に抜ける約２キロ足らずの軍用道路の閉鎖によつて、ペリー区の道路を迂回をしなければならないような状態であります。そこでペリー以南の約１０万人の県民が交通混雑をまねき、時間的にも経済的にも大きな損失を余儀なくされています。これと同様に上の屋米人住宅の中を通つておる軍用道路も県民の通行を禁止しておるために、大きな障害となつております。そればかりではなく上の屋、小祿の外人住宅地や商業高校周辺の米人会社による使用地など市民の住宅難、土地難をよそごとのように、（「時間を延長します」というものあり）困つている県民、市民をせせら笑うように広大な土地をぜいたくに使つております。那覇軍港はアメリカの原子力潜水艦の寄港によつて、人体に恐しい影響を与えるコバルト６０をまき散らしております。ベトナムをはじめインドシナ全域へのアメリカ侵略戦争のための武器、弾薬、米兵の輸送は昼夜の別なく行なわれ、那覇港が侵略戦争に直結し軍事優先のために民間の商船がたびたび沖待ちにさせられております。那覇飛行場には最新鋭のジエツト戦闘機が配置され、朝鮮で撃墜されたスパイ機も同型のＥＣ１２１機や核爆雷ルルを積載できる対潜哨戒機Ｐ３機も常時配備されております。また那覇飛行場の南端にある瀬長島には核兵器が置かれていることももはや公然の秘密とさえなつています。

　　以上あげました幾つかの例が示すとおり都市発展のガンになつている最大の原因は米軍基地の存在であります。私たちは戦争のない、平和で住みよい豊かな沖縄を、明るい那覇市を建設するために何よりも沖縄県民、那覇市民の苦しみの根源である米軍基地の撤去を強く要求いたします。ところでこのような市民の苦しみの根源である基地を容認する従来の対米従属の市政をとつてきた歴代の保守反動市長と、基地の開放を強く要求する革新平良市政とはまさに１８０度の政策の相違があると考えます。この場合本員がお尋ねしたいのはこれまで指摘しましたように市民に恐怖を与える基地を避けての都市計画はしていけないことであります。つまり基地の開放を勝ち取り、学校、公営住宅、公園その他いろいろな施設が現在の軍用地内につくられるものと考えます。午前中の議員の質疑の中にもありましたように学校の間仕切りだげでも１００を越す数字になつておると聞いております。こういう問題も基地の弊害のひとつの端的なあらわれだと考えております。

　　このように那覇市の現状を全市民に明らかにし、これだけの軍用地を開放すればほんとうに平和で豊かな都市がつくられるのだということを計画すると同時に、その計画を市民に示し、市民とともに大衆運動を展開させる中でしか解決できないと思いますが、平良市長はそのことを青空市政あるいは市政報告演説会などあらゆる機会に指し示して解決の方向へむけて先頭に立つて戦かう姿勢を持つておられるかどうかをお尋ねいたしまして、あとは答弁によつて自席で質疑を行なうことにいたします。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。私の施政方針の中でも財政問題の打開について、あるいは都市建設の障害となる軍用地の開放を要求する等の問題を提唱いたしたわけでありますが、軍用地に土地を奪われた具志出身の１１番議員といたしましてはまことにごもつともなご見解であり、ご質問であることに敬意を表すると同時にわれわれが気のつかなかつた微細な点にわたつてご指摘をいただいたことに敬意を表するものであります。財政硬直の打開策といたしまして県民運動を展開しなければならないことはごもつともなご指摘であります。

　　また今日まで援助と称された日米政府援助の内容等についてもご指摘ご分析のような欠陥を持つものでありわれわれはそれに対して自治法に示された保障、憲法によつて与えられた日本人としての権利そういつたものを踏まえて今後復帰が実現するまでの間といえどもその改善に努力をいたしたいと考えております。しかしながらこれは先ほど来私が責任のがれで申し上げてるわけではなくて、この財政獲得ということはなかなか今日の日本の実情としてはむつかしい問題でございます。

　　たとえば先日私は九州市長会に出席して各市の市長の意見を拝聴したのでありますが、その中でも各市の長は同じような不満を持つておられ要求を持つておられるわけであります。九州全体といたしましては人口が1,300万人おる。もし国家の財政投融資が国民一人一人に均霑するものであるとするならば、九州の各県に与えられる財政支出というものは国家予算の１３％でなければならないはずだ。ところが今日５％～６％という国家の対策しか出てきていない。そのために九州各県は過疎現象を起こす大きな原因となつており地場産業を育成しようにもしようがないんだというような不満を持つておられる。このためにはぜひとも九州市の市長会としても中央政府に強く要請して今日の財政支出というものを求めなくちやあいけないということを言われております。ましてや沖縄那覇市の財政打開のためにはこのような努力がなおいつそう要求されることであり、そこに県民運動の必要も必然的に生まれてくるのであります。ご承知のようにいま米作農家の問題で日本政府は非常な難関に逢着しております。あるいは物価問題でもしかりでありますが米作農家と消費者との利害が相反する。そこで両方から攻め立てられておるわけでありますが、日本の各県の米作地帯の農民が大挙して中央に押しかけて来て農林省はじめ関係省庁に強い要求をつきつけて農村対策を要請している現状であります。沖縄はそれに比べてのんびりしておると申しますか、屋良主席の責任を追求すれば出てくる、那覇市長を締め上げれば出てくるような考え方になりがちである。で、皆さんを私は扇動するわけではありませんが、そうしたあなたまかせのことではわれわれ一人一人の生活に継ながる那覇市政の財政打開ということはできないわけでありまして、必然的に県民一人一人がこの事態を十分認識され、これに対処する方法としてやはりわれわれが一致団結してあたらなければならないということはお説のとおりでありまして、ぜひ人民党、社会党、社大党、公明党、あるいは新政会各所属議員の方々もこの実態に対しては党派を越えてこれからの明るい那覇市建設のためにはご努力をいただきたいと考えるわけであります。

　　さらに都市建設の問題となつておる軍用地の撤去を避けて通るような都市計画では平和で豊かな市民生活は期待できないと、ご指摘のとおりでありまして、先ほど来るるとご説明申し上げましたようにこの軍用地の明け渡しについて私も就任以来努力をしてまいつております。先ほどその行動の一部についてはご報告も申し上げたわけでありますが、絶えず基地開放の問題については市民にも訴え、あるいは関係官庁、アメリカの責任者等にも訴え続けていきたいと考えております。ただ問題は、那覇市長は常にそうした諸運動の先頭に立つて戦かえ、戦かうということになりますとこれは市長の立場と、あるいは民主諸団体の立場は違つてまいりますのでやはり市長は市長としての立場でもつて絶えずこの問題に積極的に取り組んでいく、そして皆さまは皆さまでまたその立場から真正面にこれと取り組んでいただきたい。能うべくんば那覇市長の要求をもつと力強くものにするための大衆運動でもつてバツク・アツプをしていただくようにお願いを申し上げたいのであります。

　　以上簡単ではございますが、時間が切迫しておりますのでお答えにします。




○　（人民）国吉辰雄君

　　沖縄における革新共闘会議の推薦で当選された現那覇市長、それから屋良主席はもちろんですが東京においては、国民の人口の１０分の１を擁する約１０００万人の大東京の知事が美濃部さんであり、京都ではご存じのように蜷川さんが６選を勝ち取つて当選されておる。日本の東京、京都、そうして沖縄の屋良主席をはじめ平良市長の名声はやはり全日本的にも高いわけでございます。

　　施政方針の完全なものはむつかしいかもしれませんが、せめて完全に近いものにしていつて自信と勇気を持つて、３０万市民のためにあまねく沖縄１００万県民の復帰のためにこの市政を自信をもつて進めてもらうよう要望いたしまして質問を終ります。




○　議長（辺野喜英興君）

　　以上をもちまして本日の日程は全部終了いたしました。次回は明１２日午前１０時開きます。それから一般質問の通告をまだやつてない方が大分おられますので、あわせて順位を抽せんできめますので事務局に通告するようお願いいたします。

（午後４時１６分　散会）




～～～～～～～～～～～～～～～～～
















　　　上会議録を調整し署名する。

　　　　　　　１９７０年６月１１日




議長　　　辺野喜英興　㊞




署名議員　金城重正　　㊞




署名議員　高良文雄　　㊞
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〇　会議に付した事件

　　（議事日程に同じ）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　これより本日の会議を開きます。




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第１「会議録署名議員の指名」を行ないます。

　　本日の会議録署名議員は、又吉久正君、金城吾郎君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第２　一般質問　を行ないます。

　　お手元に配付いたしてあります表のとおり順次質問を許します。なお、質問時間は、議会運営委員会にお諮りした結果、答弁時間を除いて実質２０分とされておりますので、あらかじめ、さよう制限することにいたします。







○瀬長フミ君

　　本員は三点についてお伺いいたします。まずはじめにカギツ子の問題でございますが、２、３年前からカギツ子対策の必要性を申し上げて教育委員会のほうでは今年から安謝、儀保、大道と３ヵ所だけ実施されたことは感謝しておりますが那覇市の小学校２２校のうちからすればまだまだでございます。カギツ子の問題は私が申すまでもなく交通事故や誘拐、青少年の不良化を防ぐという立場から未来を背負う子供たちが守られていない。現在の社会情勢からしまして保育所と同じようにもつとも必要だとされています。未就学児童は５時まで保育所であずかつてもらつてますが小学校に上がりますと午後からはほつておかれるという立場を単に父兄の責任だと片付けられないものがございます。現在働く婦人が毎年増えております。安心して働くためにも教育委員会のほうでは今後このカギツ子問題についてどのような対策をねつておられるかお伺いいたします。もう１点は保育行政についてでございます。６８年１２月の第１０７回の定例議会においても保育行政について指摘いたしました。たとえば保母さんの要求、あるいは父兄の要求、あるいは管理者としての立場上の問題等がありまして三者が対立した格好になつておりますので、どうしても保育所を設置し専門的にいろいろな面から研究して、あるいは保育所の改善等を検討していかなければならないという観点から保育課の設置を要求してまいりましたが幸いそれを設けてもらつて研究も続けていらつしやるようでございます。しかし、いろいろ聞いてみますと私の要求とは裏はらな面も出ております。もちろん保母さんの立場も労働条件の問題や父兄の要求もいろいろございます。また実際に保母さんたちが子供たちに接して子供たちの人権という立場から長時間保育ということに抵抗を感じ、極力反対しているようでございますが、子供の人権という立場からすれば問題もありますが、それは母親が働かなくてもいいような社会状態であれば問題はありませんが現在の社会情勢からすればどうしても長時間保育の要求も出てまいります。たとえば看護婦さんとか、助産婦とか、交換手とか三交替制の職業や、そのほかまだまだありますが、教職員でも仕事の面で５時に帰えれないことが多いし、交通のラツシユ時にはなかなか時間に間に合わないという実情であります。何らかの方法で解決の道はあると思いますが当局としてはご検討なされたかどうか。保母の増員、看護婦の設置など今後の見通しについてお伺いいたします。あと１点は老人対策についてでございますが、この問題につきましても去年も要望しておきましたが今私たちの周囲をみました場合に老人に対する保護政策が微々たるものであるということが感じられるのであります。本土においてもそうでありますが沖繩においても企業の合理化による首切りや、アメリカのドル防衛による全軍労に対する大量首切り等、さらに停年制による６０才以上の失業者はますます多くなつています。まだまだ働らける人でも停年によつて職を失い、家族の厄介になつております。経済の高度成長などとよくいわれますがその陰で苦しむというお年寄りが多いという事実は、今老人問題が深刻な問題になつています。時代の進歩とともに食生活の改善、環境衛生の改善、医学の進歩などにより年令ののびは喜ばしいことでありますが、しかし老人たちのおかれている立場は果してどうだろうかと考えてみたいと思うのであります。核家族の増加は次第に老人を孤独に追いやつております。高令者が長年社会の生産と富をつくるために貢献してまいりました。社会に貢献してこられた高令者が社会的恩恵をうける権利があるにもかかわらず社会的に恵まれないという立場の人が多いのであります。もちろん老人福祉法によつて僅かばかりの年金や見舞金のようなものはありますが、しかしこれで救われるとはいえません。今那覇市の６５才以上の人数をみますと、６０年に9,015人、６５年に11,574人６８年に13,518人、７０年に14,247人と毎年ふえています。しかし社会保障制度の確立されていない沖繩において老人のおかれている状態はみじめで貧困と病気に苦しむ人たちが多いということ、この実態を那覇市においても調査なさる必要があるんじやないか、またその対策についても考えていく必要があると思います。沖繩の人口の３０％を占める那覇市が那覇市自体の救済方法を考えてゆく必要があると思います。もちろんこの事業は政府がやらなければなりませんが、本土においては市立の老人ホームを設置しております。お年寄りたちが安心して楽しく生活をしている姿を見てまいりましたが本員は那覇市にもこのような施設がほしいなと強く感じました。政府立の厚生園はありますが需要に応じ切れないようであります。那覇市には愛生寮がありますが、これはただ宿舎を提供するというだけのことであり、その愛生寮の中に独り者の老人が入所世帯７８のうち３７世帯、老人夫婦が６世帯で５５％という高い率を示しております。一体この方々は病気になつたり、身体が不自由したりした場合どうなるのかと気になるわけであります。そういう立場から老人ホームが必要だということを私はつくづく感じております。那覇市がそのような皆さんの福祉事業に対しましてもつと積極的に考える必要があると思いますのでその点をお伺いしたいと思います。




○教育長（譜久山朝直君）

　　ご質問にお答えします。まず一番目のカギツ子対策についてでございますが昨年の定例議会におきまして議会のご協力によりましてカギツ子対策の費用を計上、通過させていただきまして本年度これが実施になりましたことにつきまして教育委員会といたしまして計画の遂行上感謝申し上げておる次第でございます。われわれといたしましては実績をあげるために目下努力中でありましてその実施している所は大道公民館に２３名、安謝公民館に２７名儀保に１０名というふうに収容してやつております。その結果はいたつて良好でございまして子供さんたちはこれまで学校から帰りますというと、いわゆる鍵のかかつた家庭の付近をうろうろして父母の帰りを待つておつたあの淋しい姿から、こういう指導者のいる施設に戻つてゆくというふうに非常に明かるい雰囲気にひたることが出来たということであります。いわゆる目的であるところの家庭的雰囲気とあたたかい環境の中に子供たちを育てるという第一のねらいが結実しつつある。一人一人の学童を具体的に理解してゆける。それから学童の健康管理もよく見届けて安全の保持を進めてゆける。とにかくそういう一人育ちの子供さんは非常に社会的な適応性に欠けるところがあります。それで社会的な適応性の助長をはかることもできる。それからよく忘れ物をするというような面がございますので学校と家庭の仲立ちをすることもできるというふうに非常にいい結果が出て来ております。従いましてこれをわれわれは今後出来るだけ適当な地域に増設していこう、しかしそのためにはなお本土の事例を勘案していきたい。目下、社会教育主事が本土視察に出ておりますので、本土のいわゆるかぎつ子施設の状態をつぶさに見てもらいまして、それを参考資料にしてまた那覇のかぎつ子対策を再検討して効果的に進めたいとこう思つている次第であります。それから蛇足でございますが申し添えたいのは通称的には〝かぎつ子〟というふうになるわけでございますが、規則制定上は〝那覇教育区留守家庭子供会〟というふうな名称を付してございます。以上申し上げて終ります。




○総務部長（親泊康晴君）

　　３番議員の質問にお答えいたします。まず第１点といたしましては市当局は〝保育行政におけるところの時間延長については、どういうふうな考え方をもつているか〟ということにまず始めに答弁いたしたいと思います。幼児の保育に従事している保母にとりましては、毎日毎日が精神的にあるいは肉体的に緊張の連続でありまして、これは自他ともに密度の高い仕事であるということでございますけれども、それに加えまして従来は公休、休日を除きましては週６日勤務という勤務体制にありましたので保母職員の身心の疲労も非常に高く、そしてそのことがそのまま保育内容の低下に連ながるといつた状態もあつたわけでございます。申すまでもありませんがこういつた状態が続くことになれば、保母の健康を維持することも困難になるばかりでなく、保育内容の低下による児童福祉の面に与える影響というものも憂慮されますので保母の過重労働というものを軽くいたしまして、それによつて児童福祉の増進をはかる必要があるというふうなこともひとつの方法ではなかろうかと思います。

　　一方、そのように保母さんの労働条件の改善、言いかえますと保育時間の短縮をはかる場合それに伴いまして、児童の家庭での保育が十分に保証されてるかどうかといつた観点からいたしまして、保護者に対するそれなりの配慮がなされなければならないわけでございますけれども、この点につきましては保護者と日々連ながりのある現場保育所におきまして、保護者の勤務状態やそれから補導の状態から判断いたしまして、土曜日の場合、正午以後は保護者自身あるいは家族のだれかが、家庭において保育できる状態にあつて協力が得られるという保母の意見を斟酌いたしまして、いろいろ検討した結果、午前中保育を実施するということになつた次第でございます。最も午前中保育と申し上げましても保護者の利便をはかりまして、各保育所とも実質的には１時間あるいは２時間ぐらい残業いたしまして、保育を行なつている実情でありますので、保護者の皆さんも十分ご理解願つているんじやないかと思います。以上述べましたように保育時間の問題につきましては、児童や保護者あるいは保母の立場に立ちまして大所高所から検討されなければなりませんので、今後とも検討いたしましていわゆる保護者の立場、あるいは特に質量ともに密度の高い職員の労働条件の改善も合わせて今後検討を進めていきたいと思います。

　　次に、老人福祉についての具体的な対策はどうなつているかということでございますけれども、那覇市といたしましては政府と各市町村が連係を保ちながら毎年激増する老人に対しまして、健康保健管理の思想を高めまして老後の生活の安定をはかり、それから身心の健康を保ちましてその知識と経験を社会に役立てるように具体的には健康診断と那覇市老人クラブ連合会に対しまして、補助金を交付いたしまして事業効果を上げている現状でございます。また８０歳以上の老人に対しましては毎年１回敬老見舞金を支給いたしまして、特に要保護者の老人世帯にいたしましては適切な家事介護および相談、助言等のための家庭奉仕員を派遣いたしましてこれにより老人に健康で安らかな生活を与えようということで、年次的にその計画を樹立しているわけでございます。しからば具体的に老人福祉の施設といたしましては、市当局といたしましては５ヵ年計画を樹立いたしましてその５ヵ年計画の中で大体４点の施設の構想を持つているわけでございます。

　　まず第１点といたしましては、養護老人ホームそれから２番目は特別養護老人ホーム、３番目といたしましては軽費老人ホーム、４番目といたしましては老人福祉センターとこういう具合にして、一応５ヵ年計画の時点でステツプバイステツプでこういつた具体的な施設を計画していきたいというふうに考えているわけでございます。それから第１番目の質問に補足いたしますけれども、去る３月の定例議会にもご指摘がありましたように、保育所の看護婦の設置につきましてはいろいろと保育行政の強化整備という面から年次的これの整備をしていきたいとかように思つております。以上でございます。




○瀬長フミ君

　　普通家庭の子供たちの問題では、教育委員会のほうでは今後いろいろなされるという計画を聞いておりますけれどもいま教育委員会で調べました、先ほど申し上げましたかぎつ子が3,000人に達して、現在収容されているのが６１名というたつたわずかな数字でございます。予算の関係もございまして、ことしはそれの一方のほうも出ておりません。ですからせめて一方だけでもことしは入れてもらいたかつたという、私は考えておるわけでございますが次年度からでも大幅に増額してやつてもらいたいと思うわけでございますがその面についてどのように考えておられるか。




○教育長（譜久山朝直君）

　　３番議員にお答えします。先ほども申し入れましたようにわれわれといたしましては、いま那覇市内における設置の状態はまだ緒にについたというところでございまして、これで決していいというふうには思つておりませんので逐次これを地域別に適所に配置しまして、強化計画を立てていくというふうに思つております。ご了承お願いいたします。




○瀬長フミ君

　　いまのなされているところは公民館でなされておりまして、学校は教室が不足ですから学校ではちよつと無理かも知れませんが、普通の家庭のそういつたところに請負と言つたらちよつとことばが変ですけれどもそういつた形でも各家庭の中であるいはその希望者が何名か、その教育委員会の委託を受けてなさるような方法も私はあると思うんですけどその点についてもお考えになつたことがありますか。




○教育長（譜久山朝直君）

　　そういうのも含めまして、いまひとり職員か本土にそういうかぎつ子施設を視察に参つておりますので帰りましたらいろいろ検討いたしていきたいとこう思つているわけでございます。よろしく。




○瀬長フミ君

　　保育所の問題でございますが先ほど、保母さんの労働条件の問題が非常に重きをおかれておりまして、もちろんいまの保育所の中では保母さんが非常に労働強化されているということは私もわかつております。ですから保母さんの労働条件を勘案して、さらにいま保母を増員するとかそういう方法であるいはパートタイムでもなされていいんじやないかと考えるわけです。さらにいま保育が２時間延長されているということもお話しがございましたが、どの保育所であるいはどの程度２時間位くらいずつ延長されているかですね、その辺をお伺いいたしたいと思います。




○総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。ご指摘のとおり現段階では先ほど申し上げたとおり土曜日の半日というふうに決定いたしたわけでございますけれども、将来土曜日の午後の保護あるいは平日の時間延長につきましては、方法としてパートタイムの方式あるいは交代制による時間延長というふうに方法はあるわけでございますけれども、いろいろの面で検討しなければならないというところで現に検討を進めているわけでございます。それから時間延長につきましては毎日が１日あるいは１時間あるいは２時間というふうな時間外の延長じやなくして、特定保護者のいろいろと都合の悪いとかいう面につきましてはそういうふうな特別な措置を講じているわけでございます。




○瀬長フミ君

　　老人ホームの問題につきましては、当局のほうが５ヶ年計画の中で積極的にこれを進めていくという構想がおありのようでございましたら、それを実現していただくことを要望いたしまして質問を終わります。




○喜舎場盛一君

　　昨日の落第生が作つた作文につきましていろいろほじくつてみたところでやはり落第生の結果しか出てこない。本員はそのように考えます。

　　そこでいくら美辞麗句を並べまして作文を作つたところで、これを執行する、市長の施政下によつて那覇市が発展するか、あるいは滅びるかという問題が起こつてくるんじやないかと思います。その点から考えました場合に、市長はもはや任期の半にならんとしておりますが、こゝ２か年近くの平良市長の実績というのは３０万市民の前に、いわゆる嘘つきのかたまりとして現われてまいつております。財政硬直とか嘘つき市政によつて今３０万市民は窒息寸前にあるのが現状であると本員は確認いたします。そこでその実例を挙げまして３点について再確認を求めまして、３０万市民に徹底的にＰＲをしなければならないと本員は考えております。この第１点につきましては市長は市長に立候補の際に、３０万市民と公約をしてまいりました。水道料金の値下げ、減税もするといつたような公約でございます。ところが市長の手によつて２度目の予算を作成しておるのでございまするが、なんら減税の一つもございません。巷では徴税の強化によつて市民は苦しんでおるのが現状でございます。あの立候補の際の公約は嘘であつたのか再確認をしたいのでございます。

　　２番目に、私は革新市長なるがゆえに労働者の味方であり、那覇市職員に対しても明るく楽しい、市民の公僕としての職場づくりをするんだというようなことをＰＲをしてまいつたのでございまするが、実際にやつてきたのは当選後間もなく第２組合との団交の中での話し合い、すなわち選挙による報復人事、あるいは不当配転をやらないというようなことを約束をしておりながら、その舌の根もかわかぬ１週間後に、あの７名の職員に対しいろいろと弾圧を加え、あるいは不当配転をやつております。

　　さらにまた第２回の弾圧がこの間なされております。こういうことは、あの当時は組合の皆さんと約束をした〝不当配転をやらない〟ということに対しまして、まつかな嘘をついた事実になつておるわけでございます。この点についても今一度、あの解雇問題を撤回いたしまして、そして３０万市民に「私が悪うございました」と言つてあやまる姿勢がないかどうかお尋ねいたします。

　　３点目に、去つた１９７０年度の予算議会におきまして市長は何名かの議員の質問に対しても、やはり予算案どおりにあの市場問題は新しい市場に、市場組合の皆さんを全員収容させるんだというふうに発表し議事録にもはつきりと載つております。ところがあの議会において５００名近くの組合の皆さんを前にして、あのように３０名の全員が全会一致で市長の計上しておつた予算に対しまして、市長を信頼いたしまして全会一致で可決をしてまいりました。ところが１時間足らずにおいてこの３０万市民を裏切り、そして現在なお市場問題で那覇市の市政は摩痺をしております。この責任はみんな平良市長の嘘つきに始つて、そしてここまで発展しておるのでございます。この事実に対して市長はあれは嘘ではないというような答弁があるならばはつきりと明確に説明をしてもらいたい。以上３点について質問をしのちほど自席からおいおい質問をいたします。




○市長（平良良松君）

　　減税問題につきましては税法が改正されればそれに則りまして、私も減税を行なうわけであります。

　　徴税強化によつて市民を苦しめておるということでございますが、適法に賦課された税金は１００％徴収することが当然のことではなかろうか。徴税強化は決して悪いことではないと私は考えております。

　　水道料金の値下げについては水道局長をしてその間の事情を説明申し上げます。

　　報復人事をやつたことはございません。

　　市場問題につきましてはすでに今のご質問の趣旨については前２回に亘り議会においてその経過を十分にご説明を申し上げ議員各位のご了解を得ておる問題でございますので、前回の議事録を十分お読みいただきましてご理解いただきたいと思います。




○水道局長（佐久川寛貞君）

　　５番議員のご質問にお答えいたします。水道料金の値下げにつきましては次回の議会まで十分検討をするというふうにお話を申し上げましたが、現在まで検討してまいり、また努力もいたしてきております。この値下げできる巾というのは純利益金でございます。この金は当然、需要者に戻すということが値下げにつながるわけでございまして、私が就任までの間、この純利益率は毎年毎年低下してまいりましたが、１９７０年度の予算並びに現年度予算によりまして何とかこの下降線、つまり下がるのを食い止めて、上がるところまでもつてきております。ところが現在、水道料金の値下げの時期であるかどうかということを十分検討いたしました結果、現在はその時期じやないとこういうふうに考えております。その第１番目の理由は現年度の１７万１,３００ドルの純利潤を需要者全部に還元いたしますと、6.1％でございます。これを全部に値下げにもつていきましても、中以下の世帯は１か月につき5,6セントしか値下げにならないというふうな結果になります。その反面どういうことが起こるかと申し上げますと、現在那覇市は郊外へ郊外へと発展して未給水地区が年々増加してきつつあります。この純利益でもつてこの未給水地域の解消に努力しておりますが、これを需要者に還元するとこういうことができないというふうな結果になります。こういうことを比較いたしますと料金値下げをするよりは、まだまだ、しばらく未給水地域の市民への給水をやるべきであるということが結論でございます。またもう一つは水道料金の比率の中で一番ウエートを占める、４０％の重きを占めるのが水道公社の浄水、原水の購入費でございます。この解決なくしては大巾の値下げは不可能でございますが、これについても現在努力しております。１９７２年の返還に際しては必ずや民移管できるということを期待しております。この民移管に際しましてわれわれはどういうふうな型態で水道公社を民移管したほうが有利であるかということも、十分検討しております。この問題に対しましては那覇市水道局だけではなしに、水道協会全体の問題として毎月集つて十分検討しております。こういうふうな問題もありまして、現在は水道料金の値下げの時期ではないということ。もう一つ、本土におけましてはこの2,3か年毎年水道料金の5,60%の値上げのブームになつております。ということは諸物価の値上り、人件費の上昇、人件費の占める比率も水道料金の中の３０％も占めております。こういうふうな上昇の中で現在水道料金を値下げするということはちよつと時期じやないということで、現在のところ考慮しておりません。以上お答えいたします。




○喜舎場盛一君

　　平良市長は税法の改正があるならばそれに従つて減税もするんだというようなことを言つておりますが、こういう事実。また水道部長がおつしやつておるように７２年、あるいは諸物価の上昇に伴う情勢の中で現在において値下げするわけにはいかない。というような事実をみても当時の平良市長の公約というのが如何にでたらめであつたか、嘘であつたかということを確認してもいいと私は思います。

　　不当人事、報復人事を行なつた事実はないというような答弁でございまするが、この懲戒分限条例をたてにとつてこのたび１１日に施行されました、すなわち係長から格下げされて、そしてさらに３か月の停職を言渡たしております。このようなひどい手段、これは本当に平良市長が労働者の味方であると言つておる心情でやつたのかどうか。あと１回答弁をしていただきたい。

　　さらに市場問題につきましては市長は当初から市民対話の姿勢をつら抜くんだというようなことを言つておりまするが、今度の予算書を見ましても、６０万ドル余の土地買収費が組まれております。ところが現在、地主と係争中でございますが、本当に市民対話というようなことであるならば、予算計上する前に地主との話し合いでもつて、そして市に貸すんだというような明確な返事を得てから予算を組むべきではなかつたのか。あるいは地主との話し合いをつかないままに強制収用法でもつて、この土地を買収しようとしておるのか。その辺について答弁をお願いします。




○市長（平良良松君）

　　今のはご質問というよりも、詰問に近い態度は主として５番議員の誤解に基づくものであります。嘘つき市長ということでありますが、私は市民に公約したことを着実に執行する努力を今日まで続けてまいつております。

　　さらに徴税強化によつて市民が窒息をしておるということを言われておりますが、ガス中毒で窒息した報道は新聞で見ておりますが、徴税強化によつて窒息した市民がいるという報告はまだ私は受けておりません。このような誇大宣伝の文句を使つてのご叱責はむしろ事態をあやまり伝えることではないか。ご反省をむしろお願いしたいのであります。

　　市場問題の取扱いにつきましては、事は地主となぜ話し合いをやらないか。私は十分に話し合いをする用意をしております。なおこの間には相当の期間があり、その手段方法につきましては当局にお任せ願いたいと思つております。




○喜舎場盛一君

　　市場問題でございますが、市長は嘘をついていないというようなことを言つておりまするが、本当に去つた６月議会での市長の議員に対する、市場問題について“私は予算に計上してあるとおり新しい市場に市場の組合の皆さんを移して商売をさせるんだ”というふうに答弁をしております。しからば現在これがうらはらな事実としてあらわれております。この事実に対して市長はほんとにあれは嘘ではなかつたということをそのことについて答弁をしていただきたい。




○市長（平良良松君）

　　行政の考え方につきましては成り行きによつて予定を変更していくことは従来ともしばしばあることであります。私が既定方針を変更せざるを得なかつた事情につきましては先ほどもご答弁申し上げましたように、前２回の議会においてるるご説明を申し上げ議員各位のご理解をいただいたものと私は考えております。したがいましてこの問題についてはさらに５番議員ご自体も議事録をもう１ぺん読み直してご理解をいただきたいとこのように考えております。すでに過ぎ去つた問題について同じような論争を何べんも繰り返すことはこれまた議会の労力の浪費ということにしかならないので、たいへん失礼ではありますがそのようなことでお答えにしておきます。




○喜舎場盛一君

　　市長は去つた議会でちやんと答弁もしてあるんだというようなことでございまするが、市長があのような嘘をついたがために２か年この方なんなんとして那覇市の市場問題はひとつも前進はしなくて紛糾だらけでございます。解決をしておるならばわれわれも市会であえてこの問題を取り上げないけれども、あのときに市長がいわゆる確固たる信念があつてほんとに自分の口から言つたとおり行政を行なつているならば、もはやりつぱに解決をしておつたであろう。ところがこれと逆でございます。ですから問題が解決されるまではあくまでも市民の側に立つて追求するのが議会の責任だと本員は思つております。よつて平良市長は嘘はついてないと言つておりまするけれども、平良市長のこの一言の嘘つきによつて３０万どころか、この市場紛争でもつて市民の血税がいまむだに使われようとしております。よつて本議会において私はあえて「嘘つき平良市長」と命名をしたいのでございます。

　　さらにこのたびの５月１１日の職員の２名に対する格下げと３か月間の停職の理由を説明していただきたい。

　（「議長休憩してください」「まだ答弁していないんだよ」という者あり）




○市長（平良良松君）

　　先ほども申し上げましたように、報復人事とか不当配転の事実はございません。その理由につきましては公室長からご説明を申し上げます。

　（「明確にしなさい」という者あり）




○市長公室長（平良清安君）

　　５番議員の懲戒分限審査委員会による係長２名の降任と３か月の停職についての理由を申し上げます。

　　この根拠は１９５５年７月１日この議会で制定されました那覇市職員分限及び懲戒に関する条例の第４条、さらに第７条によりましてやつております。具体的に申しますと、係長という重要な職種にありながら主管部長や助役が何べんも注意してもいわゆる勤務成績が悪い。病気でもない別の特別な事情もないのにこの出勤状態たるやまさに市民からよく言われる“勤務状態が悪い”。こういうことについて私どもは何べんも注意したけれどもなおきかないと、こういう状態では復帰に備えて、本土の地方自治体の行政監督と比べてももつとしつかりした態度で勤務に臨まなきやあならぬじやないかと、こういう観点から「那覇市職員分限及び懲戒に関する条例」の適正な執行を確保する意味において先ほど申しました係長から降任し、停職３か月の処分をしたわけであります。




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午前１１時０８分　休憩）

（午前１１時１２分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。

　　（「議長、議長」という者あり。）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１１時１３分　休憩）

（午前１１時２０分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○喜舎場盛一君

　　公室長にあと１点お尋ねいたしますが二人の係長に対しまして那覇市職員分限および懲戒に関する条例の第４条と第７条に抵触するということで格下げと、さらに３か月間の停職をいいわたしておりますがどうして格下げをするだけでなくこの職員に対してさらに懲戒にしたのか。首をしめておいてまた尻を叩くというあり方ではいわゆる働くものの味方とはいえないと思います。さらに何回程職員に対して“職務怠慢であつた”という警告をやつたか。これを答弁していただきたい。さらに市長の答弁は求めませんけれどもあの７０年度の予算議会において議決いたしました一時間後に“あれは議会対策上やむを得なかつた、私は嘘をついたと”発表しておりますが、その事実は白昼強盗みたいな無責任、それに等しい行為だと思つております。




○市長公室長（平良清安君）

　　５番議員のご質問にお答えします。忠告を与えたのが４，５回でございます。それから２点目に降任と停職３か月というふうに二重に処分したような印象をうけておられますが、これは先程ちよつと触れましたようにわれわれとしてはその職務上義務違反ということで、いわゆる勤務成績が非常に悪いということで停職にしたわけでございます。このような他の職員よりも指導的な立場にある係長が勤務成績が悪く、しかも数回の忠告を受けながらもなお改めないで懲戒にかかる係長をそのまま現職係長としておくのもこれはまたおかしいということで本土の条例等も参考にして第４条の規定によつて降任をしたわけでございます。５番議員が指摘しておりますように私どもは決して労働者あるいは職員の不利になるようなことは毛頭考えておりません。一般に真面目に本当に一生懸命やる職員を伸ばし、これの待遇改善等についても前向きに積極的にやります。しかし同時に職員として好ましくない注意してもきかない職員に対してはまた他の職員のことも考えないというといけませんのでこういうものについては厳しい方針でのぞみます。この辺をご理解願いたいと思います。




○高良文雄君

　　皆さんが口角泡を飛ばして市民福祉のために一生懸命やつておられる姿はなかなかりつぱであります。もう少こし話し合いをしまして正々堂々とりつぱな市政をやつてゆく。こういうふうな考え方から平良市長にいろいろ伺いたいと思います。本員は平良市長が市民福祉について努力しておられることについてはよく理解しております。さらに市民との対話とか青空市政とか、昨日の施政方針に新たに現地主義市政というふうに市長はいつておりますがけつこうであります。現実の問題を市長みずから歩いて、そして実情にマツチした市政をやつてゆくというのが市長のお考えだと思います。しかし現実に那覇市を眺めました場合にそれにそぐわない面が多々あることを非常に残念に思います。できるならばぜひ皆さん、係、部課長が那覇市の現状をよくごらんになつてそして那覇市の発展のためにつくしていただきたい。最初に河川の整備についてお伺いいたします。下水道および側溝の整備、清掃管理等について市長のお考えをお尋ねしたいんでございますがわが那覇市は商業都市としてまた衛生観光都市として非常に大事なところであります。しかるにその観光都市、衛生都市とはまつたく手をつけられてない不満があるということであります。年間数万の観光客が本那覇市を中心に訪れるのでありますが各自に口をふさぎ、鼻をつまんで那覇市の汚ないことを異口同音にいつております。われわれ市民はその悪臭を感じなくなりつつあるのではないかということが伺えるのであります。市長が立候補されるときに公約した那覇市であるならばもつともつと河川を整備し、汚ない所をりつぱにするような都市にするようにおつとめ願いたい、こういうふうに思います。実例を申し上げますと、明治橋から観光会館を経て久茂地川に至る川、それと安里川蔡薀橋、姫ゆり橋を経て識名に至る川、美栄橋１号線夫婦岩までの間の詰つているどぶ川、安里、中の橋、泊の汚ない川、ガーブ川の下のほうの川、上間寄宮琉映館、四条橋、与儀公園、神原中校、水上店舗といつた市内の川については何らその管理維持がなされていないということが感じられます。夏に向かつて伝染病が発生する時期に市長は河川の管理清掃をどうお考えであるのか、市長はその河畔を散歩されたことがあるか、本当に市民福祉を強調される市長であればそういうところもほんとに歩いてごらんになつていただきたい。若狭の市営住宅向いの川など全くひどいもんであります。よどんだ池であり、どぶ川であります。そしてちり捨てに等しいような感じであります。もう１点道路問題についてお伺いしたい、私、道路パトロールを非常に必要といたします。道路行政を一段と強化するという考え方は市長にないか、ぜひ道路パトロールをつくつてそして市内の道路の欠壊および市内の河川の状態、そういうところをもつと管理して市民の福祉に貢献していただきたい、こういうふうに思うのでございます。たとえば軍、政府、市道など各管理権があると思いますが、現状ではここは軍の管理だ、これは政府だ、これは那覇市だというふうにお互いに見ないふりすることでは困る。これは市民福祉に関する。もし市長が革新政権の屋良主席を立てておればまつすぐに主席と提携し、軍に訴えてこの道路、この河川をこうしてもらいたい、ああしてもらいたいというふうに、革新なれば革新としてのあらゆる政策をとつてもらいたい、お互いになすりあいするような政治じやなくてもつと強力に押し進めることを期待するもんであります。

　　もう１点お伺いいたします。軍、政府、市が河川問題、道路問題でお互いに話し合いをもつてその問題を討議研究をしたことがあるかどうか、その点についてもう１点お伺いしたい。それから未整備地域の道路の整備問題について、市当局としては幅員４メーター以内は現在のまま廃棄なさり放置されるお考えであるか、もつと断定的に何らかの方法をお考えであるか。市当局の道路の整備について計画がありましたら伺いたい。もうひとつ関連事項としてお願いいたします。ガードレールの問題でございますが、これは革新共闘の皆さんがガードレールを敷いて子供を輪禍から守ろうという政策のもとにつくられた、それは私よく理解し大いにけつこうだと思うんでありますが現在のガードレールはこれは本当は川とか池とか危険地域に張り回らすようなものでありまして、道路のガードレールではありません。私あまりこれが高かすぎると非常に弱いと思う。交通事故に合う場合に一ぺんにつぶされるというふうな恐れがあります。道路に張られるガードレールはもつとがんじようなもので低くして、そして交通事故に耐えうるようなものでなければいけないこういうふうに感じまして　先ほど本土旅行しました場合に見て参りましたが、国際通りにしてありますあれはガードレールではありません、いわゆる危険の防止柵であります。そういうところも行政府、警察当局と市長は話し合いをしまして、現在ガードレールを敷かれたことによつて商店街が荷物の上げおろし運搬等に非常に支障を来たしておりまして、最近それがつぶれかけております。これはわざとではありません。その高いガードレールの上を荷物を持つて上げたりおろしたりすることは不可能であります。こういうことについても市長は警察と関係当局とよくはかりましてガードレールの問題についてご研究願いたいとこういうふうに思います。

　　もう１点ご質問いたします。市長は経済不安だとか復帰不安だとかということをいつておられますが、事実、不安というものが市民の中にあることは否めない事実であります。そういう経済不安を取り除くためにいわゆる市民から吸い上げてくる事業税、そういうものをもつと必要とする商工業関係にどれぐらい還元しておられるか、事業税を取るだけは取つて都市計画だけにやるもんではないとこう思うんであります。いわゆる吸い上げたものをこの業者にどれぐらい補助金として出しておられるか。商売している人から吸い上げてほかに流す、それだけでは困ると思う。やつぱりそこへの還元も考えてもらいたいこう思うのでございます。どういうふうにされているか、それから商店街の街灯、散水、塵芥処理等は現在通り会でやつております。事業税を取るならそういう問題についても補助金を与えていいのではないかというように本員は考えを持つております。それと街灯とか散水、塵芥処理等についても市長はその負担を補助するか考えがあるかどうかこの点についてお伺いしたい。

　以上問題がありましたら自席でもつてご質問いたします。




○市長（平良良松君）

　　お答えいたします。いろいろご指摘をいただきました問題につきましてはわれわれとしても痛切に感じておる問題ばかりでございまして、ご叱正ごもつともなことだと考えております。下水道の整備とかあるいは衛生都市としての施設完備、整備といつたようなことにつきましても鋭意努力をいたしております。そのことにつきましては河川行政、道路行政を担当しておる部課長をしてなお詳しく説明申し上げたいと思います。それから事業税の還元方法、それを出しておる商店街のほうに還元する方法はないかというご指摘でございますが、この点につきましても妥当な方法を考えていきたいと思つておりますが、やはり予算の配分方法につきまして、どうしても緊急重要のものについて重点が置かれなくちやいけないということと、さらに繰り返えし申し上げますけれども那覇の貧困財政においてはいろいろ考えておることはあつても、財政においてご期待にそえないような点がたくさんあろうと思つております。それをこれから、還元方法を検討するとか、あるいは財政強化の方法についても努力して参りたいと考えております。那覇の道路行政あるいは建設について軍、政府、市と合議したことがあるかというご質問でございますが、これについてはその都度問題ごとに技術や同志、あるいは那覇市と、軍と政府といつたような形で合議はいたしております。しかしたとえば、安里三差路のように合議はしても事業がふくそうしておりますために、円滑にいかないで市民にご迷惑をかけている点も多々ありますが、つとめてこういうことのないように努力はしていきたいと考えております。以上関係部課長をしてさらに詳しくご説明申し上げます。




○土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。第１点の河川管理並びに清掃問題について、ご承知のとおり那覇市内の河川は安里川水系、さらに久茂地川水系、国場川水系さらに安謝川水系ということで大きくわけられることと思います。ところが河川法が未整備のためにその管理がきわめて不明確な状態にあります。と申し上げるのは旧法がまだ適用されてるために、河川法でいう河川の管理そのものは政府が管理すると、さらに河川敷地そのものは、国有地の財産管理という建前からして、民政府に管理権がある、さらに旧河川法でいう普通河川については当該市町村の管理だということになつて、きわめてその曖昧さがそこにありましてその問題につきましてわれわれといたしましても、琉球政府並びに民政府とのこの問題につきまして、意見の調整あるいは話し合いをもつておりますがさらに新法の制定を今回立法議会においてぜひやつてくれということも琉球政府に要請しておりまして、立法案が事務段階ではその成案が得られておりますが、今期の立法院の会期の都合、さらに審議の都合で、また次回にそれが延びるということを琉球政府から聞かされております。いずれにいたしましても、そういうことでその管理体制が不明確であるために、河川行政が十分行なわれないということでございます。ところがしかし市内にはご指摘のとおり河川が実に観光面、あるいは環境衛生面において、十分その維持管理がなされてないということは重々察しておりますが、反面、下水道の整備という面から申し上げてみますと、下水道の整備拡充という面で市といたしましてもこの整備拡充に対して懸命な努力をいまやつておる次第であります。ご承知のように旧那覇市の８千戸の世帯に対しては供用開始が可能になつております。さらに次年度も下水道の整備拡充をはかりまして、この下水道の供用開始をさらに拡大していく考えでございます。この下水道が整備されさらに供用開始地域がふえることによりまして、さらにその地域の住民が下水道を使用あるいは利用することによつて、この問題が逐次改善の方向にいくものと期待いたすものであります。その両面からこの河川の管理並びに衛生環境の整備並びに環境の整備という問題を解決していかなければならないんじやないかというふうに考えます。

　　次は道路の問題でございますが、パトロールの強化については７０年度にパトロールを強化いたしまして、その態勢は整えつつありますが、市の地域が広範囲にまたがりますしまだまだであります。さらに道路自体の整備並びに質がまだまだ十分でないし、また占用工事が増大いたしまして、その占用工事の確認業務がなかなか繁雑を極めております。そういう問題を総括いたしましてパトロールを是が非でも強化していきたい。その意味で新年度において機構の一部改革をやりまして、それの強化をはかりこの問題の前進に努力していきたいと思います。

　　ガードレールの設置の問題でございますが、ご承知のように市道におきましては整備された道路が、今極めて少ないわけでございます。それで歩道がないところにガードレールを設置しまして学童を交通事故から防止するという意味で、７０年度にガードレールを設置いたしました。歩道がないためにガードレール自体を強くしなければいけないということで、あのような設計で施行がなされておるわけでございます。今後の技術の面の検討を加えまして、もつといい方法があればその面を考えていきたい。さらにその地域の方はガードレールを設置したために、いろいろと不便、不自由を感じておられるということも。われわれは実際現場でもいろいろその地域の方から聞かされております。そのために地域の方々といろいろとご相談したり、あるいは意見を聴取して工事を実施したわけでございますが、今後、部分的にはガードチエーンといいまして、チエーンをかけまして出入りができるように改善をはかつていきたい。一部においてはすでにそういうふうにやつておる個所もございますが、そういう面でカバーしていきたいというふうに考えております。




○高良文雄君

　　私の質問にまだ十分に答えておりません。現在那覇市は道路パトロールカーを整備しておりますか。それについてお答え願います。




○土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。道路パトロールカーを持つておりません。ぜひこのパトロールカーを持つということでありましたが財政の都合で落ちしました。現在はオートバイ４台によつてやつております。




○高良文雄君

　　この大那覇市ということにもなれば道路パトロールカーを持たない限り、道路の管理整備はできないと本員は思います。と申し上げますのは、道路パトロールカーによつてその時点において本庁に絶えず連絡をして道路の改修補修などができるんでありまして、単なるオートバイを乗り回わしたんじや何にもならないと思いますので、ぜひ道路パトロールカーの整備をしてもらいたいと思います。

　　もう１つは４メートル以内の道路は現在放つたらかしのままであります。そういう道路をタール舗装をしてもう少し整備していただくご計画があるかどうかお答え願います。




○土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。４メーター以下の道路に対してどうするかということでございますが、市の道路管理当事者といたしましては市道も大変広範囲にしかも有機的な道路網を整備いたしまして、４メーター以上の道路を逐次整備していきたい。ところが現在４メーター以下の道路につきましては建築基準法による指定道路、すなわち４メーター以上の道路を開けなければいけないという道路もございますが、この問題につきましても将来、市道として認定して整備していく必要があれば、市道として認定して整備していきたいと思います。




○高良文雄君

　　すると４メーター以内のものはまだ市道として認定していないんでございますか。




○土木部長（内間安春君）

　　４メーター以下の道路に対しては将来道路を整備していく、あるいは改修改良していくという道路につきましては、巾員４メーター以下の道路に対しても市道として認定される道路もございます。




○議長（辺野喜英興君）

　　昼食のため休憩いたします。

（午前１１時５４分　休憩）

（午後　１時０５分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○宮城武君

　　市長に質問をいたします。昨日の施政方針の質問の中で、市長は市民のどういう階層の方々からか知りませんが「平良市長よくやつているとおほめのおことばをいただいておるんだ」というご発言があつたんですが、もしそういうふうにほめられている平良市政であるならば本員の誤解も解かなくちやならないと思いますので、具体的により克明なるご答弁をお願い申し上げたいとかように思う次第でございます。

　　さて、屋良革新行政主席の自治能力の欠如及び行政運営技術、あるいは政治的迫力の欠如そういうもろもろのあおりを食いまして、いまや財政硬直化に代表されるかのごとく住民への不安及びしわ寄せは大きいものがあると考えられるのでございますが、その中で市長はいろいろむつかしい中で財源確保に努力をなさいまして2,729万ドルの予算計上がなされているわけでございます。それを母体にして７１年度の市長の市政が活動するわけでございますが、この予算総額の中で規模は非常に大きいんですが、昨年７０年度の事業執行できなくて繰り越したのが約１割強あるんじやないかと本員は思うんですが、その点について市長はそれで満足なさつておられるのかどうかお伺いしたいと思います。また７１年度予算は市長がほんとうにみずからの革新カラーと申しますか、みずからの持てる政策あるいは公約の実現に到達するためのほんとに満足すべき予算であるかどうかこれをお伺いいたし、具体的事件につきましては自席でもつてお伺いいたしたいとかように存じ上げます。




○市長（平良良松君）

　　昨日来、るるご説明申し上げておりますように那覇市の財政は非常に窮屈である。しかし最近いわゆる財政硬直という意味をどういうふうに解釈されているかについて私は不審に思うものであります。もちろん増大してくる市民要求を満足させるのにはほど遠い予算であるということも再々申し上げ、そうしてそれにはやはり制度的な改善がまず加えられなくちやあいけないということもお答えしてきたわけであります。しかしその苦しい財源の中でよく2,700万ドル余の財政を組んだと自画自賛しておるが、それで満足かといわれておりますとやはりそれだけではまだ足りない。自分の施策を十分に生かすためには相当の財政強化が必要であるということを再々繰り返えして申し上げておりますけれども、２３番議員といえどもご同感だろうと思うわけであります。しからばその中でさらに繰越再計上額が相当にあるが、これはどう考えるかということにつきましては例年予算の示達の関係やなんかありまして予算消化が年度末にしわ寄せされる傾向がございました。そういうことからいたしまして那覇の予算執行状況は従来から芳しくないと。あるいは琉球政府においてもしかりであります。これを私は執行体制を強化して１００％とはどうしてもまいりませんけれども、しかしその執行率を上昇することに努力をしているところであります。そういつた関係で前年度の予算におきましても十分執行消化に努力いたしたわけでありますが、やはりさつき申し上げたような点で未消化の分がありましてこれを再計上しておるというところでございます。




○宮城武君

　　ただいまの答弁の中で出てきたわけなんですが、制度上いろいろな問題、困難な点があるということは本員は理解できる部分があるわけです。しかしながらこういう困難な問題があればこそ平良市政の強力なる運用、強力なる活動というものが展開されていかなければならない。それが市民福祉につながる、また住民要求にこたえられる市政だと思うわけでございます。残念ながら７１年度予算の中に占める１割強の繰越というのは実に残念である。今度繰越しまた次年度も繰越し繰越しでやつていくということはこの年度年度の、いわゆるバランス・シートそのものがずうつと欠損会計である。そういうふうに受けざるを得ないのであります。そういう点から予算の消化については強い姿勢で臨むと同時に改善すべき点があるならば強力なる姿勢であたつていただきたいというふうに考えるわけでございます。

　　それから今回のこの施政方針の中でもいろいろありますし、また予算をひもといてみました場合に話としては景気のいいことを言つておられますが、実質的にあなたの市民に公約をしたあるいは市民要求というのが奈辺にあるのか。また政策予算というのがどこに盛り込まれておるのかさつぱり皆目見当がつかないのでございます。ただいえることは、いわゆる１３０万余に及ぶ起債による新しい市場の建設予算及び児童福祉ですか、新しい項目としてあらわれてきたその２点しか選び出せないというのが非常に残念に思うわけでございますが、具体的に政策的に新しい革新カラーの特徴というのをどこに見い出しておられるのかこれをお伺いいたします。




○市長（平良良松君）

　　ご指摘のように政策予算、あるいは革新カラーを盛り込んだ予算というところまではまだ十分にいつていないということも先ほどからご説明申し上げているわけでありますが、ただこのような窮屈な予算でありますけれども予算の中で約束したことを熱意をもつて市民の要求に応えるという努力は続けておるわけでございます。もちろん予算の額というものは毎年増額していかなくちやいけない。しかしそれと同時に執行成績というものもみていただかなくてはいけないんじやないかというふうに考えておりますが、因みに最近の執行状態決算書をみますと６８年度が70.2％、６９年度が74.3％、これは決算書類から出ております。前年度の７０年度は５月末現在で79.6％というふうに逐年執行態勢を強化してまいつていることはこれはおほめにあずかつていいんじやないかというふうに考えておりますし、それが直接また市民からも喜ばれていることを私はご報告を申し上げたわけであります。革新カラーとして盛り込んだのがどこにあるかというと政策的なものとしては施政方針の中でも申し上げてありますように泊港の浚渫、安謝におけるくり舟繋留地の整備、児童手当の新設、身体障害者家庭奉仕員の設置、樋川子供の遊び場の建設、その他教育面では母子福祉そういつたものについてもこれから努力をする姿勢をこの予算の中において示して来たつもりであります。さらにこの財源枠を拡げてゆく中でやはり今まで取り残されていた市民福祉を中心とする公共施設の増強をはかりたい、こういう意図だけはもつておりますけれども何にいたしましてもこの財政状態を改善していかなければこれ等の理想というものは実現できないというふうに考えております。




○宮城武君

　　遠慮なさらないで具体的に打ちあげて下さい。これまでわれわれも非常に渇望しておつたいい政策をお持ち合わせのようでございますが、前市長の尻ぬぐいをやつておられるとかということしか出てこないんですが市長のいう革新カラーは前々からやられていることではありませんか。それを発展強化させるということで何ら目新らしいものが出て来ない。それでいいのかどうかですね非常に疑問に思うわけでございます。なおまたこれから発展させるために努力してゆくということでありますが、具体的な施策、それに基く財政の確保それが住民福祉につながるというのはわかりますが、よつて現在の市長の立場上苦しいこともよく知つております。しかしこの苦しさを乗り越えてゆくのが唯一のポイントであるということを忘れてはいけないと思います。従つて市民福祉につながるという自覚に立つていただかなければならない。そういう点で財源の確保、および公費の負担の軽減をはかりながら、みずからの市民生活に及ぼす施策いろいろ総合勘案した中から平良市長の持つ政治手腕それによつて財政の確保を見出さなければいけないと思います。先程の質問に応えましてなかなか満足すべきものがないということをおつしやつておりますのでそういう点にこそ平良市長の政治手腕を発揮すべきだというふうに考えるわけでございます。さてそこでこういうふうな中で市長は市民との対話という言葉をよく使つておりますが、お互いの人間生活の基礎をなす、あるいは現在の社会に貢献しうる市民生活の唯一の憩いの場というのものは公園だとかいろいろありましようが、最近非常に住宅問題が論じられております。それこそあすのエネルギーを発散させるための、あすの力を養うための唯一の場であります。これは家庭であると思います。そういう点で現在の住宅事情の改善策をはかる。現在、那覇市で住宅に困つている市民は大体どの程度のものであるか。また、その住宅緩和策それを現在のテンポでゆくとあと何年ぐらいかかるのかそこら辺をちよつとお伺いしたいと思います。




○市長（平良良松君）

　　遠慮しないでもつとはつきりものをいえというご注文で大へんありがたいと思つております。やはり施政方針にうたつておるのは従来と何ら変らない前市長もこれをやつていたことだといわれておりますが行政というものは結局そういうことであつてその中から特に指摘される部分について漸時改善する。絶えず市民の声を聞いてそれを取り入れてゆくという態度が基本だと思います。ご指摘のように今住宅需要というものは想像に絶するものがありましてその解決策についても努力いたしております。ここで平良市長の政治手腕というお言葉がありましたが、私はこういうことについては私の個人的な政治手腕というものは沖繩の基本的な問題の解決のためにはさした力にはならない、そういう考え方は間違いであるというふうに考えております。やはり県民大衆の力を結集することによつてしか沖繩のこの窮状打開はできない。かといつて私はそれによつて努力を転嫁して自分の努力はしないということではありませんけれども余り市長とか主席とかあるいは代議士とかいうものの個人的な手腕力量にもしも仮りに県民が頼り過ぎるということになればかえつて問題を後退させると思つております。特に沖繩の財政打開のためには私が繰り返えして申し上げておりますように県民総立ち上がりの、たとえば沖繩の復帰運動を展開するように、土地問題についての抵抗を展開するように財政獲得の運動というものを県民あげての運動に展開していかないとなかなか本土政府の理解というものを取りつけるには難しいんじやないかというふうに考えております。そこで具体的な問題といたしまして今住宅問題をご指摘になりましたがこのことにつきましては担当部課長をしてもつと詳しく現状をご説明させることにいたします。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。現在われわれの予想といたしましては１９８０年までに那覇市のほうで建設しなければならないと考えられている全戸数は約45,000戸と予定しております。そのうちで民間の自力によるところの建設計画あるいは公社に依存すべきものと考えられるもの、市が直接建設しなければならないものなどを計画いたしましてその中で市が分担しなければならないと考えられてる戸数は今日の約4,400戸であります。4,400戸を１０年間で毎年建ててゆくと年間約４００から４５０戸を建設しなければならないという計算になつております。しかし現実にはどうかというと約平均３００戸ずつ建設している状態であります。この調子でゆくと８０年までには45,000戸の建設というようなことは到底覚つかないのであります。年々市営住宅の建設はその戸数が増長している状態であります。そういうようなことからいたしまして今後日本政府によるところの市営住宅に対する援助の額の増大、そういつたものも今までの経験からして伸びていますのでこれに追いついてゆくんじやないかと思つております。なおこの住宅問題につきましては市独自でもつて解決するというようなことは不可能な状態であります。どうしても県や日本政府の大きな援助に頼らなければならないという事情にあるということを申し添えなければならないと思つております。




○宮城武君

　　現在の調子でゆくと大分遅れるようでございますが、そこら辺、一つ馬力をかけて少なくとも市民要求に応えてゆくというふうに努力を払つていただきたいと思うのであります。先程市長は現在の沖繩は制度上いろいろ問題があるので余り市長や主席に頼つてはいけない。市長や主席だけの権限にゆだねてはいけないということでございますが、これはとんでもないはき違えだと思います。これは制度上いろいろな壁があるということはよくわかりますが、これを乗り越えるために大衆運動をやつてゆくという姿勢そのものに問題があるかと思います。少なくとも私どもの今日の社会というものは法制度上運用されてる社会なんですよ。しかも制度的には民主主義というものをわれわれは採用している。そういう中でこの議会の存立というものがあるんであります。そういたしますと私どもの市民要求というものは当然市民を代表する、代弁する議会の意思というものによつて強く市長のもとに反映させていかなければならない。そういう過程になろうかと思う。そういう制度上のもとであなたは為政者としてですよ、市長としてみずからの政治力によつて解決をしていただかなくちやならないんだ、また市民はですね、それをあなたに期待してきたんですよ。そのために答えていただきたいといつておるのであつてですね、何でもかんでも市長で責任をとれとはいつていない。そういう道を講ずるようがんばつていただきたいという激励をしておる、これは勘違いしちやいけないと思うわけでございます。なおまた現在の住宅問題でございますが、この現在まで出来た市営住宅に限りますが、市の方では市営住宅に入れる場合にいろいろ入る条件等があるやに聞いております。そこでですね、この市営住宅への入居者というのは住宅がなくて困つておられる。この方々を優先して入れるというのが主義なのか、それともそうじやなくして無差別に家を持つている人でも誰でも入れるということなのか、そこら辺を一応はつきりさせていただきたいと思います。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。市営住宅に入居することのできるものの条件はたくさんありますが、市営住宅そのものの目的は住居に著しく困つておるという人たち、収入が低い人たち、こういう人たちを入れるというようなことが基本でありますので、その線に添つて基準をつくつております。その中で特にわれわれが考えなければなりませんのは、いろいろな条件にかなつているものの中でどうしても優先的に入居させなければならない、そういうような方たちがいるわけであります。そういうような方たちはどのような人たちかと申しますと、まず第一に那覇市の事業によつて立ちのきを要求されているような人たち、あるいは母子世帯や身体障害者、生活困窮者などそういうふうなことを扱かつている機関または団体から優先入居をさせてくれという申し込みのあつたもの、あるいは火災などで焼け出されて非常に困つているという方々、そういうような人たちの中で条例に規程されている条件を具備するものがある場合には、それを優先入居として取り扱つております。この場合にしましてもただ単に私がいま申し上げましたような方たちを優先入居させているかというと、そうではなしに選考委員会をもうけてありますのでその選考委員会でもつて十分調査し、優先入居させるべきものであるというような決定をみた場合に優先入居をさせているというようなことであります。




○宮城武君

　　この基準及びこの制度としては、これはりつぱなものだと思うわけでございます。しかしですね、やつぱしこれを運用するのは人である、それをそのとおり運用されているやいなやにですね、本員が非常に感じましたことは二中前ですかどこかで火災がありまして、全焼によつて焼け出され家族がばらばらになつて２ヵ所のおばの家か何かに入つている家庭があるようですが、それがそういう事情で、陳情を出したら、「火災で焼け出されて困つておる人はあんたひとりじやないよ」というような担当者の話しがあつたということです。はたしてそういうふうな態度で市民に接して市民との対話とか何とか言えるかどうか。ここら辺はよく考えてもらわなくちやならない。しかも皆さまが市営住宅に入居させるその基準とは裏はらに安い値段で市有地を借りてそこで家をもち、しかもそれを貸家にしておつてみずからが市営住宅に入つておる。そういう事実がある、そういうことに対して当局は一体どういうふうにこれを市民生活に結びつけているのかそれを答弁願いたい。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。そのような事実については少なくとも私が住宅を扱うようになつてからはないものと思つております。以前においてそのような事柄がいろいろありましたので、住宅課のほうにも強く命じましてその事前の調査そういつたものは徹底させております。いま２３番議員がおつしやつているような事柄は少なくともわれわれが入つてきてからはないものだと思つております。




○宮城武君

　　これはどうもおかしいですよ。去つた総務委員会のなかでもこれは事実あるんですよ。もしもですね、事実ないとおつしやるならばこれは予算案か、その案件等の中でやりますが、建設部長は事実ないということをここで断言なさつてよろしいですか。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。私たちが入居を決定いたします場合にはまず最初に抽選によつて入居をする条件にかなつているかどうかを文書によつてまず審査いたします。それによつて抽選いたしましてその抽選に当つたものの家を一軒一軒回つて調査いたしております。この調書は私のほうまでみんな回つてきます、その調査の上でのあやまりというものはおそらくないものだと思います。その調書にもし事実と反するようなことがあるとするならば、役所の職員が行つて調査をした際に虚偽の申し出をしたのか、あるいは市の調査員のちよつとした不手際などがあつたのかその点に問題があると思います。調書自体にはそのような事実は決してありません。




○宮城武君

　　これはですね、建設部長。あなたが部下職員をほんとに信用しておられるならば、そのようなことは絶対ないといえるはずなんである。しかしながらそれが言えない、調査の時点では絶対間違いない。しかし事実関係においてはどうかしらない、そういうことですね、虚偽の申請をしたかどうかというところまでは知らないと。そういうことなんですね。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。私たちがそういうふうな事実を調べます場合には、私自身が一軒一軒回つて調べるわけじや決してありません。下のほうから上がつてくるところの調書によつて判断するわけであります。もつともその調書の様式というものについては私がタツチいたします。そういうふうな調書の様式そういつたふうなことについていまのおつしやるような市有地を借りて自分の家を持つているというようなものなどについては記入する項目があります。市の調査員などが一軒一軒調べてそして決定しますので間違いはないものだと思います。そういうことであります。




○宮城武君

　　本員が調べましたところによりますと、そういう事実があるんですよ。部長もちよつと答弁がなかなかくくられないようなことをやつておられますがこういう手続き及びその事務分掌責任者というものはこれは長にあるんであつていわゆるその職員にはないはずである。そのために長はおられるんだ、“十分責任をもつて自分でやつている”ということをひと言僕は聞きたかつた。しかしそれはいえない。そういうような状態では困ると思う。そこでさて市長にお伺いいたしますが、あなたのほうでは市民の対話ということがよく叫ばれ、いろいろ対話の中から物事を解決をはかろうという、その姿勢は非常にけつこうであります。しかしですね、あなたがいわれたいわゆる現地主義なるもの、これがあなたの新しい発明のようでございますが、その現地主義というものをあなたひとりでわかつておつてもらつたんじや困るんで、私どももわからなくちやならない。そこでお伺いしますがたとえばですね、わかりやすく申し上げますと先ほど来、問題になりました、６月議会にありました市場問題が議会ではああいうふうな形でおさまつてきたが、その後の情況変化によつてその現地主義に基づいて話し合いがなされたが、そのままじやいかなかつたというふうなことを現地主義というのか。また、いまの仮設市場周辺から反対の陳情が出ていますね。そういうものを押し切つて向こうに仮設市場を持つていつた。しかもあの周辺と話し合いなされたかどうか。ああいうふうな時に現地主義というのを採用されるのか。それとも議会とあなたとの間の関係には、現地主義というのが生きるか生きないか。そこら辺の解明をしておつていただきたいと思います。市長お答え願います。




○市長（平良良松君）

　　たいへん細かい質問で恐縮しておりますが、この前も一応説明申し上げましたように、これは学問的な中から出てきている用語ではなくて、要するにきわめて通俗的な表現でこういうことばを申し上げているわけであります。一般に市役所の仕事はどうも机の上の仕事にうつりがちだという非難の声を受けておりますのでなるべく腰かけてばかりいないでおしりを上げて現場もよく見て、その付近の方々ともよく話しをして仕事を片づけなさいといつたような意味での現地主義でございます。市場問題あるいは仮設市場につきましてもしばしば業者の方々と、対話を重ねてきて努力いたしております。仮設市場をあそこに設けたことにつきましては、ほかに適当な場所がどうしても見つからないそういつたこともありますし、問題がなかなか紛糾に紛糾を呼ぶ問題でありましたためにああいう措置を取つたわけでありますが、これについて付近住民からも相当な苦情が出てきたのは事実であります。その方々に対してもできるだけ地域の皆さんの苦情を緩和していただくように説得に務めているわけであります。以上ご了解をいただきます。




○宮城武君

　　あと何秒ありますか。




○議長（辺野喜英興君）

　　あと４、５秒残つております。（笑声）




○久高友敏君

　　私は市有財産の管理運営について、特に当那覇市が基本財産として一番金額の多い首里バス会社の株の件でありますが、ご承知のように市町村の財産言い代えますならば市町村財政法の８条の２項にもありますとおり、市町村の財産はつねに良好の状態においてこれを管理しその所有の目的に応じて最も効率的にこれを運用しなければならない、というふうに法は示しております。

　　しかるに今日まで那覇市は、過去１０年以上もこの首里バスの株については何ら関心を持つていないということであります。そして前任者の西銘市長もこのような会社運営には、あまりタツチしたくない、口ばしを入れたくはないというふうに言い続けてまいつたわけであります。つまり裏を返えせばこれにノータツチすることは、すなわち政治的な意図からでなかろうかというふうに本員は考えるわけでございます。

　　従いまして先だつても当那覇市議会に首里バスの株、つまり那覇市が保有しておる株を処分してもらいたい、売り譲つてもらいたいという陳情もありました。しかし私はこれを考えた場合に、目下現在のバス事業執行者といたしましては、やはり総資本が７万ドルであるにもかかわらず8万2,000ドル余の赤字決算を出しております。しかしこの反面バス執行者の当事者は、こんな赤字会社の株を１倍半、１ドルの株を１ドル５０セントで買い集めておる事実。これを分析してみました場合に、現在首里バスの事業としては赤字を出しておりますが、しかしこの会社は５１年に設立されておりますが、今から14,5年前に取得した土地が大中町、西武門町、当の蔵町で合計1,700坪余の土地がございます。これはもちろん貸借対照表、財産目録からしますと取得当時の金額にして約２万ドルになつておりますが、しかしこれを時評価いたしますと、少なくとも22万1,000ドルになつております。これは銀行の評価でありますが、これでもおわかりのとおり実際に会社の経理上は2万ドルしかないけれども、バス統合にもつていつた場合は少なくともこの　会社の資本を再評価して統合しなければならない。あるいは解散の場合もしかりでありますが、このようにして22万1,000ドルの土地もしかりでありますが、さらにバスが６４台保有しております。このバスもやはり現在の貸借対照表からしますと、約１４万ドルであります。これは１台平均2,200ドルになつております。このバスは新車にして１台1万3000ドルでありますが、これを5,000ドルと評価いたしましても、やはりこれも３２万ドルになるわけであります。

　　従つて社屋、あるいは構築物、工具、その他重機類等これを含めましてやはり現在の評価いたしますと７０万ドルは下りません。今まで首里バスは２４０名の株主でありましたが、今から１９年前に設立された会社でありますが、今までこの会社を愛し会社のために努力してきた株主を１軒１軒回わつて、今までこの首里バスに皆さん方がご協力してもらいましたが残念ながら赤字を出しておりますので、このご恩返えしにして１ドル５０セントで買います。というふうに小さい株主が全部買い占められておる現状でございます。従つて私たち小株主がまだ６０有余名おりますが、この株主がそろつて去つた５月２６日、３０日の総会の前に市当局に「このような赤字続きの会社では工合いが悪い、というのは執行者が１５年前から同じ人であるし、監査役も同じ人ではなれ合いになるからぜひ監査役、あるいは取締り役を１、２名を新しく加えていただきたい」というふうに市当局に申し入れをいたしましたが、依然としてそのままの陣容になつております。株主は非常に不満を持つておりますが、市当局はこの首里バスの株をいつ売り渡そうと考えておるのか。あるいは私の考えといたしましてはやはり基本財産をそのまま市が確保し、そして政府が今構想を練つておりますバスの統合に際し市が株を持つことが統合に踏みきる一つのきつかけになるんじやないか。むしろ個人にこのバスの株を売り渡した場合は、おそらく統合も困難ではなかろうかというふうに考えます。それについて市長はこの首里バスの株を将来、特定の人に売り渡すという意思があるのかどうか。あるいは現在のまま踏襲して、市は株をそのまま保有するという考えであるのか。この点についてお答え願いたいと思います。


　　次に私たちが要求いたしました役員の問題でございますが、去つた５月３０日の株主総会において市長に申し入れたとおり、取締役の２人は入れ替えていただきたい。つまり執行者はそのままでいいけれども、新風をふき込むということで２人ぐらいの重役を入れていただきたい。それが入れられなければ監査役でも入れていただきたいということを株主６０名以上からの要求が全然入れられていないが、その結果を見た場合に現在取締役は５名でありますが、従来の５名から１人抜いて新しく取締役が選任されておりますが、これはあとで那覇市の土地売却の随意契約の議案にも出てくる方でありますが丸長車体の長浜弘、この方が今度首里バスの取締役に選任されていることは、やはりこれは商法上に抵触するんじやないか。商法第２６４条、あるいは２６５条に違反すると私たちは考えております。この長浜さんはやはり首里バスに部品を入れております。また首里バスの車体も向こうで修理しております。首里バスは従来会社で修理工場を持つておりましたがこれを廃して、ほとんどこの取締役の経営する会社で取り引きしておる事実、これからしても正しいいき方ではないんじやないか。特に那覇市がこの会社の４２％を占めておるので発言権は大きいわけでございますが、われわれ小株主が一たばになつて反対しても市の３万株が合流するとどうにもならない仕組みになつております。だから市長はこのような人事をもつて今後会社を運営させるつもりであるかどうか。これを改めて商法の２３７条の規定によつて、臨時株主総会をその１００分の３の要求をもつてすればできるというふうに規定されておりますが、市長はそのような考えがあるのかどうか。この３点についてお尋ねいたしまして、市長のご答弁によつて自席からまたお尋ねをいたしたいと思います。





○市長（平良良松君）

　　お答えいたします。首里バスの株の管理につきましては従来しばしば問題にされてまいりました。私の就任当時から株の開放、あるいは譲渡についても数個所から申し入れがあつたわけであります。

　　また先ほど、２１番議員がご指摘になつたように不思議に、この貧乏会社の重役首脳部が株を買いあさつているという話も伝わつたわけであります。そこで私といたしましても会社の実情を調査いたしましたら、やはりご指摘のように資本金は７万ドルであるが赤字がすでに８万ドルにもなつておる。こういう見込みのない会社の株は早く手放したほうがいいというおすすめも２，３回あつたわけでありますが、さらにつつ込んで調べてみますと、なるほど会社の経営はうまくいつていないんだが、しかしそのような不振会社の経営に責任を持つておる人たちが、なぜ今の時点で株を買いあさつているかという行動においても不信を招きますし、また財産内容を調べてみましても解散とか合併とかというような時点で評価される会社の財産は相当の額に達するというようなことがわかりましたので、この株の処分は慎重を期さなくちやいけないという立場をとつてきたわけであります。ところが一方経営者がどうして株の買いあさりをするかということをいろいろ聞いてみましたところ、市長が代わるたびに社長の首がすげかえられるので今度も革新市長になつたから首になるといつた懸念があつて、市の３万株と対決するためにそれ以上の力をもつておこうといつたような意図もあつたようでありますが、私といたしましてはこのようなことで会社が政治のかけ引きに、会社経営が利用されてはよろしくないので、会社の首脳部ももつと虚心坦壊に市と協力する態度でもつて経営の合理化に努力してもらいたい。経営たてなおしに努力してもらいたいということでそのままにしてきたわけであります。もう一つには、ただいま沖繩全体といたしまして陸運行政の面からバス会社の乱立は好ましくない、どうしても統合の方へもつていかなくちやいけないというようなことを考え合わせました場合に、やはりに市がそれだけの株を保有していたほうが統合問題の促進のためにもいいんじやないかという観点にも立つたわけであります。しかし、そうかといつて市が直接経営にタツチするというようなことを考えているわけではありません。しかしながらその他の株主の方々のご要望もあります。特に会社の経営改善について努力をしてもらうという意味からも、役員改選などの問題について市長としても、市長の権力を振り回わすわけではなくして３万株を代表する株主の立場からいろいろ申し入れたわけでありますが、それが今ご指摘によりますと、一向に市の申し入れた事項が反映されていない、この点については私といたしましても極めて残念なことでありますし、特にわれわれ３万株を持つておる有力株主の意見等も聞かないで勝手に重役陣を入れ替えておるということについてはこれは検討してみなくてはならないと考えております。なおこのいきさつにつきましては首里バスの社長や専務とも折衝した助役あるいは総務部長をしてなお詳しいご報告を申し上げたいと思います。




○久高友敏君

　　ただいま市長の答弁からいたしますとまだすつきりしない点があります。繰り返して申し上げますが首里バスの総会においてわれわれこの市民の小数の株主の意思が全然反映されていないということであります。つまり経理の面においても毎年社長が全国業者大会に出席しているようでありますが、社長の旅費が打ち切りとして毎年７００ドル出ておりますがこれを調べてみてもすつきりしない。つまり監査役としても７００ドル取つたという領収書があるから正しいんじやないかという見解をとつておりますが、株主としてはこの７００ドルというのは、何の基準によつて７００ドル出されたかということを幾ら突つ込んでもなしのつぶてで答弁が得られない。申し上げるまでもなく官庁や会社においてでも出張の場合はちやんと出張旅費の支給規定というのがなければならないはずであるが、しいて突つ込んで質問したら「打ち切り旅費であるし会社から金は出ているけれども、バス協会で話し合つて決定しました」という答弁をしておるわけです。首里バスはいやしくも会社であるからにはその従業員をはじめ役員に至るまで旅費支給規程がなければならないはずであるが、従業員に対しては実費支給をしているようでありますが役員間にはそういうような規程がないということであります。このようにして大株主の３万株が、しかも総会に行つても発言もしない、いままでほとんど白紙委任状をつきつけられたためにそのまま押し切られているのは事実であります。さらに決算書から見た場合には毎月社長が２０ドル、専務が１０ドル、あるいは課長その他係長が定期的に毎月“旅費”という名義で手当をもらつている事実も指摘されております。これは宮国公認会計士からも指摘されておりますが、すなわちこれは裏を返えせば脱税行為であります。那覇市の３万株がこれを容認したということはいやしくもこれは市民に背を向けるような考え方だと本員は考えます。首里バスは他の会社から比較いたしましても銀バスが１日に１台平均２０ドルの水揚げをしておりますが、首里バスは１日１台平均３０ドルの水揚げをしているが、やはり決算においては銀バスは黒字であるが首里バスは赤字であるという、この点にもどこかぬかりがあるんじやないかというふうに考えておりますが、しかしながら残念なことには従来３万株がその会社当局に白紙委任状をつけているからであります。しかし今度も残念ながら那覇市の３万株の代表者が慣れていないせいかしらないが、そのまま踏襲されて原案どおり確定されております。ご承知のように会社というのは株主総会においては株数でものをいうから小株数主が幾ら叫んでも、わめいても多数で押し切られることになつておりますからだから私は改めて市長に申し上げたいのは３万株が出席してもあのような結果しか生まれていないが、今後市長はこれを改めるために、これをいままでの問題を是正するためにもやはりこの会社に注意を促し、さらに商法２３７によつて臨時株主総会を要求する意思があるかどうかこの点についてもう１回明解なるご答弁をお願いしたいと思います。





○第一助役（稲嶺成珍君）

　　２１番議員のご質問にお答え申し上げます。首里バスのことにつきましてはいま２１番議員からお話がありましたとおりで、ご質問に対する市長の答弁のとおりでありますが、首里バスの株につきましては私たちは当分しばらくそのままの状態で保有していくという考えであります。これはバス企業も他の企業と異ならず本土復帰を前提にしておりまして統合の機運にありますしまたバス交通は沖繩における唯一の交通機関でありますので統合の場合その企業の株主であることが市民サイドから必要ではないかということでそのまま保留をしたいと思つております。また財政的にもさつき２１番議員からお話がありましたとおり現在その資産が帳簿額では２万ドルになつておりますが、計算をしてみますと約１０倍の２０万ドルぐらいの財産があるところがある。こういうものも統合なんかの場合にはむしろ有利になるんじやないかというようなことで株をそのまま持つことにして現在の状態では処分をしないつもりでおります。

　　それから取締役として今度新たに改選になりましたお１人につきましてはその業務上首里バスの役員として不適当ではないかというご質問でありますが、これも商法の規程によりまして、その人が取締役たるべき人でなければわれわれ注意を与えたいと思いますし、その時点では臨時株主総会を開いてでもそれをやつていただくというようなことをしなければならないと、かように思つております。この改善につきましては８万ドルの赤字も出しておりますので、専務並びに社長とも私会いまして改善につきましてはいろいろ相談もしたわけであります。

　　それから赤字の会社だが役員報酬が非常に高い。社外重役の方々も月に４０ドルの報酬をもらつておりますので、そういうものを安くすべきじやないかということでこれは一応専務も「そういうふうにします」と言つております。しかしその後改善されたかどうかは聞いておりませんし、役員報酬の株主総会における議決につきましても何ら改訂はしなくて従来のままだということでありますのでその点につきましてもさらにただしてみたいと思います。市長からさつき話がありましたとおり私たちはその企業にはあんまり干渉はしない。もちろん自治法の８条の２項によりまして財産は良好な状態で効率的な運用をするよう管理をしなければなりませんが、私たちは株主であつても私企業の中にはあまり干渉をしないつもりでおりましたし、その役員の改選につきましても政治的な配慮を排除しようということで約束をしておりまして、その経営者を呼びまして「そういうような事情であるので別に事情が変わつたから役員をどうするということではないので一生懸命やつてくれ。役員の皆さんがその収益をあげることによつて改善されていくんだからそういうふうに努力してくれ」という約束をしております。それからいま申し上げましたとおり「役員報酬についても考えてくれ」と。

　　それから監査役も小さい会社では３名は要らぬじやないかとそれを２名にしたらどうか　ということでこれは聞いてくれまして２名になりました。そういうふうにいろいろ示唆を与えておりますが、しかしいま２１番議員のご質問のようなことがあれば、たとえば旅費の問題あるいはその他の問題なんかにつきましても、あればその経営につきましては大株主としてこれから注目をしていきたいとかように思つております。以上お答え申し上げます。




○久高友敏君

　　ただいまの助役のご説明からいたしますと「やはり３万株はこんな小さい会社に監査役３名必要ないから２名にしろと。さらに取締役も現状維持にしろと。あるいは取締役はつまり現役員のままにしろと。あるいは取締役の報酬はあまり高いから安くしろ、下げなさい」ということを要求したようでありますが、しかし株主総会においては商法からいたしますと取締役の報酬は株主総会においてきめなければならない。もちろん定款にある場合には別として、定款に盛られてない場合には株主総会で決定しなければならないというのが常識になつておりますが、これをあえて提案しなかつた理由もそこにあるんじやないか。その総会に提案することによつて下げなければならない。下げることはいやだから提案をしないで以前に取つていた報酬をそのまま踏襲しようというような魂胆がありはしなかつたかというふうに勢い疑いたくなるわけであります。そういつた面からして那覇市の３万株もそういう前向きな姿勢で申し入れたけれども、それが入れられていないということについては、やはり入れられるようにして、バス当局に向かつて株の４２％を持つておる　市民株を代表して持つておる市長は、市民の利益ということから、また那覇市の都市計画にマツチするつまりバス行政を行う立場からやはり市民の生活と結びつける政策がなければならぬと思うが、このようにただ押し切られて改善させるように努力するんじやなくして、やはり総会の場においてこれははつきりさせる必要があると私は考えますが、やはりそのような考えにいま立つているかどうかもう１回それをはつきりしていただきたい。




○市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先程、助役からも経過についてご説明を申し上げたとおり、われわれとしては首里バスの大株主ではありますけれども、しかしこれが何か政争の具に絶えずされてるというような非難もうけてはいけないしまた企業というものを育成するという立場からも、つとめても現役員を激励してりつぱな経営をするように希望してまいつたわけであります。今回市長といたしましては是正策として最少限の要求をいたしたのでありますがそれを尊重するといいながらほとんど顧みられないといつたことにつきましては首里バス首脳者、経営責任者の意図がどういうものであるか。市長と対決するつもりであるのかどうか、どうも私不可解に思つております。そういつた点をもう少こし突つ込んで調査いたしますし問題によつてはご指摘のように問題があるとすれば、これはやはり４２％の株を持つている那覇市としては黙殺するわけにはいかないんじやないか。しかしそれについてどうするかということになりますと最悪の場合は臨時総会を開いて株主の決定を待つということになろうかと思いますが、今直ちに臨時総会を開けるかどうかということにつきましてはいろいろ規程を調べて検討してゆきたいというふうに考えております。ご指摘のようにそのような最少限の市の要請、改善策としてわれわれとして信じられてることをいれられないとすればある程度の考慮をしなければいかんじやないかというふうに考えております。




○儀間真祥君

　　本員は２点についてお尋ねしたいと思います。その前に市長がよくやつておられますので激励を申し上げます。１３年前のことを思い出して申し上げますけれども、あのとき民主主義のルールに従つて選挙によつて当選した瀬長市長に対しましてアメリカ基地権力者は民主主義のルールを踏みにじつて資金を凍結し、議会内でもアメリカと考えを同じくする人たちは何とか市長を不信任しようという動きになつておりました。その当時、瀬長市長をはじめとして自覚的な民主主義政党とその人たちは、そして那覇市民を含めて民主主義の権利を守つてゆくために戦つております。あの当時のことは沖繩の民主主義を守つてゆくという自治体闘争の中で特筆すべきものがある。歴史の一頁を飾るものと思います。あの当時の一般質問の中で瀬長市長と学校時代同級生だつたという議員からこういう質問が出ております。“市長は就任当初から資金を凍結され、あるいは議会では不信任動議が出される中で面白くなかつただろう”という意味を含めて瀬長市長の心境を問うたところ、それに対しまして市長の答弁は自席から答弁台に出て来られて“ただいまのご質問にお答えいたします。”という中で“私はいたつて元気で朗らかであります”というふうなことをいつております。あれから１３年過ぎた今日、本土を含めて民主主義を守る働く人民の力による共闘会議の中から沖繩ではもちろん革新市長が出て来ております。あのときに較べまして現在は与党も大きくなつて絹の布団に坐るというような状態であります。（笑声あり）

　　しかしながら、この場合でも現在まだアメリカ基地権力者が横柄にとぐろを巻いてるのであります。そういう中で今後も一層市民の生活と権利を守り、そして民主主義を守つてゆくために戦つてゆかれんことを申し上げ本員もともに戦つてゆくことをお誓い申し上げて質問に入りたいと思います。来年の７月か８月頃に那覇新港が供用開始されるというような状態に来ています。そうなつた場合に那覇市の玄関口になる那覇新港は、

　（「裏口だろう」というものあり）

　非常にごつた返えしております。といいますのは向こうにはまだ火葬場があります。それから石灰をやく窯があります。時期になれば黒煙がもうもうとたちこめております。それから現在でも朝になると豚を殺すときの断末魔の声が聞えます。ああいう　（笑声あり）　ふうな状態では那覇市の玄関口とはいえ那覇新港の折角の状態が生きて来ない状態を考えまして何とか緩和しなければいけない。前に一般質問の中で、あの地域は用途地域に指定されるからやがて整理されるだろうという答弁がありました。ですから来年７月に供用されるという時点に立つて早急に処理しなければいけないという状態になつてると思います。それをどういうふうに考えておられるか。もう１点は現在安謝地区に行きます場合に１号線から天久に入つてゆく道があります。その天久の中央線は現在左折禁止、要するに１号線から入つていけない、出ては来られないけれども入れない。要するに火葬場に入つてゆこうとしてもずつと下まで行つて安謝橋に行つてからしか入れないというような状態であります。どうせ人間は火葬場へは１回ゆかなければならないが、（笑声あり）そういう状態であります。現在どうしてもあの問題は解決しなければいけない。しかし１号線は軍の管理下にあつて軍事優先の政策でこれは軍が規制しております。だから左折禁止も解消する、そういうこともやらなければいけない。そういうことから軍の問題とあわせて軍の影響下にあつて市民が非常に不利益をこうむつているが、あの問題について処置があると思いますか市のお考えを聞きたいと思います。答弁によつては自席から質問いたします。




○第二助役（前田武行君）

　　ただいまのご質問に対して答弁いたします。お答えいたします。安謝のほうは先程の質問のとおり火葬場、と殺場、それから石灰焼場といろいろなものが雑居しております。これからの那覇市の都市計画としてその辺は大体用途地域に予定されております。その用途地域に予定されているところにそのようなものが雑居している。都市計画としては特別地域の指定をしなければならない場所であります、しかしながら、那覇市は現在までそのような特別な指定を行つて来ておりません。幸いにして新港が出来ますればわれわれはその背後地の使途について十分考慮する予定でありますから、それとかみ合わせてその用途地域の指定を考えていこうとこのように考えております。では現在はどうかといいますと法律では法が出来る以前にすでにあつたものについてはそのまま認めているようであります。建築についても建築基準法ではそのまま２分の１までは建物がたつようになつております。そのような建築基準法や背後地の問題とからみあわせまして特別地域の指定をやつていこうと考えております。さらに１号線の問題でありますが１号線の安謝に向かいますと右の方が上の屋の米人住宅であります。そこに信号機があります。そこを過ぎまして例の道路が安謝新港の埋立地のほうに行く道が左に折れてあります。しかし交差点とやゝ近いし余りにも接近しているので１号線の交通をまひさせる恐れがあるので左折を軍のほうで禁じているようであります。これは交通規制につきましては元来警察の所管であります、しかし那覇市も交通規制をする場合は道路管理のほうでいろいろ合議をやつておりますんでこれがもし上の屋のあの信号機の問題についてさらに１０メーター２０メーター先へ行つて左折することに支障がないような結果になりますれば折衝して左折をゆるしてもらうような方向に進めますし、また考え方によりましては上の屋に出る道をより大きい那覇市の市道と交差させるような状態であれば、もつと有効な交通の緩和ができるんじやないかとこのように考えておりますがこれは軍との折衝もありましてなかなか難かしい問題じやないかとこのように考えております。しかし何らかの方法で前向きの検討はしたいとこのように考えております。




○儀間真祥君

　　ただいまの安謝地域におきます都市公害といいますか、火葬場あるいは石灰焼場、あるいは屠殺場そういう点につきましてはいまのご説明によりますと、特別地域を指定してやつていきたい。要するに基準を執行される前にこれが建設された分についてはそのまましておいて、それからあと措置を取つていきたいと、あとの措置といいますのは要するにいま説明のありました特別地域の指定このようであります。この特別地域の指定についてはやるとおつしやつておりますのでいつ頃できるか、またそれに対して予算も伴つてやるもんだと思いますがどういうふうな状態であるか。それをお答え願いたいと思います。それから天久の中央線は左折する問題、それにつきましてはもちろん米軍との問題もあります。現在のところ幸い現在の平良市長の時分になつて天久中央線上の道、あれを舗装してもらいまして何とか緩和しておるんですけれどもそれでも道幅が小さいために非常に危険を伴う付近の子供たちは多くの危険が伴うそういうことでありますのでこの面についても米軍との問題もありますが、緩和はされると思いますがいつ頃に折衝して設置してもらえるかどうか、その目途がつけられたらお答え願いたいと思います。




○第二助役（前田武行君）

　　先ほどの指定の問題、それから道路の解決の問題これをいつまでにやつていただけるかとのご質問のようでありますが、火葬場それから屠殺場などについては新港の背後地計画、これがまとまつて確定しますとその地域内に置けないものについては、じや、どこに持つていくかというような考え方で出てきますし、これをはつきりいつまでにやつてのけるという明確な解答は現在の段階ではできない状態にあります。それからさつきの道路の問題でもそうでありますが、前向きの姿勢で戦つていきますけれども合議する段階で相手が受け入れない限りはどうにもならないことでありまして、管理は那覇市でやつているんじやない。米軍がやつている以上米軍に対して要求はしても受け入れてくれない限りはどうにもならない。しかしならないからといつてしり込みはしない、絶えず前向きの姿勢で向つていくということはいえますけれども、いつまでにその目安をつけるということにつきましてはろくな解答をできないのを残念に思つております。




○儀間真祥君

　　ただいまの都市公害、それから天久の中央線の問題についてはただいまの答弁でいいと思いますが、この都市公害であります火葬場あるいは屠殺場その他の石灰焼場その点につきましては、来年の７、８月頃から新港の供用開始もできるような状態であります。それでその場合にもし本土から人がいま入つてくる、その場合に入つてきた人びとが一ぺんにああいう状態、火葬場の煙の中、あるいは石灰焼場の煙、もうもうとしている中あるいは屠殺場の阿鼻叫喚の叫びを聞いた場合におそらく幻滅を感ずると思います。そういう点を考えました場合にどうしても早急に撤去しなければいけない、いまの新港の背後地の計画そういつたことも関連して早めにこの問題を処理してもらいたいということを希望申し上げまして質問を終わりたいと思います。




○島袋宗康君

　　公園計画についてそのほかに２点ほど質問したいと思います。都市の生活について、公園緑地は市民のいこいの場であり、また失われつつある緑地風致の確保につとめ、市民の健康やリクレイーシヨンの場として不可欠の施設であると思います。さらに都市の美観の対策、都市構成という見地からもきわめて大きな意味を持つものと考えております。本市における公園と緑地計画は３５ヵ所に及んでおりますが、その内、公園が３２ヵ所で緑地が３ヵ所、そのほかに風致地区が２ヵ所となつております。この風致地区の２ヵ所のひとつは漫湖の周辺と、いまひとつは末吉町内にあるあの風致地区であります。ここで本員が指摘したいことは都市公園法でいう人口１人当りの標準面積は６平方メートルとなつております。本市の場合は1.8平方メートルでわずかに３０％という低い面積しか指定されていないわけであります。この３５カ所の中でこれまでに公園として整備されたのは与儀公園を始め１０ヵ所で、指定面積のわずか２７％という非常に少い公園計画事業がなされている現状であります。本員がここで質問したいのは首里の末吉町内にあるこの指定された風致地区の整備であります。この風致地区は１９６１年１２月１９日、告示第２０８条で指定されその面積はおよそ２０万坪という広大な地域に及んでおります。この指定地域内は那覇市の唯一の緑地帯であります。政府農林局でもこの一帯の樹木を保護するという意味から熱帯植物園として、その土地の一部を買収して着々とその計画を進めているようであります。私は去つた３月に本土行政視察にまいりましたが、本土における各都市の公園計画あるいはまたそのほかのいわゆる子供の遊び場、あるいは動物園とすべてが市の運営によつて完備されておる現状であります。こういつた観点からいたしまして私はこの末吉町内その他の公園あるいは緑地帯、あるいは風致地区において、市はもつと積極的にこういつた　　を市の事業として開発していくべきではなかろうかとかように思つております。この末吉町内の風致地区におきまして本年度におきまして、政府の補助事業として末吉宮の塔堂補修工事費というものが14,000ドル計上されております。この末吉町内にある末吉宮は文化財保護委員会の文化を、名所旧跡を保護するという立場から非常に意義のあるお宮ではないかというふうに考えているわけであります。こういうふうな中ですでに指定されたこの地区は１０年に及んでおりますけれども、その１０年の間に末吉町内の区民が風致地区を指定されたままになつているので建築ができないとか、あるいは農道を開発したいが一向にそういつたことが受け入れられずというふうなことから陳情が出されて、その一部をいわゆる風致地区から除外していただきたいというふうな陳情も出されているわけであります。こういうふうなことからいたしますとやはり政府も現在いろいろとこの末吉地区における風致地区を何とかして公園か、あるいは植物園といつたようなものにするということを進めているようでありますけれども、市としても当然あの地域はいわゆる市の景勝地としてりつぱに生かされるんではないかというふうに本員は考えます。その辺についてもし市が具体的に計画があるならばご説明をお願いしたいと思います。それから第２点でありますが市は現在、繁多川に3,000坪という苗圃を持つております。この苗圃はいわゆる畑全体が北向きになつているために、苗圃としての価値が非常に薄いというふうなことからこの移転計画がなされております。この移転した後のあとの計画はどのように考えておるか、これが第２点であります。次に、ごみ処理の問題を質問するはずでございましたが他の議員とも重複いたしますので私はここで市場問題について質問をしたいと思います。


　ご承知のように市場問題は紆余曲折して今日にいたつてようやく開南の仮市場に、この市場の方々が市の誠意を汲み取つて完全に移転をしたわけでありますけれども、市はこれを十分にあの地域の開発をするためにいわゆる本年度の新しい予算に新公設市場を建設するという予算も計上されております。ここで申し上げたいことは地主の上岡作太郎さんから土地の明け渡し請求事件が提起されております。そこで市はこれに応訴しておりますがただいま係争中であります。この裁判の経過についてご説明をいただきたい、さらに２番目はこの市場建設に当たつて土地の買収費が計上されております。裁判の係争中とはいえ、その土地の確保については非常に慎重に市としても考えていき、また将来に禍恨を残さないような方法を講じていかなければならないと本員は考えます。そこでその計上されている土地確保の面につきまして、地主とどのような折衝が行なわれたか十分にそれは自信があるかどうかについてご答弁をいただきたいと思います。




○市長（平良良松君）

　　ただいまの１０番議員のご質問にお答えいたします。都市計画上の問題につきまして末吉町の風致地区の解消ということについてはいろいろ検討いたしておりますが、その経過についてはのちほど建設部長をして説明させることにいたします。

　　市場問題につきましては議会のたんびに皆さんのご審議を煩わしておる問題でございますが、今回１３５万ドルの予算を計上いたしまして、現在の場所にもう一つの公設市場を改築しなければならないということを決定いたしまして、予算計上してご審議をお願いしているわけでありますが、これにつきまして物議をかもしてまいりました。中には平良市長はイデオロギーに偏して一部業者に引きづり回わされて何にもできない、というご批判もありましたが、しかしやはり市場改築という問題は関係業者の意向を十分汲み取つて解決していかなくちやならないというふうに考えまして、その紛争を解決するためにこのような措置をとつていかなくちやいけないということを決意するように至つたのであります。もう一つ、単にこれは市場業者の働く場所を提供するというだけではなくて、そのことを通じてこの市場周辺の商店街としての美化整備の方向へ推進していきたいというふうに考えております。ご承知のように泊には大きな埋立地がありまして、那覇新港が貿易港として開港する段になりますというと、那覇のまた商工業の様相も一変してまいるかと思うのでありますが、その中にあつてこの市場周辺はご覧のように旧態依然たる東南アジア並みの、あるいはそれ以下と酷評されるような状態が続いておる限りは文化都市とか観光都市という看板に対してもまことに申しわけのないことでありまして、那覇市の環境整備の中でも最重点にこの買物市場の周辺、シヨツピングセンター、あるいは商工都市、そういうところのスラム街をなくしてそれを整備していくのが急務ではないかと、こういうふうに考えているわけでございます。そのことにつきましては議員各位の十分なるご判断とご協力をいただきたいものだと考えております。さらに関係業者の協力、関係地主各位のご協力をこれから求めていかなくちやいけない、こういうふうに考えております。地主の中には上岡作太郎さん外２名の方がおられるわけでございますが、その方々とどういう折衝をとつてきたか、あるいはとろうとするかにつきましては担当助役よりお答えさせることにいたします。




○第二助役（前田武行君）

　　市場問題の中で土地明け渡しの請求事件の経過はどうかというご質問であります。これは回数にいたしまして約６回ほどもつておりまして、３月議会でも申し上げましたが当初のうちは上岡作太郎さんの訴えに対して釈明を出して、目的訴訟物の目的物を明解にせよということで釈明をずつと続けてきまして、その中で釈明に応じられないで２、３回から回わりをしております。さらに作太郎さんのほうから一応和解を試みようというわけで弁護士諸公から連絡がありましたので弁護士のほうで試みて下さいということになつておりましたが、なかなか和解にもつていくチヤンスがないようでありましたので事件の進行をはかりまして、その事件の進行の中から和解を試みようとやりましたが、法廷へ出てくれということもいきません。そこで釈明ぜめということになりまして相手方は弁護士をつけたいというわけで、今事件は続行中であります。で一方事件とは別にしましてやはり話し合いでケリがつかないもんかというわけで３月議会でお話しましたように、５回ほど私は会つておりますが仮市場の移転問題でほとんど勢力をとられまして、それ以後なかなか地主さんと会う機会を失ないまして、非常に申しわけないと考えておりますが、しかし話し合いは市場の移転も落ちつきましたので進めていきますが、万が一のこともありますのでその点につきましては万全の準備をしてぬかりのないよう土地問題の解決を進めたいと、このように考えております。なお公園問題の質問がありますがこれは関係部長から答弁させていただきます。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。公園に関連しまして、特に末吉の風致地区についてのご質問でありますが、末吉の風致地区の総面積は現在決定になつているのが６７ヘクタール、ところが先ほど１０番議員のほうからもご指摘がありましたように、風致地区に指定された方々は非常にきびしい土地利用の制限を受けております。そういうような中で市のほうにも多くの陳情が出されておりまして、市といたしましては現在の再検討案では約３分の１を減らしまして40.9へクタールに縮めていきたいというように考えております。

　　ここで問題になりますのは那覇の都市計画全体について言えることでありますが、特に公園については５６年に指定されまして財産の制限を受けております。もつとも財産の制限は法律によつてやられるからいいんじやないかということになるかと思いますが、しかしそれにはそれなりの補償がないその補償が何らなされないままに特に公園や緑地に指定されたものはここ１４，５年間制限を受けつぱなしということになつております。そのことはこの地主の方々には大変申しわけないと思いますし、私たちといたしましても一日も早くこれに対する補償がなされていくように努力を続けていきたいと、このように考えております。




○総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。種苗圃の移転計画をなされておるけれども、移転後の敷地はどのように活用するかというご質問でありますが、現在市当局といたしましてその苗圃の移転の理由といたしましては３点あげられると思います。まず第１点といたしましては現在の土地が種苗圃として非常に不適当な地所である。地形が段々畑で、しかも地勢的にも北向きで北風が吹いた場合には種苗圃の正常な発育を阻害するということが第１点でございます。それから第２点目におきましては、現在の土地は交通の便が悪い。それから第３点目には水利の便も非常に悪いというふうな３つの点で考慮いたしまして、今回苗圃を移転するようにしたわけであります。しかしこれを一気に移転するわけじやなくして、しばらくの間は双方とも苗圃はそのまま継続されると思います。そこで市当局といたしましては福祉施設、あるいはその他の公共用地としてこれを活用したいということで、現に検討を進めている段階でございます。

　　それから文化財保護の1万４,３５０ドルの援助の法的な根拠といたしましては、文化財保護法の３０条で重要文化財の修理は所有者、もしくは管理団体がこれを修理運営する、というふうに法律上なつているわけです。そこで３０条の管理団体として那覇市が指名されておりますので、その面で管理運営をするというふうなことで政府からその修理の全額、あるいは一部を補助いたしましてそれの管理に向けておるのが現状でございます。




○島袋宗康君

　　ただいまの末吉の風致地区の問題でございますが、この地域が指定された当時はそこに平和慰霊像でしたか、そういうものが計画されてそれを推進する団体までつくりまして、非常に一時はここの公園計画がりつぱに計画されるのではないかというふうな期待も寄せておりましたけれども、いつの間にかしり切れとんぼになつておるので本員はこれを取り上げたわけたでございますが、もしそういうふうな計画になつたとするならば、やはり次の手を打つて指定した以上はちやんと市はやはりその市民に十分にこたえる意味からも早目に何らかの計画をそこにはちやんとすべきではないかというふうに考えるわけです。そこでただいまの建設部長の説明ではせつかくのこの指定された地域が３分の１も減らすような計画をもつているというようなことから考えますと私は非常に残念でならない。せつかく計画されたものが現在になつて３分の１も減らすというようなことになりますというと、将来の那覇市の都市計画というものはただ机上の空論にしか過ぎないのではないかというようなことで次々こういつたものが出てきますとそれこそいわゆる市民に申しわけない、いわゆる迷惑をかけるというようなことになりますんでこういつた問題も早目に計画を立てて十分に市民にこたえていただきたいというふうにご要望を申し上げます。

　　それから繁多川の苗圃の移転後の土地の利用についてでございますが、本員が公園計画について質問をする中で実はこの土地利用を何らかの形で、いわゆる子供がそこで遊べるようないわゆる遊園地みたいな形の公園、ちよつとした公園でも計画されたほうがいいんじやないかというふうなことでこの移転後の土地利用を質問したわけでありますけれども、当局としてはこの移転後の土地はまだ十分にどうという計画はなされていないようでありますがこれも早目にどうするという結論を出して示していただきたいというふうに考えます。以上ご要望を申し上げまして質問を終わります。

　（「議長、休憩」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　１０分間休憩します。

（午後３時０４分　休憩）

（午後３時１８分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。１０番。

　（「休憩してください」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後３時１９分　休憩）

（午後３時２０分　再開）












○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○大浜長弘君

　　一般質問をいたします。通告してありました質問内容は重複しますので一点だけにしぼつて当局にお伺いいたします。

　　午前中５番議員の質問にもありましたけれども水道料金の値下げについてであります。値下げはやる、使用料の徴収は非常によくなつている、有効水も伸びている。しかしながら諸物価、人件費の上昇と旧首里地域への給水工事等で当分値下げはできないというふうな答弁であつたかと思いますけれども、局長は就任当時いままでのメーターの地域別の使用率、一地域を、全部いいのも悪いのも修理をしていく、そういうふうな不合理なものではなくして、悪い部分だけを修理していくならばその冗費、省かれた経費だけでも値下げはできると、可能であるとこのようなお話がありましたけれどもそれについて幾らくらいの経費の節限ができたのか。これによつて局長のおつしやつたとおりの水道料金の値下げができるかこの点についてお伺いいたします。

　　２点目。水道使用料の延滞金の徴収についてであります。以前からある延滞金はいままで全然取つていない。それでいままでのも取るなら非常に膨大になつて整理もたいへんだ。したがつて新年度、多分７０年の７月と思います、新年度から徴収するとこのように答弁されましたけれどもこの徴収状況についてお伺いいたします。あとは自席から答弁によつて質問いたします。




○水道局長（佐久川寛貞君）

　　３０番議員のご質問にお答えいたします。水道料金の値下げにつきましては先ほど５番議員にお答えしたとおりでございますが、“水道局長が就任して以来むだな経費すなわち経営の合理化によつて値下げすることができると言うたが、それによつて一体どれくらいできるか”というご質問かと思いますが、この点どれだけ合理化によつて経費が下がつたかということを端的に数字で申し上げることは非常に困難な問題でございますが、１９６６年度を限度といたしまして水道事業の純利益率は毎年毎年減少してきております。ところがこれが一番大きい理由はもちろん１９６７年度における値下げによつて大幅に利潤低下を来たして１９６６年で26万6,000ドル余の利潤が上がつておりましたが、値下げをしたために１９６８年度には15万5,000ドル余というふうに下がつてきております。さらにわれわれが就任しました途中で引き継いだ１９６９年度の決算になりますと１１万ドルというふうに毎年毎年純利益の低下を来たしておりました。この純利益の低下はそのまま放置するとやがて水道事業の赤字につながるということは当然の結果でございます。それによりまして私はこれは思い切つた経営の合理化をしていかぬといかないということでいろいろ思い切つた政策をやりました結果、１９７０年度の予算におきましてようやく純利潤16万4,000ドルということを計上してございます。これはあくまでも予算でありまして、はたして決算はどうなるかということが心配になりますが５月末現在の決算の結果によりますと当初予定した16万4,000ドルを上回わる純利益が出てきておることを確認いたしております。さらに現在の年度、１９７１年度皆さんに差し上げてあります予算によつて17万1,300ドルという純利潤を計上してございます。これもはたして決算の結果どうなるかという心配もございますが、過去１ヵ年間の実績によつて私はこの金額は決して下回わらないということは十分自信を持つて言えると思います。この純利潤は全部利潤でございますから株式会社でいいますと配当金、すなわち料金の値下げということにつながるわけでございます。そんならこの金額は全体の水道事業料金に対してどれだけの比率になるかと申し上げますと6.1％というのが実情でございます。普通、現在４７％の人が平均水道料１ドルの金額を納めております。半分近くの人が１ドルですので6.1％と申し上げますと、先ほども申し上げましたようにこういう平均１世帯では１カ月せいぜい６セントというふうに１世帯当たりに還元される利潤は非常に少のうございますが、この１ヵ年間にまとめると17万1,000ドルという金額は水道局にとつては非常に大きい金額になります。この金をもとにして事業債を起こしたり、あれこれやりまして、現在どんどん郊外地区に住宅が伸びていつておりますが、この未給水地区に対して対処していかなければいかないということで、先ほども申し上げましたとおり値下げは市長の公約でもありぜひ実行したいとは思いますが、どちらのほうが比重が重いかということで現在私自身の考えとしては値下げの時期じやあないと先ほども申し上げたとおりでございます。以上でもつてご承知いただきたいと思います。


　　それから次に、２番目にお尋ねになつておりましたことは滞納金についてでございますが、前年度の予算議会でもお約束申し上げましたとおり私は１９７０年度からは滞納者に対しては滞納金を徴収することを約束してきております。この滞納金といいますのは給水条例の３８条によつて延滞金１００ドルにつき１日４ントの割合というふうになつております。たとえば普通平均以下の１ドルの滞納者の場合には２５日間延滞してはじめて１セントというふうな金額になるし、大体わずかずつの場合にはほとんど貨幣単位に足りないということで、こういう人々は幾ら計算上出てきても免除するということがたてまえでありますが、現在までのところ実際調べましたところ係の職員のほうで何を勘違いしたかわかりませんが、高額者の１００ドル以上の人に対して延滞金を課すというふうな間違つた解釈があつたようで、それによつて相当大口の方は全部延滞金を取つておりますが小口に対しては免除しているようでございます。私、こういうことは解釈の間違いであるから今後は議会にも約束申し上げたとおり、たとえ小額の人でも貨幣単位に入つたら徴収するようにということを申し上げまして、今後そういうことのないようにやつていきたいと思います。１００ドル以上の大きい延滞者に対しましてはお約束どおり全部延滞金はいただいております。ただ小さい金額に対してはそういうふうに非常に金額が少ないということで免除しておりますが、これはあくまで規定でありますので今後はこの点を十分留意して徴収していきたいとこういうふうに思つておりますので、この私の部下の解釈の間違いからそういうふうなこともありますが、金額全体としては取るに足らなら問題だとは思いますが、しかしあくまでも議会に約束申し上げたことを達成しなかつたことに対し、ここで皆さんにおわび申し上げる次第でございます。




○大浜長弘君

　　いま部長の答弁で水道事業では７０年度は16万4,000ドルと７１年度は17万1,380ドルの純利益を見込んでおります。いやしくも政策を唱えるからにはあらゆる角度からそれを調査してはじめて実現可能だという線が政策として出て来ると思います。従いまして市長が公約なされた水道料金の値下げが市長の在任期間中に無理であれば、今の水道会計からみてできるかできないかはつきりしていただきたいと思います。水道事業は５年、１０年の計画をねつて事業を進めてゆくということでありますが値下げがいつ頃できるかということ。もう１点は、那覇市水道給水条例の３８条の解釈は、１００ドルにつき１日４ントの割合というのは１００ドル以上ということでございますか。この前お伺いいたしましたときは１００ドル以下でも徴収できるといつておりますね。




○水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。第１点目の市長の公約である以上在任中に水道料金の値下げが出来るかというふうな問題でございますが先程からご説明申し上げておりますとおり、苦しくてもやろうと思えば出来る状態にあるということをはつきり申し上げられますが、要するにどこに比重をおくべきか、現在の那覇市、特に最近首里地区とかのはしはしに住宅がどんどん伸びつつあります。こういう方々はあとから入つて来たとはいえ同じ市民でございますのでこういう方々に対して水をあげる。すなわち未給水地区の箇所を抜きにして現在水をいただいている市民に対して料金を安くするほうがいいかどうかという問題。もう一つは市長がお約束申し上げたことも一つの関連がありますが水道公社の民移管でございます。現在の水道料金の中に占める水道公社の浄水費の比率は４０％でございます。この大きな要素の解決なしには水道料金の問題は考えられないと思います。この水道公社の民移管をいかに有利にするかによつて市長の在任中にこの問題が解決すればあるいは達成するかもしれませんが、その時点に到つたときに市の三役あるいは議会の皆さんにもお諮りして決定したいというふうに存じております。赤字を出しての値下げということは当りませんし、値下げの巾は常に純利潤にかかつておりますので今後ともその努力を傾けてゆきたいというふうに思つております。水道問題は市長の公約であるがそういうような小さい問題ではなしに議会の皆さんも、あるいは市民の皆さんも一丸となつて当つてゆきたい。７２年の祖国復帰へ向けての水道公社の民間移管に際しどういうような形態をとつたほうがいいかというと水道事業は単位が大きければ大きい程料金が安くなるということが全国並びに全世界の統計が示すところでございます。各市町村ごとに分散していると小さい市町村ほど高料金であるということは統計の示すところであります。こういう観点からいたしますと沖繩のこのちつぽけな島で、しかも水源地は国頭という一ヵ所に限られております。今後都市地区はひよう流水、河川も汚染されてここの水は到底利用することが出来ないというふうな状態に到つておりますので、この点につきましては沖繩の特異性を考えて那覇市の問題ではなくして全体の問題として取つ組んでゆきたいと思いまして、現在毎月２回ずつ水道協会の１０名の方々と一緒にこの問題を真剣に取り組んでおります。那覇だけの水道値下げの問題ではなしに、私は沖繩本島全体の水道値下げの問題と真剣に取つ組んでおりますのでその答えが出次第皆さんとご相談いたしたいと思います。





○大浜長弘君

　　水道値下げの問題は沖繩全島を対象にしていろいろ考えていらつしやるようでございますが非常にりつぱなご意見だと思いますけれども、市長個人の小さな問題ではなくして、市長は政策をかかげて水道料金を値下げするということで３０万市民の支持を得て当選したんですから一つ真剣になつて値下げの可能な方向に努力してもらいたいと思います。次に水道料金の徴収について各家庭は非常に徴収率が上つておりますけれども公共団体、特に学校関係が水道料金の納め方が非常に悪い。そこで５月２７日と思われますけれども調査した時点において小祿の給食センターは２月から納めてない。１４８ドル。若狭小学校が１２０ドル、２月から。開南小学校が１８０ドル。高良小学校が３３０ドル。小祿小学校が１４０ドル。前島が２５０ドル。泊が３８０ドル。城岳が２４０ドル。大道が２３０ドルというように学校関係の徴収が非常に悪い。予算は組んであると思いますがどうして悪いのか。特に高校に限つて悪い。真和志高校が去年の１１月から支払つておりません。合計すると1,868ドル。小祿高校が2,057ドル。那覇高校が2,264ドル。首里高校が2,750ドルですがその原因をお伺いいたします。きちつと滞納金をとるかとらないかはつきりしていただきたい。




○水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。一般民間の徴収率は非常に向上しております。全体的に平均して９８％を突破するというふうな状態でございます。今、ご指摘がありましたとおり官公署、特に学校の場合は徴収率が非常に悪いということで頭を悩ましております。民間の場合は何ヵ月も滞納いたしますと停水処分もできますが学校の場合停水するということは非常に大きな社会問題にもなりますので話し合いでいろいろ穏便にすませてやつております。先程ご指摘がありましたとおり高校の場合は前年度分からの滞納というふうにして非常に頭の痛い問題でございます。何とか定期的に少なくとも一ヵ月ぐらいの遅れで納めてもらうように常に交渉しておりますが、どういうふうな手違いがあるかなかなか解決ができないようてございます。この小・中学校の問題につきましては私よりは教育長のほうがよくご存知かと思います。われわれはできるだけ取るようにやつておりますが、金を納めないからといつて条例によつて直ちに停水するということはたくさんの学童生徒をあずかつている学校に対して非常に大きい問題がありますし、特に給食センターとかいうようなものは１日も水なしには出来ない状態でありまして、そういう方面での問題であろうか、予算上の措置の問題であろうか、何しろ内部の問題につきましては私のほうでは詳しく調査しておりませんのではつきり申し上げられませんが、とにかく学校関係の徴収率が悪いということは３０番議員のご指摘のとおりでございます。




○大浜長弘君

　　局長答弁して下さい。




○教育長（譜久山朝直君）

　　小中学校の水道料金の未納については教育長からお答えするようにということでございますが、小・中学校、幼稚園は市の議会をとおしまして予算が更正されておりますのでいささかも滞納、未納はございません、順調にお支払いいたしております。




○大浜長弘君

　　本員が５月２７日水道局に行きまして調査した結果、先程申し上げましたように１９７０年度２月から３、４、５月とほとんど未納になつております。大きいところでは３３０ドル、１００ドル台が非常に多いんです。水道局長学校は全部納めてるか。




○水道局長（佐久川寛貞君）

　　企業会計は日にちをきめてありまして６月分の料金でしたら６月の末にピシヤツと締切ります。現在はちよつとずらして６月３０日までの水道料金は７月の１０日でピシヤツと締めております。そこまでに入らない料金は全部滞納として処理されております。それから学校の場合には恐らくそういうふうなことでその締切後になつて順調に払つておるので大体学校の場合は学校のいう滞納にはなりません。１ヵ月遅れの支払いで大体順調にいつておりますが監査にかかる時点における締切り後、滞納として処分されるということで締切りの問題でございます。そこには整理期間というふうな余裕なしに、その日に来たら次の日に払う予定があつても滞納として経理上処理されるのでその辺の間違いだと思います。実際にわれわれの手に入るのがそういうふうになるということで、そこに企業会計の厳格さがあるわけでございます。




○大浜長弘君

　　喰い違いがあるんじやないかということですか。




○水道局長（佐久川寛貞君）

　　われわれの水道会計としては滞納になつております。はつきり申し上げて。監査員である３０番議員もよくご承知のとおり企業会計としては滞納処分でもつて翌月に収納されております。官庁関係は全部か一部は滞納という格好でしか出てこないのが現状でございます。ところが向こう自体にいいますと毎月毎月順調に払つておるという回答になるが、それは締め切り後の順調ということでありましてわれわれにとつちや滞納というふうな結果になるわけでございます。




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後３時４７分　休憩）

（午後３時５６分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き再開いたします。時間延長いたします。




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後３時５７分　休憩）

（午後４時１３分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。教育長の発言訂正をお願いします。




○教育長（譜久山朝直君）

　　３０番議員に対する先ほどの回答の訂正を申し上げたいと思います。

　　水道料金を２月、３月、４月、５月分と納めてあると申し上げましたが、調査の結果未納になつておりますのでここで滞納であるということを申し上げるわけでございます。それは市からの分担金がまだ十分入つておりませんので、そういうことになるわけでございますが、入金次第すぐこれを納める手続きをいたしますのでご了承をお願いいたします。




○大浜長弘君

　　教育長の答弁では、市からまだ金が入つていないので支払いができないということですが、市は特別会計に迷惑をかけておる。しかも今度は延滞金が１日に１００ドルにつき４セント払わなければいけないと、財源は落ち込むといろいろ悪循環をきたしておるように感じますけれども、いつ支払う予定ですか。




○財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。教育負担金の支払いにつきましては半期ごとに教育委員会と調整いたしまして支払いをいたしております。たとえば半期ごとに教育委員会から今度の半期におきましては５０万ドルなら５０万ドル必要だという要求がまいります。また私どものところに資金ぐりが順調であるならばそのとおり支払いますけれども、場合によつては市の歳入が順調に入つてこない場合は、教育委員会のほうにも一時借入れ制度もあるし、５０万ドル要求がありました場合は今回は４０万ドルにして、１月ないし２月と約束をして４０万ドルで我慢をしてもらうような場合もあるわけです。そういう意味におきまして水道料金の滞納の問題は起こつたかと思いますが、今主計課長が調簿の上での調査に行つております。




○大浜長弘君

　　さつき水道局長の答弁では学校の栓を止めることはできないというふうな答弁でありましたけれども、であるならば一般家庭は止めてもいいのですか。大きなものは守つて小さなものは殺すというふうなことになりかねない。条例を守つていくのが当局じやないかと思います。当然一般家庭も支払のない場合は止めますけれども、学校もそのとおりすべきであります。もう１点は政府立高校は非常に額が大きい、しかも去年の１０月から未払いがある。2,000何ドルもある。それについて政府が市町村にそういうものの負担をかけるということは地方財政法にももとるんじやないかと思います。そのようなことで局長はどれほど学校側と交渉し打ち合わせをしたか。そのまま放つておくのか。その点をご答弁を願います。




○水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。水道料金を払わないものは条例によつて停水処分をするということがたてまえになつています。これが議会で決められた条例であり、われわれも当然これを守つていかなければいかないわけでございますが学校の場合には、もちろん水を止められると困るわけでございます。1,000数百、あるいは2,000名というふうなたくさんの子供たちのことを思つた場合、単なる金のことで停水するに忍びないということが一つ、官庁の場合には年度末には間違いなしに金は払つていただけるということが１点で今までは停水処分はしておりません。それから高等学校の場合、実際に割り当てられた予算以上に水を消費しておるのが実情でございまして、この不足額を現在のところ聞くところによりますと、ＰＴＡ会費から負担して年度末において調整しておるというふうなことでございます。

　　ところがある学校の場合は、年度末になつても調整ができずに水道局にお百度を踏んで、何とか今しばらくかんべんしてもらいたいというふうなこともありまして、この点について議会の皆さんがそういう場合は、どんどん止めてもいいというご承認がありますならば私は規定のとおり止めていきたいと思いますが、こういうふうなのをどういうふうに処置するのかということで、現在のところは停水せずにやつております。

　（「取るべきだよ」「責任をとらなければいかぬよ」という者あり）




○大浜長弘君

　　今の局長の発言は隠当じやないと思います。自分の責任を議会に転嫁している。何のための局長か、何のための水道管理者がおるのかこう聞きたいわけです。そのために局長がおり水道管理者がいると思う。要するに今後、そういう問題は条例でもつてきちんと執行していくか。議会から言われてそうするんだ、そうなると何のための条例か、その点を一つ今後は規定どおり執行して、一市民にはきつく大きなものには頭があがらない、請求をしない、気が弱くなるということではいけないと思います。そういうことで早急にそういう問題は解決していただきたい。かかることを要望して私の質問を終わります。




○椿秀義君

　　ごみ処理の問題について市長に質問いたします。

　　昔から道路とごみ処理について市民から文句を言われない市長は一生涯、市長のイスを離れることはないと聞いております。私たちの日常生活の中において、一番関心をもたれておるのがごみ処理の問題であります。首里のごみ処理場ができるまでは安謝でごみを焼けばその廃煙が市民を悩まし、またいたるところでごみの収集がおくれ大変苦情をかつておりましたが、最近はあまり批判の声が聞かれません。市長が山火事のときにいろいろと苦労された体験がごみ処理に対して払われた努力の賜だと思います。

　　現在コンポスト処理の一日の量が２５トン、焼却炉が一日１３０トンであります。那覇市の一日のごみの収集量は２２０トンと残りの６５トンが埋め立てられて処理されております。しかしながら今のままでいきますとあと１年か１年半ぐらいしか余裕がない現状であります。焼却炉については今までの２直制を３直制にして、２４時間操業のためにうまくいつてるようではありますがこれに無理があるようです。たとえば１直で９人であるが年休やまた病休によつて、５名ないし６名で操業しておる場合もあると聞いております。ここでご質問いたしたいのは第１点に、３直制を４直制にして１直を休養体制にとれないものかどうか。

　　２点目に厚生施設をつくり、休養を与え職員の健康管理をはかられる意思はないかどうか。

　　３点目にはそれに伴つて現在のごみ処理場は土地が狭隘であります。であるがゆえに隣接地を購入確保される意思があるかどうか。

　　また４点目に、現在焼却炉は２４時間フルに運転されているが、もし故障した場合はごみ処理場はまたまた大変なことになると思いますので、もう１基増設して予測される不慮の事故に備える意思はないかどうか。

　　５番目に、今のごみ収集車にはオルゴールが取りつけられていい感じを市民に与えておりますが、市民の声として朝から夕焼けこやけではセンスがなさすぎるのではないか、朝から昼ごろまでは“朝はどこからやつてくる”という歌がありますが、等々をやつて、また午後から夕方にかけては“夕焼けこやけ”と、このように流しながらやつたらすばらしいがなあと、このような声があります。その点について２本立てのオルゴールを取り付けられる意思があられるかどうか。以上５つの点について質問いたします。




○市長（平良良松君）

　　お答えいたします。那覇市のごみ排出の状況はご指摘のとおり毎年毎年増加する一方でございまして、現在では日産2百2,30トンということになつておりましてその処理の方法は今ご説明を願つたとおりでございます。

　　さらにここで環境美化運動なんかを展開いたしました場合に、このごみの排出量は現時点においてもさらに倍加するであろうということでありまして、このごみ処理場の拡張整備ということにただいま頭を痛めておるところでございます。それと同時に観光都市、明るいまちづくりなんということの中においてどうしても清掃運動を市民運動として展開していつて、一日も早く那覇のまちをりつぱにしていかなくちやいけないという緊急性も含まれておりますので、お説のようにじん芥処理場の設備については早急に研究を進めなくちやいけないというふうに考えております。しかしこのごみ問題が近代都市問題として取り上げられて以来、いずれの都市におきましてもこれが緊急の問題として盛んに論じられた結果、その処理施設につきましてもほうぼうのメーカーで新工夫をこらして、毎年毎年新しい機械設備が発明されておるような現状でございます。そこで現在当市がすえつけてあります焼却炉につきましても、も早や今日では古い型に属するというふうなこともありますが新しい型のどのようなものを据え付けたら沖繩のごみ処理に適するかという機械の種類、あるいは処理の方法などにもいろいろな意見がございます。そういつたものから今検討いたしまして早急にこの問題に答えを出して、そして促進しなければならないというふうに考えております。現在の施設を何とかフルに運転いたしまして、また当面する要求をとにかく満たしていこうということになつても相当の創意工夫をしておりますが、今ご指摘の幾つかの問題点につきましてはさらに担当部課長をして説明を申し上げることにいたします。




○総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。清掃事業の過程というのは終末処理だけではなくしてごみの収集、それから運搬、それから処理、あるいは終末の処分こういうたものを区分することができますけれども、そのいずれもが総合的にかつ有機的に行なわれなければならない、これを行なつてはじめて清掃事業全体の能率向上が進められるということで、現に首里にある焼却炉をもう１基つくるか、あるいは別の個所につくるかにつきましてはこのような現状を勘案いたしまして、基本的な構想を今練つておる段階でございます。

　　そこで現在の焼却炉ないしコンポストについてただいま椿議員がおつしやつたような数字の現況でございますけれども、実際問題といたしまして現在の機械機具が少なくとも年１回はオーバーホールしなければならない。いままでの実績からいたしまして２ヵ月に１回ぐらいモーターとかあるいはベルトとか、あるいはいろいろと部分品等が故障いたしましてごみ処理を休業するという事態もございますのでこういつた面も勘案いたしますとどうしてももう１基スペアないしは緊急事態に備えるための焼却炉は必要だと思います。しかしながら先ほども申し上げましたように清掃事業全体の計画とかね合わせて現にいま構想を練つておりますのでそれが成案を得次第具体的な方針を打ち出したいと思います。それから用地取得の面につきましても先ほど来申し上げましたように基本的な構想ができる時点において用地取得をしたいとこういうふうに考えております。

　　それから３番目に、オルゴールにつきましては二本立てにしたらどうかというふうなご指摘でございますけれども、私自身一、二の市民のほうからそういうふうな質問を受けました。実際朝つぱらから“夕やけこやけ”のオルゴールをするということ自体が非常に矛盾きわまることもありますけれども、この“夕やけこやけ”の音楽というのは２、３年前から引き続きやつておりますので、那覇市民としても“夕やけこやけ”は清掃処理場の車だというふうなイメージが（笑声あり）強いのでございますので、こういつたイメージを急に変えるということもまた市民に対するサービス問題でございますのでその面につきましては一部の意見というより全体のアンケートをとつてこれを採用したいとこういうふうに考えております。




○椿秀義君

　　先ほど３直を４直にしてそして職員の健康管理をはかる方法はないかとこのように質問したけれどもまだ答弁はありません。




○市長公室長（平良清安君）

　　ただいまのご質問にお答えいたします。ご承知かと思いますが市の職員の健康管理につきましては昨年１０月に制定しました“那覇市職員衛生管理規則”によりまして、医師である衛生管理者１人と医師でない市の職員の衛生管理者４名で１月に２回の健康相談と、それから特にご指摘のありますゴミ処理場だとか保育所等につきましては特に必要な検診等もやつておりますし、年１回の定期検診も市の責任においていたしております。これが一般的な職員の健康管理の状況でございます。具体的に３直制を４直制にしてはどうかというご意見でございますが、現在１直９人で３直制にしておりますがこの９人の人員配置につきましては行政監察課等の意見も入れまして、年休だとか病休だとか一定の権利行使あるいは余裕率を見て配置している状態であります。したがいまして現在のところ３直制を４直制にしようという考え方は持つておりません。ただ、今後現場職員の意見等を聞いて、もし相当な無理がくるという時期がきた場合にはあるいは検討もしなければならぬかと思いますけれども現在のところはすぐ４直制に持つていく考えは持つておりません。

　　それから前の議会で議員の皆さんの建設的なご指摘もありまして、ゴミ処理場の職員の労働の条件といいますか処遇につきましては相当力を入れてきたつもりであります。今回の予算でも職員の送迎用の車両を購入するとかあるいは厚生施設を建設するとか、あるいはまた４月１日から特にゴミ処理場の職員に対しては特殊勤務手当の増額を他の職場よりも大幅に引き上げるとかこのような措置をとりたいと考えております。




○総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。先ほど答弁の中に取りこぼしがありますので補足したいと思います。ゴミ処理場の職員の福利厚生施設につきましては今年度の予算案に職員の福利厚生施設として予算計上してございます。




○仲村正治君

　　売りことばに買いことばではないけれども、那覇市議会の議員の権威を守る立場から申し上げたいと思います。

　　平良市長は那覇市長のいすをねらつて１回は落第し、２回目にそれを射止めて市長になつておられますので１年生市長かあるいは落第生市長であろうかと存じます。その点では私も今回初めて議会に出て参りましたのでいろいろと教えていただくこともあろうかと思いますがそういうつもりでおつき合いをお願いしてまいりたいと思います。しかしながら議員平等の原則は議会人の特権でありますのでその権能はだれにも侵されないつもりでおります。

　（「そうだ」という者あり」

　このような観点に立つて私は那覇市民の意思を代表し、またその意思を決定する立場から常に行政執行の是非をただしていきますので、那覇市議会の権威にかけても当局のきのうみたいな不まじめな答弁はつつしんでいただきたいことを希望するものであります。以上のことを前置きしたしまして本日の質問に入りたいと思います。

　　まず本員は平良市長の都市計画事業についてお尋ねいたしたいと思います。が、きのう施政方針はからつぽじやないかといろいろ意見が出たのでございますが、これに対して明るい沖繩はこれからだよ、という野次も飛んだのでございます。しかし市長の任期中にこれくらいのことをぜひやるんだという計画でなしにぜひ実現するんだという確固とした市長の方針を明らかにしていただきたいと思います。なぜこのようなことを私が申し上げるかと申しますと、市長が今日までやつて来られたことのほとんどが前西銘市長が計画してそしてその予算の目途もつけたことばかりであります。公会堂の建設にしろ、安謝新港、下水道事業にしろ、また都市計画道路の建設や公営住宅建設、与儀公園の整備など数えあげればきりがないのであります。そこで次の点についてどのような計画を立てておられるか、そしてその計画をもし立てておられるとするならばいつ実施されるかこの点についてお伺いしたいと思います。

　　まず初めに中央卸市場の設置計画があるかどうかであります。この件は生産者と消費者との間に立つて消費物資の流通の円滑化により物価の安定をはかることによつて、市民生活を安定させる施策としてぜひ設置すべきだと思います。また本土の市を視察いたしましてもほとんどの市に中央卸市場というのが設置されております。そういう観点から市民の要求にぜひこたえていただきたいと思うものであります。

　　２番目に、漫湖の整備計画があるかどうかということであります。

　　３番目に奥武山公園の整備と管理についてでありますが、それはスポーツセンター公園としてこれまでは政府が施設も設置して管理しておる部分もあろうかと思いますが、せつかく膨大な金をかけてあれだけの施設をやつておりますけれども、日ごろは金網を張りめぐらして錠をかけて何の役にも立たないのであります。このようなりつぱな施設をおひざもとに持つている那覇市としてこの施設を那覇市の子供たちのために、市民のために活用する考えはないかどうかこの点についてお伺いしたいと思います。またこのスポーツセンター周辺には緑の多いたくさんの森になつたところがございます。本員はしばしばその森に入つていろいろ調査をしておりますけれども、ちよつとしたくふうで市民の遊歩道ができて散歩の場所ができると思います。これについて市がどのような計画を持つておるかどうかお伺いしたいと思います。

　　４点目に与儀公園の管理についてそれがどのように運営されているかどうかをお伺いしたいと思います。以上の点を質問いたしましてあとは答弁によつて、都市計画に関することについて自席からご質問いたしたいと思います。




○市長（平良良松君）

　　ご答弁申し上げる前に、昨日の私の答弁の中で議員の権威をそこねるような不謹慎なことばがあつたというおとがめで、この点につきましてはひとつ他意のない発言であつたというふうにご理解ご了解をいただきたいと思いまます。私は年長議員対しては“古つわもの”といつたり、あるいはお若い方には“少壮議員”といつたりそういう軽い意味で申し上げたことがたいへん失礼になつておられまして、この点ひとつご了承いただきたいと思います。それで現市長としては全部前市長の敷いたレールの上を走つているのではないかということでありますが、前市長が敷いてあるレールを着実に走つていくこともこれは後任市長として当然の仕事でございまして、しかも前市長の残された仕事というものは一那覇市長の問題としては責任の重過ぎるというくらいの大きな事業を請つて引き受けているわけでございます。ご承知のように新那覇港の建設というものはこれはなるほど図面をつくることは技術者で簡単でありますけれども、これを故障なく遅滞なく進行させていくということにも大きな努力が要るということはお認め願いたいと思うのであります。その他公会堂建設事業につきましても遅滞なく前進させている努力は党利党略を越えて一つ公平なるご批判をお願いしたいと思つております。今、お尋ねの中央卸売市場の設置、その他の問題につきましては部課長をして詳しくご説明申し上げさせますが中央卸売市場の設置につきましてはご指摘のようにどうしても作らなければいけないし、早急に作る考えをまとめてゆきたいと思つておりますが、位置につきましては各関係業者によつていろいろ意見がございますし、その点相当慎重に調整していかなければならない問題があるかと思います。お説のように当然那覇市として新しく特に貿易センターなどという位置づけをされた場合に中央卸売市場ということも必要欠くべからざる施設だと考えております。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。まず中央卸売市場の建設についてでございますが、この件につきましては琉球政府やあるいは農連のほうからも強い要望がありますそしてその要望の主なるものは新港計画と一緒に考えるべきじやないかという意見と、もう一つは真玉橋近くに設置すべきだという二つの意見などがあります。先程も申し上げましたが私のところでは現在那覇新港の土地利用計画を現在たてつつあります。その中で中央卸売市場の件についても考慮を払いながら審議を進めているわけでありますが、まだ煮詰つておりません。それから真玉橋付近に作つたほうがいいという意見についても新港との兼ね合いが出てまいります。そういうことで煮詰つておりませんがどうしても沖繩の人口の３分の１を有する那覇市にあつてはこの中央卸売市場的なものを設置する必要があるということで鋭意計画を煮詰めつつあります。漫湖の整備と与儀、奥武山公園の問題、これは三つとも公園の問題でありますが建設部の重点施策といたしましてこの公園を非常に重要視しております。そういうようなことから今年度は建設部の中に公園課の設置なども出ております。従来の公園の計画は都市計画のほうでやるし、植樹の関係は農林水産のほうでやるし、管理のほうは商工観光のほうでやるというように一つの公園がその建設、管理、運営、計画がまちまちになつてるようであります。このようなことではどうしても公園を充実させるということは不可能ですので新年度から公園課を設置するということも案として出ております。そういうような意味からいたしまして漫湖の整備、奥武山の問題、与儀公園の整備の問題などが議会において問題になつてくるというようなことは非常に喜ばしいことだと思つております。漫湖の整備につきましては去年も私たちのほうとしては予算の要求をやりましたが、今年度も銀行その他起債の関係もありましてこれは見送らざるを得ないような状況になつております。しかしわれわれはこれをあきらめるということではなしに、すでに設計図面も出来ておりますし早い時期に機会をみてこれを実現したい。奥武山公園につきましては現在いろいろな施設がありますが、この施設は那覇市の施設とはなつておりません。那覇市の都市計画の公園になつておりますけれどもその中にありますところのいろいろの施設は琉球政府が建設して管理するところとなつております。このようなことでこれが運営については建設局ともいろいろ話し合いをやつておりますし、あるいは都市計画審議会の中でも奥武山公園の取り扱いについては問題になつておりますが結論を得ておりません。しかしながらこれも早い時期に奥武山公園の位置づけというようなものを明らかにし十分所期の目的が達成されるようにやつてゆきたいと思います。与儀公園につきましては７０年度予算でも相当整備して来ましたが、まだ私たちが望んでいるところの日本政府の沖繩事務所と与儀公園との間にありますところの建物の撤去そこの公園化そういつたものがまだ残つております。この地域は非常に建物の撤去の不調とかいろいろ大きな問題があります。日本政府から派遣されたところの技術者たちも異口同音にいつてることは、“どうしても現在の那覇市の計画を実現すべきだ”という強い意見があります。私たちは琉球政府あるいは日本政府に対してもこの与儀公園が完成するように全力をあげて今後取つ組んでゆきたいと考えております。




○仲村正治君

　　中央卸売市場の設置につきましては当局としてもいろいろ計画をたててその位置をどこに選定すべきか検討なさつておられるということを聞いておりますので本員も了といたします。先程申し上げたように、ぜひ市民生活と密接なつながりがありますので早い機会にその実現を図つていただきたいと思います。それから漫湖の公園の整備計画でありますがこの地域は急激な発展をとげる那覇市の殺ばつとした中で自然美が残されている唯一の地域だと思います。この地域を整備することによつて那覇市民に心のうるおいを与えるものと考えております。いろいろ検討しておりますけれども財政的な問題もあつてという先程の部長の答弁でありますが、無から有を生み出すことが政治家としての手腕であるかと思います。きのうもいろいろ話がありましたが不可能を可能にすることが政治家の使命、責任だと思います。漫湖はちよつとした工夫で金を生み出す、その金で私はちやんと整備が出来ると思いますのでそういうところにちよつと目を向けていただきたいと思います。現在その場所がちり捨場か伝染病の発生源になつてることをご存知かと思いますがそういうところにもぜひ目を向けていただきたいと思うのでございます。それから奥武山公園の整備についてでございますが、これはもちろん施設管理の面で政府がやつておりますが沖繩の県都として、那覇市がそういうものを積極的に政府に対して管理を移管するよう折衝したかどうか、この点についてお伺いしたいと思います。




○第二助役（前田武行君）

　　ご答弁いたします。奥武山公園の管理につきましては、まず最初の計画では完成したのちに那覇市に移管するというような話し合いがあつたようでありますが、ところが工事が進行するにつれ建設部門、たとえば運動場、プールそのものの管理は政府が、入場者や観覧者のために荒されるグリーン地帯や植樹関係は那覇市が、このような動きになりつつあります。それで私たちは建設局長ともお話し合いをしたときに、〝このような状態じや駄目だ、移管するなら全部せよと　　将来統一すべきだ。那覇市がとるなら現段階で早く移管すべきだ。補助金をそのまま全額那覇市に向けて那覇市において工事を進行させるべきだ〟ということを話しております。ですから誰が将来管理するか、それがはつきり決まりますと土地ともに公園緑地帯も一人で管理するこれがもつともふさわしいということで話し合いを進めております。出来れば那覇市がこれをとりたい、われわれもそのような意向であります。




○仲村正治君

　　次に与儀公園の管理についてでございますが、去つた三月議会で公園条例も制定されて４月１日から施行されるようになつておりますけれども、今そこでＲＢＣ民謡録音シヨウが興行されてるということを聞いております。そのときにいろいろ夜店が出されるということで周囲に酒のみ酔つぱらいが群して、それにつられて子供たちがたかつて、いわゆる青少年不良化の場所になつていると聞いております。また四、五十台の車を芝生の中に乗り入れているということで市民の税金で作つた公園が適正管理されてないと聞いております。このことは去つた１０日の那覇地区ＰＴＡ連合会総会の席上で那覇地区青少年健全育成協議会補導員をしている方から提起されております。もしこれが事実なら平良市政は公園管理の能力がないばかりか、市民に対してまことに申しわけないと思うのでありますがその貸与についてどのような経過をみたかお答えいただきたいと思います。




○総務部長（親泊康晴君）

　　ただいまご指摘のありました与儀公園の使用許可につきましては日にちははつきり記憶しておりませんが、ＲＢＣ民謡シヨウに使用するから４月、５月の期間貸してくれというふうな話しがありまして使用許可しております。そこで市民のある方から、ＲＢＣ民謡シヨウのその趣旨に対してはわれわれも賛同するが、その事業にまつわる青少年の保護育成、社会環境の面からまずい結果があるのでこれについて改善してもらいたいというような情報もありますし、陳情もあつたわけであります。また時期を一にしまして市当局の管理者の職員からもそういうふうな話が出まして、いろいろと検討いたしましたところこのＲＢＣの民謡シヨウそのものには市当局も賛意を表するものでありますけれども、結果がこういうふうに出るのは青少年の健全育成の面から好ましくないということでＲＢＣの所属の職員を呼び出して使用取消しの通知を出しまして、いま事務を手続きしている段階でございます。市としてはこれに対して使用許可の取消しをする方針を取つております。




○仲村正治君

　　市長は施政方針の中で、那覇市は農耕地が毎年毎年宅地につぶされて無計画に市外地へ広がり、スプロール現象が起こりこれを手放しにしていてはたいへんであるということでございます。そこでそれに対処していかなければならないといつておられますけれども、本員もこれについては同感でございます。しからばこれについての具体的な区画整理計画が打ち出されてしかるべきだと思いますけれども、このことが計画事業である山下地区、小祿地区以外にどのように７１年度の予算にあらわれてきているかどうかお伺いしたいと思います。




○建設部長（水間平君）

　　６番議員にお答えいたします。市長の施政方針の中にもただいま６番議員からもご指摘のありました那覇市のスプロール現象について非常に心を痛めていることがはつきりいたします。私たち都市計画を扱つているものとしても現在のスプロール現象についていかに対処していくかということは大きな課題であります。ちなみに、那覇市内の人口集中地区の面積はいくらあるかといいますと約1,980ヘクタールあります。これは全面積の約５４％に当たります。那覇市の約５４％の地域は入口集中地区であります。この中で私ちが調査しましたところ、どうしても区画整理をしなければならないと考えられる面積が1,200へクタールあります。これは那覇市の全面積からいいまして33.6％という率であります。那覇市の３分の１はどうしても区画整理を早急にしなければならないという状態にあります。そのほかに区画整理事業とは別にこの人口集中地区の中では市外地改造計画をしなければならない地域があります。この地域が約３４５へクタールだということになつております。この区画整理区域をしなければならない地域あるいは市外地改造計画をしなければならない地域、この合計はいくらかといいますと1,557ヘクタールになります。これは全面積の42.5％に当たります。これだけの地域を区画整理あるいは市外地改造計画をするには莫大な金額を要します。しかし私たちといたしましては、それをほつたらかすということじやなしに、できるものから少しずつでも実現していこうと鋭意計画を進めつつあります。現在那覇市で区画整理をやり、あるいはその計画をやつておりますところの真嘉比、古島、壺川、寄宮こういうふうなところの面積は約４３０へクタールありますが、この中で実際に施行しましたところはわずかに7.3％にすぎません。これを日本本土に比較してみますと、人口集中面積に対して那覇市で計画立てているのは全部で13.15％、本土ではこれに倍するところの27.44％という数字が出ております。以上申し上げましたようにいかに那覇市が区画整理事業をやらなくちやいけないか、あるいは市外地改造計画をやらなくちやいけないか、その事業がいかに遅れているかというようなことがはつきりすると思います。区画整理事業をわれわれは山下地区、小祿地区で現在やつておりますけれども、あのような小さな面積にしましても莫大な費用を要するわけでありますが、私たちといたしましてはいまの事業をひとつの試金石にしまして今後財政の許す範囲において、どんどんこれを進めていくと同時にこれ以上無計画な都市ができないように、またいかにすれば区画整理ができるかというようなことについて検討を進めております。以上であります。





○仲村正治君

　　ただいまの答弁は、本員の質問に答えておりません。だからこそ施政方針は中味がないんだといわれるのであります。本員は本年度の予算の中で区画整理事業について、すでに計画されている山下、小祿地区以外にどのように現われているかを聞いたのであります。法により指定を受けております寄宮地区、真嘉比、古島そしてまた壺川地区の工事、特に寄宮地区の場合は係争中であるので、地主との話し合いで前進させたいということであります。この問題は前市長時代に施行の段階でいろいろ妨害にあつてそのままの状態になつておりますけれども、本員の聞いたところでは反対している方々は“西銘にはさせない、市長が変わればさせるんだ”ということであつたということを聞いております。そのうしろでいろいろとその反対の人たちをあやつつていたということも聞いておりますけれども、そういう地主の考え方であれば、たとえ係争中であつても、市長は変わつたし、話し合いができるじやないかと思つておりますけれども、努力したかということは聞いているわけじやない、結果としてどのようになつたかをお聞かせ願いたいと思います。




○建設部長（水間平君）

　　どうも失礼いたしました。まず寄宮地区についての経過と今後の見通しについてお答えいたしたいと思います。寄宮地区の区画整理は、６番議員からもお話しがありましたように前市長時代に計画され実行に移つされようとしたわけでございますけれども、地主側の協力が得られずに裁判沙汰になるということで現在係争中であります。しかし第２０回目の裁判で裁判長のほうから示談の申し入れなどが出ております。その裁判を維続する中にあつても私たちといたしましては地主や関係者と粘り強い話し合いを続けております。その中で一番問題になりましたのは都市計画事業をやるのに区画整理という名前でもつて都市計画をしなければならない道路の建設用地などを、関係地主にもたせるというのはおかしいじやないか、あるいはまた減歩率が非常に高いというようなことなどで問題になつていたようでありますけれども、ごく最近の話し合いでは那覇市当局の考えている区画整理の進め方について、いままで誤解を持つていたのもとけつつあります。私たちといたしましては実は７０年度にその話し合いをつけて７１年度からはと思つて、話し合いを続けてきたわけでありますけれども、どうしてもそのような便宜をすることができなくて現在に至つております。７１年度においてはもつと具体的な計画を立てて地主の協力をうるようにやつていきたいとこのように考えております。

　　真嘉比、古島の区画整理につきましては今年度も約54.000ドルほどの予算を計上いたしまして、区画整理の事業の認可をとるまでの諸作業が完了しますので、新年度内に事業認可の手続きが取れるならば、そのような手続きをとつて事業開始に踏み切つていきたいと思いますがこの中で問題になりますのは、やはり関係地主の方たちの了解を得ることが先決問題であります。地主の方たちともいま話し合いを進めておりますけれども、完全な意見の一致をみるに至つておりません。しかしながら私たちといたしましては新年度の54,000余ドルの予算でもつて一応の計画は完了いたしますので、それと同時に地主たちとの話合いを進めて解決していくようにやつていきたいとこのように考えています。




○仲村正治君

　　この区画整理事業の問題について、本員は去つた１２月議会で質問をいたしましたところ建設部長の答弁は目下係争中です、そしてできるだけ地主を説得し実施したいんだけれども、地主に負担を押しつけるような区画整理は進めていきたくないという答弁でございましたが、これをほんとにやる気があるのかどうか、まず実際に負担が重いのかどうか、その点について本土の各市を回わつて調査いたしましたところ、埼玉県の川口市、所沢市、愛媛県の松山市などでその県について調査いたしましたところ地主が２５％負担するということは、これは動かせない常識になつております。寄宮は２２％と聞いておりますけれども、これについて１２月議会で建設部長が地主に負担を押しつけるようなことでは、やりたくないというのはこれは２２％では多すぎるという意味ですがその点をお伺いしたいと思います。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。負担の問題ですが、現在日本本土で行なわれている区画整理の負担と、那覇市におけるところの地主の負担とただ平面的に比較するのは非常に危険であります。と申しますのは本土におきましては、先ほど申し上げましたように区画整理事業というのは非常に進んでおりまして、人口集中地区にしましても先ほど申し上げましたように那覇市の区画整理事業の倍以上もすでに終わつております。しかし戦後区画整理を始めた当時の日本の状況と現在の那覇市との状況を比較すべきであつて、もう落ちついてきたところの日本本土と沖繩のいまのような状態と比較することは、これはちよつと問題があるんじやなかろうかと思うわけでございます。たとえば奄美大島の区画整理事業などをみましてもはつきりしますようにその負担は日本政府、あるいは鹿児島県の、あるいは名瀬市の負担が非常に大きいのであります。私たちの那覇市の建設について日本政府やあるいは琉球政府がどのような形で援助をしてこなければならないかということとも関連いたしますけれども、日本本土においてこのような援助の仕方しかないから沖繩においてもこのような形でしかできないというようなことに対しては、非常に疑問をもつております。

　　市長の施政方針にもありましたが戦災復興都市計画事業などというような形でもつて、特別の配慮がなされなければ那覇市の建設というふうなことは不可能であります。そのような立場からいいますと現在の寄宮地区の区画整理の負担というものは、私に言わしむればまだまだ高いというように考えます。先ほど申し上げましたように、ただ現在の日本本土で行われておる地主の負担と沖繩におけるところの地主の負担とを、その年度を考えないで比較するということについては私は賛成しかねます。そのような意味で那覇市の都市計画については、やはり２５年間の歪みというものに重きを置いて、日本政府のほうからそれ相当の援助がなされるべきものだと、このように考えます。またそのような形で進めていきたいと思いますし、そのようなことが現実にすぐできないまでも、負担を軽くするような方法はいくらでもあると思います。そのようなことを探究して寄宮地区の区画整理を開始できるようにしていきたいと　このように考えております。




○仲村正治君

　　本員の調査したのは埼玉県の川口、所沢なんかは新興都市で那覇市と何ら変わつた状態ではないのであります。今区画整理が実施されておる地域はほとんど従来農耕地であつたところに、区画整理が進められておるのであります。今部長の答弁からいたしますと、まだまだ寄宮地区はこれでも高いんだということですけれども、それでは今の負担額では当事者としてはやりたくないと、また本土に復帰すれば戦災復興都市開発資金等の援助でもつてできるんだということを言つておられますが、その件についてそういう法律が適用されないうちはやらないということですか。もう１回ご答弁をいただいて私の質問を終わります。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。区画整理事業をやります場合に、たとえば私たちの計画で６メートルの道路はどうしても必要だというような場合がありましても今のような状態ではこれを４メートルにしなければならないことさえ考えられます。じや６メートル必要なものを４メートルの巾員にした場合には問題じやないかということになりますが、確かに問題であります。しかし、そのような問題は今すぐ解決しなくても、将来区画整理以外の地域がどうしても道路の巾員を拡張するなどということでやらなければいけませんし、そのような形で将来に問題を残してもいいから、一応その外廓をしつかりやつていくというのは今の段階でもできるかと思います。またそのような形で進めていかないと土地の高度利用ということは不可能であります。本当からいうと６メートルの必要な道路は、今すぐ６メートルに、１０メートル必要な道路は１０メートルにすべきであるけれども、地主の負担、あるいは関係者の負担が非常に大きいという場合には、やむを得ず最小限度の４メートルにせざるを得ないというようなこともあり得るわけでございます。そしてその問題は将来拡巾していくという区画整理地域以外の地域と同じような取扱いしていいんじやないか、区画整理をするということで完全なものを今すぐ完成させなくてもいいんじやないかというような考え方をもつております。そのような考え方に立つて、区画整理事業を何とか軌道に乗せていきたいというように考えておるわけでございます。




○議長（辺野喜英興君）

　　本日の会議はこれで閉じます。次回は明１３日午前１０時に開きます。散会します。

（午後５時２１分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
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１９７０年第１２１回那覇市議会会議録（定例会）







	○　６月１３日（第４日）
	（午前１０時０８分開議）



	（午後　５時０７分延会）










○　出席議員（２８名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　１６番　高良文雄君

　　　２番　中村昌信君　　　　　１７番　又吉久正君

　　　３番　瀬長フミ君　　　　　１８番　仲本安一君

　　　４番　辺野喜英興君　　　　１９番　金城吾郎君

　　　５番　喜舎場盛一君　　　　２０番　黒潮隆君

　　　６番　仲村正治君　　　　　２１番　久高友敏君

　　　７番　平良玄昌君　　　　　２２番　喜久山朝重君

　　　９番　金城甚松君　　　　　２３番　宮城武君

　　１０番　島袋宗康君　　　　　２４番　真栄城嘉園君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２５番　比嘉佑直君

　　１２番　儀間真祥君　　　　　２６番　安見福寿君

　　１３番　平良信一君　　　　　２７番　玉城栄一君

　　１４番　宮里敏慶君　　　　　２９番　椿秀義君

　　１５番　金城重正君　　　　　３０番　大浜長弘君




○　欠席議員（２名）

　　　８番　上原綱正君　　　　　２８番　友利栄吉君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○　説明員

　　　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　　　市長公室長　　　　　　　　平良清安君

　　　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　　　企画課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　　　行政監察課長　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　　用度管財課長　　　　　　　阿波連宗政君

　　　　土地課長　　　　　　　　　富山嘉新君

　　　　市史編集室長　　　　　　　外間政彰君

　　　　主計課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　　民生課長　　　　　　　　　武村盛秀君

　　　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　　　道路管理課長　　　　　　　赤嶺幸信君

　　　　下水道第一課長　　　　　　新垣弘君

　　　　教育長　　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　　教育次長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

　　　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　　　選挙管理委員会事務局長　　内間安秀君







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　事務局出席者




　　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君




　　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君




　　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君




　　　　調査係長　　　　　　　亀島美一君




　　　　議事係長　　　　　　　永山盛広君







　　　　記録係長　　　　　　　山城正信君




　　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君




　　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君




　　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君
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１９７０年第１２１回那覇市議会定例会議事日程第４号




１９７０年６月１３日（土曜）午前１０時開議




第１　会議録署名議員の指名

第２　一般質問

第３　議案第４７号　一般会計予算の項の金額流用について　　（市長提出）

　　　議案第５０号　一時借入金について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５３号　一時借入金について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７４号　那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（議員金城吾郎ほか９人提出）

第４　議案第３１号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３２号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３３号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３４号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３５号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３７号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３８号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第３９号　那覇市民会館条例制定について　　　　　（市長提出）

　　　議案第４０号　那覇市児童手当条例制定について　　　　（市長提出）

　　　議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算　　　　（市長提出）

　　　議案第４２号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４３号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４４号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４６号　１９７１年度那覇市水道事業会計予算　　（市長提出）

　　　議案第４８号　議決内容の一部変更について　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５１号　継続費を設定することについて　　　　　（市長提出）

　　　議案第５２号　下水道建設費を継続費とすることについて（市長提出）

　　　議案第５４号　土地売却契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５５号　土地売却契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５６号　土地買収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５７号　財産の処分について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５８号　１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５９号　牧志公設市場建設債を起こすことについて（市長提出）

　　　議案第６０号　識名納骨堂建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　議案第６１号　下水道事業債を起こすことについて　　　（市長提出）

　　　議案第６２号　家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６３号　鏡原町の区域変更について　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６４号　市道路線の認定について　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６５号　専決処分した事件の承認について　　　　（市長提出）

　　　議案第６６号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６８号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６９号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算　　（市長提出）

　　　議案第７０号　屋内運動場建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　議案第７１号　水泳プール建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　議案第７２号　幼稚園園舎建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　議案第７３号　屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第５　議案第７５号　１９７０年度那覇一般会計予算の繰越使用について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７６号　１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第６　報告第１０号　専決処分の報告について　　　　　　　　（市長提出）

　　　報告第１１号　専決処分の報告について　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　会議に付した事件

　　第１、会議録署名議員の指名

　　第２、一般質問

　　第３、議案第４７号～議案第４０号

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。

　諸般の報告をいたします。６月１２日付市長から議案の追加送付について文書が送付されておりました。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１　会議録署名議員の指名を行ないます。

　本日の会議録署名議員は、久高友敏君、黒潮隆君を指名いたします。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２　一般質問を行ないます。質問は、昨日に引き続き順次許します。




○　喜久山朝重君

　　本員は道路行政、並びに区画整理事業、国県有地の民移管について以上３点についてお尋ねいたします。７１年度の予算をみると土木費が3792,891ドルで前年度に比較して911,227ドル増になつてるがこれは４ヵ年継続事業の安謝の埋立事業費によるもので実質的には道路の新設改良費30,554ドル、排水工事費32,394ドル、その他道路関係事業費8,545ドル　計71,523ドルの減になつております。今市民が切実に期待し望んでいることは道路の整備問題が先決ですべての経済の発展は道路綱の整備以外には私はあり得ないと思います。予算をみてがつかりしているが市長の考えをお聞きしたいのであります。また市内で既設道路の整備が遅れている真和志地区、首里地区の道路計画の構想がありましたらご説明を願います。２点目は区画整理事業についてでございます。古島、真和志地区の区画整理事業はどうなつてるか、地域住民はいろいろな制限をうけて迷惑しております。また、樋川地域についてでございますが、さみだれ工事で付近住民のひんしゆくをかつている状態であり現在工事も中止され、一丈余の崖が出来て生命の危険にさらされております。何もしらない子供たちがそこで遊んでいるが親たちはいつ生き埋めにされるかわからないということで毎日戦々兢々としており、かつおこつておりこんな状態なら工事はやらないほうがいいとまでいつております。それと並んで下の方では町のまん中に仮市場を作り付近住民はいかりをぶちまけています。なぜこんな結果になつたのか、人の生命が問題になつておりますのではつきりした工事の見通しについてご説明願いたい。またそこは全琉各地の人が拝みにくる拝所がありますが〝神里の神〟の碑文があり樋川出身の今次大戦の戦没者の慰霊塔もあつて旧樋川出身の英霊１５４柱が祠られております。その慰霊塔も〝神里の神〟も無残にも便所の横に放置されて旧樋川住民1,127人、それから２５７世帯の遺族、付近住民の人たちは市民にばちがあたるのではないかといかりをぶちまけております。いくら道義が退廃したとはいえこういうことはやれないと思いますが市長の考えをお聞きしたい。次に国県有地の民払らい下げについてでございますがこのことは歴代市長が特に力を入れ取り組んでおり現在に到つております。７２年復帰の時点である程度解決すると思いますがその見通しについてお伺いしたい。特に松山町のマーニング社が使用している土地については隣接地に１干余坪の商業高校が狭まさをかこち学校当局としては早期払らい下げを待ちのぞんでおりますが復帰前に出来るかどうか、以上お伺いいたしましてあとは自席で質問いたします。





○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいまのご質問の中で道路行政については何らの配慮もなされてないんじやないかというご指摘がございますが、この件につきましては土木関係の予算のそれぞれについては伸びたのもあれば縮んだのもあるということでありますが大体事業費全体としては前年度よりも多少伸びてると思います。各事業費目ごとの予算の配分につきましては関係部課長をしてなおご説明を申し上げさせます。樋川地域の区画整理事業や樋川地域の工事のことでご指摘がございましたが、区画整理事業につきましては昨日来いろいろご説明を申し上げてありますがなおこれも関係部長をして申し上げさせることにいたします。市内の諸土木工事がほうぼうからさみだれ工事だというご指摘を受けておりますが、これはまことに残念で今日の政府補助金やあるいは日政援助のあり方等どうしても工事が予算年度の後半にしわよせされる傾向は過去１０数年の悪弊となつておりまして、このことは今後も鋭意予算消化について工事が年末にしわよせされないよう研究、改善しなければいけないと思つております。そういつた関係とそれから年度後半期に一せいに支出される工事によりまして各工事関係者が多忙を極わめ、ご承知のように天候異変がございまして予定どおり進まず、かつ悪条件が重なりましてご期待どおりの進捗状況をみてないのは非常に残念でありますが、今ご指摘の樋川の問題につきましては特にご注意もありましたので早速関係部課長に命じまして関係者の方々と相談の上即刻適切な措置をとるように指示をいたしてございます。国県有地開放問題につきましてはわれわれ常日頃からこれを主張いたしまして、ご承知のように私も就任以来このことにつきましては行政府や立法院に対しても、また直接米国の弁務官、あるいは民政官にも訴えてまいつております。また総理府や防衛庁にもそのことを訴えてまいつておりますが、問題はやはり日米琉政府の高次元の外交問題にも直接触れてゆく問題でございまして市長だけの努力ではどうにもならない現状にございます。しかしながらわれわれとしてはあくまでも那覇市民の要求をぜひ反映してこの問題を解決していただくよう今後とも要請する努力を続けてゆきたいと考えております。なおその詳細につきましても関係部課長をしてご説明させることにいたします。




○　土木部長（内間安春君）

　　ご質問の真和志、首里地区の道路整備事業はどうなつてるかということに対しお答えいたします。ご承知のとおり特に真和志、首里地区におきましては道路密度が低いし、さらに道路の整備が十分なされてないような地域がございまして道路による地域開発、並びに生活環境の整備が十分やられてないという地域でありますがこれは市道の認定の指定を提案してございますが、今後積極的に市道を認定いたしまして、それに基いて市道としての整備拡充を逐次はかつてゆきたい。さらに現在施行されております繁多川幹線道路これに関連いたしましてそれに接続する道路も整備してゆきたいと思います。首里地域におきましても最近住宅地が随分伸びておりますので今後市道認定と関連いたしまして整備してゆきたいと思つております。ご指摘のありました樋川不良住宅街道路新設工事の件につきましてはそういう事態を生じたことを深くお詫び申し上げます。その経過についてご説明いたしますと、この工事は入札の時点で拝所と二軒の建物がございましてこの移転の問題で業者のほうにいろいろ困難が生じまして建設部と調整した結果、拝所の問題は関係者と建設部の補償係がこの移転をはかる。さらに住宅につきましては補償をして家主がその移転をするということが明らかになりまして、それに基いて入札をいたしました結果6,400ドルで玉一土建と契約いたしまして５月４日に工事着手したわけでございます。それと相前後いたしまして契約者であります玉城氏の子供が交通事故にあいまして死亡いたしております。それで家庭の事情、さらにシヨツクによりまして一時工事を中止しているような状態でありましてこの工事の早期再開につきまして業者といろいろ相談しておりますが、来週中にはさらに具体的に業者と協議いたしましてご期待にそうようにこの工事の完遂に努力しようというふうに思つております。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。まず古島、真嘉比の区画整理事業についてでございますが、きのう６番議員からも同様のご質問があつたわけでございますけれども、その中で新年度の予算として調査費用が54,000ドルというように申し上げましたが単位の読み違えでございまして5,400ドルでございますのでこれを訂正いたしたいと思います。ご承知のように真嘉比、古島の区画整理事業は６４年６月頃から基礎調査が始められておりますが、現在の段階では新年度に事業認可を受けるに必要な作業が７１年度中には完了する予定であります。そこで一番問題になりますのは何といいましても地主の協力が得られなければ区画整理事業は絶対に出来ないといつても過言じやないと思います。そこで私たちといたしましては地主との話し合いを強力に進め地主の協力を得て７１年度に事業認可が得られるようにやつてゆきたいと思います。地主の中にはわれわれの考えている区画整理事業というものをまだ十分に理解してないむきもありますが、話し合いを積み重ねてゆくことによつて十分理解が得られるものと思つております。次に、国県有地の開放問題に関連して特にマーニング社についてのご質問でありますが那覇市内に国有地が約６０万坪あります。県有地は約２３万坪あります。国県有地約８３万坪という土地がありますが、これは財産管理課が管理しておりまして私たちが都市計画をしてゆく上において十分使えないような状態にあります。特にマーニング社の場合は那覇市内の中心部にあつて約14,000坪使つております。この中に国有地500坪、県有地2,500坪、市の土地が約5,000坪、都市計画を進める上においてこれだけの大きな土地があります。それと同時に商業高校の実情をみますと便所も作れないような状態であります。私、休み時間に行つてみましたが子供たちが順番を待つというような状態であります。そこで便所を作る用地を確保することさえ困難な状態にありながらその周辺に国の土地、県の土地、那覇市の土地があり、それが自由に使えないということは非常に残念なことだと思います。このことにつきましては商業高校の職員あるいは生徒会、父兄なども非常に関心をもつておりまして、これの開放運動に立ち上がつてるようなことを聞いておりますが私たちといたしましてもこのマーニング社の専有している国県有地並びに市有地を一日も早く開放していただいて商業高校はもちろんのこと都市計画事業に利用できるようにやつてゆきたいと考えております。




○　喜久山朝重君

　　道路行政について１点お伺いいたします。こんな予算で全那覇市の道路行政を行つた場合に那覇市の道路綱の整備は一体何年かかるか、またその見通しについてお伺いいたします。




○　土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。具体的な資料については手先に持つておりませんが、市道としての根拠は一応幅員５ｍ５０に拡幅しなければ対面交通が可能でないわけです。それで５ｍ５０に幅員を拡幅するという計画によりますと２０年間、約６０％そこらの目標であろうかと思います。




○　喜久山朝重君

　　２０年ですか、それではもう一点お伺いします。バイパス線の付近の住民は旧道とのつなぎの不手ぎわからたいへん迷惑をしております。その地域の幹線道路の計画はどうなつておりますか、真嘉比、古島のその点についてお伺いいたします。次にバイパス線安謝～内間間の計画道路について土地買収でたいへん難航しておるようなことを聞いておりますがその点についてもついでにお願いします。




○　土木部長（内間安春君）

　　現在政府が施行しております４１号線、すなわちバイパス道路の大道から真嘉比、古島地域の４１号線に対する取り付け道路につきましては、当初この計画ができ、さらに工事が施行された段階では２線を残しまして全部閉鎖するということになつておりますが、その地域の住民から陳情もありましてさらに那覇市といたしましても、この問題についていろいろ現地を調査して対処いたしました結果、さらにそれに基づいて政府の建設局並びに民政府と調整を重ねましたが一応は閉鎖は保留する。さらにでさる限り接続道路によりましてその地域の開発並びに交通輻湊を起こさないような状態の複線を計画をするということで話し合いがもたれたわけです。さらに横断歩道橋の設置次は歩道地域の改装という問題については、一応政府と了解を求めましてその線で工事が施行されるということになつてございます。安謝の道路につきましては、所管が建設部でありますので建設部長にお願いしたいと思います。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。安謝～内間間の道路建設に伴う用地買収、物件補償等についてお答えいたします。この道路内で買収に予定されている地主の方たちの中での不満の主なるものは、土地の評価についてであります。その次に残地の補償についてであります。その次に潰地の補償についてこの３つが主なる理由になつております。しかしながらこの評価の問題につきましては、私たちといたしましては評価委員会の評価などにも基づいて、あるいはまた琉球政府がバイパスをつくる際に買収しました、そういつたふうな状況なども勘案しまして決めておりますので一部の地主の方たちがいつているように決して安い評価じやないというふうに私たちは思つております。残地に対する補償はやることになつております。それから潰地に対する考え方であります、那覇市内には十数万坪の潰地がありますけれどもこれに対する補償は何らされていない現状であります。しかしながらこういうふうに新しい道路をつくる場合は潰地の問題を解決しなければうまく話しが進みませんので、私たちといたしましては潰地はその周辺の地価の約半分、２分１ということで評価を進めております。このことは何も安謝～内間間だけではなしに琉球政府もそういうふうなことですし、私たちが現在やつている繁多川に通ずる道路についてもそうですし、ほかの事業との関連もありますので潰地については２分の１の評価でもつてやつていくことは、これは妥当な線じやないかというふうに考えております。見通しについてでありますが、私たちが誠心誠意説明を続けていきやあ必ず実現できるものだと考えております。




○　喜久山朝重君

　　もつとはつきりさせたいと思います。その建設道路は大体いつごろから着工するんですか。それから、さつき説明しておりましたがこの潰地についてはほかの土地の評価の５０％に押えたその根拠、基準は何からきているか。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。その工事につきましては日本政府からの援助もついていますので、次年度は内間のインターチエンジから約８００ｍの地点、内間インターチエンジと安謝とのその中間辺までの工事、これが着工できる見通しであります。潰地についての２分の１の評価の基礎ということでありますけれども、別にこの潰地に対して評価の基礎みたいなものはないわけでありますが、琉球政府のバイパスをつくる際にその買収している家屋も周辺の２分の１でありますし、また現在の使用の状況などからいつてその５０％を評価するのが妥当じやなかろうかというふうなそのようなことでやつておるわけでございます。何も２分の１という確たる科学的な基礎があるということじやなしに現在、沖縄の潰地問題の解決だとか、そういつたふうないろいろのものから判断して、琉球政府あたりも２分の１でやつておりますのでわれわれもそれについてやつていくべきだということであり、しかもこれが琉球政府や日本政府の援助によつてやつている関係もありますので、援助元が同じでありますからやはりその評価などというものは、琉球政府などに準じてやるべきもんだというふうな考え方で進めております。




○　喜久山朝重君

　　では樋川の問題についてもう一ぺんお伺いいたしますが、工事着工の遅延と、それから工事着工の遅延によつて付近の人がたいへん迷惑をしておる。たとえば、銀行に申し込んで抽選で復金のくじも当たつたが、その工事の着工が遅れたためとまつた。さみだれ工事のために物価は上がるし、時期は逸するし、そして向こうからも断わられたとこういうふうにしてたいへん迷惑をいたしておりますが、この人たちが〝再査定をしてくれるようにお願いをしてくれんか〟といつてきているが、当局としてはこれを受け入れる意思があるかどうかその点についてお伺いします。また、さつき見通しについては、はつきりした確答を得ておりませんのであなた方も現地を見てわかるようにして、いつ何どき子供たちが生き埋めになるかも知らんような状態でございます。いつごろ着工し、いつごろ完成するかはつきりしたご返答をお願いいたします。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。この樋川の不良住宅街改造の事業は６４年から計画されて実施されておるわけでありますが、この工事に要する総金額は約４５万ドルぐらいかかることになつております。そこで７０年度までに、物件補償あるいは工事などは完成していますのは総額にして約３２万ドルの事業が進んでおります。残つた事業は約１３万３,０００ドル、これは物件補償工事あるいは擁壁工事そういつたふうなものを含めてでありますが、あと13万3,000ドルぐらいかかる予定であります。ご指摘のとおりこの物件補償などにつきましては当初の算定と現時点での算定ではずいぶんの違いが出てきているものだと思います。その事柄については今後折衝を進めるなかで適正な補償額を設定していきたいとこのように考えております。私たちの計画といたしましては、７３年までには少なくとも完成をいたしたいというふうに考えていますけれども、この補償のいろいろな問題などがありまして、しかも、当初考えられていた１３万３,０００ドルというこれだけ莫大な事業でありますし、非常に危惧しておりますが付近住民に非常に迷惑になつていますので、７３年度までには何とか工事が完了できるように努力していきたいとこのように考えております。




○　喜久山朝重君

　　部長のちよつと焦点が違つておりますからね、私が聞いているのはね、いま工事を。




○　土木部長（内間安春君）

　　樋川不良住宅街の道路工事につきましては、先ほども申し上げましたとおり工事が遅れました理由は拝所である関係上、業者がそれに対する移転、その他と諸経費の問題でいろいろちゆうちよいたしまして、当初入札した工事が一応業者の申し出によりまして断わられたわけでございます。断わられまして、さらに新しく入札、契約を立てましてそれによつてこの問題の一応の見通しをつけましたので落礼者が決定して工事にかかつたわけでございます。

　　それで先ほど申し上げましたとおり工事が中止の状態になつておるのは、向こうといたしまして、この工事の契約者であります玉城氏の子供が交通事故に合いまして亡くなりました。そのために同人はそのシヨツクとさらに体制を建て直すということで工事が停滞しておりますが、この工事の見通しにつきましては業者とさらに調整いたしまして、そのとおり工事を継続するかあるいは業者がこの工事を推進する意思がなければ解約をして業者を替えて工事を再開するんだという問題がありますので、この問題を来週中には決定いたしまして工事の再開の時期、工事の完了の時期を明確にいたしたいと思います。先ほど契約金が6,400ドルと申し上げましたがこれは誤りでありまして、7,590ドルであります。以上。




○　喜久山朝重君

　　最後に市長に要望を申し上げておきます。いま質問をしたとおり向こうは拝所があり慰霊碑があり、そういう尊厳さるべき全琉の人たちが拝むようなところを碑文も慰霊碑もたたきこわして便所の横に放置しているという、あの状態を市長じきじき視察していただいて、早急に善処するように希望申し上げまして私の質問を終わります。




○社大（国吉辰雄君）

　　本員が通告してありました発言事項と発言要旨がきのう行われた２９番議員と同じでございますので、当局の答弁を了といたしまして棄権いたします。




○　中村昌信君

　　本員は質問に入る前に市長を激励してから質問に入りたいと思います。去る９日の市長の施政方針並びにきのうまでの各派代表の質問に対して、市長が過去１年間の市政担当者として３０万那覇市民の生活と権利を守り、さらに生命と財産を守るために、その先頭に立つて勇敢に、市政を執行していることに敬意を表します。

　　平良市長は那覇新港の建設、安謝の第４次埋め立て、公会堂建設、上下水道の整備促進、公園の整備、公営住宅、保育所の増設等、新しい町づくりの基本的事業に全力投球を行ない、また市民福祉増進のためにはごみ、し尿処理体制の確立、下水道の供用開始と設備資金の貸出し、給食センターの設置、保育所の完全給食、児童の交通対策、ガードレールの設置、教育委員会とのタイアツプによる学校運動場の開放、カギツ子対策、さらに市民のための市役所づくりには行政執行体制確立の強化を行ない、市職員の職務規律の強化、研修制度の拡充による資質の向上、採用試験による情実人事の廃止、請負制度の民主化と入札保証金の廃止、市民相談室の設置、また７１年度に向けてはきびしい財政環境の中で2,729万ドルの財源を確保し、新都市計画事業の推進、住宅難の解消、環境衛生の強化、特に長い間問題になつていた牧志公設西市場の建設、近代的都市づくり、市民福祉の向上、児童手当の新設、教育の充実、公共施設の整備等を重点に総予算が編成されていることに対し本員は心から敬意を表すると共に市長はますます自信と勇気をもつて那覇市３０万市民の福祉増進と７２年返還に向つては県民の要求する即時無条件全面返還の闘いの先頭に立つて頑張つていかれんことを要望し２、３点お伺いいたします。

　　第１点、公害対策について、現在行政府当局は石油アルミ事業など戦略産業として積極的に乗り出し、また先に発表された長期開発計画の基本構想も資本の導入による工業化を軸として経済振興のビジヨンをうちたてています。しかしここで私たちが一番恐れるのは政策を推進するにあたつて、産業公害を十二分に理解し完ぺきな防止対策をもつてのぞんでいるだろうか、私たちはこういう不安と疑問を強くいだいています。当然、基地経済から抜けだして経済基盤を固めて、そして民生の安定と向上をはかるには、工業化の道を選ぶほかはありません。ここで戦略産業といつても、生産や、消費、その他の波及効果を通した経済的価値とともに県民の福祉を阻害する害毒の大きさも、十分認めねばなりません。工業の発展が直ちに公害の拡大と即断するものではありませんが、今日の先進工業国における社会悪の現象をつぶさに考えた場合、公害の排除について優先的に検討しなければならない問題であると本員は思うのであります。このような対策を伴わない産業開発は近い将来においていろいろな公害を発生させ、往民の福祉どころか生活を危険にさらし、これを破壊するもとになりかねないのであります。これは現代の工業地帯における多くの事例が実証していることであります。よつて今後起こりうる公害の問題に対してどう対処していくか、現に壺川一帯では昼は煤煙になやまされ夜は騒音になやまされて安眠もできない状態であります。

　本土においては市町村自体で条例を制定し、市民を公害から守つているところもあります。今後那覇市においても条例を制定するお考えはありませんかお伺いいたします。

　　第２点、保健衛生についてお伺いいたします。

　その前に、本員が去る９月の定例議会において強く要請した学校給食の栄養士の配置について完全に各学校に配置されたことに対し感謝申し上げます。では質問に入ります。初めに教育長にお伺いいたします。

　去る６月１０日のタイムス朝刊によりますと、具志川市高江洲小学校において児童２６名と教師の集団結核患者が発生し、今大きな社会問題としているところに今度は喜屋武小学校における結膜炎の流行が関係者に大きなシヨツクを与えております。

　このことについてわが那覇市においてはその対策はなされているとは思いますが、小中学校の健康管理はどうなつていますか。また予算上から見た場合現在の校医の手当が４０ドルから１０ドルアツプして５０ドル計上されているが、そのような手当でやる医師がいるのかどうかお伺いいたします。

　それと関連して風しん児についてお伺いいたします。

　現在那覇市における風しん児は何名位いますかまた各学校にその特別教室がありますか、あるなら何校ありますか。またその予算は十分処置されていますか。また今後の対策についてお伺い申し上げます。実は５月２０日付沖縄タイムス朝刊によりますと、本土の同胞から約４万ドル余のカンパが送られてきましたが、その窓口がきまらず宙に浮いていたことがあり最近窓口が決定されたようです。再びこのようなことがないように、またわが那覇市においても一度その対策をとるためにお伺いしたわけです。

　次に経民部長にお伺いいたします。

　結核のない明るい家庭、明るい那覇市にしましようとキヤツチフレーズを掲げて４月１４日から那覇市並びに那覇保健所の共催で大がかゝりな集団検診が行われているようですが、本員が調べたところ３０人来満の職場１７万人を対象に検診したところわずか５％から１０％程度で大変低調のようです。どこにその原因がありますか、またこれに対する対策についてお伺いいたします。


　　第３点、道路工事関係についてお伺いいたします。

　道路工事に際して今日まで常に附近住民から苦情や、まさつがありまた、交通の混雑で市民に大変迷惑をかけておりましたが、最近与儀方面や市場方面で行なわれている工事で市民からの苦情やまた交通の混雑もありませんが、その他の地域における工事もそのような方法で工事はできないものか、またどういうふうに工事が行なわれているかお伺いいたします。

　また本員が調べたところ平良市長になつてから市道に認定された道路は８０％が舗装されているように聞いています。しかし実際問題として２２番議員からもご質問がありましたようにまだまだ道路の整備は不十分だと思います。

　このことは市道に認定されない私道路が多いということなのかお伺いいたします。

　次にバイパス工事と栄町一帯の工事について、７２年完成を目標に琉球政府1,280万ドル米民政府が７００万ドルを投じて着工されている工事が今だ1/6程度しか完成していない。特に安里交差点を中心とする工事が未だ４０％の状態であります。この工事の関係で栄町一帯が名にふさわしい栄える町ではなく、今はきようの生活はどうするか明日の生活はどうするかと毎日が暗い栄町になつている状態であります。また栄町一帯から強い要請もありますし市民の生活を守る立場から早期工事の完成をするよう行政府当局に要請していただくよう要望します。あとは自席からいたします。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先日きびしいご叱正を受けておりまして、私の姿勢がどこにまじめさを欠いているかということを強く反省しながら皆さんのご意見を拝聴しているところでございます。いわゆる現地主義でもつて、あるいは市民対話でもつて明るい市政を築こうという努力はあいかわらず堅持しているわけでございます。しかし私が現地に赴いていろいろな市民の苦情を聞いてまいりますと、関係者の方々も市政のあり方に理解を深めてこられて漸次評判がよくなりつつあると私自身考えているわけでありますが、さらにただいまの２番議員の力強いご激励をいただきまして、これがほんとうの市民の批判ではないかというふうにますます自信を深めるわけでございます。しかしながらそのようなご好評をいただきましてもやはりそういうことにおぼれず、なおお約束した姿勢、態度を持つて今後とも努力をしてまいりたいと思います。願わくば３０議席の議員諸公が漸次ご理解を深めていただきまして、一丸となつて明るい住みよい豊かな那覇市づくりのためにご協力を賜わりますように繰り返しお願いを申し上げましてご質疑の点に触れていきたいと思います。

　　公害問題といいましてもその範囲はかなり広いものでございまして、さしあたり都市公害の最もひどいものが交通公害だと言われておりまして、これは日本においては平日でもベトナム戦争で死ぬ戦死者の数ぐらい交通事故で死傷者が出るといわれておるほどでありまして、この問題をはじめ都市の工業化に伴なつて出てくる公害問題というものはゆるがせにできないような今日の状態でございます。しかしながらわれわれは公害をおそれて都市の工業化、あるいは産業の発展にブレーキをかけるようなことがあつてはいけないと考えます。問題は工業を誘致し産業を発展させる対策を講ずると同時に、それら関係企業の方々のご協力も得て公害対策というものについては関係者が一致協力して十分なる対策をこれから講じていかなくちやあいけない最も重要な問題だと考えておるわけでございます。ご指摘の壺川のばい煙の問題につきましては市役所からも平日もよく見えまして付近住民のご迷惑もさぞかしと思うわけでありますが、これに対しましてはいま具体的な折衝を始めようと考えておりましてそのことについては担当部課長からなおご説明を申し上げたいと思います。

　　道路行政につきましては先ほどもご質問の中で多少触れてまいりましたが

　　　　　　（「簡単に」という者あり）

　例年この問題について頭を悩ましておるわけでありまして、都市地区における道路の改造ということがいかに至難なわざであるか、またそうした事業を推し広める一方、那覇市が便利になればなるほど地方からの人口流入といつた現象もございまして、そういつた市民需要に対応のできないような実情にあるのはすでにご承知のことであります。しかしその中でも例年土木費を計上いたしまして、道路行政についても鋭意打開の道を講じていきたいとこういうふうに考えております。しかし繰り返し申し上げますように那覇市の貧困財政では、たとえば現年度の予算において土木費の予算の中に占める割りが13.9％。次年度は17.3％というふうにその比率を高めてはまいつておりますけれども、山積しておる道路需要に対してこれからやはり新都市計画等々とにらみ合わせておくれておる那覇の財政問題から解決していかないとこの道路問題の基本的な解決にはならないんじやないか、とこういうふうに考えておりましてその方面で鋭意努力をしてまいりたい。一例を申し上げますと先ほどご指摘いただきました樋川の問題につきましても２２番議員が特にご関心が深いわけでありますが、これも那覇市議会で問題になつてからもはや１０余年を経過している。その当時に比べますと、当時早速手をつけておればもつと予算も小さい額で済んだかもしれませんが、年々増加する物価等々と相まちましてますます住民の権利意識も強くなり物件補償等の問題等もますます困難になつてまいりまして今日まで延引しているような状態でございます。道路行政がただ無人の荒野に道をつくつていくといつたようなものではなくて、都市の中での道路行政がいかに困難なものであるかということもご理解いただきまして、これは議会、当局ともにご協力くださいまして今後の道路行政の推進に努力していきたいとこういうふうに考えております。

　　その他の問題につきましては関係部課長をしてお答えさせることにいたします。




○　教育長（譜久山朝直君）

　　２番議員にお答えいたします。栄養士の各学校完全配置につきましては、昨年北部における学校給食からの集団中毒事件もございましたのをひとつの反省事項としまして、われわれ委員会としましては学童の給食による事故を未然に防止するという意味におきまして栄養士の完全配置をぜひことし中に達成していきたいというふうな計画のもとに進めておるわけでございます。議会のご協力をぜひお願い申し上げる次第でございます。

　　次に高江洲小学校における集団の結核児童の発生、並びに喜屋武小学校における集団の結膜炎の発生はともに学校保健の強調される現代の学校経営のさ中におきまして、まことに教育行政の問題点として遺憾に思うところでございまして、これはひとり行政区域が違うからというので決してこれを対岸の火事にするわけではございません。早速われわれ那覇の委員会としましても現在営んでいる学校保健の那覇の実態を検討をいたしましたところ、まず現在の状態は完璧ではないけれどもこれだつたら当分の心配はない、がこれからもいつそう努力しなければならないということがいえるわけでございます。と申しますのは結核問題につきましてはこれまで毎年というほど１学期中にツベリクリン反応を小中学校全員に実施いたしておるわけでございます。そしてその中から陽性転向した子供さんをさらに間接撮影いたしまして、さらにその中から疑問のものを取りまして医師の精密検査をさせて、最後に医者の処置を求めるというふうにしておりますのでほとんど早期発見ということができておるわけでございます。これは教師、児童生徒ともに同様でございます。それで１学期中と申し上げましたがすぐ夏休みにかかりますのでそういうお子さんたちにつきましては夏休みが唯一の療養の期間とするのがひとつのたてまえとしてやつておるわけでございます。

　　なおこれまでこのツベリクリン反応やあるいは間接レントゲン撮影というのは比較的安いのでいろいろやつておりましたが、これから結核予防協会がこれをやることになりましたんで有料制になりまして、児童生徒１人当たりの検診料が１０セント。それから間接撮影レントゲンが１人当たり２０セントとなつておりますがこれも委員会の費用でぜひ計上して全員もれなく受検できるように措置するということにいたしております。

　　なお子供さんの病気にはよくおなかから生ずる病気がございますので検便ということも年１回はどうしてもやらなければなりませんので、検便の費用も委員会の費用に計上しまして、これもひとつ全児童生徒が検便にあたれるようにやつている。いわゆる早期発見、予防、そして治療という方向に健康管理を十分営んでおるわけでございます。

　　なお先ほども関連しまして給食の集団中毒の問題について触れました。学校給食はせつかく議会のご協力によりましてりつぱなセンターが３つもできております。また単独学校でも給食調理場ができまして５万の児童生徒が一様に完全給食の思恵に浴しておるわけでございますので、この一番大事なのは調理にタツチするところの調理員でございますのでこの調理員の保健管理というのが一番大事でございますので、われわれはこの調理従事員の検便並びに健康管理ということを十分慎重にいたしまして、検便につきましては毎月もやるまた臨時でもやる、健康管理も随時にやるというふうに常に心掛けておるわけでございます。

　　以上が学校の保健管理、今回の集団結核及び集団結膜炎といつたようなものに対する問題でございますが、いまのところこういう結核並びに結膜炎という実績は集団的には発生いたしておりません。もちろん部分的には幾らかございますけれどもこれが非常に集団的性に発生するということは流行性のいわゆる、かぜ以外はいままでございません。流行の風邪という場合でも早速校医または保健所のほうと連絡いたしまして時には学級閉鎖、この学級閉鎖というのはどういうことかといいますと、他に流行させないという万一に備え医者の専門的な立場から認めた場合に学級閉鎖ということがあります。非常に悪化したために閉鎖した場合もございますが、これは今のうち登校を止めておいたほうがこれ以上の莫延を防止することが出来るという場合にも学級閉鎖をすることもございます。これは専門の医者の意見を十分採択するということになります。次に校医の報酬につきましては僅かな報酬ではどうだろうかというご意見がございますがごもつともでございます。われわれとしましてはもつと差し上げてもいいんじやないかというようなことも考えましたが今年は予算案には１０ドルアツプの５０ドルというふうに計上してございます。そのほかに今度は定期の健康診断をお願いするわけでございますが、その際に生徒さん１人あたり１０セントの割りで予算に計上してございます。それから校医には内科を担当させる方と、歯科を担当させる方とお二人各学校に配置してございます。次に風疹児の件でございますが、現在那覇市には該当する風疹児が９７名おりまして、開南小学校３３名、壺屋小学校校２４名、大道小学校４０名で、教室数は今のところ、三小学校に余裕がございましてそこを使つてるわけでございますが、次第に教室のゆとりが出る小学校を使いまして実情に応じて拡大してゆく方針でございます。

　　　　　　（「質問外」というものあり）




○　総務部長（親泊康晴君）

　　２番議員のご質問で１９７０年度の結核集団検診の受検率が悪いんだが、これに対する今後の見通しはどうか、理由はどういつたところにあるかというふうなご質問のようでございますけれども、今回の市当局の集団検診の実施に当りましてはいろいろな立場から検討いたしまして市民への呼びかけを強力にやつて来たつもりでございます。具体的に申し上げますと、まず市民への呼びかけ方法といたしましてチラシ52,000枚を印刷配布いたしましてそれを市内の小中学校の児童生徒を通じまして各家庭に配布させたわけでございます。それからコミユニユケイシヨンの利用といたしましては琉球新報、沖縄タイムス両新聞にも広告として掲載してあるわけでございます。市民の友にも大巾なスペースを利用いたしまして市民に対する周知徹底をしたわけでございます。それからその他の関係機関といたしましては琉球結核予防協会、沖縄療友会、それから那覇市役所、三機関で広報の面でお願いしたわけでございます。結果といたしましては２番議員のご指摘のとおり市当局は171,000名を集団検診の対象としておりましたが、実際その受検を終つたのがそれの約6.7％の11,000名というふうな受検率に終つた次第でございます。市当局としてはできるだけ万全の策としてピーアールしたわけでございますがこれは得てして一般市民の結核に対する認識の薄さと欠如によるものではなかろうかと考えております。従いまして、これに対処するために今後市といたしましても政府と連けいを密にいたしまして予防衛生に対する認識をより向上させるように今後衛生行政を強化してゆきたいと考えております。




○　土木部長（内間安春君）

　　道路並びに下水道工事施行につきましてご承知のとおり市内各所において道路工事、下水道工事、そのほかの工事が行われておりますし、また今後も強力に行われるわけでございますが、この工事の施行体制につきましてはわれわれは絶えず努力を重ねております。もちろん業者自体の技術の問題、また施行能力の問題もありますが、さらに市の工事施行管理体制と両方相まつてはじめて成果が期待できるものというふうに考えます。幸いにいたしまして、今回の開南十字路、さらに新天地通りではじめて推進工法を施行いたしました。その成果は十分上がつておりますので今後も新しい工法で工事を推進してゆきたいと考えております。市道の舗装問題につきましてはご承知のとおり市の道路需要というものはますます高まるばかりでございますし、さらに道路の改修舗装率が低いということでございますので今後この道路の質の向上と施行方法の改善、さらに改修舗装の促進という面に努力してゆきたいと考えております。次は政府４１号線の工事の促進並びに政府との協力体制につきましては現在安里三差路で行われております第二工区、この工事は１１月３０日には完成するという見通しであるようであります。さらに壺川のほうは８月３１日までには工事を完結するというふうになつております。この工事の完成につきましても今後とも市の協力できる範囲内で協力しましてこの施行の促進に当つてゆきたいと考えております。




○　又吉久正君

　　本員は一般質問をする前に当局が議会に対する姿勢について申し上げてみたいと思います。きのうも議会運営委員長から議会に対しまして運営上のことで意見がありましたが私もそれに賛成するものであります。従いまして、従来議会において市長の施政方針に対する各派代表質問または一般質問における当局答弁で助役、水間部長は議員に対してやゝもすると感情的、かつ反抗的態度で議会に挑戦し議会を混乱に陥し入れてる傾向がある。たとえば11日の施政方針に対する質問の中でも市長は新政会代表の仲村議員に対しまして一年生議員だからうんぬんとか、また公明党代表の長浜議員に対しては

　　　　　　（「長浜議員はいないよ」というものあり）

　線香をたきすぎて煙でうんぬん、または喜舎場議員に対して反省を求めたりすることは新政会や公明党議員に対する侮辱行為であると思います。また去る議会において水間部長は議員の質問に対し短気をおこし、失言して議事録の訂正をしたりする行為がみられるが、その点市長並びに建設部長は改めてもらいたい。議員がいかなる質問をしようが冷静になつて答弁するのが当局としての責任だと思います。よつて当局は議員の質問に対する答弁はその質問の要点をとらえて誠意をもつて明確に答弁することによつて議員も当局に協力的になると思います。平良市長は長年立法院議員をしておりました関係で選挙の立ち会い演説と間違つて、何か議員のかぶとをひとつ脱ぎたいという気持の議会答弁をしている感がしますのでその点も改ためてもらいたいと思います。次に一般質問に移ります。一番目に学校運営並びに児童生徒への保護育成について質問いたします。最近の新聞を見ますと特に中南部の学校で生徒が集団で暴力をもつて先生に傷を負わしたり、生徒同志が集団で同級生を呼び出してなぐる、あるいは生徒の小使い銭を7.80ドルも巻き上げたり、また児童生徒の結核集団発生が出たりして、生徒を持つ父兄は安心して学校に行かされない状態であります。私たちの小学校時代には〝三尺離れて師のかげを踏まず〟ということで先生が14、5メーター前からいらつしやると、立ち止まつておじぎをし、ごあいさつをしてから通りすごしているような状態でありましたが、現在は社会的問題もいろいろあると思うけれども、今後におきましてこの点について教育長のご見解をお伺いいたします。次に城東小学校が今度新設されるようになつておりますが、当初の予定地を石嶺４丁目の「まさひろ酒造所」の付近につくられるということを聞いておりました。また付近住民もその場所に誘致して学校ができるんだという喜びもあつたようでございまするが、その城東小学校の場所の変更した理由その点につきましてもお伺いいたします。結核問題におきましては２番議員に対するご答弁によりまして了といたしますので質問はいたしません。

　　次に、平良市長が市政担当してから２年目を迎えることになりましたが、平良市長は前任者西銘市長の計画によりもろもろの事業を引きつぎ、その事業を着々執行していることに対しましては高く評価し敬意を表するものであります。しかし埋立事業、那覇新港の建設事業、公会堂建設事業、上下水道事業、公営住宅建設事業、道路行政、与儀公園その他の社会福祉関係の大きな事業はほとんど前任者が起こした事業であることは、平良市長始め市議員も与野党を問わず異存なく認めることと思います。従いまして平良市長の７１年度予算を見た場合、平良市長独自の目立、大きな事業はなに一つない。本員は７１年度予算は革新カラーを打ち出して大きな事業をひとつふたつやると思つて期待したのでございます。そこで平良市長は自からの事業計画はないのかどうか。もしあるならば明確にご答弁をお願いいたします。この件につきましてはきのうのご答弁にもありましたが、住宅問題そういつたのはわかつております。次に公会堂建設に対する寄付金が１６万ドル当初計画より予算計上してありましたが、現在わずか15,000ドルぐらいしか集まつていないということでございます。よつて７１年度予算にも１４万5,000ドルを計上されておりますが寄付金の募集方法はいかようにしていくのか、非常に低調だと思つておりまするが、公会堂の寄付は確か今月一ぱいで締め切ることになつていると思います。もし１００％寄付が集まるならば今年度の予算には入らなかつた。しかし１４万５,０００ドルも寄付が集まつていないということでございますが、その点を詳しくご説明をお願いします。次に１９７０年度の事業執行費が７１年度予算に２２４万６,３７０ドルも再計上してあります。市長は７０年度予算も７１年度予算も大型予算と考えておられると思いますが、本員は決して大型予算とは考えていません。なぜならば７０年度の事業執行予算が本年度も計上されて二重予算になつているからであります。市長は７１年度予算に対しご満足しているのかどうか、もの足りない感じはないのかどうかその点についてもご答弁をお願いします。次に特別会計の上下水道の７０年度の予算執行状況を調べた結果、５月末歳出予算の執行率は下水道建設費２１９万７,１６２ドルで執行額が５５万２,８２０ドル９５セントで執行率がわずか25.2％となつております。なぜ執行率が低いのかその率を具体的にご説明をお願いいたします。

　　次に水道事業の第１款、建設改良費８６万７,８４６ドル計上し執行額は５月末現在１７万７,００８ドル３１センで執行率わずか20.8％になつております。その点については政府補助金との関係もあるとは思いますが、その理由について具体的にご説明をお願いします。次に市場問題の本論に入る前に開南の都市計画道路上にでき上がつた仮設市場の建設問題は法的に疑義があるとして、当局とやりとりをしたのでありますが市は仮設市場を１２月１５日ごろ請負入札し、完成を２月２０日に予定して、建築させたのであります。市は警察の同意を得ないで不法に建築している。そのことは３月１９日の総務委員会で那覇署の保安課長や警察本部の大城技官が明らかにした消防法第８条、建築基準法でも同じような規定が明文化されているが、消防法第８条には〝建築物の新築、増築、改築、移転、修繕、模様替、用途の変更又は使用について許可、認可又は確認をする権限を有する行政庁又はその委任を受けたものは、当該許可、認可、確認に係る建築物の工事施工地又は所在地を管轄する警察署長の同意を得なければ、当該許可、認可、確認をすることができない〟となつております。市はその間同意を得ないで建築している。市は２月１６日に警察に同意を求める書類を出し、そのときには仮設市場は９０％もでき上がつていたと大城技官もいつておられました。警察の同意は３月１６日になつているのでその間は不法建築に間違いなかつたと思います。そこで水間建設部長は３月１９日の建設委員会で警察の同意を得るべきであるが、事務手続きがルーズになされているのが多々見られるので、今後はこういうことのないように十分注意をして改ためていきたいというはつきりした発言がありましたので、あえてここで追求することはいたしません。

　　次に市長の公設市場の問題について基本的政策をお伺いいたします。那覇市の公設市場はイデオロルギーを越えて与野党の別なく真剣に検討していく時期にきていると本員は思うのでございます。公設市場が繁栄することによつて、業者も繁昌する。ことによつて消費者の利便、サービスの向上もはかれることになると思います。公設市場を繁栄させる業者も繁栄させ消費者に対しましても利便サービスをはかる上からも、公設市場は２分してはならないと本員は思うのでございます。是が非でも公設市場を一体化して明るい買いよい市場をつくるべきだと思うのでございます。市長は公設市場の繁栄策業者の繁昌策をどのようにお考えでありますか。その点につきましても具体的にご説明をお願いいたしまして、ご答弁によりまして自席で質問をいたすことにいたします。




○　市長（平良良松君）

　　ただいまの１７番議員のご質疑にお答えいたします。その前にご忠告につきましてたいへん感謝を申し上げます。その点につきましては昨日、議会運営委員長並びに議長からもご警告がありまして私としても反省をいたしております。ただひとつ私からもお願い申し上げたいことはともすると質疑に名を借りて市長を罵詈讒謗するような場になつてははなはだ遺憾だということでございまして、この点は皆さんの奸悪にかかわらず市長というものは那覇市の長でありまして、３０万市民のいわば顔であります。その３０万市民の顔を品位を落さないようなご留意のもとに忌憚のないご意見を聞かしていただきたいことをお願いいたします。

　　　　　　（「そうだ」というものあり）

　次に寄付金の問題につきましてはご指摘のとおりこの１６万ドルという、それを寄付によつて満たすということの事業がなかなか今日、寄付金ノイローゼになつている市民の間で非常に難しい問題でございまして、かてて加えてまたこれに全力を注ぐほどの余裕ができてまいりません。私の努力の足りないところを重々おわび申し上げますけれども、本議会が済み次第またその問題につきましても真剣に取り組み必ずご期待にそうような成果を上げていきたいというふうに考えております。

　学校運営の強化につきましては教育長からご説明を申し上げることにいたします。

　　市の財政問題についての予算執行の状況につきましては一般会計については、きのう６番議員にお答えいたしましたように逐年上昇の傾向をたどつておりまして、この点漸次執行体制の強化が実りつつあるということをご理解いただきたいと思うのであります。

　　なお念のためにパーセンテージを申し上げますならば６８年度の執行率が70.2％、６９年度が74.3％、これは決算によるものでございまして、７０年度の執行率は５月末現在で79.6％、おそらく決算の時期におきましては８０％を上回わるのではないかと私は考えております。

　　市長は2,700万ドルの大型予算だと自画自賛しておるけれども、それで満足しておるのかというご質問でありますが、けつして満足いたしておりません。この点は施政方針の中でもはつきり申し上げてありますように、市民需要に対してのこの予算額はまことに些細のものであるということを申し上げておりますが、諸種の状況からいたしましてやはり那覇市の都市建設等を促進するためには財源の確保ということは、先日来申し述べてある方法で取組んでいかなくちやいけないというふうに考えておりまして、今後とも努力を続けていきたいと考えております。下水道予算の執行率、水道会計の執行率につきましては関係部課長をして説明を申し上げさせることにいたします。

　　市場問題につきまして業者の保護育成並びに消費者の便宜、サービスという面から積極的にこの問題を取り上げていただいておる１７番議員に敬意を表するものであります。私はさらに一つ、この公設市場を中心とする地域の、今東南アジア以下だと酷評されておる形態を逐次美化整備していく、そういう意味からも公設市場の改築は急を要する問題だと考えておりまして、鋭意努力をいたしたいと考えております。しかし現実に今年度予算に１３５万ドルというものを私は計画として提出し皆さんのご協力を仰ぎたいと考えております。以上お答えいたします。




○　教育長（譜久原朝直君）

　　お答えいたします。生徒の保護育成の問題についてでございますが、最近の中南部の生徒の行動につきましては将来、家庭の面に少なからず不安を与えておりますことはわれわれは全く反省いたすところでございます。

　　でこのことは那覇の委員会としましても大規模な中学校に今年から生徒指導のため特別に担当教論を配置いたしてございます。これは文教局からの配置でございます。もちろんこの教諭だけに生徒指導を任せるということではなくして、この教諭が中核となりまして生徒指導の専門的な分野として現職員の生徒指導に対する活動を促進して強化していくということになるわけでございます。

　　要はそれぞれの学校の職員が協力、一体となつて、あたたかく愛情をもつて生徒を指導していくということに根本はあるわけでございまして、われわれもそういうふうにやつております。そこで連合区の事務局内にはそういうための３名の教師が常駐しておりますし、また教育相談のための市民サービスの部屋もとつてございます。また特別な街頭補導という期間を設けて、定期の街頭補導もいたしております。それから各中学校区域ごとに青少年健全育成の協議会も結成いたしまして、健全育成のための実践活動をいたしておるわけでございます。

　　こういうふうにして生徒の指導面には絶えずわれわれは留意をして当つておるわけでございます。

　　次に城東小学校の敷地問題でございますが、ご質問のように４丁目の一帯に敷地を物色したことがございますが、向こうは農耕地として適する場所であるということから見ておりました。案の定、その交渉のなかばにおきまして地主の方々が、この土地は農耕を続けたいから学校敷地としての協力はお断りしたい、ということになりましたので向こうは断念いたしたわけでございます。




○　土木部長（内間安春君）

　　下水道の執行状況についてお答えいたします。５月末現在で歳入で41.38％になつております。歳出のほうでは総額38.1％で、事業費につきましては39.38％。従来下水道事業は年度末において予算外義務負担ということで措置されておりましたが、７０年度におきましては３月議会で継続費の設定をしてございますので、貸付け資金以外の事業に対しては１００％執行が可能かと思います。

　　従いまして先ほど申し上げました数字は一応現金の支払いのほうを押えてありますので、実際の負担行為は現時点で９０％前後執行率があると思います。ちなみに従来の下水道事業の執行を申し上げてみますと、６７年度におきましては１６７万に対して翌年度に繰越して不用になつた額が９１万１５０ドル、６８年度におきましては予算額１２０万４９４ドルに対して４７万２１７ドル、６９年度は途中で５９万2,581ドルの増をいたしまして合計９０万2,034ドルに対して１１４万６,１９３ドルというふうな形で不用額を年度末において出しております。そのために下水道の予算の性質上、７１年度当初から継続費を設定して予算を計上してあります。その主な理由としましては先ほど申し上げましたとおり、７０年度は６９年度の事業費を３月議会で５０何万ドルも追加いたしまして、この事業の執行が急激にふえた。さらに従来政府補助が７０万台の前後でありましたが７０年度から１００万台に増額した。さらに予算の性質上といいますのは、この予算がアメリカ援助金になつておる関係上、１２月以降に予算が示達される関係上実際の工事の実施は１月以降になるわけです。そのために年度内執行がむづかしい、さらに７０年度の事業個所が下水道事業を進める上で最も不利な条件下にあります牧志一帯、壺屋一帯、さらに開南、松尾地域を主に工事がかかつておる関係上、地域の工事自体の困難性という問題、さらに地域住民との調整等が多少影響をしております。




○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　１７番議員の水道に関するご質問にお答えいたします。

　水道の拡張工事の財源は３つに分けられます。自己資金による工事と、それから企業債すなわち資金運用部資金を借りてやる工事、次に政府補助による工事の３つの種類に分けられますが、自己資金による工事はすべて完了いたしております。企業債、すなわち借入れによる工事、その指令がきたのが今年になつての１月の１４日ですが、水道の場合には資材を発注してそれから工事にかかりますし、資材を発注して入荷するまでにだいたい４か月を要するということです。融資による融資決定後資材入札いたしまして、５月に入つて資材はすべて到着してこの融資による分に対してはすでに工事発注契約を終わり着工の段階にきております。

　　次に政府補助の指令を水道局が受取つたのが５月９日で、これから直ちに資材入札の照会をやり現在資材入札の段階でありますが、鉄鋼類の値上りによつて直管類の入札が２回やつてもなかなかおちないと。現在ネゴ（negotiation）の最中でありまして何とか調整をしたいとこういうふうに思つております。こういう関係で執行状況がご指摘のとおり非常におくれておることをもうしわけないと思つております。以上簡単に。




○　又吉久正君

　　学校問題につきまして教育長からるるご説明がありまして、児童生徒に対しての指導保護関係は十分なされておられるというような感がしますが、しかしながらこの時点におきましていろんな問題が出ているのでございます。那覇市関係にはそう多くはないのでございまするがこの問題は学校関係だけを申し上げたくはないのであります。もちろん社会的問題であり、あるいは父兄の問題でもある。いろいろとあらゆる面に関係してきていると思うのでありますので学校関係だけに責めるということはいたしません。現在の社会がややもするとそういうふうになりがちになつておる。われわれの小学生時代と現在とでは先生と生徒の中のかね合いが非常に変わつてきているじやないかとこう考えるわけでございます。生徒に対しましてはいろいろと指導面、補導面あらゆる面で尽くされているようでございますが、先生に対して生徒が反感を持つ問題も一応はご検討されるべき問題だと本員は思うのでございますが、その点についてもう１ぺんご答弁お願いしたいと思います。生徒が先生に暴力をふるうというのは、そこに何かの欠陥がありはせぬか、そこを十分に把握する必要があると思うのでございます。

　　さらに城東小学校の予定地の問題でございまするが、先ほど教育長からご説明がありましたが、やはり当初の計画用地は４丁目である。また付近住民もたいへんこれは誘致策にも一生懸命になつた。話によりますとこれはもちろん2,000坪あまりも獲得するわけでございますのでいろいろな地主もいるでしようが９０％ぐらい賛成者がいたということです。話によりますとわずか３名くらいの反対で押し切られたというようなことでございます。もちろん地主が反対すれば収容法をかけてやれとは申し上げたくないけれども、学校の位置としてもいま工事をしている場所よりも当初の計画のところがずつといいと考えておりまするが、もう少し地主を説得して当初の場所に建築するようなことができなかつたのかどうか。付近住民でたいへん残念がつているような方々がたくさんおられます。なぜ３、４名の方々を説得しなかつたかというような声も聞かれますのでその点に対しましてももう１度ご答弁をお願いいたします。

　　さらに市場問題でございまするが、本員は決していま議案に出ている市場建築を反対するという意味で申し上げているのではないのであります。業者も市場も消費者もみんながよくなるように繁栄する策を講じなければいけないじやないか。そうすることによつて一体化しなくちやあいけないじやないかというような感を持つておるわけでございますが市長はその点についてご答弁はなされていないのでございます。もしもここに小さい市場があつちにもこつちにもができるとするならば、これこそここは西銘市長のつくつた市場だ、ここは平良市長がつくつたもんだということで、どつちか一方の業者あるいはその市場は繁盛しないでたいへんな目に合うおそれがあると思います。あるいは本土各県から来られる方々に対しても那覇市の公営市場が点々と２つもあるということは醜いことじやないか、一本にしぼつてやることによつて市場も繁盛し業者も繁盛する、消費者にもサービスできるという観点から本員は質問しているのでございますのでその点についてもう一度ご答弁をお願いいたしたいと思います。

　　さらに下水道の執行状況からみてお尋ねいたしたことは、下水道事業が非常に付近住民に迷惑をかけていることは当局もご承知のことと思います。工事を始めてから何力月も工事を進めてないところがよく見受けられます。新聞を見ましても栄町あたり、その他の下水道工事が大部長引いて付近住民の仕事に、事業に悪影響を及ぼしているが、その点についてもつと工事の進捗ぶりを検討すべきではないかとこう思うのでございます。それについてもう一ぺん時間がありましたらご答弁を願います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。１７番議員のご質問並びにご提案の趣旨は十分理解をいたしております。しかしこの問題は現実としてさらに複雑な要素を生む危険性もございますので、私としては現在提案申し上げておる１３５万ドルの建設資金によりまして計画されておる公設市場の建設を実現させたいとこのように考えております。

　　さらにまた現在の第二公設市場の点についてでございますが、これについてまことにわれわれも残念に思いこれはあらかじめ指摘もしておいた点もあるのでありますが、地理的な条件と申しますかなかなか思うように繁盛しないといつたうらみがございまして、これの繁盛策についても鋭意研究を進めておるわけで何とか両々相まつて市民サービスとしての使命を果たさせるように勘案していきたいとこういうふうに考えております。

　　それから栄町一帯の工事につきましてはるるご説明を申し上げたわけでありますし、また私自身地域の方々ともその仕事についてご説明を申し上げ一応はご理解を願つておるわけでございます。何にいたしましても軍、政府、市と諸種の工事が１ヵ所に輻輳いたし、天候の関係もあつて工事が遅延いたしました。その遅延した場所がことさら飲食店街、料亭街であるためにますます経営者の方々にもご迷惑を及ぼしておるということにつきましては心を痛めておるわけでございますが、逐次工事を前進させ早目に皆さんがご安心いただけるように街路を整とんしていきたいとこういうように考えております。




○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。先ほどの、〝生徒が教師をどのように見ているか〟ということにつきましてはこれはひとつの道義的な問題でございますので、ここで教育長としてはつきりした〝こうであります〟という断定的なことは申し上げられないわけでございまして、〝こういうふうな見解に立ちます〟ということでございますのでお許しいただきたいと思います。

　　いわゆる戦前戦後を境にしまして旧道徳というのがここで新しい民主社会の道徳にかわつた。そのためにわれわれ旧道徳の中に生まれてきたものは旧社会の生活と新しい社会の生活というのを比較して納得できるわけでございますが、新しい時代に生まれたところの子供さんたちは生まれながらにして新しい社会の感覚でいわゆるものごとを体験しているわけでございますので、よくわれわれがいろいろな座談会におきましても〝世代の断絶〟ということばをよく使つておるわけでございますが、そういう現象が随所にあらわれるわけでございます。また現代社会には旧社会から眺めますというとどうも納得のいかない問題が随所にあります。一例を申し上げますと、昨年あたりまで起こりました大学騒動のごときはどうしてもわれわれには納得のいかない問題でございます。また本土にありました卒業式の時点におけるところの警官導入の卒業式なんということもどうしても納得のいかない事例でございます。

　　こういうものを総括していきますというと、教師と生徒というものの問題点ということはもはや論理的な解釈ではなくてどこまでも、いわゆる人間的な愛情というもので結ぶところの師弟の情、愛情でもつて結ばれるもんでなければならない、そういうところから生徒指導というものが発生してこなければならない。いわゆる〝先生だから尊敬せよ〟というところの旧観念ではとても生徒には立ち向かうことはできないということになるんじやないかと思うわけでございます。

　　それから次の城東小学校の問題については先ほども申し上げましたとおりでございまして、地主の方々の中には〝どうしても農耕地としてこれからも続けたいので学校に土地を譲ることはできない。〟ということですので委員会としましてはこの四月からどうしても開校しなければならないということで非常にジレンマに陥りまして土地折衝を打ち切りまして次の土地折衝に入らざるを得なかつたわけでございます。その結果、城東小学校にしましてもようやく２月下旬に中央教育委員会の認可をうけたというギリギリのところに来て認可申請が通つたということでございます。以上ご了承願います。




○　議長（辺野喜英興君）

　　昼食のため休憩いたしまして午後１時１５分再開いたします。




（午後１２時１５分　休憩）

（午後　１時３０分　再開）







○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　玉城栄一君

　　社会福祉について２点ほど質問したいと思います。一番目に児童手当制度について、二番目に国民年金制度についてでございます。質問に入る前にひとことぜひ市長の見解をこの際確認しておきたいと思います。それは一昨日の施政方針に対する公明党代表の質問に対して市長の答弁の中に実はわれわれ非常にびつくりしている点がございまして、この際ぜひその点について市長の真意を確かめておきたいというわけで申し上げる次第でございます。施政方針に対する党代表の質問はこれは当然の権利であり、また義務であると思うのでありますけれども、実はその点につきまして一昨日われわれははつきりその発言の部分を聞きとれなかつたんでありますが、たまたま市長の発言の中に不明朗な、あるいは聞きとれなかつた部分が二、三あつたわけでございます。きのうの新聞、きようの午前中１７番議員の質問によつて確認し、改めて速記録を確めた結果、やはり市長がそういう発言をしておられますのでわれわれはびつくりし驚いているわけでございます。何か公私を混同したような発言のようにも感じられますし、事によりましては非常に重要な意味を持つものにもなりかねないとそのようにわれわれとしては考えてるわけでございます。午前中市長はいみじくも３０万市民の顔であり、あるいは代表であるとおおせになつております。そういう立場である市長がそういう発言をしていいかどうか。その点われわれとしても納得がゆかないわけでございます。私からそういうことを申し上げるのは残念だと思いますが、過去においても、うかつな発言、そういうたつたひとことの誤つた言葉によつて国を亡ぼし、身を亡ぼしたということも歴史に多々あつたわけでございます。そういう意味においてぜひこの際市長ご自身からその点についてはつきりと考えを述べていただきたいとそのようにお願い申し上げます。それでは質問に入ります。児童手当につきましては今回新設いたしまして、そのことにつきましては市長はじめ関係者の労を多とするものであります。財政逼迫の折、あるいは内外の複雑な問題をかかえている中において市長が新しい制度の実現に踏み切つた点につきましてはその労を多として非常に喜ぶものでございます。しかし内容において少し貧弱なような気がする予算措置が講じられておりまして予算上は9,649ドル、対象児童が６２８名、月額２ドル５０セント、施行が来年１月１日ということになつておりまして、額も、対象児童も非常に少なく、また適用の期間にしても来年の１月１日ということでは、この制度が社会福祉の非常に重要な一環の政策、制度であるが故にもう少し中身の充実したものであつて欲しかつたとそのように強く感ずるわけでございます。これは確か去つた３月の定例会におきまして当局答弁の中に、那覇市内には生活保護世帯あるいは母子家庭が3,500世帯あるということでございました。しかもその中には当然行くべき学校にも行けず悲しんでる児童がいることも知つております。そこで、せめてそういう貧困な気の毒な児童に対してこの恩恵に浴せしめる内容の制度であつて欲しかつたと深く感ずるわけであります。今回の予算を見ましても一つの例ではございますけれども公会堂の落成祝賀行事に32,000ドル程の予算が組まれております。これも大事な行事だとは思いますけれども、そのような気の毒な児童に比べたときに果してそれだけの金をかけて祝賀行事をやつていいものかどうか、そういう点もあわせまして児童手当制度についてもう少し実のあることが考えられなかつたのかどうか。もう１点は国民年金制度でございますけれどもこの制度は去年の７月から適用事務が那覇市において開始されております。そのために市におきましては年金課も設置されてその事務が行われておりますけれども、すでに１年近くなりまして他市町村におきましては徴収事務が行われてるところもございます。那覇市の場合は他市町村に比べると非常に率が低いわけであります。もう１点申し上げると今回の市長の施政方針の中にはこの国民年金制度について何らひとことも触れられてない。この制度が老後の所得、保障にとつて非常に大事な制度であるが故に、現在の事務の執行状態が低調である点から考えまして、この制度を新年度において市長はどのように推進して行こうとしているのかお伺いいたしたいと思います。





○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。私の大浜議員に対する答弁の中で大へん不遜な言辞があつたというご指摘がございますが、その点につきましては先程も申し上げたように議会運営委員長、議長からも注意がありまして今後

　　　　　　（「聞えませんよ」というものあり）

　私としても十分反省し今後気をつけたいと考えております。また、ともすれば殺気立つてくる議場の中で多少のユーモア的な表現もいいんじやないかという軽い気持ちで申し上げたのでありまして他意はございません。第三者から聞きました批判の中でも、また新聞等においては公明党としてもこれをしいて取り上げないといつたようなことでありまして、ゆきがかり上そのように受け取られる方もあるかもしれませんが私としては先程申し上げましたようにユーモラスな表現でもつてお答えしたつもりであり他意のないことでありますので決して公党を侮辱するというような意味でないことを十分ご理解いただきましてご了承いただきたいと思います。ご質問の児童手当につきましては公明党からも前々から強いご主張がありますし、また各党各派からこの問題については善処するようにというご注文もございました。しかし、施政方針の説明の中でも申し上げましたように元来この種のものは国家の責任において計上すべきではないかという議論と、それから他の都道府県においてもこれを実施している都市はまだ少ないこと。そういつた中でも私どもは児童福祉の向上ということのためには努力しなければいけないということで、特に財政困難を極わめている市の財政の中からこれを努力して充実させていこうということであり、今回はまさにその努力の表現としてさように計上しておるわけでございます。おつしやるとおりこれでは見かけ倒しだというご非難もございましようが、今後とも皆さんと一緒になお充実してゆくための努力をしたいと思うのであります。国民年金の問題については触れてない冷淡だというご指摘でございますがこれは前年度の施政方針の中で申し上げており今年から年金徴収の事務が始つております。そういうことで改めてここに申し上げる必要もないんじやないかという見解から特に触れなかつたわけでございます。その後の年金徴収事務の準備かれこれにつきましては担当部課長をしてご説明させることにいたします。




○　市長公室長（平良清安君）

　　２７番議員のご質問の中で児童手当の予算額が少ないということと関連いたしまして公会堂の落成式に32,000程使つてるがということでございますが、確かに予算は32,000程組んでおりますが、これは沖縄ではなかなか見られない新劇とか、市民文化を高めるという意味から市でなければ出来ない公会堂の落成式の機会をとらえて約２週間から２０日間程度の〝こけら落し〟をして市民各層にサービスをしようということでいろいろ本土からの催し物を招待するわけでございます。その場合に切符なども売つて実質的に２万ドル程入つてくるわけでございます。従つて市の一般財源から持ち出すのは18,000ドルぐらいだと思います。以上一応申し上げておきます。




○　玉城栄一君

　　先ほどの市長のお話しで一昨日の施政方針に対する党代表の質問に対する市長のご答弁の部分については他意がない。行きがかりじようそういう言葉を使つたんだというお話しでございましたので、一応われわれはそれを了といたしましてこれ以上はお話しをしたいとは思いませんけれども、やはりこれは非常に受ける側としては意味の深い点でございまして、やはり市長が３０万市民の代表であるならば、われわれも３０万市民の顔以上に頭脳であるとも自称しているわけであります。そういう点なども考えまして今後市長がそういうご発言につきましては、慎重にやつていただきたい。またそういう感覚で市政が行なわれるということにつきましてもわれわれは非常に疑問を持つわけでありますので、その点強くご要望を申し上げます。

　　　　　　（「そうだ」というものあり）

　先はどの市長の答弁で公会堂の落成、祝賀行事このことについて私は別に問題にしているわけではございませんが、要するにそういう大事な児童福祉、社会福祉に対する予算がそのように徴々たるものであるのに、しかし一方においてそういう鳴りもの入りで、鳴りもの入りと申し上げれば語弊があるかも知れませんけれども、そういう32,000ドルの金をかけて行なわれる。

　これは６５年の９月に行なわれた本庁舎の祝賀予算ですら13,000ドルである。そういう点から児童手当制度についての予算措置が少なかつたんだとこのような意味で申し上げているわけでございます。それから国民年金制度につきましてはこれは４月現在の政府の統計によりますと、ほとんど９０％以上、９３％、あるいは９９％でもあるそういう適用率でほぼ完了に近い状態で行なわれている市町村が非常に多いわけであります。それは市町村によつて事情が違うと思いますけれども、そういう非常に低率な状態でなされているということについて注意を喚起したいとこういうことでございます。それでもう一回、児童手当についていろいろ具体的な考えは、これから検討されると思いますけれども現在の第４子を第３子にあるいは額を３ドルにするとか、あるいは適用をもつと早くするとか、そういう点については考られないかどうか。その点についてお伺いいたします。それからこの国民年金についても現在の状態をどのように推進していくのか。定員増あるいはそういう点も考えられると思いますけれどもその点についてもお伺いをいたします。以上。




○　市長（平良良松君）

　　先ほどのご忠告に対しましては繰り返し十分反省していることを申し上げます。それから児童手当の問題は適用範囲の向上、あるいは金額の増額などとこれからいろいろ努力をしてみたいとは思つておりますが、繰り返し申し上げますように市民の切実な要求というものが、まだほかにもたくさんあるなかで特にわれわれとしては児童手当制度の確立に努力をしてまいつたわけでございます。ご指適の点につきましてはこれをただ費目存置的ないい加減なものだというご見解に立たれずに、せつかく芽を出した制度を今度はお互いの努力によりまして、ますますこれを充実拡大していく方向へ努力をしていきたいとこういうふうに考えています。なおご指摘の、先ほど申し上げました点についての改善につきましては、今後歳入の状況によりまして検討を続けていきたいとこのように考えております。国民年金事務は政府の発表によると４月現在ですでに全市町村が９９％完了に近い状態であるというご指摘でございますが、那覇市の場合は他の市町村と違いまして人口動態が、あるいは出身地別、戸籍事務そういつたものが非常に複雑でございまして、他の市町村と比較にならないほどの複雑性を持つておりますために、人口2,000名とかあるいは7、8,000名の他市町村などのようにスムーズにはまいつていないと考えております。しかし詳しい事情につきましては担当部課長をしてご説明を申し上げることにいたします。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。国民年金法の適用ないしは徴収事務につきましては、６９年の７月１日付で法律が施行されまして那覇市といたしましてもいろいろと自治会、あるいは市民の友とあらゆる方法、機関を通じましていろいろと周知宣伝に努力を傾注しましたけれども、残念なことで数字上４月末現在で61.4％の適用率ということでございます。先ほど玉城議員が指摘されましたように、全琉としては９０何％かというふうな数字になつているということでございますけれども、これは強制適用事業だけじやなくして若年労働者、 それから高齢年金、この３つを徴収いたしますと全琉でも６８％ということになつているわけでございます。那覇市といたしましてもこれまで定数職員８名と臨時要員の１５名程度を配置いたしまして、被保険者を対象にいたしましていろいろな業務を進めてきたわけでございますが、今回新たに保験料の徴収事務が開始されるという運びになつてきたわけでございます。そこで保険料の徴収事務に付帯して必然的に発生するところの徴収事務、それから適用台帳の整理、それから政府に対する進達の業務あるいは手帳交付こういつたもろもろの業務などをスムーズに処理し、迅速なる事務の運営を期するにあたり今回那覇市の定数条例を改正するために、国民年金の保険料徴収事務に対して１７名の定数増を提案してあります。その時点においてよろしくご審議くださいましてご承認くださるようお願いしたいと思います。




○　玉城栄一君

　　先ほどの適用率の数字の点につきましてはこれは４月末現在の保険庁のまとめた数字でありまして、９０何％と申し上げましたのは、そういう平均という意味ではなくてそういう市町村があるということです。４月末現在で那覇市が48.53％他市町村に比べて非常に低いとこういうことを申し上げているわけであります。いずれにしましてもこういう社会福祉制度につきましては力を入れてやつていただきたいとこういうことを要望いたしまして質問を終わります。




○　宮里敏慶君

　　私は交通対策、公園建設、観光事業、教育問題、道路行政の５事項についてご質問いたします。まず最初に交通対策についてでございます。那覇市の主要道路は毎月1,000台以上もふえる車のはんらんで交通事故が毎年上昇し、市民は被害者としてその人的物的損害は莫大であります。私は次の２点について当局にお尋ねいたします。１時間に2,000台通過する国際通りの緩和策についてお伺いいたします。国際通りは那覇市のメーンストリートでありまして、奇跡の１マイルという名称もついております。その交通量はもうすでに飽和状態に達していると思います。それに対する根本的な対策が当局になければならないと思つておりますが、その点についてご質問申し上げます。次に国際通りの緩和策と関連いたしまして駐車場設置の必要性ということは、市民の一致した観点でありますがその駐車場設置についての対策はどういうふうになつているかお伺いいたします。

　　次に公園建設についてお伺いいたします。旭が丘と波の上の海岸は那覇市の周辺では唯一の夏の水泳と納涼の場であります。これは戦前、戦後を通じて変わりません。旭が丘を中心にして波の上海岸は那覇市の公園地域にする計画になつておりますが、現在の波の上の海岸及びプールは全く不衛生でハエやカも多く伝染病の巣くつにもなりかねない状態で行楽どころではございません。市長は市民のために早急に公園計画を実現するために旭が丘公園建設費として9,865ドル計上してありますので、市民も喜ぶことでしよう。この地域は、住居はもちろんのこと店舗建設も市の建築確認がなければ建築できないのに不法建築が１００数十軒も店舗、住宅がひしめいております。市長はこの不法建築の撤去はどういうふうにお考えになつておりますか、お伺いいたします。

　　次に旭が丘公園の建設計画を詳しくご説明していただきたい。次に観光事業についてでございますが、毎年沖縄を訪れる観光客の増加はものすごい勢いでございます。政府の調べによりますと年間１７万人。その落す金が3,000万ドル、１人当たり１８６ドルの観光収入となつております。早くも砂糖に次ぐドル収入源にのし上がり、沖縄の重要産業としてその地位を確立しているのであります。観光事業が盛んになればなるほどそれに応じて対策を整えていかなければなりません。重要産業として育成発展をはかるために沖縄のユツカヌ日の〝ハリユー船競争〟を那覇市では、安謝のくり船業者組合が小規模で安謝港でやつておりますが、糸満町では町を上げて盛大にハリユー船を開催し、見物人も新聞によりますと４、５万人と報道しております。那覇市でも沖縄独特の勇壮な〝ハリユー船競争〟を那覇市の観光事業の一端として、また那覇市の年中行事のひとつとして那覇市主催で盛大に開催して全琉はもちろんのこと、本土各地にも盛んにＰＲして観光事業として那覇市が大いに収益を上げるほうがいいのではないかと本員は思うのであります。

　　市長は安謝の開港を記念して今後毎年ユツカヌヒーにハーリー競争を那覇市主催で盛大にやるご意見があるかどうかお伺いいたします。

　　それから教育問題について、教育環境の整備と学校敷地の拡張拡充という点から沖縄刑務所の早期移転を要望する声が、関係者の間で高くなつております。刑務所一帯は那覇市の都市計画によりますと文教地区に指定されておりますが、城岳小学校のほかに那覇高校があります。城岳小学校では３階建ての校舎を建築したところ、刑務所の内部がまる見えのために生徒たちの関心が刑務所内に向けられるので目かくしをつくつたということであります。

　　那覇市は人口の都市集中のため人口が増加し、生徒も自然増と転入が多くなつて学校はマンモス化しております。このマンモス化を解消するために教育委員会では学校建設敷地が見つからないということで大変苦労しております。このようなわけで沖縄刑務所敷地は学校用地として最適地と本員は考えております。市長及び教育長は刑務所移転についてどういうふうにお考えになつておりますか。なおこの問題につきまして琉球政府の主席と接衝したことがありますか。お伺いいたします。

　　最後に道路行政についてお伺いいたします。旧那覇市の壺屋、牧志の道路は戦前の道路そのままで、いざ火災が起こつたときは消防車も入らない状態でございますが、壺屋、牧志の道路対策について一つお伺いいたします。以上もちまして質問を終わりましてあとは自席から質問いたします。




○　市長（平良良松君）

　　１４番議員のご質問にお答えいたします。那覇市の交通量は年々増大していつてご指摘のとおり、国際通りでは１時間に2,000台の車が往復しておる。このとおりでは交通摩庳を起こし経済諸活動にもかえつてマイナスになるというご指摘ごもつともでございます。この点につきましては以前から那覇市としてこの交通緩和の方策を講じてまいつたのでありますが、年々ブレーキのかからない車の洪水につきましては全く処置のない状態となつておることはまことに遺憾でございます。

　　しかもこの国際通りの交通制限については、われわれといたしましては市外バスの乗り入れを何とか市の入口で食い止めていつたら緩和の一助にもなるかというようなことも考えられますし、那覇市議会においてもかつてこういうことを論議なさつたこともあつたと記憶いたしております。ところがやはりそういう対策につきましては地域の関係者が猛然たる反対をとつてまいつております。しかし今度１号線のバイパスとして４４号線が開通いたしました場合には、市外と市内にまたがる交通機関の制限については適当の措置をとつていかないと、結局において全市に亘つて交通摩庳が起こつてくるんじやないかと考えておりまして、この点については建設局などにも意見を具申をしておるところでございます。

　　駐車場の設置についてもこれは必要な施設だと考えておりますが、今後建築許可等の際に行政指導でなるべくこういう施設ができるような方向にもつていきたいと、このように考えております。

　　公園対策につきましては、旭が丘の公園整備を手初めにいろいろと考えておりますけれども、なかなかこれも思うようにまかせないような現状でございます。

　　不法建築の撤去についてはどうするかということでございますが、どうしてもこれは撤去して市街環境を整備していかなくちやいけないということをわれわれは考えておるわけでございますけれども、これがまたなみ大抵でない難事業でございます。相当金もかかる上にすでに不法建築とはいいながら既得権があり、あるいは生活権が生ずるといつたような見解もございまして、一概に不法建築物だから取り去れといつたような強行手段でもできがたい実情にあるようでございます。その点につきましては今後やはり検討してまいりたいと、こういうふうに考えております。

　　観光事業の問題につきましては市としても相当これも配慮していかなくちやいけない、観光事業をどういうふうにやつていくかについては多種多様の問題が介在しておりまして、短時間のうちにご説明を申し上げることもできないわけでございますが、たとえが今おつしやるハーリー行事、そういつたいわゆる観光興業と申しますか、そういつたことも振興していきたいと考えております。なお観光事業として市がやつておりますことは観光美術展等その他展示会によつて協力をしていくという程度でございまして、さらに観光事業を盛んにしていくためにはホテル、宿泊所の整備、あるいは観光客が見て回わつて遊んでもらう、そういつた観光基本施設の整備も必要と思うのでありますが、これはやはり政府などのタイアツプによつてしかやつていけない事業じやないかと考えております。

　　また先ほど問題になりましたように、たとえば公会堂の落成式を起点として沖縄の文化行事、そういつたものを起こすにつきましても一面ではそれは余計なことじやないか、それよりももつと優先すべき事業もあるんじやないかというご指摘もありまして一概にそういうことが直ちに行われるということもどうかと思います。そのほかに那覇の恒例の綱引き等も復活したらどうかといつたような意見もございますが、これは各方面のご意見を聴取いたしまして、沖縄伝統の諸行事を復活することも観光事業の一助にもなろうかと思いますし、その方面にも意を用いていきたいとこのように考えております。

　　教育問題に関連いたしまして刑務所移転について那覇市はどう考えるかということですが、これは数年前から問題になつておりまして、すでに政府としても既定方針のようでございます。ただこの問題がなかなか受入れ先が見つからない。話に聞きますと内定しているが今その発表の段階じやないといつたようなお話もございまして、現状のところ市としては詳しいことは知つておりません。これはしかしお説のとおりに早急にどこかへ移転してもらわなくちやいけない、そのあとの利用計画につきましては政府等と合議をしまして処理していきたいと考えております。

　　道路行政につきましてもご指摘のようにいろいろの問題がございますので、なおその他の詳しいことについては担当部課長をしてご説明を申し上げることにいたします。




○　建設部長（水間平君）

　　市長の答弁に補足して説明したいと思います。まず国際通りの交通の緩和策についてでございますが那覇市のほうでは、現在開南から大洋劇場に抜ける道路の建設をいそいでおります。この道路の完成とバイパスの完成、それから沖映のほうから農連のほうに抜ける都市計画道路がありますが、その道路の再検討、そのようなことも進めていく中である程度緩和していくんじやないかというふうに考えております。しかしながらただそれだけではけつして十分とは言えないと思います。現在市が都市計画で決定している道路の完成をめざしていくことが、国際通りを含めて那覇市内の交通の煩雑を緩和していくことになるんじやないかというふうに考えております。

　　次に駐車場の設置対策でございますが、これも道路網の整備と併行していかないとかえつてまずい面さえ出てくるおそれがあります。と申しますのはただでさえ市内の道路はその改修が絶えないような状態でありますが、駐車場が都心部に数多くつくられるということはそれだけ車の集中をまねくことになります。そういうふうなことで駐車場だけを進めていくということじやなしに、道路の新設、拡巾そういうふうなものを合わせて駐車場の設置などというものも考えていかないと交通緩和策にはならないんじやないかというような考え方をもつております。

　　次に旭が丘公園の建設についてでございますが、７０年度において約２万ドルをかけてある程度の整備はいたしましたものの、〝まだ　まだ〟これで十分だとは考えておりません。次年度におきましても約１万ドルぐらいをかけまして明るい公園にしたいというふうに考えております。それと旭が丘公園内にある不法建築についてでありますが、市長も説明はさえましたけれども、この問題は歴代市長が非常に苦労しておる問題でございます。この問題を解決するには現在のボートハウスの問題とか、あるいは水上でのいろいろな営業をなさつていますけれども、そういつたのを合わせて一諸に関連づけながら解決していくよりほかはないんじやなかろうかと思います。ここで私たちが注意をしなければならないのは、波の上一帯にある不法建築物をただ建築基準法に違反するものとして取扱うというようなことは、建築基準法の運営上からも問題があるということでございます。これはあくまでも公園の管理、そういうふうな面から取り上げて建築基準法はそれに補足したような形で、この問題の解決に当つていくべきものだというように考えております。

　　刑務所の移転の問題について市長から詳しくご説明がありしたが、この面積は約5,000平方米あります。都心において5,000平方米の土地というものは非常に有効的に使うことのできる面積でありますが、私たちといたしましては公園の一環としてこれをとらえて市民公園として、その跡を利用していきたいというような考えをもつております。




○　宮里敏慶君

　　市長にお伺いいたしますが、〝は竜船〟の問題は私観光事業と結びつけたのでございますが、〝は竜船〟だけではもの足りないと思つて沖縄の観光事業について申し上げましたんですが、安謝のほうで〝は竜船〟をやつておりますがこの前市長もおいでになつておりましたが、あんな貧弱な〝は竜船〟ではこれは毎年すたれてあとはなくなるわけでございまして、沖縄独特の勇壮な〝は竜船〟をいつまでも残すためにはどうしてもこれは那覇市でやつてもらいたいという垣花の漁民の方からの要望もありまして私はお伺いいたしましたが、安謝の新港を記念としまして市長としては今後毎年やるご意思はほんとにあるかどうか。市長のお考えをもう少し詳しくご説明してください。さつきのご説明ではちよつと納得いたしませんので。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。このままではそのうちになくなるんじやないか、というご懸念のようでございますが実は私毎年参つておりまして年々盛大になつてまいりますので、関係者の方々のご熱意によつてこれは絶対になくならない行事だと思つております。ただ市といたしましても補助金等を与えてこういう伝統行事につきましては毎年盛大に行ないまして、ゆつかぬひーのハーリー見物は黒山の人だかりであるような盛大な状態に持つていきたいとこのように考えております。




○　宮里敏慶君

　　先ほど道路行政についてということで、特に私は旧那覇の壺屋と牧志の道路についてお聞きしました。向こうはご承知のとおり戦前のあの狭い道路で、いざ火災というときにも消防車も入らないわけで、特に狭い範囲で私申し上げましたので壺屋、牧志の道路行政だけについて明解にお答え願います。




○　土木部長（内間安春君）

　　壺屋、牧志地域の道路整備についてお答えいたします。

　ご承知のとおりこの地域は狭い地域で、しかも住宅が密集している地域でございますので用地の問題、物件補償の問題、さらにこの地域は地形もなかなか複雑な地域でございますので先ほど申し上げました用地問題、物件問題が先行しなければ道路の整備が不可能でないかというふうにわれわれは見ております。その問題が見通しがつき次第逐次整備していきたいというふうに考えます。




○　宮里敏慶君

　　さつきの駐車場の設置の問題と関連いたしますが、那覇市にはものすごい車がございますが駐車場が少なくて市民からあの久茂地川、あるいはほかの河川を、沖映通りのようにふたをして無料駐車場として那覇市がつくつて市民福祉のためにできないか、という声をよく聞くわけでございますが、あの久茂地川その他の河川をふたして駐車場にするお考えはないかどうかお尋ねいたします。これで終わります。




○　第二助役（前田武行君）

　　久茂地川の水面をカルバートにして駐車場にする意思はないかというご質問でありますが、ここは管理自体が民政府がやつておりますが、この河川上の問題では政府、那覇市、民政府それほど意見の合致を見ておりません。一例を申し上げますと、一時政府では安里川、いわゆるひめゆり橋のほうからバイパスの安里の高架を利用しまして、それから久茂地川に出まして久茂地川を旭橋まで、それを高架にしようという計画を立ててみたりしましたが、那覇市としても道路にするか駐車場にするか明確なまだ結論を得てない。そのような段階でここで皆さんに駐車場にしたほうがいいんだとか、やつぱり道路にしたほうがいいんだとかはいまの段階では結論を申し上げることはできません。

　　さらにもう一つ申し上げたいのはガーブ川でありますが、これもガーブ川からずつと潮渡り橋を経まして下のほうへ、これはカルバート方式の道路の予定であります。ところがいま久茂地川までいつておりますが、これからの下のほうについては交通量もまだ十分でありませんので、計画ではカルバート道路になつておりますが、両サイドを利用して交通の量にある程度間に合つておりますのでそこの計画は施工面ではおくらせております。河川関係の道路は大体現段階では結論を出す段階には至つておりませんのでご了承願いたいと思います。




○　平良信一君

　　本員は質問を１４番議員に横取りされたわけですけども

　　　　（笑声あり）

　今度は変わつた角度から３点ほど当局に質問いたします。波の上一帯の不良住宅の撤去並びに同公園の整備、それに消防行政についてお伺いいたします。

　　１９６９年の７月１３日付けの沖縄タイムス朝刊に〝波の上一帯の不良住宅を撤去、明るい公園計画〟という見出しで報道されております。その内容は〝スラム街の解消に取り組んでいる那覇市は、海水浴場の美観をそこねている波の上のプール一帯の不良住宅を撤去、旭が丘公園を中心に健康で明るい憩いの場にする計画で準備を進めている。同プールを中心に１００余戸の住宅、店舗が次々と建設され、旭が丘公園にまで伸びスラム街と化している。現在市有地を借りて住宅を建設している人もいるがほとんどが不法建築物でつぎはぎだらけの住宅や店舗が多く海水浴場の美観をそこねているほか、旭が丘公園の整備計画にもブレーキとなり市民の間からも一帯の整備を要求する声が強く、市は撤去する方針を固めた〟となつております。まことにけつこうでございます。当時３０万市民は平良革新市政は勇気のあるりつぱな行政マンだ、と大いに期待し喜んでいた。ところがあれから約１年いまだに何ひとつ手がつけてなく、市民との対話をモツトーにする平良市長は今日まで何の話しあいも持たれていない。本員の調査によるとむしろ旭が丘の岩を削り取り、不法に住宅を増築しているのが現状であります。はたして当局は今日までに立ちのき問題についてそこの住民と話し合いを持ち、行政指導をやつたことがあるかどうか。何ゆえに今日まで何の話し合いもないのか。またいつごろ撤去させるのか。ただマスコミだけを利用した売名的な行動であつてはならない、市民に公約した以上は忠実に実行してもらいたい。そこで当局の責任あるご答弁を願います。

　　それから２点目に同公園の管理整備についてでございますが、展望台付近には先ほど建設部長からも説明がございましたとおりベンチなど施設はでき上がつております。ところが夜間の照明燈が全然ありません。そのために夜間不良者がたむろして施設も彼らに悪用され、善良なる市民の憩いの場がない。昔からナンミンモウで市民から親しまれ老若男女を問わず納涼の場として広く親しまれている。これから本格的な夏場を迎え昼夜の別なく涼を求めて旭が丘に足を運ぶでありましよう。そのために１日も早く照明燈を設置し、明るい憩いの場にしてもらいたい。〝明るい市政〟をモツトーにされる平良市長、どうか暗い旭が丘公園を明るくりつぱな公園にするように照明燈を設置していただきますようお願いいたします。

　　それから３点目に消防行政についてお尋ねいたします。去る第１１７回定例議会において本員の質問の中に「われわれ市民の周囲にはたくさんの危険物が存在しているが、当局は化学消防車を購入する計画があるかどうか」その質問に具志消防長は「これから年次計画を立てて購入する準備をしている」と答弁されておりますが、しかし新年度の当初予算には化学消防車の購入費は計上されてない。去る４月の上旬に大阪でガス爆発によつてたくさんの人命、財産が失なわれている。現在那覇市内には無数のガス管が埋せつされ、また各家庭においてもプロパンガスや都市ガスが使用されている、こういう時代に化学消防車もなく万一ガス爆発による火災が発生した場合いかなる消防活動をなさるつもりか。液化ガスの威力は消防長あなたご自身一番よくご承知だと思います。そこでいま一度お聞きしますがいつごろから計画を立て購入をなさるのかご答弁願います。

　　それから消防職員及び施設等は本土の基準よりはるかに少ない。本土の平均基準６０％に対し本市の場合職員及び施設等は３０％というふうに本土の半分しかない。消防基準の半分では十分なる消火活動はできないと思いますが、市民の生命財産を守る立場から今後どのように消防戦力の強化をはかつていくのかご答弁願います。あとは自席から再度質問いたします。




○　市長（平良良松君）

　　ただいまの１３番議員のご質問にお答えいたします。

　波の上一帯の不良住宅の解消の問題につきましては、これはわれわれ人ともに熱望する問題でございまして私がマスコミを利用したカラ景気をつけているわけではありませんが、先ほども申し上げましたようにこの改良事業につきましては相当の難点があるということを申し上げ、なおこの美化については今後いつそう努力することを申し上げて細かい点につきましては関係部課長をして答弁いたさせます。

　　消防行政につきましてもその消防陣の強化、機能の整備等について鋭意努力いたしております。その経過につきましては消防長をしてお答えいたさせることにします。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。先ほど１４番議員にもお答え申し上げたわけですが、照明の件については７１年度の予算にも計上してありますのでひとつよろしくお願いいたしたいと思います。

　　不良住宅の撤去問題につきましては、現状をまず申し上げますと無断建築が９５件、ボート、ハウスが１７件、水上店舗が８件ということになつております。このうちボート、ハウスの１７件は財産管理課のほうから土地を借りているようであります。しかしながらその土地の利用については、この１７件については問題はないわけでありますけれども、建築基準法には違反するものがあるようであります。これだけの建物を整備するには先ほどもちよつと触れましたんですけれども、建築基準法に違反しているというその面からだけではなしに、公園敷地に無断で建ててあるという面からまず第一義的に取り上げてゆくべきじやないか、側面的にも建築基準法に違反しているんだということで取り上げてゆきたいというふうに考えます。そして私たちといたしましてはこの違反建築物の内容についていろいろ調査しております。その内容をみますと、まず家主もいますし、あるいはそのうちを貸している人たちもいますし非常に複雑な状態になつています。また売買も行われておりましてその実態がつかみにくいということも事実でございます。それに借家人もおりましてそういう人たちをどういうように区別けしてどのように整理してゆくかということについて今検討しております。なおボートハウスの方々に対しても私が建設部長に就任してから３回程協議しておりますし、その移転について不法建築をしている人たちもおりますのでその都度問題があるたびに出かけて行つていろいろ話し合つております。ここにいる人たちの考えといたしましても、自分たちはここに居ついていいという人は毛頭いないようであります。ただずつと生活を続けていたので何とか自分たちも今の状態から脱却したいという気持ちをもつていますので話し合いを進めてゆけばいい方法も出てくるんじやないかと思います。なおその周辺の改造計画あるいは波の上海岸の計画などについては平面プランは一応建設部の案としてはまとまつております。




○　消防長（具志清一君）

　　昨年の定例議会のときに化学車を購入するようにという１３番議員のご意見がありましたので、検討して年次計画によつて進めてゆきます、というふうにお答えいたしました。化学車は国の基準から申し上げますと、沖縄には基準がございません。施設するに当り基準がございまして本土の定めた基準によつて計画施設を進めております。そこで化学車の場合は危険物取扱業者が５００軒以上１０００軒までが１台、１０００軒を越して２０００軒までが２台、那覇市の場合は現在卸元、小売業者で危険物を取り扱つてるのが３６９軒でございまして基準には達しておらないのでございます。しかし現在の那覇市の過密都市としての現状を思いました場合に、万一こういう危険物取扱いをしている業者から火災が発生した場合には延焼拡大を来たすということを考慮した場合、必らずしも基準によらないと考えまして本年度の日政援助において要求いたしましたけれども昨日来のご質問にもありましたとおり財政硬直のため今回は受け入れられませんでした。しかし引き続き７２年度にも要求していく考えでございます。今後の対策についてでございますけれども国の基準に対しましては本土では６０％、しかし沖縄では大体３０％少こし下廻つております。この格差を是正するために本土においても市町村の財政はそう余り豊かではございませんのでご承知のとおり国や県にほとんど頼つております。その意味で市長が上京いたします場合にも那覇市の現状と全琉の現状をあわせまして資料をさし上げ消防庁長官に陳情しております。一方私たちも政府のみに頼つているんではなしに復帰の時点では遅すぎるんではないかというふうに考えまして昨年の５月に沖縄消防長会というのを結成いたしまして常備消防のあるところの１３市町村が加入いたしまして、全国消防長会九州支部のほうに加入しておりますので九州支部を通じて沖縄消防の現状を全国消防長会に絶えず訴えております。先月の２１、２２日佐賀市において九州支部総会がございましたのでそこへ８市町村の消防長、消防団長が本土視察団として陳情をかねて主席のメツセイジを携えて出席いたしまして、沖縄の要望事項といたしまして特に沖縄の実情を話しまして、消防の格差是正についてということと消防訓練機関の設置について、この２点を提案いたしましたところ九州各県の会員各位において全会一致で採択いたしました。去る５月７日、８日の全国消防長会役員会のときでも全会一致で採択いたしまして全国消防長会の事務局長が総理府、沖縄復帰対策庁のほうに働きかけまして、その前途は明かるいという便りがございました。今後の対策につきましては今申し上げましたように努力いたしております。





○　平良信一君

　　スラム街解消につきましては先１４番議員の質問に対して水間建設部長は答弁しておりますけれども、さらに本員も質問したいと思います。すでに１ヵ年前新聞で堂々と報じ付近住民、あるいは那覇市民は非常に期待と喜びをもつておりますけれども今日までまだ立退問題について話し合いも持たれていない。本員がこの前の調査でわかつたことでございますけれども白昼堂々と旭が丘の岩を削りとつて不法増築をあるいは建築をしておりますがこれに対して行政指導をやつたことがあるかどうか。




○　建設部長（水間平君）

　　１３番議員のおつしやる箇所がどこかわかりませんが、あの地域では無断建築がよく行われます。それを知つた時点で建築課の職員が出かけております。ところが非常に複雑な環境でしてこちらのほうから出かけて行きますと戸を閉めて居なくなるとか、その他いろいろ実情をつかむこどができないような状態にあるわけでございます。しかしながら不法建築をやつてるようなことがわかる場合には必らず行つて行政指導の任に当つております。実際、岩を削つてるということにつきましては私聞いておりませんが主管課長にも聞いてみようと思つております。




○　平良信一君

　　本員の調査したのはおとついでございます。はつきり場所を申し上げますと若狭町方面の北東側に、以前若狭自治会のほうから階段を設置してくれと当局のほうに陳情が出されてると思いますがその陳情箇所の側でございます。白昼堂々と岩盤を削りとつて不法に増築をしており、若狭方面の市民の皆さんはあの不良住宅を早く撤去してくれ、そのためには署名運動も辞さないということでありますのでその点についてご答弁を願います。




○　建設部長（水間平君）

　　今、都計課長から報告があつたわけでございますが、都計課のほうでは知つてるそうでございます。それについて注意を与えているそうでございます。

　今１３番議員がおつしやつているのはどういつた時機かわかりませんけれども一応行政指導をしているそうであります。




○　平良信一君

　　この問題は重要な問題でございます。堂々と新聞に報道されております。一日も早く善処してもらいたいと思います。先程、部長の説明ですと行政指導をしているとおつしやつておりますけれどもそのときは一時やめておりますが夜間やつてみたり、昼間やつてみたりなかなか手に負えない連中のようですから行政指導を強化してもらいたいと思います。旭が丘の階段の設置でございますがこれについて計画がございましたらお聞かせ願いたいと思います。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。新年度の予算にこの陳情の趣旨に則つて計上するように努力したんですけれども、残念ながら７１年度予算にはこれを乗つけることができませんでした。しかしながら私たちといたしましては照明工事も約１万ドルかけて今度やりますので、それと合わせながら何らかの方法を今後とも努力してやつていきたいとこのように考えております。




○　平良信一君

　　あの階段は本員も調べて見たんですが、そんなに金のかかる工事じやないもんですから早急に予算を計上していただいてひとつ早めに設置してもらいたいことを要望します。それから消防長にお聞きしますけれども先ほどのご説明で、一応わかつたつもりでおりますけれども年次計画によつて化学消防車購入をはかつていく、７１年度予算では削られたけれども７２年度にも請求なさるということでたいへんけつこうでございます。ご承知のように危険物がたくさん散在しておるのでございますのでその点ひとつ今後もどしどし進めていただいて、ぜひ実現させていただきますようにお願いを申し上げます。それとあと一点はコンポスト工場でございますが、危険物取扱主任者の専属の配置がない。本員が先々日調べたところでは１９５９年の５月１５日に消防職員の松田進という人が与那原署に登記されておりますけれども、しかしながら今後はどうしても専属がいなくちやならない。と申し上げますのはどうしても現在のコンポスト工場のタンクの施設からしまして指定数量の２倍になつておりますので、ただ架空の人物を名前だけ出したんじや何もならないんじやないか、この点は特に与党議員の２、３の方から要望がありましたがこの問題につきまして、ぜひひとつ専属の職員を置いてもらいたい。ちなみに２月、３月、４月のコンポスト工場の仕入高を見ますと２月が3,000リツター、３月が5,500リツター、それから４月が2,500リツターとなつております。どうしてもこれだけの重油を、危険物を仕入してやつているわけですから専属の危険物取扱主任者を、これは事務兼用でもいいですからひとり派遣してもらいたい。そういうふうに希望申し上げます。それに対するご答弁をお願いいたします。




○　市長公室長（平良清安君）

　　ただいま１３番議員の危険物取扱主任の配置につきましては、前の議会でも強いご指摘、ご要望がありましたので早速その適任者といいますか、警察で合格者名簿等を調べて採用する努力をしておつたわけですが、なかなかみんな仕事についておつてその仕事をしながら免許を取つた人が多いわけであります。しかし最近適当な人が見つかりましたので、きよう実は一応お会いして、私どもとしては早目に採用したいと思つておりましたが本人の都合で、できたら４月１日からということでいま準備を進めております。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。




（午後２時４６分　休憩）

（午後３時　８分　再開）












○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　真栄城嘉園君

　　本員は水道問題、その他に２、３の問題について質問いたします。まず水道問題から入りますけれども、市長は水道公社の民移管を強力に要求する。それから自己水源の開発をはかる、水道料金を値下げする、というようなことを公約でもつて当選なされました。本員がお尋ねしたいのは自己水源の開発をはかるということと、水道料金を値下げするという２点について質問いたします。まず自己水源の開発は各市町村自治体だけで自己水源を開発した場合には、昨日の水道局長の答弁にもありましたように非常に膨大な予算がかかり水道料金の値上にもひびいてくる。総合的な水道計画が必要だというような内容のことをおつしやつております。ちなみに自己水源を那覇市が開発する場合、２００万ドルを投じても3,000トンそこらの給水しかできない。その計算からいきますと1,000万ドル投じても３万トンそこらということになります。つまり浄水場の規模程度の集水しかできないというようなことになりますと、水道料金は一挙に２倍もあるいは３倍４倍なるでありましようけれども、自己水源の開発については市長は任期中になさる意思があるかどうか。あるいはまた種々検討した結果その必要性がない。全琉的な規模のもとに水道事業を進めていくというようなお考えなのか、その点をお聞きしたいと思います。さらにまた水道料金の値下げの問題につきましてもすでに２年を経過しております。あと２ヵ年有余半でございますけれども市長は任期中に水道料金を値下げするかしないか。その時期について市長から明確なるご答弁をお願いしたいというふうに考えます。昨日の水道局長の答弁では〝現在でもやればできる〟しかしながら５、６セントの幅しかない。さらにまた今後は毎年物価もあがるので、それよりも未給水地域の給水がいるというようなことをおつしやつておりますけれども、この１６万ドル余の純利益金を水道料金を値下げに回した場合に、水道料金の値下げはできないもんであるのか、その点についてご答弁をお願いいたしたいと思います。あとは自席において質問を続けます。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。水道公社の民移管、自己水源の開発などということはこれは市長の公約というよりもむしろ政府自身の政策であります。従いまして自己水源の開発ということも地方自治体の中では望ましいことでありますが、その後だんだん都市化現象が進みまして、いまや水源地問題は全琉的に解決していかなくちやならない事態にあることは周知のことでございまして、過去のこのような表現にはとらわれず、やはりその時宜に即した政策をうち立てていかなくちやいけないと考えております。料金値下げについては実施するのかしないかというお話しでございましたが、これもるる水道局長からご説明申し上げましたように、私の公約はそれだけじやなくて未給水地域の解消ということもひとつの公約となつておるわけでございます。従いまして料金を値下げすることも未給水地域を解消ということもひとつの公約となつておりまして、その実現のためには努力をしていかなくちやいけませんけれども、るるご説明申し上げてありますように当面する問題としては未給水地域の解消に力を入れておるわけでございます。

　　それから水道料金の値下げという問題につきましては、私の就任当時あるいはその数年以前まで日本の本土の水道料金と那覇市の水道料金を比較いたしました場合に相当の開きがあり、これは改善すべきであると考えていたわけであります。しかし日本における諸種の物価の高騰に引きつれまして、本土におきましても公共料金も一緒になつて軒並み値上げの状態にあるわけであります。こうした経済情勢の中で施設、財政ともにまだ不備な沖縄において現状を維持していくことが、比較的には、本土との格差を是正していくという意味で総体的な関係においては値下げというような結果にもなるんじやないか。しかしながら数字的にいま１ドルのものを５０セントにするとか、あるいは３ドルのものを２ドルにするといつたことではなくて、そのような本土のレベルを追い越す努力をしていきたいとこういうふうに考えております。従いまして現実にいまの料金をもつと下げていくかということになりますと、今日の経済状態の数字と照らし合せましてこれは不可能に近いということを申し上げておきたいと思います。




○　真栄城嘉園君

　　ただいまの市長のご答弁は、水道料金を値下げすることは不可能に近い、できないということでございますか。そういうように理解していいですか。




○　市長（平良良松君）

　　結局、このような問題は諸般の情勢と照らし合わせて実現されるものでございますので、現時点では料金値下げするよりも未給水地域の解消ということに努力をしておるということで先ほど申し上げましたが、今後の見通しとして未給水地区の解消ということに相当の努力を要しますので当分は値下げをしないということになると思います。




○　真栄城嘉園君

　　当分の間は値下げをしないというようなご答弁でございますけれども、あと２ヵ年有半の任期中においては値下げはいたしますか。ご答弁をお願いいたします。




○　市長（平良良松君）

　　何年先に料金値下げを実施するか、当分の間というのはいつまでかというお話でございますが、未給水地域の解消の計画については５ヵ年計画の中でもいろいろと工夫しております。現在予定されておるところでは５ヵ年ぐらいかかると思つておりますが、その時点でのまた経済情勢なんかを勘案してその努力をしたいと思つております。




○　真栄城嘉園君

　　質問を続けますけれども、昨日の一般質問の中で水道料金の滞納が大きく問題化したわけでございますけれども、３０番議員の調査によりますと学校関係、政府立高校関係で１万ドル余りになるということになつております。本員も今朝、滞納名簿を拝見いたしましたけれども、政府関係の滞納が非常に多い。たとえば琉球政府の主税局関係、税務署関係、あるいは病院、出先機関もろもろの琉球政府の機関が滞納をしておる。これと学校関係を合わすと２万ドルを越えるんじやなかろうかというように推定されますけれども、この滞納問題は那覇市水道給水条例に違反をしております。第３０条には料金は納額告知書、または集金の方法によつて毎月徴収しなければならないというふうになつております。さらに３９条には８ドル以下の罰金、あるいは給水を停止する、料金を指定期間までに納付しない場合は罰則もできるというようなことでございます。水道局はこの条例を遵守する義務がある。一般市民からの徴収率は９８％ということを聞いておる。しかしながら政府関係においては２万ドル余の滞納をして那覇市に大きな不利益を与えておると同時に市民に大きな不利益を与えておる。この給水条例違反は認めますか。また条例は遵守すべきものであると考えておるのかご答弁をお願いいたします。




○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　２４番議員のご質間にお答えいたします。仰せのとおり学校関係、あるいは官庁関係が定められた日にちまで納付していないことは事実でございます。私の就任当時水道料金の徴収の成績がおもわしくないということで努力してまいりました。まず最初に企業関係の大きな消費者の滞納をなくするということに努力した結果、このほうも順調にいくようになつております。それから次に一般市民の方々の徴収成績を上げたいと思いましてこれも努力した結果、現在までの平均の成績が９８％を越すというふうな状態までもつてきております。で総合的に見ました場合９４％で前年度に比べて大部よくはなつておりますが、このおくれてる大きなものに官公署関係があることはご指摘のとおりでございます。この問題につきましては官公署は不納じやなしに、滞納になるが年度末までには必ず納めるというふうな、水道局職員にとつての安易感と、それから企業の場合は倒産はあるが官庁関係は倒産というふうなことも心配はないということで滞納整理、あるいは徴収率の向上というのがあとまわしになつておりますが、現在残された問題は、この学校、官公署関係の徴収率をよくすることがわれわれの責務じやなかろうかと、考えております。議会の皆さんからご叱責をたまわりましたが、これから直ちにそういう方面に目を向けて官庁関係も滞納がないようにやつていきたいとこういうふうに思つております。この問題につきましては今まで官庁という体面でわれわれのほうが少し穏便にすぎて、滞納料金も徴収しておりませんが今後はびしびし滞納料金を徴収すれば、結局官庁主官のほうが会計検査によつて指摘されたということで納入状況もよくなるんじやないかというふうに思つております。特に議会のほうで指摘していただくことはわれわれにとつても励ましになるし、この問題を契機としてぜひ好転させたいとこういうふうに思つております。それから停水処分についてこれを条例どおりやらないことは条例違反じやないかというふうなご質問でございますが、この問題につきましては条例じや料金を払わない場合は停水することができるというふうに、市長の自由裁量に任かされておりますので必ず停水しなさいということじやなしに、市長の裁量によつて停水することもできるというふうなことになつております。水の問題は人間の生活にとつて欠かすことのできない非常に大きい問題でございます。われわれは、料金の徴収を如何にすればよくするかという建前に立ち、停水ということは最後の伝家の宝刀でございまして、極力この停水だけは避けて普通の条例で決められた分よりも、まだゆるくして最後まで努力して、どうしてもやむを得ない場合に停水するんだというふうな立場に立つております。この問題は非常に人間生活に直接影響する問題でございますので、この点は一つご考慮下さいましてわれわれの徴収成績が上がるように、今後とも議会からの叱咤激励をお願いいたします。





○　真栄城嘉園君

　　水道局長の答弁は詭弁を弄しているんじやなかろうか。政府関係においては年度末に取れるから大丈夫だということだがあなたは信用で条例を運用していかれる考えであるのか。本員がお聞きしておるのは水を止めなさいということじやない。きのうも局長は「議会の承認があればやつてもいい」と無責任な答弁をしております。そのようなことじやないんです。条例にはちやんと納額告知書、または集金の方法によつて毎月徴収しなければならないようになつてるが毎月徴収していない。これは条例違反、または条例に抵触せぬかということです。この点についてもう一度お願いいたします。




○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。毎月徴収しないということは確かに条例違反になりますが、われわれ自体としては毎月欠かさずに徴収業務、すなわち徴収、あるいは取りに行つたり、あるいは納入告知書によつたりして毎月やつてはおりますが、しかし納める納めないというのは相手方の意思によることで、これをやるためにはいろいろ問題もございますが、その月に納めないと条例違反になるかというとこれはちよつと条例の解釈の問題もあるかと思いますが、われわれは必ずしもその月に納めなくても条例違反じやない。しかし決められた日に納めないのは滞納である。その滞納の督促状を出しこれにも応じない場合は停水してでも取るというのが最後の決まりでございます。ただ決められた順序を踏めば直ちに停水してもいいかどうかということになりますと、なかなか問題もありますのでいろいろほかの方面で努力もしております。

　　それから官庁関係に対してゆるくしたということは、けつしてこれを今後ともそういうふうにするという意味じやなしに、何しろ５万件もありますので順序よく、ある方面からつぎつぎに改善していつて最後に残されたのが官庁関係であるという意味でございます。誤解のないようによろしくお願いいたします。




○　真栄城嘉園君

　　ただいまの水道局長の答弁は明解でよくわかりました。確かに条例違反だと　いうことになつております。私はその責任をただいま追求しようとは考えておりません。ただ１点だけ市長にお伺いしたい。市長は選挙時の公約の中で金持ちに奉仕する弱いものいじめの市政を排除していくというようなことを高々と掲げておられます。しかるにこの水道料金の問題は、一般市民は水も止めるような強行な措置をとり、９８％も徴収率を上げてまことにけつこうなことであります。しかし政府に対しては何ら徴収率を上げていない。弱腰しではないか。そこでこの金持ちのほうに奉仕するというようなことを書きかえまして、政府に奉仕する弱いものいじめの市政というようなことになりかねないというふうに本員は考えます。ただいま局長は条例違反だということを認めております。

　　そして市民に多大な不利益を与えている。何も市町村が政府に圧迫される必要もないでしよう。そういつた面を考え合わせまして市長はこの事実を３０万市民の前に謝罪する意思があるかどうかこれをお伺いいたします。




○　市長（平良良松君）

　　たいへんむつかしいご質問でございまして、〝市長は金持ちに奉仕する姿勢を改めて市民大衆のために働くそういう政治をやる〟と言われたが、ことばを置き換えて強い者は見逃がして弱い者はピシピシやるか、とそういう政治なのか、とおつしやいますけれども、これは社会性の問題だと思うのであります。企業を営み、自己の利益のために企業を営んでいる人が市の水道を使つて料金を納めない。しかもみずからは利潤をあげていながら料金支払いの義務を怠つているものに対してはピシピシやらなくちやあいけない。しかし学校とか官公庁というのはたとえばピシピシやるといつてもこれは社会的に問題であります。しかも官庁、学校というものは金もうけのために水を使つているのではない。そういう意味からいたしましていまおつしやるように、強い者は見逃がして弱い者はいじめるという意味とはいささか問題の性質が違うのではないか、かりにいまご解釈のとおりの処置をもし市長がとるとするならば、これはなるほど水道料金の徴収成績は大いにあがるでありましよう。しかしそのために何干何万という学童が水も飲めないような状態におちいつたり、あるいは官庁が機能を麻痺させるような状態になつてくると結局これは住民福祉を阻害するということにはね返つてくるわけでございます。そこで決してそういう意味で強い者の味方になつておるということではございません。先ほども申し上げましたように水道料金の徴収ということにつきましては従来から改善を加え成績をあげてまいつております。そうして最後に残されたものがこういつた公共施設や官公庁の問題であつて、これもご指摘がありましたこの時点で早速警告を発してそういつたことは住民に先立つて卒先して官公庁が模範を示すようにしてもらうよう私からも努力をしたいと考えております。





○　真栄城嘉園君

　　本員はただいま指摘していることは何も感違いしていない。ただ問題は水道局においては前回においても泊港の使用条例これに違反しながら３３セントの料金を５０セントとしている。これは１２月に改正がありましたけれどもこのときにも違反しておる。今回も条例に違反しておる、補助あるいは依存財源はほとんど市町村は政府に求めている。そういつた中で市が琉球政府の肩がわりをしているというような形になつている。それがすなわち市民に不利益を与えている、この事実を市長は謙虚に認めなければならぬじやないか。一般市民からはピシピシ取り上げる、琉球政府だつたらとらんでもいい、しばらく待つておこう、情状酌量もするというような考えではいけないと思う。市町村を育成するために多大なる補助も出そうというこの政府に対して那覇市が水道料金を８ヵ月も徴収していないというようなことがあつていいかどうか。これは市民に不利益を与えていないかというようなことをお聞きしておるのです。その点についてもう１度ご答弁を願いたい。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。先ほど来ご説明申し上げました私の説明がまだご理解が至つていないようでございますが、水道料金の徴収問題につきましては毎年度努力を続けて逐次改善をしつつあるという状況を申し上げておいたのでございます。そうしていま多額滞納者の最後の部分として、ご指摘のように公共施設、官公庁などが残されている。これは従来政府と市がなれ合いといつたような語弊がありますけれども、政府においても市においても公金をもつて事業を運営しているという立場から、いずれは清算の時期がくるといつたそういつた考え方がありましてついルーズになつていた。それを今度は私のほうではこれから改善をしていこうということでございます。その前にもつと改善を要する問題としては民間の企業家の多額滞納あるいは一般市民の滞納ということをもつと改善していこうということで、いままで努力を続けていたわけでございます。

　　なおそういうことについて条例違反といういまお話がありましたのでこの点についての解明は助役をして申し上げることにいたします。




○　第二助役（前田武行君）

　　ただいま、条例に違反しているんじやないか、というご質問がありましたので答弁させていただきたいと思います。

　　先ほど局長のほうでも述べておりましたが、３０条は水道局がなすべき仕事として徴収、納額告知書により毎月徴収しなきやあならない。この義務は３０条で負わされているわけです。だからしてこの手続きは毎月検討し毎月告知書を出し毎月集金に行く。これでいわゆる集金手続きの義務は全部果たされるわけなんです。ところがそれに応じない人がおる、集金に行つてかつぱらつてくればこれはどろぼうになりますし、目の前にある金を「おまえ金あるじやないか」といつて持つてくればこれもどろぼうになりますし、品物を持つていつてもどろぼうになります。これはどうにもならないことで払わなきやあそのまま帰るよりしようがない。では条例はどのようなことを規定しているか。その場合には３８条で〝滞納金をとれ〟と。〝滞納金督促をとれ〟ということを言つているわけです。これは１００ドルに対して４セントの割合で滞納金をとればいいわけなんであります。これは３８条です。じやあ、それでもどうにもいかぬ、滞納金はずつとたまつていく、どうしても滞納に対して支払いをなさない。その制裁として３９条があるわけです。３９条によりますと、〝市長はこれをなすことができる。いわゆる給水停止をしたり８ドル以下の罰金を課したりすることができる。〟これは市長の裁量にまかされておる。ところがこのような公共施設、市民のための、しいて言えば県民のための公共のための施設にそのような過料や罰金まで科して徴収をすみやかにする必要性があるかとなりますというと問題がありますので先ほど市長が申し上げたような答弁になつたと思います。だから条例に違反しているというようなことはいささかもない。ところがもつと積極的な徴収方法をとるべきじやないかと言われますならこれはわれわれも考えなきやならない。市長も言われたように政府へ〝１日も早く納めるようにしてくれないか〟という形でわれわれ管理者としましても市長としても政府へ上のほうから折衝し合うとかそのような努力は当然必要なことだと私は考えております。

　答弁を終わります。




○　真栄城嘉園君

　　水道問題はこれぐらいにいたしまして、不法建築について質問いたします。まず、現在那覇市内においては不法建築あるいは違反建築物というような建築物の実数はどれぐらいであるのかお聞かせ願いたいと思います。

　　さらにまた安里川、泊高橋から中の橋間にかけましてあの河川上に建物ができつつあります。片一方の柱は道路上にあつて、一方の柱は水面上にあります。あれが建築物であるかどうかということはさて置きましても不法建築物ができ上がつております。１０幾つかあるんじやなかろうか。だんだんふえつつあります。すなわち船つき場として使用しておりますけれども潮流の流れをとめたり、あるいはちりが積もつたり非常に問題となつております。

　この事実を市当局は知つておりますか。




○　建設部長（水間平君）

　　２４番議員にお答えいたします。不法建築物の件数でございますが、６９年の１月から１２月までに市のほうでわかりました不法建築物は２０９件となつております。それから７０年の１月から５月まで２５件であります。なお６９年の１月から１２月までの間にその不法建築として摘発した２０９件のうち５４件は指導をやつて確認できるような方向に是正しております。７０年の１月から５月までの２５件のうち９件は指導によつて確認できるように処置してあります。

　　それから安里川下流の不法建築につきましてはその事実をわれわれ知つております。以上であります。




○　真栄城嘉園君

　　安里川下流の建築物については〝その事実を知つている〟というようなご答弁があります。あれは法に抵触するものかどうか、あれを撤去させるのは政府であるのか、市で撤去させるのかその辺の処置方法をお答え願いたいと思います。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。安里川下流の今問題になつております建物は、最初の程はくり舟から荷物を上げるために台が出来ておりました。その台にいつの間にか壁ができ、屋根を葺いたものもありますし、あるいはテントをかぶせたものもあります。このことを法的にわれわれが考えます場合に、従来建築基準法違反の建物というようなことで考えられがちですが、行政上はそのような考え方に立つべきじやないんじやないか。たとえば、先程１３番議員からお話しがありました波の上の不法建築につきましても建築基準法違反であることはもちろんでありますが違反しているからということでそれを撤去しろということじやなくして、公園としての敷地内に建物がたつているので管理の面から第一義的にやるべきではないかということを申し上げました。これと同じようにこの建物については大部分は河川敷地に入つておりますのでこれは河川の管理上の面において取り上げて、その上に立つて建築基準法の適用というものが考えられるんじやないか、建築基準法は、もともとの考え方は一つの建物を衛生的にしかも構造的にも安全なように仕向けてゆくということが出発点でありまして、こういうような不法建築であるということでもつてそれを撤去せよというようなことが主目的ではないのであります。この問題の取り上げ方といたしまして河川管理の問題として留意し、その旨をそこに建物を作つている方たちにも一応勧告してあります。建築基準法に違反する建物であるからあなた方がそこに建築したいのであれば合法的に建物がたてられるようにすべきだというようなことを口頭で係りのものをして通達させてあります。




○　真栄城嘉園君

　　１号線の両サイドの歩道について質問いたします。１号線はご存知のように歩道がなく街灯もない。６２年頃までは街路樹として木麻黄もはえておつた。それがかさ上げ工事によつて現在ない。この問題は昨年の６月議会においても本員は質問いたしました。それに当局は答えております。市長は、ぜひやらなければならないが助役は何しろ軍用道路でありますので那覇市はなかな

　　　　（「議題外だよ」というものあり）

　か手をつけることが出来ないような状態であります。今しばらく時面的なご猶余をお願いします。

　　　　（「質問通告書に入つてませんよ」、「議題外だよ」というものあり）

　というようなご答弁をなさつております。この１号線に歩道をつけることについて政府あるいは軍とどのような折衝をしたかその経過をお聞かせ願いたいと思います。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後３時５０分　休憩）

（午後３時５５分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　第二助役（前田武行君）

　　ただいまのご質問にお答えいたします。１号線の問題につきましては、特に歩道の問題につきましては、いつ、どこで、しばらくのご猶余を下さいと申し上げたのか今のところ記憶がございませんが１号線についてはいろいろ問題がありまして建設部長のほうで詳しく事情を知つておりますので建設部長から答弁いたさせます。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。琉球政府のほうといたしましては現在那覇市内を通つているその１号線のうち那覇市の範囲内において車道と歩道との区別をはつきりしたいというようなことがあつたわけでございます。ところが琉球政府やあるいは民政府のほうの考えとしては現在１号線で車道になつてる部分とその両側にある道路を歩道だというような解釈の仕方をしておりました。しかしそれは歩道ではなしに区画整理でもつて築造したとこの道路であります。区画整理地域の地主の人たちが３割提供して築造したものでありまして１号線の歩道じやなくして１号線の側道的な役割りを果たすものでありまして決して歩道ではないわけでございます。それをいつしよくたにあつかつて両側に４メートルの道路、その内側に３メートルの駐車場、その内側に６車線を作ろうという案であつたわけでございます。しかしながら最初申し上げたように１号線の側道になつているこの道路は決して１号線ではなしに、これは区画整理によつて築造した道路でありまして、これを勝手に１号線の中に入れたということは、今後区画整理を進めてゆく上においていろいろな問題が惹起して来ます。そういうふうな意味でこの１号線の側道になつているこの敷地を１号線の道路に入れるとすればそれに対して何らかの補償をやつてゆき、その補償は区画整理区域の関係地主に何らかの形で返えさなければならない性質のもんだと話し合つておりました。琉球政府のほうから話を聞きましたのでバイパスもできるんでこの問題はしばらく置いておこうというふうな話が途中にありまして、その後これはもう取りやめという連絡がありました。以上です。




○　金城重正君

　　質問をいたします。その前に本員なりに平良市政を評価いたしたいと思いますが、平良市長就任以来２ヵ年になつております。政治家には、また市長には本員が考えるに２つの型があるのであります。




○　議長（辺野喜英興君）

　　時間を延長します。

（午後４時０分　延長）




○　金城重正君

　　一つは無から有を生じせしめ市民の福祉行政に大きく寄与する積極的な市長であります。市民に公約したものをひとつびとつ実現していく型があれば逆に選挙ともなればこれこれしかじかの市政を執行して最も豊かな明るい那覇市を建設すると豪語しながら、市長の座に着くや否や〝唄を忘れたカナリヤ〟のようにみずからの地位保全のみを念頭におき、肩身の狭い思いをして思い切つたことをしない消極的な市長があります。

　　本員は平良市政はその後者に価する市政ではなかろうかとかように考えるわけであります。迷惑をするのは３０万市民であります。先ほども申し上げましたように就任２ヵ年、公約はどこにいつたのか知らないけれども、現在市長が市民に選挙中に公約したものはこの２ヵ年間の予算議会において何ら実現されていないのであります。市長というものは身命を投げ打つて市民のためであるならば、火の中でも水の中でもいとわないで３０万市民のために気慨をもつてやるべきであります。いまや沖縄は本土復帰を前に控えて、慶長の役や廃藩置県と同様また徳川幕府時代に開国か攘夷かというように迫まられた時にご承知のように幕府の井伊大老が〝わが日本の発展は開国にあるんだ〟というように英断をくだして、ご承知のように近代日本の繁栄があるわけであります。本員は平良市長にはできるかどうかわからないけれども、いまや勇断をもつて事に当たるべき時期だと考えるわけであります。しかし一体全体市長が公約したすなわち都市計画事業、道路交通対策、住宅等を整備して、都市公害、交通混雑を排除するために戦災復興資金として国庫からいつその金を引き出して予算化するつもりであるのかそれを明快に答弁していただきたいと思います。続きまして次の点についてご質問いたします。現在財政硬直を起こしておりますけれども、この財政硬直をいかように打開するのか、それと関連いたしまして７０年度の土木事業の執行率、これはいくらになつておるのか。これが１点であります。２点目に去る議会において本員が、現在の西市場に不法入居者はいないかというような質問に対して、２７名の不法入居者がおるという答弁でございました。この不法入居者をどのように処置し現在どうなつているのか、これが２点であります。３点目に市長は公平な人事をするといつておられますが、平良市長が採用した職員で公金を横領したものがあると思うが、この額はいくらであり、どのように処置をされたのか、４番目に１７番議員も質問をやつておりましたけれども、将来の時代をになう生徒が最近、学園騒動を起こしておる。教育長はこの学園騒動に対していかような処置をし、いかような対策、指導監督をやつておられるかその点についてお答えを願いたいと思います。あとはおつて自席から質問をいたします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後４時７分　休憩）

（午後４時８分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。







○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。平良市政の評価につきましては見解の相違でいくら私が見解を申し上げましても、ご説明を申し上げましてもご理解に到達することは無理と考えておりますのであえて申し上げません。ただ私は渾身の努力を払いまして公約を果たすために今後とも積極的な姿勢で市政に取り組むということだけを申し上げておきます。財政硬直化の問題につきましても本議会開会以来数度にわたつてご理解を深めるためにいろいろご説明申し上げたのでありますが、これも重複いたしますので省略いたしまして昨日、一昨日申し上げたご説明によつてご理解をいただきたいと思います。土木費の執行率につきましては５月未現在86.3％ということでありまして、去年の同時期においては55.1％でございまして、執行率はかなりよくなつておると思います。市場の不法入居者につきましてはやはり条例に照らしてそれぞれの処置を取るべく努力をいたしております。公金横領につきましては市に被害を及ばさないような措置を取り、さらにそれぞれのきびしい措置を取つておりますが、その詳細につきましては公室長をしてご説明を申し上げます。




○　市長公室長（平良清安君）

　　１５番議員のご質問にお答えいたします。金額については約1,300ドル一時着服しております。先ほど市長からご答弁あつたように一応解しております。処分につきましては那覇市職員分限および懲戒に関する条例に基づき審査委員会を開いて懲戒免職にしております。




○　教育長（譜久山朝直君）

　　１５番議員のご質問にお答えいたします。この問題は先ほど１７番議員のご質問にお答えしたのとほとんど同一の問題でございまして勢い重複する面がございますので、ごく簡単にお答えをしご了承願いたいと思います。要するに近代社会の構造がいろいろと複雑高度化している状態でございますので、教師はそれぞれの学校におきまして、一体となりまして指導体制を確立して家庭と十分な連携を取り愛情を持つて全児童生徒に接触して十分なる指導効果を高めるよりほかはないと思うわけであります。以上申し上げて簡単に終わります。




○　金城重正君

　　第１点の７０年度の土木事業の執行率でありますが、７０年度の１２月現在いくらになつておるか執行率が。それと３番目に公室長は1,300ドル余り着服しており、そしてこれを懲戒免職にしたということですが、本員が聞きたいのは去つた議会で、建設部の中でそういう公金の流用があつたがその方はどのように処分されたかということ、これが２点であります。さらに平良市政は職員の規律を今後戒めていかなくちやならんと、こういうようにいままでの各議員諸公の質問に対して答弁をやつております。けつこうなことでありますけれども、本員が聞きたいのはこの市役所の中でまた市役所職員が朝出勤をして酒をのんでおる。それも寝まきを着け出勤をしておる。そうしてわあわあ騒いで市の公営物である建物のガラスを破壊しておる、そういう職員をご存じであるのか。ご存じであるならばその処分はいかようにやつたかこれについてご答弁願いたいと思います。さらに教育長にお伺いいたしますけれども先ほどの１７番議員に対する答弁でもわかりますけれども、現在生徒がそのようになつておるのは、いわゆる昔の教育を受けた方々と現在の教育をうけてる生徒の間に断絶があるというような答弁をやつております。けれどもです、教育長は教職員に対してどのような権限をもつておるのか、その教員の指導監督についていかような権限を持つておられるのか。さらにこの２０日に各学校において反戦教育をやろうとしておる、これが新聞にデカデカと出ておるが教育長の権限はどこまであるのかこれについてご答弁していただきたいと思います。




○　財政部長（伊波静男君）

　　土木費の１２月未現在の執行率についてはただいま手元に資料がございませんので、後日委員会で明らかにしたいと思います。よろしいでしようか。




○　市長公室長（平良清安君）

　　お答えいたします。前の議会で１５番議員がご指摘のあつた職員につきましては、４月の１５日から２２日の間に懲戒審査委員会を開いて停職３ヵ月の処分をいたしております。昼の勤務時間中に酒を飲んであばれて、市の施設を壊わしたといううわさといいますか、あるいは職員からそういう問題の提起がありましたので、人事課で調べて主管課長やその主管課に調べさせたところ、その申出とは異つた形の調査の結果が出ておりますが正式にはまだ主管課からは報告は受けておりません。うわさを聞いて一応調べてみましたけれどもご指摘のような形での事実はないようです。




○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。教育長はその持つてる職務の内容から、教育の専門的な立場から学校現場には常に教育的な指導と助言を委員会の事務局の立場でやつておるわけでございます。

　　従いましてこの教育過程の問題につきましては普段、学校経営は学校長に委任されておる面が大きいのでございます。反戦教育という今ご質問でございましたが、反戦教育について学校長から教育長に何らの質疑もございません。従いまして教育長としましては反戦教育というのは、極わめて平穏の内容をもつて営まれておると解釈しているわけでございます。学校長もこれがいわゆる何らかの意図的なものをもつてなされるというふうには解釈しておらないというふうに私はみておるわけでございます。教育過程の問題としましては学校長がそのように適正に管理をいたしておるわけでございます。




○　金城重正君

　　土木の執行率これについてお伺いいたします。現在、この「那覇市の財政」というのがあるがこれは何枚刷つたのか。その中に執行率が１２月現在で３７２万４,１６５ドルとなつておりますが、この青線のめもりの標示は８００万ドルのところにいつてる。こういうように積極的に取り上げて平良市政は土木の執行率をこんなにたくさんやつたんだということでやつておるのか。それとも間違いであるのか。間違いであるならば、これはたくさん配布されておりますけれどもこれこそ市の行政執行能力がないといわれても仕方がない。これについて当つておるかどうか。これをご説明をしていただきたい。

　　それと公室長は、本員が去つた議会で問題にした職員は３ヵ月の停職処分にしたというようなことでありますけれども、どうして市民の金を流用し自分の私生活に充てておる職員を懲戒免職にしないで３ヵ月の停職処分にしたのか、その根拠。さらに先ほど市の庁舎の中で朝酒を飲んで、ねまきを着てそしてさわいで職員に対して暴言を吐いておる。これは現場に調査しに行かしたところそうでなかつたという公室長の答弁である。これは間違いである。もしもこの議会が承認するならばここに証人を呼んできてもいい、当局はこのような調査のやり方しかやらないのか、これが本当に事実であるかどうか。今公室長の発言そのものが事実であるかどうか。これについてもう一度答弁をしていただきたいと思います。

　　さらに教職員の問題でございますけれども、教育長はこれは職場の校長の管理であるということをおつしやつております。６月９日の新聞にでかでかと出ております。〝１３日にスト権を確立、６月闘争で活発な討議〟という見出しになつております。

　　さらにその中に「反安保闘争をやる」というようなことを明確に打ち出しておる。そのために反戦教育が必要なんだということなんです。その先生方に対して教育長は何ら指導的権限もないのか。それをはつきりさせていただきたい。




○　市長公室長（平良清安君）

　　１５番議員のご質問にお答えいたします。前の議会でご指摘を受けていろいろ調べたところ、３名の職員が公金横領しておる事実がわかつたわけです。

　　従つて２人は金額の問題もありますけれども、その後の勤務状態等反省のいろもありまして、１人は停職２ヵ月、１人は３ヵ月、そして先ほど説明しました平良市長になつて採用したものについてはまだ採用後半か年しかたたないとか金額が大きいとかということなどを配慮に入れて、１人は懲戒免職にしたわけでございます。これまでこの種の事件につきましてどちらかといいますと、前の時代から穏便にといいますかやつておつたわけでございますが、今回条例に基づいて懲戒審査委員会を開いてぴしつとやつているわけでございますけれども最初のことでもありますし２人については反省の色もありましたのですぐ解雇ということにはせず、停職にとどめたわけでございます。

　　それから酒を飲んであばれたという事実関係でありますけれども、ご指摘のような形で、たとえば意識的に打ちわつたということじやなしに、ころんで施設を壊わしたという口頭報告を受けておるだけですので、正式に主管課長に調査を命じております。従つて正式に調査報告がこない限り、私たちがここでご指摘のような事実でありますということは早やすぎるんじやないかと思います。




○　教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。ただいまの教職員会のスト権の確立については新聞情報でございまして、まだ確認はいたしておりません。そこでもしこれがはつきりと確認された場合には、私としましては教育委員会の正式の議題として提案いたします。その際は教育委員会が決することになると思います。




○　財政部長（伊波静男君）

　　土木費の１２月未現在の資料がまいつておりますのでご説明を申し上げます。土木費の１２月未現在の執行率は19.4％、そしてお手元にあられる図表は予算額の図表でありまして間違いはありません。




○　金城重正君

　　今財政部長は間違いないというようなことをおつしやつておる。私が聞きたいのは、このグラフに間違いないかどうかということなんです。執行率はやつぱり３７２万４,１６５ドルであるかもしれない。これが８００万ドル台を指しておる。それが那覇市民のほかにどれだけ配布されておるかわからないけれども、全員そういうふうに受取つておる。じやこのグラフは間違いであるのかどうか。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後４時３０分　休憩）

（午後４時３１分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　第二助役（前田武行君）

　　１５番議員がご指摘になりました図表でございますが、青線は予算額でございまして３７２万4,000と打つてありますが、３の字は実際は８のミスプリントでございます。それで執行は１６８万8,000この数字は大体間違いありません。それで１５番議員が青線を引いてこれが執行済み額じやないかとこうお考えになつたようですが、これは予算額と明確に書いてありますので青いほうは予算額であります。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後４時３６分　休憩）

（午後４時３８分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　金城重正君

　　３点目の人事の問題についていま一度伺いたいと思います。その前に先ほど土木の執行率についてはプリントの間違いがあつたというようなことでありますんで了解いたします。

　　公室長は下のほうから、まだ連絡を受けていないんだ、というようなことをおつしやつておる。しかしそこに係長がおる、その係長ははつきりわかつておる、現場におる。それが課長に行きそれから部長に行つておるんです。もしも、であるならばこの営造物をこわしたにしろ、大体職員自体が朝から酒を飲んで酔つぱらつて仕事に来て、職員に対して暴言をはくということ自体が正しいのかどうか。どういうように処分したかこれについていま一度お答え願いたいと思います。




○　市長公室長（平良清安君）

　　早速調査いたしまして厳重な処分をいたします。




○　金城重正君

　　いま公室長がその問題について調査をして厳重に処罰する、というようなことでありまするのでこれで了解したいと思います。その同じ人事の問題で、本員が去つた議会で追求した問題について、公金を流用して使つておるけれども、どうして３ヵ月の停職処分であるのか。これは当然懲戒免職処分に値すると思う。けれども３ヵ月の停職処分だという根拠は何かということこれを本員は聞いておるわけであります。明快な答弁をやつていただきたいと思います。




○　市長公室長（平良清安君）

　　〝那覇市職員分限および懲戒に関する条例〟の懲戒としての免職について〝職務上の義務に違反しまたは職務を怠つたとき〟〝職務の内外を問わず公職上の信用を失い、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあつたとき〟といういわば抽象的な形でやつておるわけです。したがいましてこの範疇に入るものを停職にするか免職にするかはこれは市長の裁量にゆだねているわけであります。したがいまして公金横領したから必ず懲戒免職にするということにはならないわけであります。そこで先ほど説明いたしましたように従来この種の事件に対しましては懲戒審査委員会なども開かずに、わりかた本人に依願退職等の形であるいはまたその他の措置をとつておつたわけでありますが、私どもになつてこれは条例に照らしてきびしくしていこうということで、その過去の他の事件との関係やあるいはまたそのときの状況、市全体の服務規律の問題とにらみ合わせて最初の事件でもあるし、一且は停職にして、そして今後はピシピシやるんだという全職員に対するひとつの警告も含め、またその係の停職になつた職員は相当反省の色もあるしその後の勤務状態もしつかりしているのでそのような措置が妥当だということでやつたわけであります。




○　金城重正君

　　人事の問題について、平良市長になつてから採用した人が６ヵ月目から公金を着服して、いま先の公室長の話によれば1,300ドルあまりということである。本員が調べた範囲内においては2,600ドルというように誤差がありますけれども、その差額についてはいいといたしまして、こういうふうに平良市長になつてから、人事を公平にやり、市民にこたえるようなりつぱな行政事務をやるというようなことでありながらこのような問題が起こつておる。これを今後市長はみずからの発言に対して大いに責任を持つて、このような職員に対しては市長として当然厳罰で臨んでいただくことを本員としてもお願いするわけでありますが、この人事の問題については時間がありませんのでこれぐらいにいたしまして、仮設市場に移つた業者の問題についてお伺いしたい。これは去つた議会で本員が２７名の不法入居者がおるというようなことになつておつたが、それが多くはなつていないかどうか。またこの２７名の不法入居者を仮設市場に移さない、ということを市長は明快に答弁をやつておられました。この２７名が仮設市場に移つていないかどうか、また２７名でなくてもつと多くなつていないかどうかこれについてご答弁お願いしたいと思います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。仮設市場への収容につきましては最終的に双方の委託されているところの弁護士間の合意のもとに一応４つの原則がありますけれども、この原則の収容方針に基づいて現在実施されております。この４点と申し上げますのは１番目に、現在許可を得て実際に営業している者これが第１点であります。それから２番目に、許可はされておりませんが現在そこで営業している者。それから３番目に、許可は事実上ありますけれども実際に営業していない、こういつた者は取り消す。それから第４番目に１小間で２人営業している者は事実上１人として算定する、こういうふうな４つの基本的な方針に基づきまして現在仮設市場に収容されているわけでございます。




○　金城重正君

　　いやいや、部長２７名と言つたでしよう。多くなつていないかどうかということの答弁………。




○　第二助役（前田武行君）

　　１５番議員のご質問に対してお答えいたします。先ほど総務部長から答弁のありましたほかに西市場に不法に入居しているのがおりましたが、その方々は審査の基準に入つておりませんので入れておりません。それで審査するにあたりまして一番問題になりましたのは、名義を他人に貸していること、事実上５年も１０年も実際やつておる。これについては直接本人の顔を見なけりやわからないのでこれは市当局も立ち合つて、弁護士も見て、これが間違いないのかいちいち審査の結果１人１人そういうものについては面接をして入居させております。だからご懸念の２７名、数字は明快に２７人か何人になるかはわかりませんがこのような方は入つておりません。




○　金城重正君

　　いま助役の答弁で、前の不法入居者の２７名というような方は入れてない、というようなことをおしやつておりますが、ほんとにもう１回確認いたしたい。間違いはないかどうか、４０人、当然那覇市と使用契約を結んでない業者が４０人おるけれどもそれは入つてないかどうかもう１回明確に答弁していただきたい。

　　それともう１点。現在予算に現市場に新しい市場を改築する、というようなことになつておるがその家賃は１平米幾らの計算になるのか。さらにその家賃に対して、たな子の方々の了解を得ておるかどうかそれについて明快に答弁していただきたい。時間がありませんので質問を打ち切りますが、答弁によつては議案付託の時点で質問いたしたいと思います。




○　第二助役（前田武行君）

　　不法入居者の件についてお答えいたします。私最後まで審査に立ち会つておりませんが、そのような基本方針のもとで午後１２時まで時間をかけましてやつておりますので、恐らく指示は、その基本線にそつてやれということでありますのでそのような不法入居者は入つてない。細い数字が必要でしたら委員会あたりでその担当された係長、市場の担当職員にお聞き下さい。




○　金城重正君

　　それがわがらなければどうするんだ。




○　第二助役（前田武行君）

　　私としては審査に立ち合つた範囲ではいれておりません。

　　　　（「進行」というものあり）




○　財政部長（伊波静男君）

　　市場建設の財政計画に当りましてその市場の完成したときの使用料はどういうことになるのかというご質問でございますが、これにつきまして、使用料の決定は完成の時点におきまして条例できめますが、現在第二公設市場の使用料の算定の方法をとりますと一平方メートルあたり１０ドル１４セントの計算になつております。




○　議長（辺野喜英興君）

　　これで一般質問を終ります。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第４７号、一般会計予算の項の金額流用について。議案第５０号、一時借入金について。議案第５３号、一時借入金について。議案第７４号、那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定についてを一括して上程し質疑に入ります。ただいま上程いたしました案件は議会運営委員会で即決というふうに申し上げておりますので念のためお知らせいたします。質疑に入ります。

　　　　（「質疑、討論なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第４７号、一般会計予算の項の金額流用について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５０号、一時借入金について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５３号、一時借入金について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７４号、那覇市議会事務局設置条例の一部を改正する条例制定について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第３１号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３２号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３３号、那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について。議案第３４号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市民会館条例制定について。議案第４０号、那覇市児童手当条例制定について。議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算。議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算。議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算。議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算。議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算。議案第４６号、１９７１年度那覇市水道事業会計予算。議案第４８号、議決内容の一部変更について。議案第５１号、継続費を設定することについて。議案第５２号、下水道建設費を継続費とすることについて。議案第５４号、土地売却契約について。議案第５５号、土地売却契約について。議案第５６号、土地売収契約について。議案第５７号、財産の処分について。議案第５８号、１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて。議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについて。議案第６０号、識名納骨堂建設債を起こすことについて。議案第６１号、下水道事業債を起こすことについて。議案第６２号、家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて。議案第６３号、鏡原町の区域変更について。議案第６４号、市道路線の認定について。議案第６５号、専決処分した事件の承認について。議案第６６号、那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について。議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について。議案第６８号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第６９号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算。議案第７０号、屋内運動場建設債を起こすことについて。議案第７１号、水泳プール建設債を起こすことについて。議案第７２号、幼稚園園舎建設債を起こすことについて。議案第７３号、屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて。までを一括して上程し質疑に入ります。





○　金城重正君

　　議案第３９号についてお尋ねいたします。今回継続事業として市民会館が完成するわけでございますが、その市民会館の条例制定について業者と公会堂との問題でありますけれども、いかようにして業者と競会しないような線を引いておるのか。その面についてご説明願いたいと思います。なおかつこれと関連いたしますけれどもこの市民会館を完成するに当つて１６万ドルの寄付金をあてるということになつておりますが本員が承つたところによりますと未だに16,000ドルしか集つてないということですが、市長はどのように対策をたてていらつしやるのか。市長は一応募金の形で街頭のほうで集めておられますが未だに16,000ドルしか集つてないが市長はその市民会館によせるところの積極性があるのかどうか。実際は６月３０日までに完成をしなければならんけれども今度の議案の中に議決内容の一部変更が出ておりますが、はつきりいつまでに完成して、この１６万ドルをいかようにして集めてゆくのか、その基本的な考え方についてご説明願います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。業者からいろいろ業界圧迫にならないような考慮を払つてもらいたいという陳情がまいつております。これに対しまして今後運営上の問題として検討してまいりたいと思います。九条に使用料は、別表のとおりとするとありまりが、しかし市長は特別の理由があると認めるときは使用料を減免することが出来る、ということで公共の集会、あるいは特別児童文化の向上に資する目的の事業そういつたものに対しては便宜をはかつてゆきたい。またこれは元来が市民文化活動を向上させるための施設でありまして金儲けをするためではないのでありまして業者の方がご心配なさるようなことにはならないんじやないかと考えております。なおそういつた弊害が出ました場合にはこの運営規則や条例等もその時点々々において即応して市民文化活動の機関として利用が十分に出来るように、そしてそのために関係業者に圧迫を加えないような処置をとつてゆきたいと考えております。１６万ドルの募金が未だに年度末になつても１割にも達しないということでご叱正をうけておりますがこのことにつきましては相当苦慮いたしております。しかし実際のところ一応街頭のほうで市民の皆さんにも呼びかけたわけでありますが、こういつたキヤンペーンをもつとキメ細かく展開していかないと１６万ドルの多額の寄付金は集めにくい、そこで議会がすみましたら何とか計画をたてて広く市民一般にも再度呼びかけ、あるいは商工会議所を中心にした商工団体、事業団体等にもご協力をお願いしていこうと一応のごあいさつを申し上げておりますけれども、しかし寄付金の割当て等についてはまだ細かいご相談を申し上げておりませんのでそういつたこともこれからやつてゆきたい。さらにはこの前何かの機会でご報告申し上げたかとも思いますが、九州市長会にもこれを提案いたしましてその分については２００万円各市の分担金として貯金をして那覇市に送るというお約束ができております。さらに大阪府知事、それから大阪市長、京都府知事、市長、兵庫県知事、神戸市長、尼崎市長などにお目にかかりましてこの点をお願いいたしまして、関西には沖縄県人も相当おることだしひとつ那覇のこの企てにご協力いただきたいという趣旨をお願いしてあります。また東京、関東のほうには行つておりませんが全国市長会長の川崎市の市長であられる金刺不二太郎さんにはそのことをお願い申し上げてあります。さらに競輪協会、競馬協会などにご協力をお願いしたいと思つております。そういう具合にいたしまして本土の、たとえば沖縄関係の貿易あるいは事業をこれからやろうとする商社関係等にもご協力をお願していつて、何とか工事が完了するまでには目的を達したいと、少なくともこの公会堂建設に支障のないような措置をとつていきたいとこういうふうに考えております。





○　金城重正君

　　市長はただいまの答弁において業者とは極力競合するようなことはやつていかない。さらに競合するようなことであるならば条例または規則等でもつてそれを制限していくんだというようなことをおつしやつております。業者も一応市民として事業税も納めており、また現在まで沖縄のそういう文化、教育面に多分に寄与しておる、これが公会堂ができることによつて一応業者に対する圧迫があるんじやないかというように非常に懸念しておるようでございます。従いましてそういうようなことがないようにその運用をやつていただきたいと思います。２番目に市長は一応１６万ドルに達するまであらゆる方法で交渉されて、本土からも寄付金がくるやに現在答弁されておりますけれども、これが完成するまでには間違いなく１６万ドルの金を集めることができるかどうかそれについていま一度お伺いしたいと思います。本員としては、市長が社会大衆党の会計長でもあつたし金集めについては名人だと承つております。それがいまだに集まらないということはどうも不可解なんである。社会大衆党時代の会計長みたようにあちらこちらお回りになつて歩けばいまごろ大体１５万ドルぐらい集まつていたんじやないかなあと思うんですけれども、そういうふうな気慨でひとつやつていただきたいと思います。




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結します。議案第３１号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３２号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３３号、那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について。議案第３４号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第３９号、那覇市民会館条例制定について。を総務委員会に、議案第４０号、那覇市児童手当条例制定について。を経済民生教育委員会にそれぞれ付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　次は予算に入るのでありますが予算はだいぶ質疑もやらなくちやいけないし、一応予算議会ともいわれる６月議会でありますのでそれで一応質疑を議案第４０号までとして本日はこれでもつて打ち切りたいと思います。ご了承を願いたいと思います。




○　議長（辺野喜英興君）

　　この際諸般の報告をいたします。那覇市監査委員中山興忠ほか３人から１９７０年度３月分４月分例月出納検査および１９７０年度経済民生部定期監査の結果報告書が提出されておりましたので、報告いたします。

　　今期定例会において本日までに受理した陳情は、お手元に配付の「請願陳情文書表」のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付託しましたから、報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。本日の会議はこの程度にとどめ延会いたしたいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本日は、これにて延会することに決しました。６月１５日は、休会の日でありますが、議事の都合により、特に会議を開きます。本日は、これにて延会いたします。

（午後５時７分　延会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




　　上会議録を調整し署名する。




　　　　　　　１９７０年６月１３日




議長　　　　　辺野喜英興　　㊞




署名議員　　　久高友敏　　　㊞




署名議員　　　黒潮隆　　　　㊞
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１９７０年度第１２１回那覇市議会会議録（定例会）






	○　６月１５日（第５日目）
	（午前１０時０８分　開議）



	（午後　２時５５分　散会）







○　出席議員（３０名）




　　　１番(社大)国吉辰雄君　　１６番　高良文雄君

　　　２番　中村昌信君　　　　　１７番　又吉久正君

　　　３番　瀬長フミ君　　　　　１８番　仲本安一君

　　　４番　辺野喜英興君　　　　１９番　金城吾郎君

　　　５番　喜舎場盛一君　　　　２０番　黒潮隆君

　　　６番　仲村正治君　　　　　２１番　久高友敏君

　　　７番　平良玄昌君　　　　　２２番　喜久山朝重君

　　　８番　上原綱正君　　　　　２３番　宮城武君

　　　９番　金城甚松君　　　　　２４番　真栄城嘉園君

　　１０番　島袋宗康君　　　　　２５番　比嘉佑直君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２６番　安見福寿君

　　１２番　儀間真祥君　　　　　２７番　玉城栄一君

　　１３番　平良信一君　　　　　２８番　友利栄吉君

　　１４番　宮里敏慶君　　　　　２９番　椿秀義君

　　１５番　金城重正君　　　　　３０番　大浜長弘君







○　説明員

　　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　　市長公室長　　　　　　　　平良清安君

　　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　　企画課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　　行政監察課長　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　用度管財課長　　　　　　　阿波連宗政君

　　　土地課長　　　　　　　　　富山嘉新君

　　　市史編集室長　　　　　　　外間政彰君

　　　主計課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　民生課長　　　　　　　　　武村盛秀君

　　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　　道路管理課長　　　　　　　赤嶺幸信君

　　　下水道第一課長　　　　　　新垣弘君

　　　教育長　　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　教育次長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

　　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　　選挙管理委員会事務局長　　内間安秀君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　　　新垣襄二君

　　　調査係長　　　　　　　　　亀島美一君

　　　議事係長　　　　　　　　　永山盛広君













　　　記録係長　　　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







１９７０年第１２１回那覇市議会定例会議事日程第５号




１９７０年６月１５日（月曜）午前１０時開議




第１　会議録署名議員の指名

第２　議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算　　　　（市長提出）

　　　議案第４２号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４３号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４４号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第４６号　１９７１年度那覇市水道事業会計予算　　（市長提出）

　　　議案第４８号　議決内容の一部変更について　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５１号　継続費を設定することについて　　　　　（市長提出）

　　　議案第５２号　下水道建設費を継続費とすることについて（市長提出）

　　　議案第５４号　土地売却契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５５号　土地売却契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５６号　土地買収契約について　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５７号　財産の処分について　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５８号　１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第５９号　牧志公設市場建設債を起こすことについて（市長提出）

　　　議案第６０号　識名納骨堂建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　議案第６１号　下水道事業債を起こすことについて　　　（市長提出）

　　　議案第６２号　家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６３号　鏡原町の区域変更について　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６４号　市道路線の認定について　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６５号　専決処分した事件の承認について　　　　（市長提出）

　　　議案第６６号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６８号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第６９号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算　　（市長提出）

　　　議案第７０号　屋内運動場建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　議案第７１号　水泳プール建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　議案第７２号　幼稚園園舎建設債を起こすことについて　（市長提出）

　　　議案第７３号　屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第３　議案第７５号　１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

　　　議案第７６号　１９７０年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計予算の繰越使用について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（市長提出）

第４　報告第１０号　専決処分の報告について　　　　　　　　（市長提出）

　　　報告第１１号　専決処分の報告について　　　　　　　　（市長提出）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　会議に付した事件

　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は宮城武君、喜久山朝重君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算。議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算。議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算。

　議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出予算。議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算。議案第４６号、１９７１年度那覇市水道事業会計予算。

　議案第４８号、議決内容の一部変更について。

　議案第５１号、継続費を設定することについて。

　議案第５２号、下水道建設費を継続費とすることについて。

　議案第５４号、土地売却契約について。

　議案第５５号、土地売却契約について。

　議案第５６号、土地買収契約について。

　議案第５７号、財産の処分について。

　議案第５８号、１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて。議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについて。議案第６０号、識名納骨堂建設債を起こすことについて。

　議案第６１号、下水道事業債を起こすことについて。

　議案第６２号、家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて。議案第６３号、鏡原町の区域変更について。

　議案第６４号、市道路線の認定について。

　議案第６５号、専決処分した事件の承認について。

　議案第６６号、那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について。議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について。

　議案第６８号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第６９号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算。

　議案第７０号、屋内運動場建設債を起こすことについて。

　議案第７１号、水泳プール建設債を起こすことについて。

　議案第７２号、幼稚園園舎建設債を起こすことについて。

　議案第７３号、屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて。を一括上程し質疑に入ります。




○　中村昌信君

　　議案第４１号、歳入の８頁、７款１項使用料１目についてお伺いいたします。市場使用料が22,646ドルの減になつておりますが、その減は市場からの陳情によりまして市長が３０％の６ヵ月減免を行つた。その結果によつて減になつてるのかどうか。さらに８款２項政府補助金１目、消防施設補助金7,950ドルの減はどういうところにその減の原因があるのか。さらに８目の援護事務補助金1,556ドル減になつてるがすでに援護事務は終つたのか。どういう結果によつて補助金が減になつてるのか。同じく引揚者給付金に対する1,790ドルが減になつてるのがその理由。同じく１３目農林土木事業4,632ドルの減、戸籍改製補助が全額減になつてるが戸籍事務はすでに全部完了し政府の補助金なくしてやつてるので減になつてるのか、その点についてお伺いいたします。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えいたします。８頁の市場使用料の22,646ドルの減はどういつた理由かということでございますが、これは主として第二牧志公設市場の使用料の件でございますが、現行予算におきましては当初地上、２階につきましては３２小間を予定いたしましたが実際の運用の面で余りにもスペースが多過ぎるということで５２小間に変更いたしました。そこで使用面積が当初予定より道路のほうが狭いために、その小間数から道路に供用するために供用面積が少なくなつたということでその面での減を生じたわけでございます。それから１２頁の９目の引揚者給付金請求事務取扱補助金につきましては、本来ならば本会計年度でその事務は終了する予定でございましたが残務の処理が残つておりますので今回自主的に予算減という形になつております。それから１３目の農業土木事業補助金の4,632ドルの減につきましては先日来お話し申し上げました農道が最近非常に周辺が宅地化し減少したということで事実上農業土木事業のほうの工事規模が少なくなつたということで減になつているわけでございます。




○　消防長（具志清一君）

　　お答えします。消防費の施設費の減は７０年度は屈折はしご車を購入いたしましたが、これは１５メーター級の人命救助車であります。それで７１年度は普通消防車を購入したための減となつております。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　戸籍改製補助金2,172ドルの減につきましては、戸籍改製は新戸籍決定につきまして旧戸籍を新戸籍に改製するもので改製計画が６８年度から７０年度の３ヵ年で一応終了したために2,100余ドルの減になつております。




○　金城重正君

　　７１年度の予算について質問をいたします。平良市長は施政方針の中で市民福祉を優先的に取扱う、それと関連して２回でありますが施政方針の中で戦災復興資金によつて国庫からの支出金をもつてその都市建設、さらに市民福祉増進に寄与したい、またやるんだというようなことをおつしやつております。本員がこの予算書を調べたところ非常に裏腹なところがあり、いうことと予算がちぐはぐである。そういうものを取りわけいたしまして指摘したいと思います。市長のいう社会福祉、住民福祉これについて予算書を調べてみたら経費別歳出予算比較表というのがありますが、その中で今回は前予算に占める率が10.7％、さらに去年が9.9％、本員はすぎ去つたことは持ち出したくはないんだが前の市長が組んだ予算は社会関係事業費が12.5％、これが６９年度。６８年度は18.4％。平良市長は社会福祉を優先するといいながらその予算に占める率というのは非常に低い。そのことについて市長はどうお考えになるか。第２点目は、土曜日に一般質問をいたしましたけれども市場に不法入居者が２７名いるがこれは当局も認めており、本員も認めておるけれども、去つた３月議会で当局はこの仮設市場に対して不法入居者は認めない。仮市場への移転はさせないとこの議会で断言しておるが、そこで仮市場に移転する段階でこの方々はどうなつてるか。今一度質問をしこれに対するご答弁をいただきたい。さらに仮市場は小間数を３２２作つてある。最初に移転をするのは１１０、その次に移転するものが２５２、合計３６２差し引き４０の小間が増えている。さらに使用契約を結んでるのが２１２人、業者組合に加入しているのが２５２人、差し引き４０人は多いということになつてるが如何ようになつてるか今一度ご答弁をいただきたい。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。社会福祉の向上、それから那覇市の戦災復旧とも称すべき今後の那覇市の都市計画事業、その他についての財源確保についての心構えは施政方針で述べたとおりでございます。その点について一昨日までご説明申し上げたことでご了承をいただきます。市場入居者の問題につきましてまたその他の問題につきましては担当部課長をしてご説明申し上げます。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　仮市場の入居の実態についてご答弁申し上げます。仮設市場への収容につきましては去る土曜日の本会議でご説明いたしましたけれども、その方針に基きまして現在仮設市場の総小間数はご指摘のとおり３２２小間でございます。そこでおとといの本会議でご説明申し上げました収容方針の４原則に従いまして現時点で３１６名が入居しているわけでございます。従いまして総小間数３２２名のうち３１６名が入居いたしまして現在空の小間は６小間でございます。




○　金城重正君

　　先程の市長の答弁と総務部長の答弁はまとを得てないのであります。本員が指摘したいのは、平良市長は、市民福祉を向上するための市政というように、今まで何回となくプロパガンダをやつて来たけれども予算に占める率は前任市長よりも少ないがこれをどう思うかということでございます。ということは平良市政は市民福祉、市民福祉ということをいうて、あたかもそういうことをやつておるのかの如く市民にただアツピールだけをやつているのか、実際が伴わないのか、こういうことを聞きたいのだ。さらに都市建設事業についても一般質問において何ら具体的な答弁がなされてないが、現在の財政硬直をどういうふうに打開するか、　再三申し上げたように本土復帰を迎えて、私たちは本土並みにもつていかなくちやならんということがいまの１００万県民の考えておる事実なんです。それに立脚してどうして県民にこたえどうして市民にこたえていくかということなんです。政治家として具体策を出したからには、自分が火の中水の中でもとび込んでそれを実現していかなければならないのが政治家としての務めであります。けれども現在やられてない、これをどうするか。また予算に占める率もこのようなことになつておる。そこでそれについて具体的にご答弁をしていただきたい。そこで総務部長のいう市場の不法入居者についてでございますけれども、条例にも定められてある通りに私ども３０市民の財産というものは、当局はえりをただしてそれを良好に管理しなければならないということがうたわれておる。そこであの西市場においても市場条例に違反して契約を結ばないで不法入居者が入つていたということは事実である。しかし、本員が聞きたいのはその方々が仮設市場に入つていないかどうか。また移さなかつたかどうかということを聞きたいのであります。それについて具体的にご答弁をしていただきたいと思います。さらにもう１点、市と契約した業者のはつきりした数字、何名であるのかこれについてご答弁していただきたい。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　社会事業費の割合についてご説明を申し上げます。なるほど１９６９年度とそれから１９７０年度の社会事業費の占める割合は、１９６９年度は12.5％でありまして７０年度は9.9％となつています。そのおおきく下がつた理由は６９年度には、与儀公園の事業費が8万4,000ドルありまして、一応これは完了しましたが、それと若狭の市営住宅の起債による11万8,124ドルの市営住宅の建設がありましたので、12.5％と占める比率は高いんです。７０年度は事業費の占める割合は社会事業費は9.9％でありまして、今年はそれを上回ります10.7％であります。額におきましてもそういう特別な事業がありまして２０５万。

　今年は２３４万と大幅に増額しております。さらに社会事業費は予算説明でも申し上げましたとおり234万5,008ドル計上しておりまして、前年度より28万5,118ドルも増額となつております。さらに生活保護費につきましても1万1,831ドル。それから児童手当の制度、それから母子福祉対策につきましても新しく計上しておりまして、積極的に予算の許す限りで社会事業費は増額していきたいとこういうふうに思つております。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。現在仮設市場に許可された業者の件数はいくらかということでございますけれども、これは先ほど申し上げましたように収容方針４原則に従がいまして、まずこの該当者つまり許可業者、従来市長の使用許可を受けたものこれが２２８名でございます。それから第２番目の該当者としてつまり許可はないけれども長期的に営業している者これが２８名でございます。計３１６名が現在使用許可されてたとみなして仮設市場へ収容させております。




○　金城重正君

　　先ほどその予算の中に占める社会関係事業費の問題について第一助役はその額が多くなつているんだというようなことを申しております。けれども世の中が進展していくにしたがつて予算の規模は大きくなつていかなくちやならないけれども、その社会関係事業費に占める額も当然多くなつていかなくちやいけないけれども、７０年度においては６９年度よりも少ない。金額にして６９年度が215万2,345ドル12.5％。７０年度は205万9,890ドル9.9％。これは今回の予算の中に占める比率は10.7％金額にして234万5,008ドル。６９年度に比べて１８万ドルぐらいしか多くなつていない。本員が聞きたいのは社会福祉を優先するということをいいながらまた市民に公約したからには、何でそれを裏づける予算の措置をやつていかないのか。ただ市民福祉をやるんだ、やるんだということであつて、実質的には予算の裏づけは何もない。したがつて本員が指摘したいのは本当にごまかしの市政であるということを言わざるを得ない。当局は見解の相違だというかも知らん、しかし市民福祉をやるんだと提案した以上は十分なる予算の裏づけがあつてしかるべきだと本員は考えます。そこでこれはのちにいたしまして先ほど総務部長が市場の不法入居者これについてただしたら２２８名は市と契約しておるんだと、許可のないものが２８名おる。しからばこの２８名というのは条例に基づいた市との契約においての業者であるのか、これについてもう一度お答えしていただきたいと思います。




○　第二助役（前田武行君）

　　２８名の業者の性格についてお答えいたします。２８名の業者は少なくとも４年以上公設市場において事実上営業をして、その場所を占有している人々であります。ところが元来の許可業者がいつの間にかその他の人々に転貸をしてしまつて許可業者自体はいない、２８名という方が４年ないし１０年の間そこで占有使用しておる。それを審査させて、許可がなくても長年那覇市は黙認しておつたんじやないか、いわゆる名義変更の許可の申請は出ておりませんが黙認してきたんじやないかという、そのような事情のあるもの、これが２８名であります。選考の結果この２８名は入れたのであります。




○　金城重正君

　　助役はただいま２８名の業者というものは４年以上そこで営業を続けてきたんだというようなことをおつしやつております。去つた議会では２７名の不法入居者がおるとおつしやつた。この２７名はこの２８名の中に入つておるかどうかこれについてお答え願いたい。




○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。火災のあつた際それを機会に外部から大部入つてきたが、新しい市場ができたのでそれへ移つた方々もおりまして、あの混乱の状態で。あるいはそれ以前からあの西市場の中に入つてきた方々がおります。これをわれわれがいう、いわゆる前の議会でいいました不法入居者であります。これらの方々は一人も入れておりません。




○　金城重正君

　　いま、助役は去る議会における問題の不法入居者２７名は一人も入れてないということをおつしやつております。そこで業者組合に加入しておるものは何名であるのか明らかにしていただきたい。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。市と業者組合とは直接関係はございませんのでその実数は把握しておりません。




○　金城重正君

　　平良市長は、去る議会において、市と契約してないものについてはこれは積年の弊害であるので、これを思い切つてこのたび整理していきたいというふうな答弁をなさつております。３月議会の議事録を読めばはつきりしておる。それが市と契約していないのがいま２８名だという、これについてどのような措置をとつたのかこれについてお答え願いたい。




○　第二助役（前田武行君）

　　ご答弁いたします。先ほどもお答えしたと思いますけれども、許可証をもらいましてそのままずつと、事実上そこで営業しておる者これが２２８名。許可をもらつたがいつの間にか市の転貸、あるいは譲渡の許可を得ないで他人に譲渡して去つてしまつた人。それから１０年ないし４年間そこで転貸を受けてやつておる人。あるいは元来一つのマスしか与えられていないがこれを２つに分けまして２人で使用しておる人、あるいは時間的にきようの午前はあんた、午後は私とかといういろいろなケースがありまして、今までずつと長い間そのようにやつてきたので、それをやはり４年ないし１０年転貸を受けてやつてきておるのは一応黙認の許可があつたものとして現実に占有しておる人を入れる。許可業者はそのかわりそこから出てもらう。あとからのこのこ出てきて「おれが元来許可業者だ」というようなことを主張できないように排除する。それでもし許可業者が出てきた場合は現に占有しておる人と許可業者を対決させてどのような状態で譲渡していたかそれをはつきりさせて、それででき得れば現に占有使用しておる人を優先して入れて過去の業者は排除していく、そのような考え方でできたのが２８人。それから２人で一つのマスを使つておるのは１人にして２人は入れない。時間的な区分による場合も１人を入れていく、このような態度で整理されたのが３１６人なんです。




○　金城重正君

　　現在業者組合に加入しておる業者が２５２人おる。であるならば今助役は一つのコマを２人が使用しておる業者もあつたという、そこでその名儀人は数えて３６０人であるがその他権利を有していないものが２８名。であるならばこの仮設市場に現在３１６名入居させておる。そういうことになつておるならばこの２８名は助役が言うようなことであるならば、現在の場所に市場をつくるということで予算化をやられておるが市場を作つてからも入れるのか入れないのか。またその２８名が使用許可を受けていないのであればこれは条例に低触する。何んで使用許可を受けていないものを仮設市場に入れてあるのか。であるならばそこに既得権というものが生じてくるけれども、これについて当局はどういう考え方であるのか。さらに去つた議会においては「そういう不法の分については絶対に仮設市場に入れない」ということを答弁されておるが、どうするのかご答弁を願いたい。




○　第二助役（前田武行君）

　　答弁いたします。私たちが仮市場をつくつた際のマスの計算は使用許可業者の数から新しい市場に移つた許可業者の数を引きまして、３２２をつくつたわけでございます。

　　ところが先ほども申し上げましたように、元来の許可業者で他に譲渡をして去つておる人もおる。しかし那覇市にはそれを形式的な書類の許可を得てないわけです。ところが１０年も２０年もその人のあとを継いでやつておる方がおる。これは一応生活の問題やら那覇市の今までの態度からみますと、どうしても黙意の許可を与えたもの譲渡の許可を与えたものといわざるを得ない。そこで２８名につきましては市の今までの怠慢のやり方をわれわれはあえて是認して、黙意の譲渡を与えたもんだとみて許可した。しかしそれ以後のその他のいろいろな不法入居者、われわれはその実態はつかんでおりませんが、向こうに大部おつたような、情報が入つております。

　特に火災後大部入つてきたような情報も聞いております。それらの人々は黙認できない。どんなことがあつてもその人たちは全部排除しております。




○　議長（辺野喜英興君）

　　その問題は幾らやつても同じようなもんですから、あとは委員会でやつてもらうよう議長から要望しておきます。




○　金城重正君

　今助役はその方々は前の市政の中でお互い転貸しやら譲渡、そういうものがあつた。そして既得権があるかのように今度仮設市場に移したんだ。あんた方は前の議会で何んと言つておるのか。権利のないものに対して条例に違反して那覇市政を行なつていいのかどうか。条例に違反してやつておる。そしてあんた方は去つた議会においてはつきり「移さない」と申しておる。こちらで断言しておる。それについて本員は聞きたい。前の議会の答弁と今の答弁とは裏はらである。前の３月定例会においては「この方々は絶対に仮設市場に移さない」と答弁しておる。今になつたらまた仮設市場に移し、既得権があつたかのように答弁されておる。それの矛盾点をどうお考えになるか。これについてご答弁を願いたい。




○　第二助役（前田武行君）

　　前回の議会で〝不法入居者は入れない〟と言いましたのは、火災のときにあのどさくさにまぎれて確か４０名は上回わるんじやないかという情報が入つておりましたので、そのような不法入居者は入れないんだということの意味で言つたつもりであります。それでここで言う２８名というのは先ほど申し上げましたように、市長の譲渡の許可の同意が得られなくちや不法入居者であります。しかしこの方々は長い間実際にそこで仕事をしていたという事実を握つた場合は黙意の同意があつたもんだととらえて、われわれは許可をしたわけであります。それで何ら資格を失なつたり、不法入居者になつたりするようなことはないとこう考えております。




○　安見福寿君

　　具体的なことをご質問します。市長は施政方針の中にも財政の硬直化と嘆いていらつしやいます。従つて本年度予算の中には当然そのような苦労のあとが見受けられるものと、そのように思いながら目を通させていただきました。ところがどうしてもそれとは裏はらな点が何か所か見受けられるわけでございます。それらの幾つかを質問します。

　　歳出のほうで２款役所費の中の３項、４項、すなわち首里支所、小祿支所等の役所費でございます。前年度は首里の場合は2,251ドル、本年度が7，495ドル、5,244ドルも増になつております。小祿も同じように前年度が2,375ドル、今年度が6,977ドル、4,602ドルの増となつております。約３倍になつています。当然財政の困難なおりから節約できるものは節約し、そして市民サービスのほうにたくさん振り向ける。そういうお考えのように私たちは考えるのですが、どうもこの役所費がこのように３倍もはね上つておる。その説明書によりますとそれがほとんど庁舎の清掃費、あるいは警備費にそれが使われておる。前年度までは３分の１でまかなつていたものがどうして今年度から３倍も経費をかけなければならないようになつておるのか。財政の硬直化と照らし合わせてどうも腑に落ちません。この点のご説明をお願いします。

　　それから８款産業経済費の３項市場費の中に、今１５番議員と市場のことでいろいろやりとりがありましたが、新しい市場はもちろんできておりませんし、現状の市場それが前年度までは4万2,928ドルの管理費で上つておつたのが、今年度は7万6,603ドル、実に3万3,675ドルの倍になつておる。なぜ市場の数もふえてないのに管理費が倍になつたのか。もう１点は去つたあの大雨で例によつて那覇市内の道路がいたるところ川になつて、市民は歩行に困り自動車はさながら水陸両用の自動車が川を渡るがごとく感を呈し、そういう状態をきのうは感じました。

　　そこで４款土木費の２項道路橋梁費、その中の排水工事費、これは施政方針の中にも道路排水の整備等積極的に進めたいと市長は謳つておりますにもかかわらず、前年度は22万9,887ドル、今年度は19万7,493ドル、3万2,394ドル、１４％の減になつております。きのうの惨状と照らし合わせまして、また市長の施政方針の演説とそれとは裏はらになるんじやないか。この３点についてご説明をお願いします。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。まず第１点は首里、小祿、真和志支所の管理費が増になつているがその理由は何かということでございますけれども、各支所とも消耗品とか、あるいは光熱水費、燃料費の若干の増はありますけれども、大きな増の理由といたしましては各支所の経費、清掃費は従来総務部の中で一括してこの予算計上しておりましたけれども、本年度から行政財産の管理という面から各支所にその予算をばらしましたので、形の上では45,000ドルの増というふうな形になつておるわけでございます。

　　それから次は市場の管理費が3万3,000ドル余り増になつておるがその理由は何かということでございますけれども、これは大きく増の理由を取り上げますとまず光熱水費のほうでございますけれども、光熱水費のほうは特に第二公設市場のほうは現会計年度は予算中途で予算を組んでありますので今年度は１年分組むということでその増が出てきたわけでございます。

　　それからこれも同じく公設市場の警備保障費も従来までは総務部で一括してありましたけれども、今年度からは経済民生部の中にこの警備保障の予算を計上したために膨大な予算の増が形としてあらわれてきたわけでございます。

　　それから次は借料及び損料でございますけれども、この中に現行予算は4,756ドルを計上いたしまして新年度で1万5,636ドルということで大幅に借損料が上がつたわけでございますけれども、これは牧志の東西両市場を現在東市場と西市場は記憶しておりませんけれども６０何セント、西市場５０何セントで賃貸借契約を結んでおりましたけれども今年度から地主と相談いたしまして、その借賃を上げるべく借賃安定法の７０％あるいは８０％で契約を更改しようということでその借賃の増の分が実質上こういうことになつているわけでございます。




○　土木部長（内間安春君）

　　排水工事費が前年度より3万2,394ドルの減額になつていることについてお答えいたします。


　　事業自体はご指摘のとおり浸水地域、さらに河川による水害地域がまだまだという感がいたしますが、財政の都合上はなはだもうしわけないというふうに思います。ところが事業実績を立てまして施設の効果を高めるように最善の努力をはかつていきたい。以上です。




○　安見福寿君

　　いま総務部長のご説明で役所費の激増の問題ですが、そのご説明の中で庁舎の維持修繕費が4,900ドルほど減になつたと、このようにそれが今回のしわ寄せになつてこちらのほうについてきているとこういうご説明でありますが、どうもこの計算が合いませんね。約9,000ドルくらいの増になる。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。例をあげて申し上げますと、首里支所の管理費で１９７０年度の予算の委託料は１１０ドルでありますけれども新会計年度で5,246ドルというふうにして膨大な予算の増ということになつております。こういうぐあいにして小祿支所も同様なことが言えると思います。




○　喜久山朝重君

　　本員は予算全般についてお伺いしたいと思いますが、平良市政第２回目のこの予算を見た場合には入るべき金が入らずして借金と税金がふえたのがことしの予算じやないかと私は思つております。たとえば政府交付金の５９万５,９４７ドルの減、財産収入73万5,275ドル。そこでお伺いしたいと思いますが、市税の92万8,868ドル増を見込んでおりますがその増になつた根拠をご説明願います。また財産収入において73万5,275ドル減になつておりますがその減になつた理由について説明を願います。




○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。税収の増につきましては個人の場合は１９７０年度全琉の経済成長率が１６％になつておりますが、那覇市の場合は例年高額所得者が集中している地域でございますのでそれを１８％とみて、１８％の所得の伸びをみて税収を推計しております。さらに法人の場合には１９７１年度の経済成長率の見込みは10.3％になつておりますので、この場合も例年にならいまして那覇市の場合は１３％の所得の伸びを見込んで推計してあります。

　　それから財産収入の減につきましては第３次安謝埋立地の財産処分がほぼ完了しましたので減になつております。




○　喜久山朝重君

　　市債71万3,910ドルについてご説明お願いします。




○　財政部長（伊波静男君）

　　市債の増につきましては新市場の改築に要する経費でございます。




○　又吉久正君

　　本員は総務委員会に属するのは総務委員会で質疑をいたすつもりでこの議案の歳入１３款の１項５目の市債が公設市場建設債117万5,000ドルを起こすことになつております。さらに歳出の８９ページ牧志公設市場の工事請負費49万4,000ドル。さらに用地買収費が６５万ドルと計上されておりますが、その場所は牧志とありますけれどもどこに建設なさるおつもりであるのか、どういうふうな方法でこの事業を執行していくおつもりであるのか具体的にご説明をお願いいたします。




○　第二助役（前田武行君）

　　ご答弁いたします。まず建設すべき場所でありますが、現在の西市場敷地そこへ建設する予定であります。方法についてどのようにということですがどういう意味でご質問しておられるかはつきりしませんが、設計はすでに委託しておりまして大体もう完成に近い、模型もできております。それからその設計に基づいて競争入札の方法で建設はしていきたいとこのように考えております。




○　又吉久正君

　　場所は現在の西市場。競争入札でやられるというご答弁のようでございますがこの土地はいま訴訟を起こしております。はたしていつまでかかるかわからないが地主との話し合いはどうなつておるのか。用地買収費も組まれておりますのでもちろん地主との話し合いもできてるかのようにこの議案から見ると考えられますが、これを執行するにあたり地主との話し合いができなければどうするのか。あるいは収用法をかけてやるのかどうかその点をお伺いしたいのでございます。




○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。土地の取得について裁判になつておりますが、裁判所から和解勧告があつたというよりは上岡氏のほうから和解を試みたいから事件の進行をふた月程止めてくれないかというお話しがあつたのでございます。事件は進行しながら話し合いを進めていこうというわけで那覇市の代理人のほうにはそのように伝えて進行はされております。ところが代理人のほうではなかなか話し合いがうまくいかないようであります。それで私のほうで代理人に事件の進行にピツチをあげてくれというわけで今ピツチをあげております。釈明に応じられないときは結審してもらつてくれということで結審の要求を裁判所に出すように言つたんでありますが、裁判所に対して弁護士をつけたいからちよつと待つてくれというわけで、二、三日前にも事件がありましたがまだ弁護士を依頼してないようであります。ところが釈明に対する準備書面がやつと出ております。このような状態を続けるのは芳しくないと思つておりますが仮市場の移転の問題で大分日時をとられまして上岡氏との土地の折衝については代理人待ちのほかはそれ程進行しておりません。議会がすみ次第その話し合いをもつてゆきたい。しかも事件はあくまでも進行しつつ話し合いを進めてゆきたいと考えております。やはり何といいましても相手のあることですから最悪の場合に備えるよう万全の準備を整えております。この予算も最悪の場合土地を貸していただくというよりは那覇市が財産として買う。恒久的な建物になりますので土地を取得するという形で計上してあります。




○　又吉久正君

　　できるだけ地主と話し合いを進めていきたいということでございますが、そうなると話し合いが長引く。あるいは最悪の事態がくるというような予想もあります。大体当局のお考えではいつ頃着工する予定であるのか。それともう一つは最悪の場合土地収用法をかけるというような解釈に立つわけでございますか。土地収用法の申請は今されているのか。されてないのか、その点をお伺いします。




○　第二助役（前田武行君）

　　最悪の場合を考えて収用法を準備しているかというご質問かと思いますけれども、やつぱし最悪の場合を考えてわれわれとしても十分な準備をしなければならないと考えております。そういう意味で準備をなるようなことはしておりません。着々と進めております。それから、どこまでいつてるかということになりますと相手方がなるべく和解にもつてゆきたいという試みがあることから相手の感情を害しないという意味で明確な答弁を避けさせていただきたいと考えております。




○　又吉久正君

　　地主から和解の話が出ているということでございますが、その内容についてご説明願いたい。どの程度の和解が出来るか、それが出来たら速やかに出来ると思いますが、それが出来そうか。もう一つ、本員が聞いた範囲内ではすでに収用法の申請をしてあるというようなことですがその点についてご答弁願いたい。




○　市長（平良良松君）

　　私からお答え申し上げます。この問題は利害関係者が輻輳しておりますためにその実情を事細やかに申し上げることが結局問題を解決する場合に、それと同時にまた弊害が生じてくるわけでございまして、この点につきまして先程来第二助役がご説明申し上げたように万全の対策を講じつつ事件を進行させているということでご了解をいただきたいと思います。さらにどのような和解条件を出しているのかということを細かく申し上げますというと那覇市にはいろいろ事件に介入してくる人がたくさんおりまして結局において介入者が多くなつてくるという弊害がありますので、その辺のところでご了承をいただきまして、なお詳しいことでありますならば後日委員会等においてもできると思います。




○　又吉久正君

　　ただいまの市長のお説は、これを具体的に説明すると何か問題が起こる懸念があるというようなことでありますが、議案として出た以上はこの事業をどういう方法で施行してゆくということを議会に明らかにしない限りこの議案の取り扱いはむつかしいのじやないかと思います。

　　　　　　（「そのとおり」というものあり）

　議案を出すからには自信をもつてやるべきであり如何なる方法でやるか明らかにすべきである。もつと地主と話し合いをしてゆく、それでも最悪の場合はとおつしやいますが、本員が聞いた範囲ではすでに収用法の申請がしてあるということであります。そうでないとこの議案の取り扱いは難しいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。再三繰返えしてご了解をいただいておりますし、市といたしましてはここに明細に予算を計上いたしまして市場を改築するという具体的な案を提出してございます。なるべく明細に申し上げることは当然でございますが問題の処理上、今この程度でご了解をいただいて万全の策を講じているということをご理解いただきたい。さらに工事が進めば当局が説明しないまでもいろいろな事実がはつきりしてまいりますのでどうぞその辺のところでご理解をいただきたいと思います。




○　又吉久正君

　　しいて細かく聞くな、ということでございますので細かくは聞きません。実際に議案に出た以上議員の質問に対してとことんまで答弁し議会の了解を得るのが当局の責任だと思います。しかしこの問題は聞かんでくれということでございますので委員会でお尋ねすることにいたしまして、あと１点お聞きしたいのは、この市場建設においては都市計画事業として指定させて進行してゆくというお考えであるのかその点だけを明らかにしてもらいたい。




○　第二助役（前田武行君）

　　ご答弁いたします。現段階では都市計画法に基く都市計画事業としては進行しておりません。




○　黒潮隆君

　　２点についてお尋ねしたいと思います。予算の中に委員会費というのが計上されております。那覇市の委員会は都市計画委員会をはじめたくさんの委員会制度が設けられてその運営について予算が計上されております。本員がお尋ねしたいのは今壺川一帯の工業地帯、特に拓南製鉄の場合は防塵処理、公害を防止しようということでいろいろな施設がなされておりますが、しかしばい塵を処理するために逆に音の公害が非常にひどくなつてるということであります。付近一帯の住民が夜眠むれないというような状態になつておりノイローゼ気味の市民も出ているといわれております。そこで公害対策委員会を早急に設置すべきではないか。また市として公害対策条例を制定すべきじやないかということであります。今立法院のほうで公害対策基本法が審議され今度の議会で可決される見通しが出ているということを聞いております。

　この公害対策基本法は本土の公害防止法、これと本土の自治体、あるいは都市の公害対策条例などのすぐれた面を取り入れていま審議が進められて、やがて議決の見通しがあるということであります。その法律に基づいて市町村においても公害防止あるいはその対策をとる条例の制定ができるのではないかというふうに考えております。したがつて、この問題は早急に確立されなければならないということであります。あと１点は道路の管理、あるいは緑地帯の管理、河川の管理に関係してまいりますが、去る３月議会で金城吾郎議員よりあの国場ビル前の河川に設置されている駐車場並びに緑地帯を破壊している問題についてすみやかに撤去させるべきではないかというふうな質問があつたわけであります。ところが現在なおそのままにされているということであります。これは道路の管理あるいはその河川に沿つてつくられておる緑地の保護、あるいは河川の管理ということにも大きな障害を来たすものだというふうに本員は考えるからであります。この河川は民政府が管理して、民政府のほうが許可を与えているかも知れませんけれどもしかし河川上につくられているこの駐車場を利用するためにはどうしても道路を横断し、そしてその緑地帯を通らなければあの駐車場は使用できないわけであります。

　　ヘリコプターみたいに上から飛び降りるならば使用できるかも知らんが車の駐車場としてはどうしてもあの緑地帯を通らなければ使用できないようになつております。これが国場ビルを建設したときに那覇市の占用許可も得ていない。道路の地下の部分まで工事を進めて那覇市からストツプされたこともあります。それでそれにかかわるべき駐車場として河川の上につくつたかも知りませんけれども道路の管理、緑地帯の管理、河川の管理からして早急にその撤去を求め実現させなければならない重要な問題だと本員は考えますが、この２点についての当局の明快なる答弁を求めたいと思います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　２０番議員の公害防止に対してはいかような対策をもつているかというふうな内容のご質問かと思います。ご指摘のとおり沖縄におきましては媒煙の排出の規制等に関する立法が１９６８年１１月２８日から施行したばかりであります。特にご指摘のように拓南製鉄工場あるいは沖縄プライウツド工場あるいは壺屋の陶器がま、あるいは安謝の石灰がまあるいは火葬場などからの媒煙などにつきましては、付近住民からの苦情は後をたたないのが現状であります。こういつた工場の施設や設備の移転それから改修等に要する費用あるいは資金等はいろいろの問題点があり、あるいは法の趣旨の不徹底と相まつて公害対策というものは事実上困難を来たしているのが現状であります。こういつた公害対策は単に先ほどご説明申し上げましたように媒煙排出に関する立法のみでは目的は達せられないじやないかと思います。特に政府におきましては今期の立法議会で公害対策基本法を立法勧告しておりますので、これが立法化されますといままで申し上げました複雑多岐にわたるところの公害問題というものに対しては、より強力な施策が実施ができるんじやないかということを考えております。そこで市当局といたしましては法の立法整備とあいまちまして、できるだけ市独自の条例を制定してこれの万全の対策を期するということで現に検討を進めているわけでございます。




○　土木部長（内間安春君）

　　国場ビルの本社前の仮設物に対する撤去の問題につきましてお答えいたしたいと思います。この仮設物は現在駐車場として使用されておりますが、１９６９年の１２月１日から７０年１１月２０日までの間、資材置場並びに現場事務所として市が許可を与えております。その後市といたしましてはすでに本社ビルは完成いたしておりますし、そのような状態ではおかしいということでその撤去を申し入れたところ、４月の１日で、そうならば河川敷地を駐車場として使用するからしてその同意を那覇市はしてくれんかという申し入れがありましたのでこれは同意できないということで即刻回答いたしましてそれの撤去がたを要請いたしました。さらにまたその許可を与えた民政府に対しても行政府主席を経由して民政府にその撤去がたについての要請をはかつております。それであくまで河川の目的外使用ということで民政府に早くその駐車場を撤去させるようにということを申し入れをしてありますが、それに関連いたしまして現在道路ぞいにありますグリーンベルトは道路の一部の付属物という観点からしてこの撤去がたについて早急に措置をまた対策をはかつていきたいというふうに考えます。




○　黒潮隆君

　　この河川上の使用についても市当局としても都市計画の立場からも方針を明確にしていくべきではないかと思います、今度の議会でも宮里敏慶議員から河川の上をふたをして駐車場にする意思はないかというようなご質問があつたと思います。さらに以前にも又吉議員から、西銘市長時代に同じような質問があつたというふうに記憶しております。ところが当時の花城建設部長はこの河川上に店舗をつくりあるいは駐車場にするのは問題ではないか、下水道が完成しそうしてみんなが水洗便所を使用するようになるとあのような腐つた川ではなくてきれいな水が流れるようになるのではないか、したがつて川沿いの道路は散策の道として確保したほうがいいんじやないかというふうな答弁があつて私たちはそれを了としたわけであります。そういつた立場からもこの問題の処理に当たつては市としても方針を明確にしていかない場合には他の河川上でも同じようなことが起きてくるのではないかと思います。その点について合わせて検討されるかどうかお尋ねいたします。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。都市に河川のない都市というのはございません、都市計画上はこの河川というものは重要なもんであります。それと同時に当市みたいに密集してきますと、どうしても空間というものが必要になつてきます。そういうふうな立場から那覇市内にある河川にふたをするとか、あるいは埋めるんだとかあるいは緑地にするんだとかそういうふうな考えは目下のところありません。




○　人民（国吉辰雄君）

　　予算書の８款２項１目、農業振興費61,200ドル計上されております。農業を振興させるためにこのような措置が取られておると、非常にいいことですが施政方針に対する質疑の場合にも申し上げましたが現在小祿地域の農耕の状態を申し上げますと、軍用地に７５％も取られて非常に困つておる、そうしてその中で現在１６３名の農民の方々が黙認耕作地において農業を営んでおります。約６万坪の面積だといわれておりますが１６３名の内で８名の方々だけが自分の畑に行くための農耕パスが６７年以来拒否されたままになつておりまして臨時的な日雇いの状態を現在続けておるような方がほとんどであります。そういうふうにして農業振興には予算に計上してもできない面もあります。いま申し上げておるこの８名の方々が黙認耕作地に、自分の畑に行つて農業をするために、１セントの予算の計上なくても市長、市当局に場所をよこせという姿勢がありましたら必ず解決される問題であり、またしなければいけないと本員は考えております。この方々は市当局にそれぞれ陳情を何回か出されておりますが。これに対する今後の対処をどう考えておられるかその１点。

　　次は支出のほうの２款４項１目の小祿支所費でございますが庁舎建設用地の借地料ということで１,１３６ドル９６セント計上されておりますがこれは去る９月の定例議会に本員が小祿支所の建設についての促進を要望しそれに対する第二助役はきわめて明確に、７１年度には土地を確保するんだという答弁がございました。そういう意味での土地の確保ということでの借地料の計上でありますかどうか、そうであれば庁舎の建設は本年度中なのか、あるいは次年度以降であるのか、あるいは任期中という考え方でございますのかどうか。その２点についてお伺いいたします。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。黙認耕作地の畑に行くためのパスを取り上げられておる人が８人いるというご指摘でございますが、私就任当時はつきりした数は覚えておりませんけれども、１５,６名おられまして、ちようど金城重正議員なんかの照会もあつて、当時の公安局長などに交渉いたしましてその全員に対するパス交付を要請しておいたわけでございます。そしてその中の何名かが許可になりましたが途中で司令官などの交替なんかがありましてまだ未解決になつております。そのことについては引き続き公安局長に要請し続けておりますけれども、そのとき善処すると言つていたので多分に交付されたんじやないかと私は考えておりましたが、まだ８人も交付されていないということですので再びこの件は取り上げて交渉していきたいと思つております。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　小祿支所の庁舎の建設用地の借料として１,１３６ドル９６セント計上しておりますがその用地が非常に適用なところでございまして、どうしても確保したい。当初私たちは本年度の予算で買うべく予算を計上の予定でございましたが、財政の都合でそこまでいきませんので一応その用地を確保するために借りておこうということで計上しております。できますならば早い期間におきまして土地を確保し、できるだけ早い期間におきまして建設したいと思います。その場所が非常に適当な場所でございますので一応確保の意味で賃貸料を計上してございます。




○　瀬長フミ君

　　予算と関連いたしますけれども１点だけお伺いします。この予算の各項目を見ましても壺川の船つき場の建設についての経費が今度の予算に計上されておりませんが、この船つき場には零細な漁業者が何名かおりまして、毎年暴風雨時になりますと下流に流されたり、あるいは国場組のあの貯留木につき当つて破損されたりしております。このような状態の零細な漁業者が毎年暴風雨時に被害にあつておりまして、何回か陳情書も出しておりますが今度の予算ではこの船つき場の建設につきましては計上されておりません。将来当局としてはこの船つき場の問題はどういうふうにして解決していかれるのかお伺いいたします。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　３番議員の壺川の船たまり場について今年度の予算には計上していないけれども、将来の見通しはどうかということでございますけれども、ご指摘のとおり市当局に対しましてそこいらの漁民の方々、あるいは地域の住民の方々から再三にわたりましてこの船揚げ場の設置について陳情があつたわけでございます。そこで市当局といたしましても現状分析いたしましたところ、ぜひ設置すべきだという観点に立ちましていろいろと検討を進めている段階でございます。ところが市としては特にこの地域に対しては区画整理事業とも関連が随分あるのでその面の検討もしているわけでございます。あるいは他面泊港、あるいは安謝新港との一連の港湾の維持管理という面からも、特に漁港施設としても考慮をはらわなければならないということで、現在検討を進めている段階であり今回、今会計の予算には計上しなかつたわけでございます。これについては別に検討を保留しているわけじやなくして、今検討を進めておりましてできるだけ次年度には積極的に予算化したいとこういうふうな考え方をもつております。




○　仲村正治君

　　議案第４１号について４点ほどお尋ねいたしたいと思います。

　　歳入第７款１項３目の港湾施設使用料についてでございますが、沖縄の近年の輸出入荷物の伸びは著しいものがあります。本員の調べでは６６年が2億6,777万ドル、６７年が３億３,７２０万ドル、６８年が３億７,３７７万ドル、６９年が3億7,164万ドル、７０年度も６９年度以上の伸びがあるというふうに言われております。

　　このような実情に関しまして港湾よりの収入が１９６９年よりも8,736ドルも減少している。これはどこに原因があるか。次に歳出第２款１項の職員費に関してお尋ねいたしたいと思います。本年度は338万7,830ドル、これは６９年度より101万8,883ドルふえております。パーセントで43.3％もふえているということになります。それが総予算に占める比率が約15.5％であります。

　　本員は給与基準についてうんぬんするものではございませんけれども、市長は選挙の際役所職員は多過ぎるので経費の節減をはかるべきであるというふうに強調されております。またある筋からの那覇市役所の企業診断の報告からいたしますと、那覇市役所は４０％以上の遊休労働者がいるということが指摘されております。かかる情勢の中で市長は職員をやたらにふやしている。前年度から今議会に予定されておるものを加えるとおよそ２００人ぐらいではないかと本員は考えております。このような状態では那覇市は人件費に喰われて事業費が著しく圧迫されてくると思います。このようなことでは市民に対する市長の公約も守れないと思いますけれども、これがいわゆる税金の無駄使いじやないかと思いますがこれについてのご説明をお願いいたします。

　　次に３点目に歳出第８款産業経済費３項２目市場建設費が117万8,458ドル計上されておりますけれども、当局が改築計画をしようとしておる市場に入る業者のうち他町村に住居をもつものははたして何名いるか。この点についてお聞かせ願いたいと思います。次に歳入第４款２項２目の普通財産収入のうちの軍用地料５万7,057ドル５セント、市長が開放要求しておるところからの収入であるのか。またそのほかの部分であるとすればこれはどこの地域であるのか。その点をお伺いいたしたいと思います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　ご質問にお答えします。歳入の港湾施設使用料が、先ほどのご質問の内容では減というふうに承つておりますけれども、予算上は増になつております。




○　仲村正治君

　　この７０年度予算はもちろん伸びておりますけれども、６９年度よりは8,736ドルも減額になつております。先ほど申し上げたように輸出入の荷物の数量からいたしますと当然年々上昇しなければならない状態にあると思いますけれども、これについてご質問しているわけです。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　ご指摘のとおり１９７１年度におきましてはいろいろと本土復帰に伴い貿易が活発化し、具体的に申し上げますとセメントそういつた荷物あたりが従来は月２回の運航でございましたけれども、最近になつて月３回の航海の往復が増というふうなことになつて、全般的にみて荷物の出入りの状況が多くなつておるというのが現状でございます。

　　そこで歳入予算を組むにあたりましては税関、あるいは青果物組合、あるいは出入管理庁こういつたところとの話し合いで将来の港湾の出入についての予想の説明会をもちまして、その上で今回の予算の編成をしたわけでございます。そういつたところから全体的に今年度よりはるかに増が見込まれるというふうな結論に達しまして今回は増額になつたわけでございます。

　　それから２点目の市場使用許可業者の中で那覇市外の他の町村からの店子が何名いるかということにつきましては、現在手元にその資料をもつておりませんので委員会の席上でご報告申し上げたいと思います。

　　それから第３点目の軍用地料につきましては那覇市に在住しているものの軍用地料の全体の歳入額が以上の予算額ということになつております。




○　市長（平良良松君）

　　職員費の増について市長は就任以前の言い方とは大部矛盾してきているんじやないかというご指摘でございますが、なるほど私が就任する以前におきましては那覇市の職員は多過ぎる企業体ならばその半分でもやつていけるんだということが巷間の批判としてありましたし、また新聞の投書なんかにもそういうことが見受けられたわけであります。しかし行政体の仕事というものはそういう人数が多過ぎる少な過ぎるというよりもむしろ公務員の執務態度にかかつてくるのじやないか。執務態度さえしつかりしていて市民の公僕としての職責を果たしていくならばそういう批判もなくなつてくるかと思つてもつぱら執務態度の改善等に意を用いているわけでございます。

　　職員費の増につきましても、つとめてそのような観点から能率的に有機的に行政事務の運営をしていく、ということで意を用いまして少な目に押さえてまいつておりますが、最小限度の要求につきましては毎年皆さんのご審議を経て市民要求にこたえるための増員をはかつております。

○　仲村正治君

　　軍用地料が入つてくる場所は市長が施政方針で言つております開放要求をしている天久の外人住宅地域の分にも入つておるのかどうか。またその天久の外人住宅地域の所有者についても個人、国県有地の別の内訳をお聞かせいただきたいと思います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。ただいまご質問の資料は手もとに持ち合わせておりませんのでのちほどご報告申し上げたいと思います。

○　仲村正治君

　　資料がなければあとでお聞きしたいと思いますけれどもこれに関連して再度お尋ねいたしたいと思いますが、本員が考えるに天久の外人住宅地域はほとんどが個人有地だと思うのであります。それについて市長はその開放について所有者からどのような形で開放の要求が出されておつたか。もし市長の考えでやつたとするならば何で小祿地域の７５％も軍用地に取られている小祿地域のことはタナ上げにしておるのかその点をお聞かせ願いたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　軍用地の開放、軍事基地の撤去ということにつきましてはどこそこの差別はないわけでございます。しいて小祿地区をのけているわけじやない、しかしながら都市計画上最小限度に最も急を要する地域としてガソリンタンクの問題、上之屋の新港背後地としての問題、あるいはマーニング社の学校用地と関連しての要求なんかが切実な問題として方々から陳情も出されているわけであります。そういう意味で基地撤去や軍用地開放という基本的な態度にはいささかも変わりはございません。




○　仲村正治君

　　歳出第８款の産業経済費の件をお尋ねいたしましたところ、市場にいる業者のうち他町村に居住を持つている者の資料がないということでございますけれども、去つた議会で陳情書が出ておりますけれども、この陳情書に出ている名前からいたしますと佐敷村が３名、浦添村が１４名、西原村が１人、糸満町が１３人、合計３１人の他町村在住者がいるということであります。これは今日までは終戦直後から長年そこで営業やつてきているのでその今日までの営業についてのうんぬんはいたしませんけれども今回は117万8,000ドルもかけてその工事をやるということでございます。特にその財政計画につきましては７１年から１９８２年までに一般財源から毎年４,５万ドル、多いときには１０万ドルも負担しなければならないようになつておりますけれども、那覇市民の税金で他市町村の人の営業を保障しなければならないという根拠はどこにありますか。この点をご説明願いたいと思います。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩します。

（午後１２時０８分　休憩）

（午後１２時０９分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ただいまのご指摘の問題につきましては初めて耳にする問題でございまして十分その実態を調査してみたいと思つております。

　　問題は私がそういう人たちの入居を許可したわけじやなくて先ほどもたいへんいろいろやりとりがありましたが、この公設市場というのは開設されて以来公設市場条例というのはあつたがそれが十分に守られていないうらみがございました。その間に当初許可を受けた者がいつの間にかいなくなつて、それにかわる新しい人が権利の譲渡とか何とか条例に違反しているようなことで入居している事実がそういつた経過の中で他市町村出身者が入居してきたか、あるいはまた戸籍上の手続きを怠つたためにいまだに他市町村在住となつているか、その辺を正確な実態等を調べて善処していきたいとこのように考えております。




○　議長（辺野喜英興君）

　　昼食のため休憩いたします。

（午後１２時１０分　休憩）

（午後　１時１５分　再開）






○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　仲村正治君

　　午前に引き続き質問をいたしたいと思います。本員の午前中の質問に対しまして市長は、今までの市場運営に問題があつたというふうに申されておりますが、私は他市町村居住者の営業についていつてるのではありません。それはちやんと条例に基いて使用料を払つてますのでこれについては何も異議を挟むものではありませんけれども、今後純然たる独立採算制という立場でこの改築計画がたてられておりますならば、しいてそれを申しませんけれども今回の市場建設に当つてその償還計画、今後１０年間に市民の税金から654,000ドル余の負担をされるようになつていることに問題があるのでございます。それとこの際先程本員が指摘いたしました他町村在住者の問題を改善後どう対処するかについてご答弁を願いたいと思います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。他町村からの公設市場への入居につきましては実際、条例には市民でなければ入居できないという趣旨の規定はございませんけれども、最近入居させました第二公設市場、それから真和志公設市場につきましては募集要項で市民であることを選考基準として運営しているわけでございます。そういつた趣旨に照らしますと将来とも那覇市民であるということを募集事項にうたいたいと考えております。




○　仲村正治君

　　ただいまのご答弁からしてこの問題についてはこれ以上追求いたしません。先程質問申し上げました港湾使用料の収入の件でございますけれども総務部長は６９年よりは減つてるけれども７０年よりは伸びる予想であるというご説明でございますが、先程本員が申し上げましたように近年輸出入の増加による貨物の伸びに比較いたしますと余りにもその収入が低いような感じがするのでございます。当局は港湾の船舶給水施設の問題で９月、１２月議会でも整備されたのでございますけれども、それが条例違反ではないかということでもつて指摘されたんでございますけれども、それを恰も覆いかくすようなことで港湾条例の中から給水施設や上屋倉庫を削除して条例を改悪してきたのであります。このようなことがあるからして事態に即応するような行政が出来ないというような考えに立つておりますけれどもこれに対するご見解を説明していただきたいと思います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。貿易が次第に高まつてる中で、６８年度までは給水施設による収入で港湾施設の才入が多かつたけれども６９年度になつて給水施設が水道局の管理に廻わりましたのでその分だけ減になつてるというご指摘のようでございますけれども、当初泊港の船舶航行につきましては非常に混雑をいたしまして二重、三重の船着けをしていた状態で、荷積物のほうは本来ならば三日間は荷積物使用料は無料でありますけれども内部が非常に混乱いたしまして１０日、２週間というふうに滞貨の日数が多かつたわけでございます。しかしそれが次第に減つて内部の荷捌きがスムーズになつたので使用料が減つてるわけでございます。




○　宮里敏慶君

　　歳入の９款、寄付金についてお伺いいたします。公会堂の建設費１６万ドル計上してあり工事は着々として進行しておりますがこの寄付金が現在15,000ドルしか集つてないようです。この集まりが少ないのはどういう理由か。またこの15,000ドルのうち市の職員の寄付金も入つてると思いますがいくら集まつてるか、さらにこの１６万ドルの使途を詳しく説明願いたいと思います。




○　市長公室長（平良清安君）

　　１４番議員の公会堂の募金の額が少ない理由と、すでに集まつた募金の中での市職員の分はいくらかということですが、まず第１点目に予定の１６万ドルに達しないで６月５日現在で現金収納の分が１万６,７３８ドル２７セントであります。そのうち市職員の分が１,９３６ドル３セントであります。現金は収納しておりませんが一応はつきり入るという予約の分が金融協会の2,500ドル。九州市長会の5,555ドル計8,055ドルが一応予約されております。また物品の点につきましては、先般平良市長が大阪を行政視察したときに松下電器産業株式会社から大どんちようの分約１千万円、ドルにして３万ドル相当の寄贈の決定をみております。おくれた理由といたしましては、もちろん私ども市当局の取組みの弱さもあろうかと思いますが、私ども事務段階としてはこれまで各官庁、商社関係、通り会、自治会、マスコミ関係、郷土芸能関係そして本土の駐在会社関係等と各団体階層別にいろいろ募金の協力要請をしてまいりました。また文書によりましても協力依頼状を発送しております。商社、会社関係が約６００件、本土の県人会関係が１２件、本土企業関係が１２５件と正式に市長名で協力要請しております。それから、最近西部吹奏楽祭これはきのう行なわれましたが、あるいは沖縄ブロムジカ合唱団の純益が市の公会堂に寄付するとこういうことを行なつております。今度、施政方針に対する市長の答弁にもありましたように市長はじめ市の三役、部長あるいは市の職員、沖縄の各団体、企業関係あるいは一般市民に対してもつと積極的にしていきたいと思います。それから１６万ドルの募金はその内訳として約１０万ドルが建設工事に回わり、残つた６万でどんちよう、ピアノ等の備品に使われることになつております。以上。




○　宮里敏慶君

　　この募金はいつまでで打ち切るつもりでございますか。




○　市長公室長（平良清安君）

　　お答えいたします。公会堂建設計画が策定され、また去年の予算の計上といたしましては今年度７０年の６月３０日までという募金期間の予定でありました。しかしご承知のようにまだ一割程度しか努力しておりませんので、次年度７１年一ぱいもその期間を延ばして努力したいと考えております。




○　大浜長弘君

　　４１号議案に関連して市長の基本的な考え方をお伺いいたしたいと思います。那覇市は戦後２５年いろいろな問題をはらんで今日まで発展してきておりますけれども、そのような社会問題等々を是正して本土の中に具体化させあるいは格差を是正させてゆく。これが当面大事な問題であります。従いまして市場問題もそのひとつじやないかと思いますけれども市長のお考えでは、市長は本来市場のあり方をどういうふうに考えていらつしやるのか。たとえて申し上げますと日本本土あたりでは公共団体であるところの地方自治体が管理している市場は、中央卸市場の性格をもつたすなわち物価を規制し更正していけるような小売市場をもつているようですけれども、那覇市の場合はこのような小売市場を現在もつております。したがつて小売市場、そういうようなものは業者に移して中央卸市場すなわち物価を規制、更正できるそういうような中央卸市場をもつたほうがよろしいじやないかとこのようなことでありますけれども、市長のお考としては、市場の好ましいあり方はどういうふうなあり方がよろしいか、その基本方針をお伺いしたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。ご指摘のとおり他府県の地方自治体で公設市場を経営しているという事例はあんまりないのであります。ご承知のとおり沖縄の場合は戦後処理のひとつとして特別の事情のなかから発生した公設市場でありまして、それが今日までその形のままで続いてきたという特殊な事例に属すかと思います。ところがどのようにこれからやつていくかということになりますと、いまの牧志公設市場以外にも真和志の公設市場、あるいは辻町、その他にもすでに公設市場というものが市の管理のなかにありまして、これを総合統一し今後、管理運営を考えていかなくちやいけないと思います。そのためには前回から申し上げておりますように市場の管理条例などその都度改善を加えて、市民の福祉に沿うような施設にしていきたい。もうひとつは、いま卸市場というものは考えていないかというご指摘でありますが、卸市場はやはり物資の購入あるいは流通機構の改善という点から不可欠の施設だと考えております。

　この点につきましては農林局あたりといま合議をして、どこにどういう性格でつくつていくかという、場所とその構造と申しますか、機構と申しますかそういつたものを検討中でございます。




○　大浜長弘君

　　現在問題があるのは別として、今後それをふやさないで、つくるよりはその力を中央卸市場的な運営管理したほうが、公共団体として、最も大事なことじやないかと思うんでありますけれども、ところで地主のほうからですね、現在問題になつている市場を自分なんかでつくりたいというふうな陳情がきているように聞きましたけれども、もし地主がつくるならば、むしろ地主と業者に協力してつくらして、しかも午前中の答弁にもあつたように都市計画の中の一環としての市場ではないんだというふうな答弁もありました。したがつて地主と業者につくらして、その金を現在つくろうとする金を中央卸市場というふうなほうに振り向けたほうが得策じやないかと思われますけれども市長のお考えを伺いたいと思います。




○　第二助役（前田武行君）

　　私の午前中の答弁の中で都市計画の一環としてなつているものではないんだといわれるような答弁があつたとこういうご指摘をいただいたんですが、１７番議員の質問に対してお答えしたのは、いま進行している手続きは都市計画法に基づく手続きで進行しているのかという点について、都市計画法に基づく手続きではないんだということを申し上げたわけです。それでこれは３月議会でも申し上げたと思いますが都市計画の一環でやるあの地域、シヨピングセンターのあの地域の開発、それもからみ合わせて計画しているんだということについては、いわゆる都市計画の一環としてとらえているんだということがいえると思います。

　地主からの陳情の点につきましては、そのような陳情もありましたし直接私のところにも２回にわたつてその話し合いがもたれたことは間違いありません。しかしわれわれが都市計画の一環としてあの道路付近をどのぐらい広くするのか、そのようなことを考えたときに一概によろしゆうございますということは現段階ではいえない。なぜならば道路幅員を狭くもつてきても建築基準法に合致する以上はこちらが認可を与えざるを得ない。細かいことは言えませんが、いまの幅員じやちよつと狭いという感じがいたしますんで、われわれの計画は少し道路幅員を広くとつております。その点で現段階ではよろしゆうございますということが言えないわけなんです。というのはやつぱり都計の一環としてとらえて、どのように道路幅員をもち、構造をどのような構造にするかということを考えた場合に一挙に〝じや皆さんでつくつてください〟ということが言えない現在であるということを申しそえておきます。

　終わります。




○　大浜長弘君

　　いま第二助役の答弁にもありましたけれども、市がですね、いわゆるいま要望している道路という問題、そういうような問題を解決するならばいわゆる地主と業者がつくつてもかまわないというお考えですか。どうしてもその問題は市当局がつくつていくというふうな基本姿勢でしようか。その点だけをお伺いしたいと思います。




○　第二助役（前田武行君）

　　答弁いたします。先ほどの答弁は都市計画の一環としていうのを主におきましたので、そのような答弁になつておるわけでございます。業者の保護育成というものとそれから沖縄の市場のあり方、これは戦前からそうでありますが沖縄の精鮮鮮魚、野菜類、生ものの市場は非常に生産規模が小さ過ぎた。それで消費地と生産者とが直結しておるような状態であり、戦前の東町なんかもその一例であります。消費者と生産者とが直結しておるような状態であり、中央卸市場がもちづらい、いわゆる競り市をするには非常に困難であり生産規模が小さ過ぎるという点から中央卸市場も一方で考えながら、この消費者と生産者が直結するような市場をやはり那覇市の近郊の農村、あるいは零細な近海漁業をしておる業者との問題で那覇市には必要じやなかろうかとこのように考えておるわけなんです。そこで中へ入つておる業者の保護という点から那覇市自から管理する市場をもちたいとこのように考えております。




○　喜舎場盛一君

　　４１号議案に関連して質問いたします。先ほどの市長の答弁の中にもございましたが、市の職員は２か年前でも多いんだ、それで一会社の企業体とみて考えた場合にはその半分でも市の事務処理ができるんだというようなことを言つてきたけれども、ところが去年、あるいはこのたびの予算の中にも８０名余りの職員の増員をおり込んでおります。この予算の歳出の２款役所費１項職員費をみましてもわかるとおり６１万８,０２５ドルという増になつております。特に３目の諸手当の中の時間外勤務手当が１０万ドル余り計上されておるわけでございますが、８５名の職員を増員してもまだ足りなくて時間外勤務させてそして２６万ドル余りもこの経費を計上しております。一体どういう職種の職員をふやしどういうところに配置していくのか。そしてこの時間外勤務と大まかに組んであるけれども、このような膨大な予算を組まなければならないような職種があるのか。一つご答弁を願いたい。

　　２点目に市場の問題でございますが、市民との対話を中心として市政を運営していくというふうに市長はいつでも唱えておりますが、先ほど市場組合の組合員が何名おるかという質疑に対しまして、組合と私は関係がないからわからない、と総務部長は答弁しております。けれども、市場問題をここまで話し合いする段階においてはやはり組合の内部も十分に知つておつてはじめて話し合いがなされるんだと本員は考えます。こういつた組合員が何名おるというようなこともわからないままに、いわゆる話し合いが進められてきたことは、言うなれば市民との対話をしないで、いわゆる一方的に市は話し合いを進めてきたと言わざるを得ません。そこでお伺いしたいのでございまするが、この地主との話し合いは一体何回ほどもつてこられたか。それと地主のほうからいわゆる仮処分が出されました。そして転貸し増築については仮処分が確定されておる。ところが焼け跡のそれについては警察当局としても調査に支障をきたすのでその撤去はできないというふうな裁判所の決定がなされておるそうでございますが、先ほどこの焼け跡の、いわゆる処理が地主のわからないままに市当局独断でやりました。そして下水道工事のもの置き場にするからというようなことで、その焼け跡をかたずけたそうでございますが、しかしながら市当局は市場建築のためのボーリングをしたんだというふうになつております。この辺の事実、地主との話し合い、すなわち市場の建築のためにボーリングをさせてくれと言つた話し合いでやつたのか。地主が言つてるように下水道工事をこの一帯行なうので資材置き場にしたいというようなことで、嘘をついてボーリングをやつたのかこの辺をお聞きいたします。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　５番議員のご質問にお答えいたします。今度那覇市職員定数条例の一部を改正しまして、８０名の定数の増を提案しているわけでございますが、それの内訳を具体的に申し上げますと、まず第１番目に保育課に対して３２名の増を予定しております。それは１９７０年度に泊保育所、それから赤平保育所の工事を着工しておりますけれども、それの新設のためのものと、それから１９７１年度に新しく大型の保育所を新設いたしますのでそれに伴う保母さん、それから用人の定数でございます。

　　それから次は年金課の１７名でありますけれども、これは国民年金法による保険料の徴収事務が開始されますので、政府の徴収事務の職員定数の基準に則りましてこれを査定しての数字でございます。それから次は港湾建設事務所に対して５名の増を予定しております。ご承知のように港湾建設業務が非常に活発化いたしまして、それの業務の強化をはかるためにはぜひ最小限５名の職員の増が必要であるということで５名の増を予定しております。

　　それから企画課に対して３名であります。これは那覇市の事務分掌条例も改正いたしまして、７２年本土復帰に備えていわゆる復帰対策を強化推進するための職員の３名の増であります。

　　それから次は那覇市民会館、俗にいう公会堂でありますけれども、これも市民会館の新設に伴ないましてそれの管理運営の職員として３名の増を予定しております。

　　次に区画整理課の３名でございます。この区画整理業務も順調にいつておりますけれども、区画整理業務のより円滑な運営をはかるためには最小限３名の職員の増が必要であるという観点に立ちまして３名の増を予定しております。

　　それから住宅課２名、これはご承知のように従来、住宅使用料というものは管理人を指名いたしまして徴収しておりましたけれども、本来こういつた職員外で公金を取扱うということは好ましくないということで、責任体制を整える意味で職員が住宅使用料の徴収をし、あるいは相談をするということで２人の職員の増を予定しているわけでございます。

　　それから真和志支所市民係に２人を予定しておりますけれども、真和志支所の場合には本庁の市民課と同じような業務量を携わりまして、現在の真和志支所の市民係の窓口業務というものは非常に混雑して、もちろん庁舎の問題もありますけれども職員の定数が非常に少なくてその影響で市民に若干の迷惑をかけておりますので、その窓口の強化をはかるのに最小限度２人の増員を予定しております。あとは総務課、商光観光課、民生課、保健衛生課、建築課、こういつた課に対して各々１名づつの増員を予定しています。この市長事務部局で７２名となつております。

　　それから消防職員、今年度消防車両が２台増車しますので、その増車のための要員として８名の増で計８０名ということになるわけでございます。




○　市長公室長（平良清安君）

　　時間外手当についてお答えします。現年度でも一般の時間外勤務手当として約１万ドル計上しておりますが、確かにご指摘のように昨年の当初予算に比べて2,500ドルの増になつております。しかし全体の事業予算、あるいは人件費の伸び等から比較しまして、私どもとしてはできるだけ時間外手当は押えようというふうなことで努力しているわけでございます。６９年度の場合には１人平均月に１１時間の時間外をみておりましたけれども私どもになつて去年から１人当たり７時間に押さえてもなお2,500ドル程度の増ということをみておりまして、できるだけ通常の仕事は時間前でピシヤツとしてもらうという態勢で臨んでいるわけであります。




○　第二助役（前田武行君）

　　お答えいたします。まず第１点として地主との話し合いは何回くらい持つたか、これは土曜日もお答えしたんですが５回持つております。

　　それから空地の、建物を焼け跡を撤去したのはどういうわけかということですが。これはもう保全する必要がなかつた。捜査の保全する必要がなかつたしそのまま置いておくことは衛生上悪いというわけで警察にも通知しまして撤去しております。これについては地主と相談しておりません。というのはこれを撤去することが所有権に影響を与える重大な問題でないからであります。それから仮処分とも低触しないから。それから空地を土木事業のほうに利用させているがどうか、という点についてはそのとおりであります。現場で資材置場として那覇市がその土地を指定しまして提供させておりますが、これも仮処分には低触しませんし現在争いの裁判がきまるまでは存続しているという前提でありますので賃貸をさせているわけじやないんです。転貸ししているわけじやない、賃貸、転貸ですか、賃料をもらつて借りているわけじやなくて、指定しまして、あの工事が終わるまでここを利用させる。無償使用の形で契約の時点から説明しまして使用させております。これも仮処分には抵触しない。そこでそのときにひとつ急を押しましたのは現場の仮事務所をつくるなと、建物を建てるわけにはいかないので、現場の仮事務所はつくるな、とこれだけ注意しまして使用させております。以上で終わります。




○　喜舎場盛一君

　　市長が就任いたしましてから市場の問題はそれ相当に長い期間いわゆる問題が話し合われてきておるのでございますが、５回しか話し合いを持つていないということはやはり市長が言つておるような〝市民との対話〟あるいは昨今に至つては〝現地主義〟というようなことはあまりにもやつていることと、言うことの事実がうらはらであると本員は指摘をしたい。さらに第二助役の答弁で該火災焼け跡地には土木事業資材を置いてある、というふうに答弁がございましたがしからばその時点において３ヵ所ボーリングをしたそうでございまするが、これは下水道工事をやるための第１期のボーリングであつたのか。あるいは本議会に提案されておりますところの牧志公設市場を建築するためのボーリングであつたのかご説明を願いたい。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。西市場の改築をするためのポーリングでありますけれども、まだボーリングはすべては完了いたしておりません。といいますのは残つております部分についてはまだ業者のいろいろの品物が入つておりましてできませんので、現在できる部分についてはやつております。




○　喜舎場盛一君

　　３ヵ所やつたそうですね。あれは何のためのボーリングであるのかこれをはつきりしてもらいたい。




○　建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。西市場建設のための設計をするためにボーリングしたわけです。

　　　（「議長、議長」「議事進行、委員会でやれ」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　簡単にやつてください。




○　喜舎場盛一君

　　いま建設部長の答弁でこれは西市場の設計をするためのボーリングだというふうにはつきりおつしやつておりまするが、地主には該地域の下水道工事をするためのいわゆるボーリングだ、というふうに言つたそうでございます。このようにして地主とほんとのいわゆる目的をはずしたところの話し合い、こういうところにやはり嘘つき市長と言われてもやむを得ないというふうに本員は思うのであります。

　　さらにこの建設費の用地買収費に計上されている６５万ドルという金額はおよそ借地ではなく用地買収であつて、用地買収するのにはもう話し合いもできない。一方的にこれを土地収用法に引つかけてやるんだというような市の態度だと本員は思つております。先ほどからの都市計画による都市計画法を適用させてそして市場を建築するのか、というような質疑に対しましてもうやむやな返事をしております。このように予算にははつきりと収用法を適用させて、そうして６５万ドルの予算を計上しながらなぜはつきりと収用法でやるんだということを言わないのかこの辺に疑問があるわけでございます。

　　残りは委員会でもつて質疑をしたいと思います。

　　　（「あのね、その問題と違う。財産の問題。」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ちよつと待つてください。休憩いたします。




（午後２時０９分　休憩）

（午後２時１０分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　金城重正君

　　本員は４款の３項財産の売払代金について質問をいたしたいと思います。

　　この予算に５７万１,４０９ドル計上されております。そこで国場川の埋立地これが今回1,555.13坪、１０万１,０８３ドル５０セント計上されておる。その予算は去年の議会で、去つた議会で議決されて７０年度の予算を執行するというようなことになつておつた。そこでこの埋立地の処分について今度は現場に工場を持つておる。住宅を持つておる、住宅を持つておるこの方々と契約を結んだということで契約議案が出されておる。それは了といたしましてその今回計上されておる国場川の埋立地の１０万１,０８３ドル５０セントはまだ契約していない土地処分の金額であるのか、これについてお答えしていただきたいと思います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。第１次国場埋立地の１０万１,０８３ドル５０セントの内訳につきましては去る６月議会で処分議決を受けまして、そのうちの島元工業所それから真喜志それから仲井間この３件を除いてのものが、この１０万１,０８３ドルの歳入であります。




○　金城重正君

　　であるならばまだ契約していないものを今度再度予算に計上したということになつているわけなんですね、そうですね。そうでしよう。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。土地を処分する場合には一応処分議決を得てから、それから売却の際に一定の金額以上あるいは一定の坪数以上の場合の不動産につきましては改めて売却契約の手続きを経なければいかぬということで、それに該当するものは売却契約の議決を提案するというふうなことになつております。




○　金城重正君

　　そこで一応はその１０万１,０８３ドル５０セントは７０年度の当初予算でも一応売却処分は認めた。それが今度またその契約をしていない部分について再度計上されておる。それでこれはけつこうだと思う。　　　　　　　　　　　　　　　そこで本員が聞きたいのは実務学園敷地、これは本員が調べたところいまだ１セントも金が入つておりませんけれども、これは契約がなされたのかどうか。また契約に該当しなければどうして予算化をしなかつたのかこれについてご答弁していただきたいと思います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。１９７０年度予算の編成にあたりまして那覇市当局といたしましては琉球政府厚生局と話し合つて今会計年度で実務学園の那覇市有地を買うんだというふうな話しをつけましたが今会計年度では恐らく無理だろうというふうな話し合いをうけまして、それではぜひ１９７１年度の予算に計上してもらいたいということで市長はじめ各スタツフの方が折衝を続けまして現時点で琉球政府の予算案にも立法勧告案として実務学園の土地購入費を計上されております。




○　金城重正君

　　政府のほうで予算化しておればどうしてこちらのほうに予算化してないのか。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　予算説明書の中で首里大名町３丁目というのは実務学園のことをさしております。




○　金城重正君

　　どうも失礼いたしました。




○　真栄城嘉園君

　　２点だけ質問をいたします。第１点は役所費の委員会費の中の退隠料受給資格者審査委員会費この点につきましては去つた２月の６９年度の決算審査の段階におきまして市当局はこういうふうに答弁しております。この退隠料受給資格対象者がおりません。従いまして来年度予算においては計上いたしません。そして退隠料受給資格審査委員会条例も廃止いたします、とそのような手続きをいたします、というようなことをはつきり答弁しております。その点につきまして予算案を見ますと成程これはゼロになつて計上されておりません。しかしながらこれは条例において予算化されるわけでございます。この条例の廃止手続きを委員会において〝やるか〟と念を押しましたら〝６月にははつきりやります〟というような答弁でございます。しかし、条例廃止の手続きがとられてないのはどういうわけかご答弁を願います。それから第２点、同じく委員会費の中の青少年健全育成協議会費が前年度より減になつており、さらに社会及び労働施設費の青少年保護育成費、これも昨年より減になつている。昨今青少年問題が非常に論議をかもしている状態の中で青少年健全育成の面で予算を減らしているのはどういうわけかご答弁を願います。




○　総務部長（親泊康晴君）

　　青少年保護育成費が減つてるがというご指摘でございますけれども、われわれとしては前年度4,011ドルに対して新年度は3,943ドルということで表面からみますと確かに減額で何かしら青少年保護育成につきましては軽く見てるように思われますけれども中身を見ますと報償費が従来は1,600ドル計上してありましたけれども今回は1,903ドルにアツプいたしましていろいろと青少年問題につきまして各地区で懇談会、あるいは激励会を開催するということでその分の謝礼金をあげた次第であります。それから委託料、食糧費につきましては現年度は３２８ドルを予定しておりましたけれどもこういつた面からロスを節減しようということで今回は１１０ドルに軽減したわけでございます。また横断幕につきましても現年度は１７２ドル計上いたしましたけれども減額できるということで１６９ドルに減じたわけでございます。そういうことで青少年保護育成というものは予算全体としては減額になつておりますけれども中身の施設からみればむしろ前年度より強化されるというふうに考えてる次第でございます。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　退隠料につきましてご説明申し上げます。退隠料につきましてはすでに支給ずみでありますので本年度は予算は計上してありません。そしてなお目の中で退隠料受給資格者審査委員会費がありまして括弧書きにしてして予算のないものは括弧書きにしてありますのでそういう意味で予算を計上してあります。なお条例につきましては支給したものについて、またいろいろの問題が将来あるかもしれませんし支給につきましても時効の問題もありますのでそれでしばらく置いていたほうがいいと思います。また置かざるを得ないんじやないかというふうに考え廃止の手続きはとつておりません。




○　真栄城嘉園君

　　ただいまの助役の答弁聞きとりにくいんですが。市当局は２月の委員会におきまして旧那覇市職員に退隠料受給資格者審査委員会条例は廃止いたします、６月にその手続きを取ります、ということを本員が二度も念を押したときにいつてます。ただいまの助役の答弁は、これはまだこの条例を生かして使わなければならないということですか、具体的にどのような事例がありますか。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。委員会におきましては廃止ということがあつたかもしれませんが、しかし私の考えでは条例は残しておかないと将来またこれに対する異議の申し立てとかいろいろ出て来ないとも限りませんので、また支給してもそれに対する時効の問題もありますし、いきなり廃止していいかどうか疑問がございますので一応そのままおいておきたいと思います。




○　宮城武君

　　予算をとおしまして市長の基本的な点について二、三お伺いいたします。市長は７０年度の基本的な姿勢の中で那覇市における、いわゆるシビル、ミニマムですか市民の最小必要施設あるいは条件等はまだまだである。そういう点から近代都市作りを一生懸命やつてゆきたいということを訴えられております。また７１年度の予算では市長はスプロール現象というものを非常に懸念されて心を砕いておりますが、その面がありありと基本姿勢の中では出ているが、しかし都市計画事業をみますと７０年度の繰越しが多いんです。そういう点から考えまして市長がいわれておりますように本土に帰つたあとは、いわゆる戦災復興計画特別法ですか、そういうものを適用させて都市計画をやつていくんだというふうな面から手が届かないのか。また現制度下においては非常に苦しい部分があるということはよく理解できます。

　現在の都市計画法、および建築基準法とか先程答弁がありましたがいろいろ難しい点はあります。しかしながら、あくまでも市長が心を砕いておられるスプロール現象を喰い止める一つの骨子というものが具体的に出て来なければいけないと思います。よつて具体的にお伺いいたします。去つた新聞紙上で、市長が、都市開発構想とか公団構想とか、そういうものを打ち上げられたようなフシがあつた。その中で公共の用に付す土地あるいは今後都市計画上必要な土地の先行取得権を何とか考えていかなければいけない、という構想を新聞で伺つております。その後、梨の礫でありますがどうなつておるか。

　都市計画上、公団あるいはそれに類する制度というものが必要じやないかと思うわけでございますが、これに対する市長の考え方、またそれが出来なかつた理由があればその理由などをご説明願いたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　お答えいたします。土地の先行取得に対してどのような考え方をもつているかというお尋ねでございますが、これはしばしば私申し上げておりますように公共施設をこれから増やしていかなくちやいけない。那覇市の現状においてはどうしても土地の先行取得をする方法を考えなくちやいけないと思つておりまして、就任当時からこのことについては総理府にも訴えまして、前床次長官にもこのことをお話し申し上げましたところ〝大体どれぐらいの金が要るのか〟、〝それは多ければ多いほどいいけれども那覇市が広域都市となつていく事情などを勘案した場合に、２００万ドルぐらいの基金があれば何とかやつてまいります〟ということも申し上げたわけであります。その後床次長官が交替されましたし、また最近に至りましては総理府あるいは企画庁などの調査団と琉球政府との間で中核都市圏構想とか沖縄の経済開発、ゾーニングの問題とか討議されております。従いまして、その中でもやはりこの公共施設の配置ということは考慮されておると思うんでありますが、やはり徹底的に根本的に那覇市の町をつくり変えていく、あるいは沖縄の経済を立て直していくという場合の総合的な計画の中で必ず考慮していただけるもんだと考えております。現時点におきましては何といたしましても、多額の金を要することで、しかもこれは一応不要不急の基金として置かなくちやいけない問題もございます。

　そういう余裕が那覇の財政にはないということでございまして構想としてはもつております。

　また必ず沖縄開発の諸事業が進む中でこれは必ず考慮される問題だと考えております。




○　宮城武君

　　ただいまの答弁で構想は構想としてもつておると。しかしながら優先順位ですか、そういう点からもいろいろ問題があるようでございますが、私どものこの社会を運営する以上、また環境整備するという点から都市計画というものは一曰足りともおろそかにできない最優先事項であるということを本員は思うわけでございます。

　その点からこの都市計画に対しては、市長は前向きの姿勢で取つ組んでもらわなくちやならない。特に琉球政府が策定した長期経済開発計画ですが、その中にはいろいろな地域指定も出てきておると思う。そういう中にあつて現制度、現法制下のもとでスムーズな都市計画ができないということは市長自身認めておられる。それの改善策もいろいろ手をつけていかなくちやならないと思うんですが、具体的に申し上げましてこういうふうな現在の制度下でやつていけない大きな障害を乗り越えなくちやならないと思うわけでございます。そういう点におきまして、市当局におかれましても具体的な方策を打ち出していかなくちやならないと思う。

　　またもう一点は、先ほど市長の答弁の中にありました土地の先行取得権、これは絶対必要欠くべからざるものであると思う。そこに大きな那覇市、あるいは近隣市町村との関連におけるいわゆる中核都市としての今後の発展に備えていくためにも早急の対策が必要だと思うわけでございます。そういう点の施策が出てないことを本員は残念に思うわけでございます。さて、なおもう１点この都市計画予算の中に不良住宅街改造事業という費目が出ております。樋川のようでございますが現段階においてこれはどこを指しているのか本員もよくわからないんですが、不良住宅街というのはたくさんあると思う。那覇市には特に現在の建築基準法ですか、先ほど第二助役の答弁の中にもありましたように４メーターの道路さえ付ければどこでも家がつくられるようになつておる。そのようなもとではですね、これはイタチゴツコでございまして、いつまでたつても近代的な都市づくりというものはできないと思う。よつて市長はこれに対するひとつ基本的な強い抜本的な市政を打ち出してその改善策に努力していかなくちやならないと思う。これが市民福祉にこたえ、あるいは将来実のある那覇市建設のために全力投球で取つ組んでいつてもらわなくちやならない。かように思うわけでございます。よつて今後この制度上あるいは財政上、特に先ほど話がありましたように土地先行取得のため公団構想については２００万ドルぐらいの資金がいる。

　総務長官にも申し上げたということをおつしやつておられますが今後、おたくの任期中にこれの実現のためにひとつ裸で取つ組んでもらいたい。そうしていろいろの施策の準備に取りかかつてもらいたいということを本員は申し上げたいんですが、市長その点についての決意なり何なりありましたらひとつご答弁願いたいと思います。




○　市長（平良良松君）

　　このことにつきましては、心がまえとしては施政方針の中でもご理解を得ております。またご指摘のとおりに今後とも努力をしなくちやいけない、努力をする決意でおります。




○　又吉久正君

　　議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについて、これの金利が7.3％、非常に高いような感がしますがこれについて当局はいかような方法で決められたのか。7.3％以下ではできなかつたのかどうかその点お伺いします。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。議案第５９号の公設市場建設のための借り入れにつきまして、琉球銀行に折衝いたしましたところ、はじめは8.28％といつておられました。これをがんばりまして、私も市長も最後は行きまして従来どおり7.3％で貸していただきたいということを了解を得ました。次にご質問にはございませんが、琉球銀行は大体５ヵ年しか貸さないんですが、これも市場の公共性を強調しまして１０ヵ年貸してもらうようにいたしました。お答えいたします。

　　　　　　（「ご苦労さん」というものあり）




○　又吉久正君

　　この議案を見た場合、１０年で償還する、さらに５ヵ年をもつて市が負担したのを償還財源としてやるというようになつていますが、政府のほうから借りられなかつたのかどうか。もつと利息を安くしてですね、借りられなかつたかどうか。

　　　　　　（「委員会付託」というものあり）




○　財政部長（伊波静男君）

　　お答えいたします。ただいま琉球政府における資金運用部資金は市町村割当のワクが非常に小さくなりまして資金難をかこつておりますので、資金運用部資金の融資は困難な状態であります。




○　又吉久正君

　　本員がお尋ねしているのはですね、資金運用部資金から１５年間あるいは２０年相当借りるとしたならば、業者がもつ独立採算性をこれも軽くなつてくるというわけでお聞きしているんだが、利息が高いほど業者の負担になるという考え方に立つて質問しているわけでございます。

　政府に金がないというならばこれはやむを得ない。委員会で質疑いたします。




○　喜舎場盛一君

　　教育長にお尋ねしたいのでありますが、７１年度の教育予算に関連いたしまして質疑します。

　巷で聞くところによると来たる２０日には安保廃棄斗争の一環といたしまして、いわゆる安保学習会を県下の各学校が決行するというふうに聞いております。

　そのときにやはり授業放棄でございますので、この種の授業放棄をしたならば職員に対しての給与はどのようにするか。このお考えをお聞かせしていただきたい。１点でございます。




○　教育次長（赤嶺貞義君）

　　５番議員のご質問にお答えをいたします。来たる２０日に安保学習のようなことが行なわれると聞いておるが、そのとき授業放棄のような形になれば、職員の給与からその分を差し引かれる、いわゆる賃金カツトのようなことがあるかどうかというご質疑のようでございます。

　　これにつきましては２０日に授業放棄とか安保学習とかというものが行なわれるというような新聞情報はある程度知つておりますけれども、それがどのようなものであるか、そして職員の勤務が授業放棄の形になるのか、その辺につきましては確かなところまだ知つておりませんので、このことにつきましてはその実情によりまして教育委員会において対処、あるいはその判断がなされるものと考えております。




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結いたします。ただいま議題となつております議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算は総務委員会にその審査を付託いたします。

　　なお歳出４款土木費、６款社会及び労働施設費８項公園費中２目建設費、９項住宅費、８款産業経済費３項市場費中２目建設費は建設委員会へ。

　　６款社会及び労働施設費（８項公園費中２目建設費、９項住宅費を除く）７款保健衛生費、８款産業経済費（３項市場費中２目建設費を除く）は経済民生教育委員会へ審査をお願いいたします。

　議案第４８号、議決内容の一部変更について。議案第５１号、継続費を設定することについて。議案第５４号、土地売却契約について。議案第５５号、土地売却契約について。議案第５７号、財産の処分について。議案第５８号、１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて。議案第５８号、牧志公設市場建設債を起こすことについて。議案６０号、識名納骨堂建設債を起こすことについて。議案第６３号、鏡原町の区域変更について。議案第６５号、専決処分した事件の承認について。議案第７５号、１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用については総務委員会に。

　議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算。議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算。議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計歳入歳出予算。議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算。議案第４６号、１９７１年度那覇市水道事業会計予算。議案第５２号、下水道建設費を継続費とすることについて。議案第６１号、下水道事業債を起こすことについて。議案第６２号、家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて。議案第６４号、市道路線の認定について。議案第７６号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計予算の繰越使用については建設委員会に。

　議案第４０号、那覇市児童手当条例制定について。議案第５６号、土地買収契約について。議案第６６号、那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について。議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について。議案第６８号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第６９号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算。議案第７０号、屋内運動場建設債を起こすことについて。議案第７１号、水泳プール建設債を起こすことについて。議案第７２号、幼稚園園舎建設債を起こすことについて。

　議案第７３号、屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて。は経済民生教育委員会にそれぞれの審査を付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第７５号、１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用について、議案第７６号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小祿地区特別会計予算の繰越使用についてを一括議題として提案者の説明を求めます。




○　財政部長（伊波静男君）

　　議案第７５号、１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用についてご説明申し上げます。

　　まず予算繰越する事業の概略を説明しますと、事業費総額３２万３,８１３ドルのうち２５万４,９９８ドルを１９７１年度に繰越し繰越率が７８％となつておりますが、その内訳を申し上げますと、市史編集の資料編印刷費が3,600ドル、土木事業費が２３件で２２万０,７７１ドル、都市計画事業費が２件で２万２,２７０ドル、公営住宅建設事業費が２件で2,371ドル、財産管理費が２件で5,986ドルとなつております。

　　次に繰越しとなつた主な理由を申し上げますと、那覇市史資料編の印刷につきましては原稿作成および校正に予想以上の日時を要し年度内刊行ができなくなつたのであります。工事費関係につきましては５月の降雨、また排水工事のなかには下水道と同時施行しなければならない工事があり、この分の政府補助指令が遅れたもの、あるいは用地買収にあたり地主との接衝が難航したため、また物件補償について移転先の宅地造成工事の遅れにより予定工期内に事業完了することができなくなつたのであります。

　　以上の理由で年度内に執行完了することができませんので１９７１年度に予算を繰越して使用するために本案を提出したのであります。よろしくご審議のほどお願いします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの説明に対して質疑に入ります。

　　　　　　　　　　（「質疑なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑終結します。ただいまの議題となつております議案第７５号については総務委員会に、議案第７６号については建設委員会にそれぞれ付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、報告第１０号専決処分の報告についておよび報告第１１号専決処分の報告についてを一括上程いたします。本件については、お手元に配布いたしてありますとおり、市長からそれぞれ、報告書が提出されておりますので、それにより、ご了承願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　６月３日付那覇市字天久８０２番地、天久自治会長屋富祖亀助から道路上の建築許可撤廃について陳情取り下げ届が提出されておりましたので、会議規則第１９条の規定により、取り下げを承認することにご了承願います。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　以上の本日の日程は、全部終了いたしました。本日はこれにて散会いたします。

（午後２時５５分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








上会議録を調整し署名する。

　　　　１９７０年６月１５日




議長　　　　辺野喜英興　　㊞




署名議員　　宮城武　　　　㊞




署名議員　　喜久山朝重　　㊞
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１９７０年第１２１回那覇市議会会議録（定例会）









	○　６月１８日（６日目）
	（午前１０時０７分　開議）



	（午前１０時１６分　散会）







○　出席議員（２５名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　１６番　高良文雄君

　　　２番　中村昌信君　　　　　１７番　又吉久正君

　　　３番　瀬長フミ君　　　　　１９番　金城吾郎君

　　　４番　辺野喜英興君　　　　２０番　黒潮隆君

　　　５番　喜舎場盛一君　　　　２１番　久高友敏君

　　　６番　仲村正治君　　　　　２２番　喜久山朝重君

　　　７番　平良玄昌君　　　　　２３番　宮城武君

　　　９番　金城甚松君　　　　　２５番　比嘉佑直君

　　１０番　島袋宗康君　　　　　２６番　安見福寿君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２７番　玉城栄一君

　　１２番　儀間真祥君　　　　　２９番　椿秀義君

　　１３番　平良信一君　　　　　３０番　大浜長弘君

　　１４番　宮里敏慶君










○　欠席議員（５名）

　　　８番　上原綱正君　　　　　２４番　真栄城嘉園君

　　１５番　金城重正君　　　　　２８番　友利栄吉君

　　１８番　仲本安一君










○　説明員

　　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　　市長公室長　　　　　　　　平良清安君

　　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　　企画課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　　行政監察課長　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　用度管財課長　　　　　　　阿波連宗政君

　　　土地課長　　　　　　　　　富山嘉新君

　　　市史編集室長　　　　　　　外間政彰君

　　　主計課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　民生課長　　　　　　　　　武村盛秀君

　　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　　道路管理課長　　　　　　　赤嶺幸信君

　　　下水道第一課長　　　　　　新垣弘君

　　　教育長　　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　教育次長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

　　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　　選挙管理委員会事務局長　　内間安秀君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　事務局出席者




　　　事務局長　　　　　　　義永栄善君




　　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君




　　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君




　　　調査係長　　　　　　　亀島美一君




　　　議事係長　　　　　　　永山盛広君










　　　記録係長　　　　　　　山城正信君




　　　主事　　　　　　　　　徳村政保君




　　　主事　　　　　　　　　上原洋子君




　　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年第１２１回那覇市議会定例会議事日程第６号

１９７０年６月１８日（木曜）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名

第２　　議案第７７号　工事請負契約について　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第７８号　工事請負契約について　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第７９号　工事請負契約について　　　　　　　　（市長提出）

　　　　議案第８０号　工事請負契約について　　　　　　　　（市長提出）

第３　　議案第３３号　那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３４号　那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３５号　那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第４８号　議決内容の一部変更について（総務委員長審査報告）

　　　　議案第６３号　鏡原町の区域変更について　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第７５号　１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　会議に付した事件

　　　　（議事日程に同じ）




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年６月１７日







　那覇市議会議長

　　辺野喜　　英興殿








総務常任委員長　　　

　黒潮　隆　　　　　









委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。




記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第３３号
			那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第３４号
			那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第３５号
			那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第４８号
			議決内容の一部変更について
			〃
	

	
			〃
第６３号
			鏡原町の区域変更について
			〃
	

	
			〃
第７５号
			１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用について
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。諸般の報告をいたします。６月１７日付、市長から、議案の追加送付がありました。６月１７日付、総務委員長から、会議規則第１０１条の規定により、委員会審査報告書が提出されておりました。６月１５日付、受理いたしました陳情については、お手元に配付の請願陳情文書表のとおり、所管の総務常任委員会に付託いたしましたから、報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、安見福寿君、比嘉佑直君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第７７号、工事請負契約について。議案第７８号、工事請負契約について。議案第７９号、工事請負契約について。議案第８０号、工事請負契約について。以上４件を一括して上程し当局の説明を求めます。




○　建設部長（水間平君）

　　議案第７７号、７８号、７９号、８０号について一括してご説明いたします。

　　１９７０年度公営住宅建設計画にもとづきまして、石嶺団地内に第１種１３０戸、第２種１６０戸、計２９０戸建設すべく準備をすすめてまいりましたが、１９７０年４月２日づけで琉球政府から７７万１,７３０ドルの補助金交付指令をうけましたので、工区をＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄの４つにわけ、１９７０年５月２５日指名競争入札に付しましたところ、落札者がありませんでした。その後設計変更をいたしまして、同年６月１５日再び入札に付しました結果、お手もとに配付してあります議案のとおり、Ａ工区は田端建設、Ｂ工区は琉球団地株式会社、Ｃ工区は合資会社知花建設、Ｄ工区は上地組がそれぞれ落札いたしまして、６月１５日と１６日に仮契約を締結することができました。よろしくご審議下さいまして、同意をたまわりますようにお願い申しあげます。




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め議案第７７号、第７８号、第７９号、第８０号以上４件についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３の諸議案は、総務常任委員会付託の事件であります。議案第３４号については、会期が２７日迄の予定であり、かつ２８日が休日にあたりますので、執行部局の事務の都合上、早目に処理する必要があるとの要望があります、また、その他の議案についても、委員会において、全会一致で可決されておりますので、本日上程いたしました。各議員皆さんのご協力よろしくお願いいたします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第３３号、那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定について。議案第３４号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３５号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第４８号、議決内容の一部変更について。議案第６３号、鏡原町の区域変更について。議案第７５号、１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用について。を一括上程し総務委員長の審査報告を求めます。




○　総務常任委員長（黒潮隆君）

　　　総務常任委員長報告を申し上げます。

　本委員会に付託を受けました議案２１件のうち３月１６日、１７日の委員会において結論が出ました議案のうち６件について報告申し上げます。このうち審査の焦点となりましたのは議案第３４号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定についてであります。

　　その主なるものを申し上げますと、施政方針の中で述べられている行政需要の増大と本改正案の第２条中３０分間の勤務時間の短縮とは矛盾するのではないかという質疑に対し当局の答弁は職員の勤務時間については長期的展望からして短縮の方向にあり、本土においては週４０時間前後の勤務時間制度を実施している。したがつて本市の行政執行体制についても職員の職務規律を強化するとともに研修制度を充実させ職員の資質の向上を図ることによつて３０分間の勤務時間を短縮しても増大する行政需要に何ら支障をきたさない。ということであります。

　　次に議案第３３号、３５号、４８号、６３号、７５号について若干の質疑応答がありました。

　　以上が本委員会における議案６件の審査経過であります。その結果につきましては、お手元に配布いたしました審査報告書のとおりでありまして、それぞれ全会一致をもつて原案どおり可決すべきものと決定いたしました。

　　以上報告申し上げ、皆様方のご賛同をお願いいたします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　（「質疑討論なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論なしと認め採決に入ります。議案第３３号、那覇市史編集委員会設置条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３４号、那覇市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３５号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例制定については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４８号、議決内容の一部変更については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６３号、鏡原町の区域変更については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７５号、１９７０年度那覇市一般会計予算の繰越使用については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は委員長報告どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　これをもちまして本日の日程は全部終了いたしました。これにて散会いたします。

（午前１０時１６分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







上会議録を調整し署名する。

　１９７０年６月１８日




議長　　　　辺野喜英興　㊞




署名議員　　安見福寿　　㊞




署名議員　　比嘉佑直　　㊞






























第１２１回那覇議会会議録
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６月２２日（７日目・月曜日）
















１９７０年第１２１回那覇市議会会議録（定例会）






	○　６月２２日（７日目）
	（午前１０時０８分　開議）



	（午前１０時５７分　散会）







○　出席議員（２７名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　１６番　高良文雄君

　　　２番　中村昌信君　　　　　１７番　又吉久正君

　　　３番　瀬長フミ君　　　　　１９番　金城吾郎君

　　　４番　辺野喜英興君　　　　２０番　黒潮隆君

　　　５番　喜舎場盛一君　　　　２１番　久高友敏君

　　　６番　仲村正治君　　　　　２２番　喜久山朝重君

　　　７番　平良玄昌君　　　　　２３番　宮城武君

　　　８番　上原綱正君　　　　　２４番　真栄城嘉園君

　　　９番　金城甚松君　　　　　２５番　比嘉佑直君

　　１０番　島袋宗康君　　　　　２６番　安見福寿君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２７番　玉城栄一君

　　１２番　儀間真祥君　　　　　２９番　椿秀義君

　　１３番　平良信一君　　　　　３０番　大浜長弘君

　　１４番　宮里敏慶君




○　欠席議員（３名）

　　１５番　金城重正君　　　　　２８番　友利栄吉君

　　１８番　仲本安一君




○　説明員

　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　市長公室長　　　　　　　　平良清安君

　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　企画課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　行政監察課長　　　　　　　真玉橋正勝君

　　用度管財課長　　　　　　　阿波連宗政君

　　土地課長　　　　　　　　　富山嘉新君

　　市史編集室長　　　　　　　外間政彰君

　　主計課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　民生課長　　　　　　　　　武村盛秀君

　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　道路管理課長　　　　　　　赤嶺幸信君

　　下水道第一課長　　　　　　新垣弘君

　　教育長　　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　教育次長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　選挙管理委員会事務局長　　内間安秀君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　事務局出席者

　　事務局長　　　　　　　義永栄善君

　　庶務課長　　　　　　　玉城三郎君

　　議事課長　　　　　　　新垣襄二君

　　調査係長　　　　　　　亀島美一君

　　議事係長　　　　　　　永山盛広君




　　記録係長　　　　　　　山城正信君

　　主事　　　　　　　　　徳村政保君

　　主事　　　　　　　　　上原洋子君

　　主事　　　　　　　　　山川恵美子君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年第１２１回那覇市議会定例会議事日程第７号

１９７０年６月２２日（月曜）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名

第２　　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（議案第６７号）の訂正について

第３　　議案第８１号　物品購入契約について　　　　　　　（市長提出）

第４　　議案第３１号　那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３２号　那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３６号　那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３７号　那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３８号　那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５４号　土地売却契約について　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５５号　土地売却契約について　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５７号　財産の処分について　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５８号　１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第６０号　識名納骨堂建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

第５　　議案第５２号　下水道建設費を継続費とすることについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第６１号　下水道事業債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第６２号　家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第７７号　工事請負契約について　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第７８号　工事請負契約について　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第７９号　工事請負契約について　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第８０号　工事請負契約について　　（建設委員長審査報告）

第６　　議案第４０号　那覇市児童手当条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第５６号　土地買収契約について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第６６号　那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第６８号　那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第７０号　屋内運動場建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第７１号　水泳プール建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第７２号　幼稚園園舎建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第７３号　屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○　会議に付した事件

　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










１９７０年６月２０日




　　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿

総務常任委員長　　　　　　　　　

黒潮隆　　　　　　　　　　　　　










委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから会議規則第１０１条の規定により報告します。







記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第３１号
			那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第３２号
			那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第３６号
			那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	

	
			〃
第３７号
			那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			〃
	









	
			議案
第３８号
			那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第５４号
			土地売却契約について
			同意
	

	
			〃
第５５号
			土地売却契約について
			〃
	

	
			〃
第５７号
			財産の処分について
			原案可決
	

	
			〃
第５８号
			１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて
			〃
	

	
			〃
第６０号
			識名納骨堂建設債を起こすことについて
			〃
	







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










１９７０年６月２０日







　　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿

建設常任委員長　　　　　　　　　

比嘉佑直　　　　　　　　　　　　










委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから会議規則第１０１条の規定により報告します。







記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第５２号
			下水道建設費を継続費とすることについて
			原案可決
	

	
			〃
第６１号
			下水道事業債を起こすことについて
			〃
	

	
			〃
第６２号
			家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて
			〃
	

	
			〃
第７７号
			工事請負契約について
			同意
	

	
			〃
第７８号
			工事請負契約について
			〃
	

	
			〃
第７９号
			工事請負契約について
			〃
	

	
			〃
第８０号
			工事請負契約について
			〃
	





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～










１９７０年６月２０日




　　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿

経済民生教育常任委員長　　　　

椿秀義　　　　　　　　　　　







委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから会議規則第１０１条の規定により報告します。




記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第４０号
			那覇市児童手当条例制定について
			原案可決
	

	
			〃
第５６号
			土地買収契約について
			同意
	

	
			〃
第６６号
			那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について
			原案可決
	

	
			〃
第６８号
			那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について
			〃
	

	
			〃
第７０号
			屋内運動場建設債を起こすことについて
			〃
	

	
			〃
第７１号
			水泳プール建設債を起こすことについて
			〃
	

	
			〃
第７２号
			幼稚園園舎建設債を起こすことについて
			〃
	

	
			〃
第７３号
			屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。諸般の報告をいたします。６月１８日付、議案の一部訂正についておよび６月２１日付、追加議案の送ついて市長から文書が送付されておりました。６月２０日付、各常任委員長から、会議規則第１０１条の規定により、委員会審査報告書が提出されておりました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、真栄城嘉園君、玉城栄一君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（議案第６７号）の訂正についてを議題といたします。提出者から、訂正理由の説明を求めます。




○　教育長（譜久山朝直君）

　　議案第６７号、〝那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について〟第３条中第１２条の２第２項の後段を次のように訂正したいのでよろしくお願いします。その額が１ドル３０セントに満たないときは１ドル３０セント（その使用する自転車等が原動機付のものである場合にあつては、その額が１ドル６０セントに満たないときは１ドル６０セント）とする。以上でございます。




○　議長（辺野喜英興君）

　　おはかりいたします。ただいまの訂正についてこれを承認することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則（議案第６７号）の訂正については、これを承認することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第８１号、物品購入契約についてを議題とし、提案者の説明を求めます。




○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　議案第８１号、物品購入契約についてこの物品は１９７０年度水道事業計画の政府補助による配管工事に使用するダクタイル鋳鉄管であります。なお、この資材は発注から入荷まで約１２０日要します。

　　１９７０年６月８日、配管資材納入に実績のある業者、福山商事、沖縄岩谷商会、万弁舎貿易部、共同商会を指名して、競争入札に付しましたところ第１回入札再入札とも落札者が有りませんので、その原因を検討いたしましたところ、最近本土における鉄鋼類の値上りに伴い水道配管資材も１９７０年４月１日以降従来価格の約６パーセント値上りが落札しなかつた主な原因と思われますので市設計額について政府建設局と調整変更のうえ、１９７０年６月２０日さきの業者を再度指名して競争入札施行しましたところ沖縄岩谷商会が落札しましたのでこれと同資材購入について仮契約を締結いたしました。なお落札額は50,097ドルであります。

　　この物品購入契約の予定価格が34,000ドルを超過しており市町村自治法第１７５条第２項および那覇市条例「議会の議決または住民の投票に付すべき財産営造物または議会の議決に付すべき契約に関する条例」第６条第１項第２号の規定にもとづいて議会の重要議決事項でありますのでよろしくご審議下さるようお願いします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの当局説明に対し質疑に入ります。




○　又吉久正君

　　議案第８１号の政府補助工事でございますが、これは１０万ドルだつたと思いますが、７０年度当初に計上されたものであるかどうか。補助指令がおりないので相当長引いたわけでございますが当初予算のときにはこの補助工事でもつて１２月頃は水を出すとおつしやつておりましたが、これから発注して、さらに入札期日が１２０日もかかると水を出すのにどれくらいかかるか。




○　水道局長（佐久川寛貞君）

　　お答えいたします。政府補助の当初予定額は１２万ドル計上されておりますが、実際設計あるいは資財の調査を政府と調整いたしましたところ１０万３干ドル台に落ちております。その工事に対して５０％というのが資材点検、調整の結果の確定額でございますが、この補助指令が相当遅れまして水道局の手に入つたのが５月の１０日でございます。それから直ちに資材入札の手配をいたしましたが、資材の値上がり等により再入札の結果落札者がなく、再度政府と調整いたしまして去つた２０日にようやく入札決定したのでこの仮契約が議会の同意によつて成立いたしますと、その日から120日間４ヵ月で資材は納入されることになつております。そうしますと大体最終工事が終つて通水出来るのが本年１２月末であります。




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結します。議案第８１号、物品購入契約についてはその審査を建設委員会に付託いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　日程第４、議案第３１号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について。議案第３２号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について。議案第３６号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について。議案第３７号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第３８号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について。議案第５４号、土地売却契約について。議案第５５号、土地売却契約について。議案第５７号、財産の処分について。議案第５８号、１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて。議案第６０号、識名納骨堂建設債を起こすことについて。を一括上程し総務委員長の審査報告を求めます。




○　総務委員長（黒潮隆君）

　　議案第３１号、議案第３２号、議案第３６号、議案第３７号、議案第３８号、議案第５４号、議案第５５号、議案第５７号、議案第５８号、議案第６０号、以上１０件の議案について、本委員長の審査の経過と結果を報告いたします。まず議案第３１号「那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定について」その質疑の主なるものを申し上げますと、従来まで財政部の所管であつた検収課を廃して、それぞれ土木部と建設部に検収係を設置するようであるが、工事契約から工事完了後の検収まで一連の事務を同一部課において行なうことは、馴れ合いを生ずる恐れはないか、このことに対し建設工事の一連の業務である計画、設計、監督、検査等の各業務を有機的に密接な連けいを保つように事務の改善をはかり、監督業務、検収業務の責任の明確化を期すことによつて措置できる。また本土類似都市においても工事の検収事務は、その主管部課において執行されている。

　　さらに復帰対策の事務分掌については、現行条例中の市長公室中第３号「総合企画および調整に関すること」に含まれるのでこと新しく「復帰対策に関すること」の事項を新設するのはどうかと考える。これに対し施政方針にも述べてあるとおり、７２年復帰に備えて行政運営をスムースに移行するために本土の諸法律、および諸制度を専門的に調査研究するため、特に「復帰対策に関すること」の事項を明確にしておきたいとの説明がなされたのであります。以上の審査の結果、議案第３１号については全会一致原案どおり可決することに決定いたしました。

　　次に議案第３２号「那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定について」でありますが、これは８０名の定数増員の中、市長事務部局職員７２名、消防職員８名となつております。その内訳は保育課３２名、年金課１７名、港湾建設事務所５名、企画課３名、市民会館３名、区画整理課３名、住宅課２名、真和志支所２名、総務課１名、商工観光課１名、民生課１名、保健衛生課１名、建築課１名であります。

　　この８０名の増員について現在３年以上の常勤的非常勤職員が４０余名もいるこの職員の身分保障については定数改正のたびごとに問題として取りあげられているが、今回この定数増員に際して善処してもらいたいとの要望がありました。

　　結論といたしまして議案第３２号は原案どおり可決することに決定いたしました。

　　次に議案第３６号「那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定について」でありますが、今回の給与の改正は、平均１７ドルの引き上げで１３％の率となつております。これに対し本市の初任給は従来より官公庁、民間企業と比較して高い給与になつており社会に与える影響は大きい。

　今回この給与条例の改正によりなお一層の開きが出てくると思うがこれに対する当局の見解を伺いたい。この初任給については、ご指摘のとおりでありますので７月１日付で初任給については高校卒８号給８３ドル２０セント、短期大学卒１３号給９６ドル２０セント、大学卒１８号給１０９ドル７０セントにそれぞれ規則を改正するとの説明がなされ、議案第３６号について全会一致原案どおり可決することに決定いたしました。

　　次に議案第３７号「那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定について」今回の改正は「国民年金保険料徴収手当」の新設と「行路病人取扱手当」等について現行手当の不合理を改善したいということであります。以上の説明を了承し議案第３７号は原案どおり可決することに決定いたしました。

　　次に議案第３８号「那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定について」改正の主な点は現行の夏期手当１６０％を１８０％プラス１０ドルに改正することであります。以上の説明を了承し、全会一致原案どおり可決することに決定いたしました。

　　次に議案第５４号「土地売却契約について」議案第５５号「土地売却契約について」議案第５７号「財産の処分について」以上３件についてはそれぞれ都市計画事業への充当財源として売却するものであり、現地調査の結果妥当と認めたので全会一致同意すべきものと決定いたしました。

　　次に議案第５８号「１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについて」でありますが、これは首里石嶺町に１９７１年度も引き続き３１０戸の第１種、第２種の公営住宅を建設するのでそれに対する市の負担分として513，000ドルを起債で充当したい。以上の説明を了承し全会一致原案どおり可決することに決定いたしました。

　　次に議案第６０号「識名納骨堂建設債を起こすことについて」これは識名霊園に１６５坪、２２４０柱の遺骨を安置できる規模の施設を建設するために87,300ドルを起債で充当するために提案されております。結論といたしまして全会一致原案どおり可決することに決定いたしました。

　　以上報告申し上げ、議員各位の御賛同をお願いいたします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。




○　喜舎場盛一君

　　議案第３１号について委員長にお伺いいたします。先程、総務委員会の審査結果の報告がございましたが、平良市長は７２年度の復帰に備えましてこのたびの施政方針の中においても、いわゆる復帰に備えていろいろな問題をスムーズにやつてゆきたいという施策のもとに復帰対策室を置くというふうにうたつております。ところが委員長報告を聞いてみますと対策室はいらない、公室長のもとで、いわゆる企画の中で３名の係員をおいてあるんだということでございますが、しからば施政方針にはつきりとうたつている対策室というのは本当にいらないという考え方をもつてあの施政方針を作つたのか、この辺の問題について委員会で話されたかどうか。




○　総務委員長（黒潮隆君）

　　お答えします。今質問されたとおりの質疑が総務委員会で交わされております。当局の説明では、施政方針に述べている復帰対策室というのは部や室という復帰対策の組織を設置するという意味ではないということであります。しかし市長の口から直接はつきり答弁させるべきではないかということになりまして、総務委員会では、これが上程される本会議で直接市長に対して質問をしはつきりさせてゆくということで了解されて議案の処理が行われたわけでございます。従いまして、部長の答弁だけでは了解できないので本会議で市長に質問するということになりましたので当局から５番議員の質問に対して答えてもらいたいと思います。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　お答えいたします。委員長報告によりますと、市長が本会議で説明をするということのようでございますが、市長はちよつと体を悪くしてきようは出ておりませんので私から申し上げます。施政方針の中で復帰対策室を設置するということをうたつておりますが、このことは復帰に備えて一つのセクシヨンを作ろうということでございまして第３１号議案の中から生まれてくる組織が復帰対策室の係りになつております。施政方針にうたわれておりますのは今申し上げましたとおり復帰対策のセクシヨンを作ろうということでございますのでそのようにご説明申し上げます。




○　喜舎場盛一君

　　復帰対策室といつたような責任のある、その調査室をつくるというふうなことではなくてただ単に３名の職員を置いて、そしてその事務的仕事をさせるんだというようなご答弁でございますが、しからば復帰対策室ということはやはり革新市長のごまかし的ないわゆる施政方針といつてもさしつかえないんではないか。確認をしたいと思います。




○　第一助役（稲嶺成珍君）

　　復帰対策につきましては、市としましても相当有用に考えておりまして、すでに前に復帰対策協議会なるものをつくつております。それは結局全部を上げてそれに取り組もうということでございます。そしてそのなかで一応市長公室の中にその事務を扱うところをつくろうということでございまして、問題を小さくみていることじやなくて、むしろ復帰対策協議会を中心にしまして全部を組織してやつていきたいとかように思つております。




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１０時３３分　休憩）

（午前１０時３５分　再開）




○　議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　　（「討論なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し、採決に入ります。議案第３１号、那覇市事務分掌条例の一部を改正する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３２号、那覇市職員定数条例の一部を改正する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３６号、那覇市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３７号、那覇市職員特殊勤務手当支給条例の一部を改正する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第３８号、那覇市職員に対する期末手当支給条例の一部を改正する条例制定についてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５４号、土地売却契約についてただいまの委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５５号、土地売却契約についてただいまの委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５７号、財産の処分についてただいまの委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５８号、１９７１年度公営住宅建設債を起こすことについてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６０号、識名納骨堂建設債を起こすことについてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５２号、下水道建設費を継続費とすることについて。議案第６１号、下水道事業債を起こすことについて。議案第６２号、家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについて。議案第７７号、工事請負契約について。議案第７８号、工事請負契約について。議案第７９号、工事請負契約について。議案第８０号、工事請負契約について。までを一括議題として建設委員長の審査報告を求めます。




○　建設常任委員長（比嘉佑直君）

　　本委員会に付託されました案件のうち６月２０日までの間に結論の出ました、議案第５２号、議案第６１号、議案第６２号、議案第７７号、議案第７８号、議案第７９号、議案第８０号。以上７件につきまして審査の経過並びに結果の報告を申し上げます。

　　まず、議案第５２号、議案第６１号、議案第６２号に関連する質疑といたしまして、下水道工事の執行状況並びに供用開始地域の排水設備接続普及率が伸び悩んでいる理由についてただしました。これに対する当局の説明は、７０年度末現在の下水道工事の執行状況が金額にしまして4,025,141ドル（２３％）、排水面積５６４ヘクタール（24.5％）、管の延長94,728メートル（２６％）で７１年度においては、金額にしまして5,124,040ドル（29.3％）、排水面積７４９ヘクタール（32.6％）、管の延長108,338メートル（30.6％）執行する計画のようであります。

　　さらに、供用開始地域の排水設備接続状況につきましては、義務者の資金面および下水道に対する認識不足等から普及状況が思わしくなく、したがつて、自治会、通り会、婦人会等を通して映写会や説明会を開き、その普及促進に努力しているとの説明がなされております。次に、議案第７７号、議案第７８号、議案第７９号、議案第８０号につきましては、１９７０年度公営住宅建設計画に基づき石嶺団地内に第１種１３０戸、第２種１６０戸、計２９０戸。建設するための工事請負契約議案でありますが、各議案とも指名競争入札となつており、中小企業育成という面から広く一般に公募しようとする市長の施政方針とは、うらはらでないかとの質疑に対する当局の答弁は、中小企業育成という面から、より多くの業者に入札の機会を与えるべきであるが、本事業のような補助事業については定められた工期内完成が望まれ、また、このような大規模な工事で、しかも政府の補助指令にも指名競争入札が条例となつている関係上、業者の指名選定が必要とされるとのことであります。委員会は以上のほか、若干の質疑を交わしたのち、結論として議案第５２号、議案第６１号、議案第６２号、につきましてはそれぞれ全会一致をもつてお手元に配布してあります委員会審査報告者のとおり原案どおり可決すべきものとし、議案第７７号、議案第７８号、議案第７９号、議案第８０号につきましてもそれぞれ同意すべきものと決定いたしました。

　　よろしく各位のご賛同をお願いいたします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの建設委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　（「質疑討論なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑討論を終結し採決に入ります。議案第５２号、下水道建設費を継続費とすることについてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６１号、下水道事業債を起こすことについてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６２号、家庭汚水排水設備資金および水洗便所改良資金貸付事業債を起こすことについてただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７７号、工事請負契約について委員長の報告どおり同意することにご異議ありませんか。（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７８号、工事請負契約についてただいまの委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）議案第７９号、工事請負契約についてただいまの委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第８０号、工事請負契約についてただいまの委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第４０号、那覇市児童手当条例制定について。議案第５６号、土地買収契約について。議案第６６号、那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則制定について。議案第６８号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定について。議案第７０号、屋内運動場建設債を起こすことについて。議案第７１号、水泳プール建設債を起こすことについて。議案第７２号、幼稚園園舎建設債を起こすことについて。議案第７３号、屋内運動場建設用地購入債を起こすことについて。までを一括議題とし経済民生教育委員長の審査報告を求めます。




○　経済民生教育常任委員長（椿秀義君）

　　本委員会に付託された議案のうち、議案第４０号、５６号、６６号、６８号、７０号、７１号、７２号、７３号の８件については、６月２０日までの間に結論が出ましたので、その審査の経過並びに結果の報告をいたします。まず、議案第４０号について本案は、多子世帯つまり４人以上の児童を扶養し、前年度の総所得額が1,726ドルを越えない保護者を対象に、児童の健全な育成を助長し、福祉の増進をはかる目的で、３人を越える児童１人につき、月額２ドル５０セントの児童手当を支給するための条例制定であります。

　　次に議案第５６号について、本案は、那覇市与儀船増原（１３５坪７合７勺）に坪単価１５０ドルで子供の遊び場設置用地として買収するためのものであります。委員会はまず、該土地の視察を行ない、引続き審査に入つたのでありますが、本議案は、たとえその目的が子供の遊び場用地であるにしろ土地買収についての議案であり、本市事務分掌条例から判断すると当然総務部の管轄であると思料する。よつて、今後は条例にかなつた事務処理を行なつてもらいたいが、もしそれが困難をきわめるのであれば事務分掌条例を改正することも考慮してもらいたい。旨の要望を付したのであります。

　　次、議案第６６号について、本案は城東小学校の新設に伴い学校職員８人および学校給食関係で学校給食共同調理場職員１人、計９人を増員するための職員定数を改正するものであります。

　　委員会は城東小学校敷地を視察後審査に入つたのでありますが、若干の質疑を交わし各員これを了承いたしました。

　　次に議案第６８号について本案は学校保健法に基づいて学校における保健管理の強化、児童生徒並びに職員の健康、保持増進を図るために各学校に校医を委嘱しておりますが、その校医の費用弁償を現行の年額４０ドルを５０ドルに引上げるための提案であります。その理由は、校医の職務内容、交付税の積算内容からして現行年額（４０ドル）では低額すぎるので、３師会（学校医師会、学校歯科医師会、学行薬剤師会）の要求額８０ドルについて考慮しているが、予算との関係から、各連合区、教育委員会で協議の結果暫時上げる方針で、今回は５０ドルにしたものである。

　　なお、積算要求額８０ドルについては、今後検討していきたい、旨の説明であります。次に議案第７０号、７１号、７２号、７３号について、以上４件は石田中学校屋内運動場建設、開南小学校水泳プール建設、城岳小学校（４教室）、城北小学校（３教室）、真嘉比小学校（２教室）に幼稚園園舎建設、さらに真和志中学校屋内運動場建設用地購入のため、それぞれ提案されております。

　　まず、議案第７０号、７１号については日政援助資金で文部省の学校建設基準に基づいて、今回、石田中学校に総工費116,000ドル（政府補助65,000ドル、区負担40,800ドル）で屋内運動場、開南小学校に40,000ドル（政府補助17,000ドル、区負担分18,400ドル）で水泳プールをそれぞれ建設することになつております。

　　次に第７２号の幼稚園園舎については、総工事費89,500ドルで９教室建設する事になつております。その内訳として、琉球政府補助が２分の１額負担の25,200ドル、教育区の対応費として、付帯工事費も含んで64,300ドルとなつておりますが、対応費中50,800ドルを今回起債で充当するものであります。なお、議案第７０号、７１号、７２号の資金借入先はいずれも琉球政府資金運用部資金で利率年6.5パーセント、償還期限が２０年であります。更に７３号に当つては、真和志中学校屋内運動場建設用地として、今回同校隣接地に1,074平方メートル（約３２５坪）を取得するものであります。ちなみに真和志中学校の校地保有面積を申し上げますと、基準面積１3,854平方メートル(4,191坪）に4,460平方メートル(1,350坪）の不足である。今回はその内、1,074平方メートル(３２５坪）を購入するものでありますが、同用地取得費（103,000ドル）は市中銀行から借入れせねばならなかつたのである。その理由として、教育区が政府資金運用部から借り入れる事のできるのは、体育館、図書館、幼稚園園舎等の建設に係るもので、敷地購入費については区債で充当する外ない。従つて今回、同用地購入については、沖縄銀行から年7.3パーセント、償還期限１０年で借り入れなければならなかつた旨の説明であります。

　　以上、審査の経過を申し上げましたが、結論として、それぞれ全会一致をもつて、議案第４０号、６６号、６８号、７０号、７１号、７２号、７３号、の７件は原案可決、議案第５６号は同意することに決しました。

　　よろしく、各位のご賛同をお願いします。




○　議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　（「討論なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　討論終結し採決に入ります。議案第４０号、那覇市児童手当条例制定については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第５６号、土地買収契約について原案どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６６号、那覇教育区教育委員会職員定数規則の一部を改正する規則規則制定について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第６８号、那覇教育区教育委員会報酬及び費用弁償規則の一部を改正する規則制定については原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７０号、屋内運動場建設債を起こすことについて原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７１号、水泳プール建設債を起こすことについて原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）

○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～







○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７２号、幼稚園園舎建設債を起こすことについて原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて原案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　議案第７３号、屋内運動場建設債を起こすことについて原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○　議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　議長（辺野喜英興君）

　　以上をもちまして本日の日程は全部終了いたしましたのでこれで散会いたします。

（午前１０時５７分　散会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～

　　上会議録を調整し署名する。

　　　　１９７０年６月２２日




議長　　　　辺野喜英興　㊞




署名議員　　真栄城嘉園　㊞




署名議員　　玉城栄一　　㊞






























第１２１回那覇市議会会議録







定例会













６月２７日（８日目・土曜日）
















１９７０年第１２１回那覇市議会会議録（定例会）






	〇　６月２７日（８日目）
	（午前１０時１３分　開議）



	（午後　３時３７分　閉会）







○　出席議員（２６名）

　　　１番(社大)国吉辰雄君　　１５番　金城重正君

　　　２番　中村昌信君　　　　　１６番　高良文雄君

　　　３番　瀬長フミ君　　　　　１７番　又吉久正君

　　　４番　辺野喜英興君　　　　１８番　仲本安一君

　　　５番　喜舎場盛一君　　　　１９番　金城吾郎君

　　　６番　仲村正治君　　　　　２０番　黒潮隆君

　　　８番　上原綱正君　　　　　２１番　久高友敏君

　　　９番　金城甚松君　　　　　２２番　喜久山朝重君

　　１０番　島袋宗康君　　　　　２３番　宮城武君

　　１１番(人民)国吉辰雄君　　２４番　真栄城嘉園君

　　１２番　儀間真祥君　　　　　２６番　安見福寿君

　　１３番　平良信一君　　　　　２９番　椿秀義君

　　１４番　宮里敏慶君　　　　　３０番　大浜長弘君




○　欠席議員（４名）

　　　７番　平良玄昌君　　　　　２７番　玉城栄一君

　　２５番　比嘉佑直君　　　　　２８番　友利栄吉君

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　説明員

　　　市長　　　　　　　　　　　平良良松君

　　　第一助役　　　　　　　　　稲嶺成珍君

　　　第二助役　　　　　　　　　前田武行君

　　　市長公室長　　　　　　　　平良清安君

　　　総務部長　　　　　　　　　親泊康晴君

　　　財政部長　　　　　　　　　伊波静男君

　　　建設部長　　　　　　　　　水間平君

　　　土木部長　　　　　　　　　内間安春君

　　　水道局長　　　　　　　　　佐久川寛貞君

　　　消防長　　　　　　　　　　具志清一君

　　　総務課長　　　　　　　　　石川源三君

　　　企画課長　　　　　　　　　篠原英一君

　　　人事課長　　　　　　　　　宮平洋君

　　　行政監察課長　　　　　　　真玉橋正勝君

　　　用度管財課長　　　　　　　阿波連宗政君

　　　土地課長　　　　　　　　　富山嘉新君

　　　市史編集室長　　　　　　　外間政彰君

　　　主計課長　　　　　　　　　上原繁栄君

　　　民生課長　　　　　　　　　武村盛秀君

　　　区画整理課長　　　　　　　上原武信君

　　　道路管理課長　　　　　　　赤嶺幸信君

　　　下水道第一課長　　　　　　新垣弘君

　　　教育長　　　　　　　　　　譜久山朝直君

　　　教育次長　　　　　　　　　赤嶺貞義君

　　　総務課長　　　　　　　　　浦崎直信君

　　　選挙管理委員長　　　　　　赤嶺正一君

　　　選挙管理委員会事務局長　　内間安秀君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○　事務局出席者

　　　事務局長　　　　　　　　　義永栄善君

　　　庶務課長　　　　　　　　　玉城三郎君

　　　議事課長　　　　　　　　　新垣襄二君

　　　調査係長　　　　　　　　　亀島美一君

　　　議事係長　　　　　　　　　永山盛広君







　　　記録係長　　　　　　　　　山城正信君

　　　主事　　　　　　　　　　　徳村政保君

　　　主事　　　　　　　　　　　上原洋子君

　　　主事　　　　　　　　　　　山川恵美子君




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年第１２１回那覇市議会定例会議事日程第８号

１９７０年６月２７日（土曜）午前１０時開議




第１　　会議録署名議員の指名

第２　　１９７１年度那覇市歳入歳出予算（議案第４１号）の訂正について

第３　　議案第６号　　町、字区域の新設、廃止および変更について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第３９号　那覇市民会館条例制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第６５号　専決処分した事件の承認について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５９号　牧志公設市場建設債を起こすことについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第５１号　継続費を設定することについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

第４　　議案第６４号　市道路線の認定について　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第７６号　１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第８１号　物品購入契約について　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第４２号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第４３号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第４４号　１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第４５号　１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　議案第４６号　１９７１年度那覇市水道事業会計予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

第５　　議案第６７号　那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　議案第６９号　１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

第６　　議案第８２号　予算外義務負担について　　　　　　（市長提出）

第７　　陳情第２号　　市有地の借地料値上げに関する陳情

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　陳情第３号　　自治会長委託料値上げについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

　　　　陳情第２２号　公会堂建設について　　　（総務委員長審査報告）

　　　　陳情第１０号　町名変更について陳情　　（総務委員長審査報告）

　　　　陳情第２０号　那覇市の町名変更について再陳情

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務委員長審査報告）

第８　　陳情第９号　　松川地内の河川（護岸）改修工事方について陳情

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　陳情第６５号　古島地内道路舗装についての陳情

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

　　　　陳情第４５号　儀保町河川堤防工事実施方について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（建設委員長審査報告）

第９　　陳情第５号　　那覇市等学校総合体育館建築費の補助金交付方陳情

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　陳情第６号　　待遇改善に関する陳情

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　陳情第８号　　中央卸売市場の早期設置について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　陳情第１９号　保育課監視人報酬の引上げについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

　　　　陳情第５５号　社団法人那覇市清掃公社設立方の陳情

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（経済民生教育委員長審査報告）

第１０　継続審査申出について

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○会議に付した事件

　　　　（議事日程に同じ）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







１９７０年６月２５日




那覇市議会議長

　　辺野喜英興殿

総務常任委員長　　　　　　　　　

黒潮隆　　　　　　　　　　　







委員会審査報告書

　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。




記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第６号
			町、字区域の新設、廃止および変更について
			原案可決
	

	
			〃
第３９号
			那覇市民会館条例制定について
			〃
	

	
			〃
第４１号
			１９７１年度那覇市歳入歳出予算
			修正可決
	

	
			〃
第５１号
			継続費を設定することについて
			〃
	

	
			〃
第５９号
			牧志公設市場建設債を起こすことについて
			原案否決
	

	
			〃
第６５号
			専決処分した事件の承認について
			承認
	







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～









	
		議案第４１号　１９７１年度那覇市歳入歳出予算修正案
	

	
		歳入　　　　　　　　　　歳出　　　　　　　　
	

	
		[image: ]
	










議案第５１号　継続費を設定することについて修正案




議案第５１号「継続費を設定することについて」中別紙




	
			　自　１９７１年度
			｝
			牧志公設市場建設事業費継続年期および支出方法書を削除する。
	

	
			　至　１９７２年度
	






～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～







１９７０年６月２５日

那覇市議会議長

　　辺野喜　英興殿




総務常任委員長　　　　　　　　　　

黒潮隆　　　　　　　　　　　　







陳情審査報告書

　本委員会に付託の陳情を審査の結果、下記のとおり決定したから会議規則第１３７条第１項の規定により報告します。




記




	
			受理番号
			件名
			委員会の意見
			審査結果
			措置
	

	
			第２２号
			公会堂建設について
			

			採択すべきものと決定
			市長において措置することを適当と認む
	

	
			第３号
			自治会長委託料値上げについて
			

			〃
			〃
	

	
			第２号
			市有地の借地料値上げに関する陳情
			

			〃
			〃
	

	
			第１０号
			町名変更について陳情
			

			議決不要
			

	

	
			第２０号
			那覇市の町名変更について再陳情
			

			〃
			

	





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年６月２５日

　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿




建設常任委員長

比嘉佑直




委員会審査報告書

　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから会議規則第１０１条の規定により報告します。




記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第６４号
			市道路線の認定について
			承認
	

	
			〃
第７６号
			１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用について
			原案可決
	

	
			〃
第８１号
			物品購入契約について
			同意
	

	
			〃
第４２号
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算
			原案可決
	

	
			〃
第４３号
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算
			〃
	

	
			〃
第４４号
			１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算
			〃
	

	
			〃
第４５号

			１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算
			〃
	

	
			〃
第４６号
			１９７１年度那覇市水道事業会計予算
			〃
	







～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年６月２５日

　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿



								
建設常任委員長

比嘉佑直




陳情審査報告書

　本委員会に付託の陳情を審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１３７条第１項の規定により報告します。




記




	
			受理番号
			件名
			委員会の意見
			審査結果
			措置
	

	
			第９号
			松川地内の河川（護岸）改修工事方について陳情
			

			採択すべきものと決定
			市長において措置することを適当と認む
	

	
			第６５号
			古島地内道路舗装についての陳情
			

			〃
			〃
	

	
			第４５号
			儀保町河川堤防工事実施方について
			

			不採択とすべきものと決定
			

	





～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




１９７０年６月２５日

　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿




経済民生教育常任委員長

椿秀義




委員会審査報告書




　本委員会に付託の事件は、審査の結果下記のとおり決定したから、会議規則第１０１条の規定により報告します。









記




	
			事件の番号
			件名
			議決の結果
	

	
			議案
第６７号
			那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について
			原案可決
	

	
			〃
第６９号
			１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算
			〃
	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




１９７０年６月２５日

　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿




経済民生教育常任委員長

椿秀義




陳情審査報告書




　本委員会に付託の陳情を審査の結果、下記のとおり決定したから、会議規則第１３７条第１項の規定により報告します。




記




	
			受理番号
			件名
			委員会の意見
			審査結果
			措置
	

	
			第５号
			那覇高等学校総合体育館建築費の補助金交付方陳情
			

			採択すべきものと決定
			市長において措置することを適当と認む
	

	
			第６号
			待遇改善に関する陳情
			

			〃
			〃
	

	
			第８号
			中央卸市場の早期設置について
			

			〃
			〃
	

	
			第５５号
			社団法人那覇市清掃公社
設立方の陳情
			

			不採択とすベきものと決定
			

	

	
			第１９号
			保育課監視人報酬の引上げについて
			

			〃
			

	




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年６月２５日

　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿




総務常任委員長

黒潮隆







閉会中継続審査申出書




　本委員会は審査中の事件について下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから会議規則第１０２条の規定により申し出ます。




記

１　事件




　(1)　下水道工事遅延による市税の減免道路復旧舗装費の早期計上方について




　(2)　市有地の賃貸料改訂について




　(3)　市有地の賃貸料値下げについて




　(4)　首里バス株民間に譲渡方の陳情




　(5)　那覇新港営業倉庫建設用地割当陳情




　(6)　泊港の漁港として開放要請について




２　理由




　　上記６件については、なお慎重に審査をする必要がある。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年６月２５日




　那覇市議会議長

　　　辺野喜英興殿




建設常任委員長

比嘉佑直




閉会中継続審査申出書

　本委員会は審査中の事件について下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから会議規則第１０２条の規定により申し出ます。




記




１．事件




　(1)　真地地内道路整備について




　(2)　前島地内の歩道設置について陳情




　(3)　琉生住宅小禄団地に対する水道施設の敷設について




　(4)　水道施設の早期施工、下水溝の新設および市道の敷設について




　(5)　宇栄原団地に通ずる都市計画道路の整備促進方について（陳情）




　(6)　都市計画法による風致地区解除に関する陳情




　(7)　土地買上げに対する陳情




　(8)　非細分地料の一部を区画整理事業の工事費に充当還付することについて の陳情




　(9)　鏡原町内における道路の新設方について




　(10) 刑務所裏通り道路補修および側溝改修について陳情




２．理由




　　上記１０件については、なお慎重に審査をする必要がある。




～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








１９７０年６月２５日




　那覇市議会議長

　　　辺野喜　英興殿




経済民生教育常任委員長

椿秀義




閉会中継続審査申出書




　本委員会は審査中の事件について下記により閉会中もなお継続審査を要するものと決定したから、会議規則第１０２条の規定により申し出ます。




記




１　事件




　(1)　那覇市商業高校周辺の国県市有地を解放し、那覇商業高校、高校の教育 のために使用させる陳情




　(2)　貿易振興奨励補助金交付方について




　(3)　那覇地区補導連絡協会への補助金交付方要請について




　(4)　開南交番から平和橋にいたる新設道路のできあがつている車道の部分の 仮設市場の建物撤去に対する陳情




　(5)　牧志公設市場政策についての陳情




　(6)　騒音防止条例制定促進のための陳情




　(7)　牧志公設西市場敷地返還請求に関する陳情




　(8)　牧志公設西市場敷地返還請求に関する再陳情




　(9)　牧志西公設市場敷地の明渡しについて




　(10) 牧志西公設市場問題について




２　理由




　　上記１０件については、なお慎重に審査をする必要がある。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～








○議長（辺野喜英興君）

　　これより、本日の会議を開きます。

　　諸般の報告をいたします。

　　６月２４日付、議案の一部訂正について、６月２５日付追加議案の送付について市長から、文書が送付されておりました。

　　６月２５日付、各常任委員長から、会議規則第１０１条の規定による委員会審査報告書、第１３７条の規定による陳情審査報告書および第１０２条の規定による閉会中継続審査申出書が、それぞれ、提出されておりました。

　　６月２４日および２５日に受理した陳情は、お手元に配付した請願陳情文書表のとおり、それぞれ、所管の常任委員会に付託しましたから、報告いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第１、会議録署名議員の指名を行ないます。本日の会議録署名議員は、椿秀義君、大浜長弘君を指名いたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第２、１９７１年度那覇市歳入歳出予算（議案第４１号）の訂正についてを議題といたします。

　　提出者から、訂正理由の説明を求めます。




○財政部長（伊波静男君）

　　議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算の訂正をお願いします。まず第１点は、４３頁の歳出第２款役所費、第１６項委員会費中、７目公会堂運営委員会費を市民会館運営委員会費に。あと１点は６４頁の歳出第６款、社会及び労働施設費中、第５目児童保護措置費の措という字が借りるとなつておりますのでにんべんを手へんに改めて下さるようお願いいたします。




○議長（辺野喜英興君）

　ただいまの当局訂正についてはこれを承認することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて１９７１年度那覇市歳入歳出予算（議案第４１号）の訂正については、これを承認することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第３、議案第６号、町、字区域の新設、廃止および変更について。議案第３９号、那覇市民会館条例制定について。議案第６５号、専決処分した事件の承認について。議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについて。議案第５１号、継続費を設定することについて。議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算を一括上程し総務委員長の審査報告を求めます。




○総務常任委員長（黒潮隆君）

　　議案第６号、議案第３９号、議案第６５号、議案第５９号、議案第５１号、議案第４１号、以上６件について審査の経過、並びに結果につきご報告いたします。

　　議案第６号「町、字区域の新設、廃止および変更について」本案は去つた３月定例議会において議会閉会中の継続審査の議決を得て３回にわたり審査を行ない、これと関連する「町名変更についての陳情」とあわせて慎重に審査を行なつたのであります。その内容は、現在市の町界町名は非常に複雑なため、市民生活および行政、並びに民間企業の業務に多大の支障を来たしているのでそれの解消をはかりたい。また土地区画整理事業の第１地区と美栄橋地区区画整理事業については、すでにその事業は完了し、現在換地処分認可申請手続きに伴なつて土地の交換分合を行なう段階でありますが、従前の町界町名および地番の整理が必要となつておりますので、現在日本本土で制定されている戸番整理による住居表示制度の方法を採用し、今回町界町名の整理をはかりたいとのことであります。なお、今回の町界町名の変更は区画整理事業の完了した地域を対象として作業を進め、従前の２４町名を１１町名に整理する議案であります。

　　この整理により、美栄橋町、天妃町、松下町、崇元寺町等の町名が削除されておりますが、美栄橋町を久茂地町の区域に編入した理由は、美栄橋町内に久茂地小学校があり、美栄橋町のみを独立した町名にすることはただでさえ本土と比較して町名数が多いので、町名整理の主旨に反するので適当でない。

　　また天妃町については、名称の由来からしても復活する根拠がなく、久米町に包含するのが妥当だと考える。次に松下町については、同地域の住民も松山町に含めることに賛成している。さらに崇元寺町については由緒ある名称ではあるが、地元住民との懇談会において大多数で泊一丁目にすることに賛成しているとのことであります。

　　特に委員会において論議されたのは、この町界町名の変更によつて登記書類、戸籍簿、住民票の変更等がなされるため、これによつて市民の負担になるがその措置について伺いたい。

　　これについては施行管理者が行なうので問題はない。すなわち登記関係については登録税法第２３条１０号により免除されるので市民の負担にはならない。＜登記簿の甲欄、乙欄は登記所がやり、丙欄は各自が申請（例えば新たに抵当権を設定する場合）することによつて処理される＞ということであります。

　　なお若干の質疑がありましたが、結論といたしまして全員これを了承し、本案については全会一致原案どおり可決することに決定いたしました。

　　議案第３９号「那覇市民会館条例制定について」、本案は現在建設中の那覇市民会館の工事が本年の９月に完了し、１１月中旬に落成し供用開始されることになつておりますので施設の設置、名称、管理および使用料等の基本的事項について規定する必要があり本条例が提案されております。

　　本条例は逐条ごとに審査いたしました。論議の焦点は、プロ興行の独占使用という点でありますが、このことは第６条第４号（使用制限）の規定で措置できるという見解であるが、このプロ興行の独占使用の禁止規定は別項で強力に規定すべきではないかという質疑に対し、このことについては第１８条の規定で会館運営委員会が設置され、その構成メンバーには消防関係者、警察、教育委員会、文化関係の学識経験者、市議会議員および市職員でもつて構成されますので、その中において市民会館の目的にマツチしたものから優先的に取扱い、また民間企業を圧迫するようなものを事前にチエツクしていくというように運営面で規制されるので、十分に措置できるという答弁があり、委員会は結論としまして本案について全会一致原案どおり可決することに決定いたしました。

　　議案第６５号「専決処分した事件の承認について」は牧志西公設市場改築のため同市場を閉鎖し、同市場に収容されている業者を仮設市場に移転させるべく話し合いによる努力をしてきたが聞き入れられず、当局は４月３０日をもつてこれら業者の市場使用許可を取り消している。しかしながら、その後も何らの権限もない者が占有し所期の目的を妨害し続けたので、緊急に西市場を保全する意味から金城チエほか２３４名の市場使用許可のないものに対し、１９７０年５月１２日付をもつて次のような仮処分命令の申請がなされている。

　(1)　金城チエほか２３４名は西市場建物から退去して同建物を市に明け渡せ。

　(2)　金城チエほか２３４名は西市場の土地に立ち入り、または工作物を設置する等、市の占用権を防害してはならない。

　(3)　市の委任する執達吏は(2)の立入、妨害、禁止を公守するため適当な方法をとらなければならない。

　　以上のように本案は市町村自治法第１１４条第１項の規定により提案されております。なお仮処分申請後、市当局はこれら業者と話し合いを進め、次のような協約事項を交わして和解が成立し、市は本仮処分命令申請を取り下げこれら業者は全員５月２８日までに仮設市場に移転しております。

　協約事項

　１．市当局、市場業者は互いに協力して西市場改築に当たること。

　２．５月２８日までに移転すること。移転が終了したときに市は仮処分申請を取り下げること。

　３．仮市場に移転しない業者が４月３０日に失なつた市場使用権を復活させ、そのときに有していた権利を消滅させないものとする。

　　次に、市当局の政治姿勢は市民との対話を主張しているにもかかわらず、西市場から仮設市場へ業者を移転させるにあたつては強制処分命令申請という伝家の宝刀でもつて業者を強制的に仮設市場へ移転させた感があり、当局の政治姿勢に一貫性がない。という質疑に対して市としては、仮設市場建設計画がなされた当時からこれら業者とは話し合いを進めこれまでに何回となく話し合いがなされているが、業者との話し合いがこじれたため仮処分を申請したが、その間市の弁護士を通じて和解を進め、裁判所からも申し出があつて和解が成立しており、話し合いによる政治を十分行なつてきているという当局の答弁であります。

　　以上の審査の結果、本案については全会一致承認するものと決定いたしました。

　　議案第５９号「牧志公設市場建設債を起こすことについて」、本案は現在の牧志西公設市場を近代的市場に改築するため市場建設工事費７０万ドル、用地買収費の６５万ドル、計１３５万ドルを市債で充当するものであります。

　　この公設市場建設に対し、すでに都市計画の一環として建設された第二牧志公設市場があるにもかかわらず、道路ひとつ隔てた場所になお同様な公設市場を建設するということは大いに疑問があり、党利党略のためであると受け取られてもし方がない。したがつて西公設市場を建設する根本的な理由は奈辺にあるのかという質疑に対し、都市計画の技術的立場から専門家に調査検討させた結果、現在の西市場が総合シヨツピングセンターの核になるべき場所であり、第二市場はその核にはなり得ない。したがつて党利党略でもつて市場建設をするものではない。という当局の答弁であります。

　　以上のほかなお活発な質疑が交わされたのち、討論に入つたのであります。

　　反対討論として、現在都市計画の一環として公設市場が建設されているにもかかわらず、さらに同様な市場をわれわれの税金でもつて建設するということは３０万市民にしわ寄せさせるという結果になり納得できない。すなわち市当局にはこの市場を建設するという基本になる何ものもない。当然第二市場を中心に繁栄させて３０万市民に還元をはかるのが筋である。また、平良市政の基本は話し合いによる政治を標ぼうしながら、また議会の答弁の中でも述べられているが、前向きの姿勢でやると言いながら、何ら話し合いもなされてない。そこに平良市長の基本姿勢が失なわれている。もし当局が虚心坦懐に意見を聞くならば、現在の第二公設市場が公設市場としての核にならないというのであれば、そこを究明し改築する必要があれば改築する。

　　そして周辺を買い取つてそれと連結させて公設市場に持つていく計画と、業者の人たちがひとつになつて３０万市民の需要を満たしていくということであれば理解できるが、そういう考慮がなされてないので、議案第５９号「牧志公設市場建設債を起こすことについて」は反対であるという討論があり賛成討論としては、現在の牧志公設市場は非常に老朽化しており、衛生環境も悪いのでこれを改築して近代的なシヨツピングセンターに改めていくべきである。反対討論の中に「もう１つ市場をあえてつくらなければならないか」ということが指摘されているが、これは新しくつくるのではなしにいままである市場を改築することであります。その当時の市当局が業者とほんとに話し合いで円満に解決しておれば土地問題も起こらないし、かつてに第二公設市場をつくつたためにこのような結果になつている。

　　現在の市場というのは２０年の歴史を持つております。これは人間の習性として、市場のチグチとして、そこでなければいけないという立地条件があり、当局の説明の中の都計上の核になるということも当を得ていると思います。そしてシヨツピング・センターの核になり得るということであります。

　　３０万市民の台所として第一、第二公設市場がありますけれども、ありあまるということは言えないと思う。むしろ設備をよくし、周辺の整備をし、市場としての衛生的な環境をよくしていくという考え方は当を得ていると考える。

　　なお、一般財源から充当されているということであるが、この市場は公共性があります。市場の方々のみに市場をつくるのではなく那覇市民のためであり、那覇市民の立場から当然一般財源から公共性という面からこれに充当するのは妥当だと思う。これはいずれは一般財源に繰入れられるという形になつており、以上の理由で議案第５９号に賛成するものであります。

　　以上、採決の結果本案は否決することに決定いたしました。

　　議案第５１号「継続費を設定することについて」、本案は、(1)第３年次１９７１年度の港湾建設事業、(2)１９７１年度公営住宅建設事業、(3)牧志公設市場建設事業、以上３件の事業は１９７１年度から１９７２年度の２ヶ年にまたがり工事を執行しますので継続費を設定したとのことであります。

　　なお本案については議案第５９号と関連しまして委員より修正案が提出されましたが、質疑、討論を省略し採決の結果、賛成多数でお手元に配布してあります修正案のとおり可決することに決定しました。

　　議案第４１号「１９７１年度那覇市歳入歳出予算」ついては款をおつて審査いたしました。

　　その主なるものを申し上げますと、歳入第１款「市税」については前年度より928,863ドルの増となつておりますが、これは個人について７０年の全琉平均経済成長率16.5％であるが那覇市においては18％上昇を見込んで計上し、法人においては全琉平均経済成長率10.3％を13％の所得の伸びを見込み、徴収率の向上をはかつたことによるものであります。なお市民税については市民の間から高くなつているという声が聞かれ、税率が改正されたのではないかということに対して、税率が改正されたためではなく各個人の年間所得が増えたことによるものである、ということであります。

　　第２款「特別とん譲与税」87,059ドルは７１年全琉総とん税97,600ドルの89.2％を見込み計上したとのことであります。

　　第３款「市町村交付税」298,674ドルの増は、最近３ヵ年間の実績によるものであります。

　　第４款「公営企業及び財産収入」においては企業関係の市有地賃貸料の改訂（借賃安定法により借賃の７０％引き上げ）により73,249ドルの実質増となつていますが、土地売払代金において前年度より808,566ドルの減となり差引735,275ドルの減となつております。

　　第７款「使用料及び手数料」144,715ドルの増の主なるものは市営住宅使用料において50,499ドル、保育所使用料58,450ドルでこれらは７０年度に完成し、本年度より使用料が見込まれることになつたためであります。

　　第８款「政府支出金」4,930,162ドルは７１年度における政府の本市に対する事業計画に基づいて計上したとのことであります。

　　第９款「寄附金」145,000ドルは市民会館の建設事業の充当財源で継続年期の延長による財源の繰越しで再計上されております。

　　第１０款「繰入金」につきましては，減債基金繰入金４５ドルが計上されております。

　　第１１款「繰越金」135,600ドルは７０年度から７１年度に繰越す事業の充当財源であります。

　　第１２款「雑収入」45,913ドルの増は実績によるものであります。

　　第１３款「市債」は、１９７１年度の新規の事業に対する起債として牧志西市場建設債1,175,000ドル、公営住宅建設債205,200ドル、及び識名納骨堂建設債87,300ドルで、継続事業の第４次泊、安謝間埋立債、第２次石嶺、大名公営住宅用地購入情、さらに継続年期の延長に伴なう公会堂建設債等を合わせて合計5,238,771ドルとなり、前年度より713,910ドルの増となつております。

　次に歳出については、

　　第１款「議会費」16,538ドルの増は職員のベアによる増、夏期手当の１８割プラス１０ドルに改正されたことによる増、及び旅費において従来まで議員の出張旅費を１５名分計上していたが、これを３０名分計上したことと議長会正式会員加入に伴なう旅費の増が主なるものであります。

　　第２款「役所費」のうち職員給については前年度より618,025ドル増となつておりますが、これの主なものは職員の給与改訂及び夏期手当２割増プラス１０ドルの増額、職員増員７２名による増額、さらに特殊勤務手当の増によるものであります。なお１項２目中、特別旅費12,126ドル50セントの内訳は
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　というように予算枠を決めてありますが、しかし実際に予算を執行する段階においては実施計画書を作成し、それに基づき実施しているとのことであります。


　　なお市長の旅費については年２回の出張とは考えられないので実質計上をすべきであるとの意見が出ておりました。

　　第３款「消防費」65,756ドルの増の主なるものはベア、及び夏期手当の増額、さらに消防職員８名の増員、議案第３５号、那覇市報酬および費用弁償等に関する条例の一部改正による手当の増。なお週４８時間勤務を４４時間制に改めたための超過分の時間外勤務手当の増であります。

　　第５款「港湾費」656ドルの増は実績による増であります。

　　第９款「財産費」11,456ドルの減は７０年度において第３次泊・安謝間埋立地の地盤沈下による護岸工事14,000ドルが計上されたが、これが完了したための減であります。

　　第１０款「選挙費」6,548ドルの減は７０年度において市会議員選挙費10,477ドルが７１年度は費目存置となつたためであります。

　　第１１款「公債費」1,012,264ドルの減は前年度で計上した第３次泊・安謝間埋立債と、第２次大名・石嶺の用地借替債の償還金の減によるものであります。

　　第１２款「諸支出金」のうち２項訴訟費については3,630ドルの増となつておりますが、これは

　１．土地賃借権不存在確認等請求事件一西公設市場（６９年）

　２．土地所有権登記抹消等請求事件一観音堂かど市有地３００坪（６９年）

　３．行政処分取消請求事件一豊里氏（６９年）

　　以上３件の訴訟事件が増えたための弁護士報酬であります。

　　次に、建設常任委員会、経済民生教育常任委員会に審査をお願いしてありました

　歳出

　　△第４款「土木費」

　　△第６款「社会及び労働施設費」

　　△第７款「保健衛生費」

　　△第８款「産業経済費」

　について採決の結果、賛成多数でそれぞれ原案どおり可決することに決定した旨の通知を受けております。

　　なお本案につきましては議案第５９号「牧志公設市場建設債を起こすことについて」が否決されたことに伴ない修正案が提出され討論に入つたのでありますが、採決の結果賛成多数でお手元に配布されております修正案のとおり修正可決することに決定いたしました。

　　以上ご報告申し上げます。




○議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対し質疑に入ります。




○喜舎場盛一君

　　ただいまの総務委員長からの審査の報告がございましたけれども、議案第５９号についてさらにお尋ねいたしたいと思います。本件は牧志公設市場の建設に（「聞こえないよ、聞こえるように」というものあり）要する起債を起こすことについてでございますが、市当局は６５万ドルの用地買収として計上しております。この用地買収は地主と話し合いで、いわゆる売るというような話し合いができてこの６５万ドルの予算を計上したのですか。あるいはそういつた目途がつかないままに土地を買うと、売るという契約書もないままに、いわゆる６５万ドルを計上してある。そういつた根拠のない、担保のないような予算の計上の仕方について委員会で話し合われたかどうか。お尋ねいたします。




○総務委員長（黒潮隆君）

　　委員会では今５番議員が質疑しておるような質疑がなされました。




○喜舎場盛一君

　　たとえば財産を取得する場合には、やはり契約書も取り交わして予算を計上するのが妥当だと本員は思います。何ら保証もなくただあの土地を買うんだというような予算の組み方、あるいは起債を起こすというところに大きな問題があるんじやないか。しからば那覇市は過去においてこういつたケースがあつたかどうかお尋ねいたします。




○総務委員長（黒潮隆君）

　　お答えいたします。過去において土地を取得する場合に契約書を取り交わさないで予算を計上したことがあるかという質疑ですか。それについては今回は質疑はありませんでしたけれども、委員長個人で答弁してよろしいということであればやつてもいいと思いますがどうでしようか。今度の委員会ではなかつたわけです。




○喜舎場盛一君

　　委員長に代つて一つ当局のほうからそういつたケースがあつたかどうかお尋ねいたしたいと思います。




○総務部長（親泊康晴君）

　　お答えします。従来契約をしないで予算計上した事例が過去においてあつたかどうかというふうなご質疑でございますが、保育所建設で用地を取得する場合に、実際まだ十分目途がつかないままに予算計上した事例はあります。




○喜舎場盛一君

　　そういつたケースはおそらくないと本員は思いまするが、しからば相手はこの土地は売らないんだというのを一方的に、市長は必ずこの土地を買収するんだというようなやり方、いわゆるこれは強迫でありまして、日ごろ市長が言つている話し合いの政治、市民との対話を中心としたところの政治ということとは裏はらでございます。一体市長はこういつた行為に対して、本当に真のりつぱな政治であるか、というところを考えたことがあるかどうか疑問でならないのでございます。たとえば保育所用地買収をするに当つてこういつた契約を結ばないで土地買収があつたというようなご答弁でございまするが、少なくとも契約は取り交わされてないにいたしましても地主との話し合いで保育所をつくるんであるならば土地を売りましよう、といつたような口頭での、いわゆるやりとりの話し合いがなされて土地買収をされたと本員は考えます。

　　ところがこの問題は話し合いの中でも絶対に売らないんだ、市は必ず買収するんだというような平行線をたどつておる中で、このような莫大な予算を何の裏付けもなく計上するということは、やはり今度の７１年度の予算全般に対してルーズであると言わざるを得ません。そういうやり方は本当に妥当であるかどうか、法的にも何ら異議はないかというような点について総務委員会で話し合われたかどうか委員長にお伺いいたします。




○総務委員長（黒潮隆君）

　　お答えいたします。今５番議員のご質疑しておるようなことは話し合われました。




○仲村正治君

　　議案第６５号について総務委員長にお尋ねいたしますが、その議案第６５号の提案理由になつております「牧志西公設市場は改築のため閉鎖したが、何らの権限のない者が占有使用し、所期の目的を妨害していたので、緊急に処置する必要により、議会を招集する暇がなく専決処分した」ということになつておりますが、この何らの権限のないものがはたしてだれであるか、ということについて審議が交わされたかどうかお尋ねいたします。




○総務委員長（黒潮隆君）

　　６番議員のご質疑にお答えいたします。業者の中から妨害した者が出たけれどもだれであるかというふうな個人の名前まで出しての審議はございませんでした。




○仲村正治君

　　委員長に再度お尋ねいたしますが、この専決処分書に現われております金城チエほか２３４人は何ら危険がないというふうに言つておりますが、これが確かに今まで西市場で営業をしてこられた人たちだと思うんでありますけれども、当局はそれについて今後、何らの権限をもつていないというふうにみておるかどうか、当局からその答えを得たかどうかお尋ねいたします。




○総務委員長（黒潮隆君）

　　お答えいたします。今６番議員のご質疑されておりますこの仮処分の２３４人については、委員長報告にもありましたとおり３つの条件で和解しておるわけです。第１番目が市当局、市場業者は互いに協力して西市場改築に当たること。２番目が５月２８日までに移転すること。移転が終了したときには市は仮処分申請を取り下げること。３番目が仮市場に移転しない業者が４月３０日に失なつた市場使用権を復活させ、そのときに有していた権利を消滅させないものとする。つまり２３４名についてはもともと市場に権利をもつている方々が多いわけです。ところが４月３０日までに仮市場に移らないものには使用許可を取消すという通告をしてあつたわけです。ところが話し合いの結果、その人たちを５月２８日までには仮市場に移転させる。その後４月３０日に失なつていた権利こういうものを消滅させるようなことはしないということであります。委員会における当局の答弁の中にも今６番議員の質疑されておることは心配ないというふうなことがあつたわけです。




○宮里敏慶君

　　議案第３９号に関連してございますが、先日の一般質問で市長は公会堂の寄付の１６万ドルは本土の各種団体の協力がある、と答弁されておりますが、如何ようにしてこの募集をなさるのか。はつきりした目途がついたかどうか。その点について審議されましたかどうか。お伺いいたします。




○総務委員長（黒潮隆君）

　　１４番議員にお答えいたします。那覇市民会館条例制定についての議案審査では寄付の問題については審査されないで、もつぱらその市民会館ができてそこを使用させる場合に民間企業を圧迫をさせてはならないんじやないかといつたような、主に使用料の面について重点的に審査されて寄付金については審査されておりません。




○宮里敏慶君

　　もう工事はほとんど終わりかかつております。市長は先ほども申し上げましたように既定の募金は集まらなくて現在までに1万５,０００ドルぐらいしか集まらないと、あとの14万5,000ドルはどうするかということに対しては、本土の各種団体に協力を要請している。ということを答弁されておりますけれども、工事はほとんど終わりかかつておりますが、まだまだあと14万5,000ドルの寄付金が集まらないがこの点についてどのように募金をするのか。その点について詳しくご答弁を願いたいと思います。




○総務委員長（黒潮隆君）

　　１４番議員のご質疑についてでありますが、本会議の場合でもこの寄付金についての質疑は十分交わされたわけです。そして総務委員会においても予算を審査する段階で、９月には市民会館が完成し１１月からは使用開始する。これは完成してしまつては非常に集めにくいんじやないかというふうな意見もあり、９月過ぎては集めにくいという意見もありました。そこでそれが完成するまでに努力して集めるけれども、予算としては７１年６月までに14万5,000ドルが確保できたらいいんじやないかというふうな当局の説明がありましたが、委員会での当局の説明は本会議で説明された理由からは域を出ておりませんでした。




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。おはかりいたします。討論に入ります前に議案第６号「町、字区域の新設、廃止および変更について」、議案第３９号「那覇市民会館条例制定について」、議案第６５号「専決処分した事件の承認について」はそれぞれ全会一致で可決されておりますので討論を省略いたしたいと思いますがご異議ございませんか。

　　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め、よつて議案第６号「町、字区域の新設、廃止および変更について」、議案第３９号「那覇市民会館条例制定について」議案第６５号「専決処分した事件の承認について」は討論を省略いたします。




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第５９号「牧志公設市場建設債を起こすことについて」討論に入ります。




○金城重正君

　　ちよつと待つてください。討論に入る前に１０分間くらい休憩してくれませんか。




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午前１１時０２分　休憩）

（午前１１時２０分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。討論に入ります。




○仲本安一君

　　本員はただいま議案第５９号「牧志公設市場建設債を起こすことについて」総務委員長報告の結果に反対し、原案に賛成する討論を行ないます。

　　その理由は、現在の第一牧志公設市場は木造建てで老朽化しており衛生環境も悪いので、これを近代的な市場に改築し、あわせて付近一帯のシヨツピング・センターを開発促進するため市場建設債に充当するための市債であるからであります。すなわち本件市場はこの問題が惹起いたしましてから１０数年来に及んでおります。この市場問題は何としてでも早目に解決をし、（傍聴席より拍手）業者のためにもそして市民のためにも大いに促進をしていかなければならないとかように存ずる次第であります。そこで本員は原案を支持し、総務委員会の結果に反対する理由を申し上げたい。総務委員会の中において原案に反対する討論の中でご指摘されましたことに反論を申し上げたいのであります。

　　すなわち原案に対する反対討論者は「市長はこの市場をあえて改築せずして、現在ある第二公設市場に全員収容し、それでも足らぬ場合には付近一帯の土地を買収してそれを増築すべきである、というようなことを言つておられます。反面地主との話し合いも何らなされずしてこのような混乱が起きておるんだ」というようなご指摘がございました。しかしながら本員は考えまするに、この問題は先ほど申し述べましたように１０年来の問題であります。

　この市場には２０年余の歴史があります。（傍聴席より拍手）またこの市場にはチグチという立地条件があります。

　　（「そうだ」という者あり）

　したがつて１つの市場ができたからといつてその歴史的な背景を無視して、ただ物理的に１本に統合すればいいというような安易な考え方こそ市民のプラスにならないし、業者を路頭にまよわす結果になると思うのであります。そこで本員は申し上げたい。もし反対討論をなさつた方がご指摘されましたようにこの問題が当局の話し合いによらずして起こつた問題であるというよようなことでありまするけれども本員はそのようには考えておりません。委員会の中での当局の説明では「勉強堂さんとも数回に及んで話し合いをいたしております。他のお２人の地主の方にも電話連絡をし、ぜひお合いをしてその問題について話し合いたい、というような申し入れもしておりますがその時点においてそれは蹴られた。」したがつて冷却期間を置いてその上で話し合おうという姿勢が見られます。本員がここであえて指摘したいのは、この問題は１０年来の問題である。平良市長は就任以来２ヵ年になんなんとしております。２ヵ年において１０年来の問題を解決することはここに勇気とそして信念と、市民を裏切らないという気持ちがあればこそできることであつて、（傍聴席より拍手）もし適当に事を運ぼうとするような考えがあつたとするならばとうていできるわざではないと思料するものであります。本員はあえてここで申し上げたいのは、もし、時の当局が誠意を持つて地主と話し合いをし市場業者とも根気強く話し合いをしておるならばこのようなごたごたした問題は起こらなかつたであろう、ということをあえて申し上げたいのであります。（傍聴席より拍手）何がゆえに今日このような問題が惹起したか、これをまずもつて３０名の議員は胸に手を当てて反省しなければならぬと思うのであります。すなわち見解の相違はあるにいたしましてもやはり議員として市民の代表者であるからには、３０名の１人として与野党を問わずその責任の一端を負うことになると思うのであります。

　　そこで本員は申し上げたい。この市場は総務委員会において反対討論の中で「何も改めて改築する必要はない、これは一つにすべきである。したがつてもう１つ新たに建設する必要はない。すでに第二市場はできておるんだ」というようなことをご指摘されておりますけれども、これはもう１つつくるのではなしに現在ある市場を改築するんだということであります。すなわち現にある市場を欲ばつて新たにつくるわけではありません。これはもともとあつたもの、しかもこれは元祖的な存在であるものを改たに改築しようとすることであります。これを忘れてはなりません。しかもこれは先ほども申し上げましたように２０年来の歴史を有する問題である。いまひとつは都計上の問題からみましてもあの市場というものは都市計画の核になり得るということであります。すなわち核になるということは、かりに安謝の埋立地やあるいは首里の石嶺あたりに公設市場、りつぱなビルを建築いたしましてもこれは核になり得ないし、また市場として繁盛はいたしません。やはり立地条件すなわちチグチであります。

　　　　（「そう、そうだ」という者あり）

　であるがゆえにここは改築しなければならぬということであります。さらにいま１点申し上げたいのは「市場は１つでもよろしい、あえて２つつくる必要はない」とのご指摘がございましたけれども、本員は１つでなければならないとかあるいは２つあつてもよろしいかということはどのような根拠、どのような基準に基づいてこれを推しはからなければならないかここが問題であります。ただ１つでよろしい、２つでよろしいということだけではない、これは市民の需要、供給のバランスから考えていかなければならぬと思うのであります。そこで３０万市民の台所を維時する公設市場、これは本員は２つあつても決してありあまるということはないと本員は確信するのであります。

（傍聴席より「そうだ」という者あり。拍手）

　したがつて牧志の第一公設市場をつくつて、そうしてあわせて付近一帯の都市計画とあわせまして整備をする。そして現在ある第二公設市場もたとえ前任者がつくり見解の相違はありましようとも、政治を担う者が「これは前任者がつくつたからわれわれは知らぬ」というわけにはまいりません。つくられた以上は維持管理を十分していかなければなりません。そういつた面からはりつぱな第一公設市場を改築することによつてそれと相合わせてこの第二公設市場もその一環として両方繁盛させるようなことが真に市民に報いる態度だと私は考えるのであります。

（傍聴席より「そうだ」というものあり）

　このような立場からあくまでも当局の考えておる市場改築案を支持するものであります。仮りに今陳情が出ておりますように、地主からこの土地を明け渡してくれ、そして私が個人で作るから市は手を引けという陳情がございますけれども、これを個人に作らせます場合に果して反対討論者がご指摘なされたように、市場は作らない別のアパートなりあるいはその他の建物をたてるという保証がどこにありましよう。しかるのみならずその陳情の中において自分で市場を作るんだと主張されております。個人に市場を作らす場合には本員は二つの点から問題があろうかと考えるのであります。第１点は、個人で作らす場合には個人優先になつて都計上と噛み合わない。第２点は個人が作る場合にはあくまでも利益追求のためになされるわけでありまするからして市場使用料についても公共事業としてやるよりはずつと高くなるし、また最初は安くてもそのうちジヤンジヤン上げるということも大いに予想されるわけであります。従つて、これはあくまでも公共性のためにそして市民のためにあるいはまた業者のために市がどうしても作らなければならんと本員考えております。

　　　　（傍聴席より拍手あり）

　そこでその公共性を帯びておりますが故にこの現在議案に出てまいります、いわゆる市場改築につきましては７１年度において一般財源から48,000余ドルが充当されるようになつております。これも反対討論者は、一部の市場の人に市民の血税を無駄使いする、というようなご指摘がございましたけれどもこれは当らないと思うのであります。なぜなれば先程から申し上げておりますようにこれは市場の業者のために市場を作るのではない。市民のために作りそして都市計画上の問題として、ひいては市場業者のために作る。公共性があればこそこれを市民の税金から負担するということは当を得ていると思うのであります。しかもこれは出しつぱなしではございません。一般財源から充当いたしましてもいずれは一般財源に戻つてまいりますところの金で、すなわちこれは消費的経費ではなしに投資的経費であるということを銘記していただきたいのであります。本員は以上の理由から総務委員会の結果に反対し当局提案の原案に賛成する討論を申し上げます。議員各位にはよろしくご賛同をお願い申し上げまして私の討論を終ります。

　　　　（傍聴席より拍手あり）




○金城重正君

　　本員は議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについて反対討論をいたします。

（傍聴席より「何をいうか」というものあり）

　ただいま賛成討論の中で、あたかも牧志公設市場をもう一つ作らなければならんというような本当のような話しをやつておりますがこれこそ間違いでございます。

（傍聴席より「何をいうか」というものあり）

　なぜなればこの公設市場は１０年来の懸案であつたけれども市場は解決されていないかどうか。

（傍聴席より「解決してないよ」というものあり）

　市場は第二公設市場でいわゆる終結をみた。そこにおいて平良市長の手によつてテープカツトされ、平良市長の任期においてその市場が完了し、祝賀会に出席しておる。それを見てもこの市場は第二公設市場で十分に完結されておるのであつて１０年来の懸案というものが再び生まれてくるということは考えられないのであります。

　　　　（「そうだ」というものあり）

　さらに市民を裏切らないといつておりますが、しからば市長は市民を裏切らなかつたかどうか。市長は十分に市民を裏切つたわけであります。なぜならば平良市長は就任２ヵ年にしてこの議会において嘘をついたんだということを何回もいわれております。それが新聞紙上に何回も出ておる。この公設市場の歴史的背景、また今日までやつて来たところの諸々の問題、われわれ自体はこの問題で終始一貫、与野党を問わず激論を飛ばしてやつてまいつたんであります。しからば市長は市民を裏切らなかつたかどうかこれをまず皆さんにご説明申し上げたいのであります。この第二公設市場は西銘市長時代に建設され平良市長のときになつて完成をみた。そこで去つた７０年度予算審議の中で平良市長はこの３０名の議員を前にして何と申し上げたか、さらにここに列席しておる議員諸公は平良市長の発言に対して与野党全会一致で議案を通した。いわゆる７０年度予算の中においてこの牧志公設市場から第二公設市場に店子を移すことについて議員各位からいろいろな質問が出たわけであります。その答弁の中で市長は、〝現在の市場から第二公設市場に全員移します、ということを議会の壇上において声明されたのであります。

（傍聴席より「移したじやないか」というものあり）

　これはです、議員諸公の中から〝本当に市長は第二公設市場に移すことができるか〟とう質問がなされ、その時点において市長は、〝話し合いの中で第二公設市場に全員移します、〟と議員と約束したわけであります。けれども一時間も待たずして〝業者の皆さんが反対であるならば移しません〟という発言を堂々とやつた。そして平良市長は〝議会対策上こういうことをいわざるを得ない〟ということを発言しております。従つて、平良市長がいかに３０万市民を裏切つたかということは本員の発言において明確にされたわけであります。平良市長の政治的基本というものはあくまでも話し合いによるところの政治であるということであります。また平良市長は、あくまでも市民との対話の中において政治を行政を進めてゆくんだ、ということを何回も言つております。けれども皆さん、現在仮設市場にいらつしやる皆さん方考えてごらんなさい、一応仮設市場に移すといいながら、今度は業者のほうから反対を喰つたからということで市当局はどんなことをやつて来たか。もしも皆さん方が仮設市場に移らないというならば市場使用許可を取り消す。皆さん方は新しく出来る市場では商売が出来ない、というようなことで市民に対して伝家の宝刀をつけつき仮設市場に移そうとした。そこで市場の方々は仮設市場に移らない場合は許可を取り上げられて将来問題が惹起するということで〝これは大へんだ〟といつていやいやながら仮設市場に移つた。しからば仮設市場に移つた方々は繁盛しているかどうか。喰えないということで非常に喘いでおります。そして何回となく話し合いをやり、また強制的に移そうとしていながらとうとう仮執行をやつた。仮執行をやつたのちに弁護士の話し合いによつて、また〝あなた方が仮設市場に移るならば許可証を与えましよう〟ということをいつております。すなわち平良市長の政治姿勢というものはあつちに行つたりこつちに行つたりしております。これが平良市長の政治姿勢であります。今回の起債案をみてもこの市場は、現在の第二公設市場とは道路一つ距てたところにある。そこにまた市場を作ろうという。私どもの血税からいくらの金が出ているかと申し上げますと実に654,046ドルで私どもの血税で再び道路を距てたところにまた市場を作ろうということであります。もし、現在の当局の起債案どおりでゆけばこの市場使用料はいくらになるかというと坪当り３０ドル４２セントになり沖縄一高い家賃になるんだ。これが起債案であるわけであります。しからば、平良市長が自分の家をたてるということになるとまず土地を探してその所有者と賃貸契約を結んで、それから自分の金でつくるかまたは銀行のほうから借りてつくるというようになるのが常識である。けれどもです、地主との話し合いはどうなつておるか、地主とは何ら話し合いがなされていないのであります。私どもが総務委員会で話したところ、また検討したところ、ひとりの地主とは４・５回にわたつて話しをやつておるけれども、２人の地主とは一回もまだ話しがまとまつていない。さらにこの地主は〝私どもは土地を絶対に貸しません〟というようなことになつておる。一体全体１００万あまりの起債をやつてどこに市場をつくろうとしているのかさつぱりわからない。

　地主は絶対貸さない、市当局はつくる。これが本当に民主主義のルールに基づいて、また平良市長がいうところの「対話によるところの政治を行なう」ということであるならば、地主との話し合いを決着してその中において起債を起こし、そこに市場を建てるのであるならば話しは別である。主客顚倒もはなはだしいのであります。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　また本員が考えるにこの市場はあくまでも平良市長の党利党略によるところの市場建設であるということをあえて断言いたしたいのであります。なぜならば平良市長は選挙中に約束として、〝私が市長に当選したら市場をつくつて上げたい。〟ということをいつてある。

　　　　（傍聴席より拍手あり）

　これこそ利益誘導であります。さらに現在の市場は都市計画法に基づいてつくられたところの第二公設市場である。けれども現在の市場はいまだに都市計画法に基づくその地域ではない。そこをです、ただ道路ひとつを隔てたところにまたも公設市場をつくる。現在のところじやなくてほかのところたとえば泊、真和志そういうようなところにつくるのであればいざ知らず、ただ道路ひとつ隔てたところに再度６０万余りの血税を使つてつくるということそのものが、あくまでも党利党略であり、ほかに何んでありましよう。そこで本員は本当に平良市長が謙虚な気持で党利党略に迷わされずに、本当の那覇市の市場はこうであるべきだというような基本姿勢にたつならば、現在の第二公設市場を拡張しそしてその機能を十分に発揮させて３０万市民にこたえるのであればいざ知らず、この第二公設市場はまだ市場としての機能が十分果されていない、それをその機能を十分果してそれでも市場がその近くに必要であるというのであるならばいざ知いらず。









○議長（辺野喜英興君）

　　静かに願います。




○金城重正君

　　道路ひとつ隔てたところに市場をつくるということ自体が党利党略であると考えられても仕方がないのであります。本員は、この第二公設市場は十分に機能が果されない、それはなぜかというとそれの周辺を取り巻くところの道路の整備、それに付帯するところの諸問題がいまだに解決されていない。

　平良市長就任２ヵ年であります。これが何ら予算上にも現われていない、それこそ平良市長の行政に対する怠慢でありまして何んでありましようか。

　　本員はあえて平良市長に提言を申し上げたいのであります。本当に平良市長が３０万市民のことを考え、市長として謙虚な姿勢で本当に那覇市を思うならば３０万市民の犠牲はもちろん、すなわちわれわれの血税から６５万ドルも出すことはできないはずである。これこそ３０万市民の犠牲のうえにたつておる。

　　　　（「そうだ」というものあり）

　もちろん個人の犠牲のうえにたつてやろうとしておる、それは何か。

　　　　（「声が高いよ」というものあり）

　地主との話し合いもいまだに解決されていない。その地主から、〝貸さない〟というものをあくまでも強権でもつて借りよう借りようとする。そのような個人の犠牲のうえにたつて平良市政を運営やろうとしているところに問題があるのであります。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　　またこの土地は現在裁判中である。この裁判がいつ解決できるかもわからない、万が一、私どもがこの予算に対して了としてもこの市場は今年中でできる、来年中にできるという見通しは何らないのであります。この市場は現在裁判で争われておる。また地主の方々に間接的に聞いてみるならばいかに当局が強権を発動しても、これに対してあえて戦う姿勢をみせておる。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　しからば、この土地問題がいつ解決できるんだという見通しは何らないのであります。であるならば問題はどこにあるか、路頭に迷うのはいま公設市場に移つておるところの市場の方々である。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　であるならばどうするかが問題なんである。私どもは野党だからというてただ反対せんがための反対はしない、あえて当局に対し忠言もいたそう、提言もいたそう。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　であるならば本員は平良市長が本当に３０万市民の代表と考え、また明るい那覇市をつくつていくというようなことであるならば、現在の第二公設市場に全業者を収容する。収容するに至つてその第二公設市場に欠点があるならばこれを解消し、本当に市場らしき市場にもつていつてそうして業者を一まとめにして本当の市場らしい市場の機能を発揮させる、それが私どもが３０万市民に対するひとつのこたえであります。私は平良市長に申し上げたい。そういうことで第二公設市場が本当に機能の上から市場として悪いのであるならば、それを改めていつて、またその周辺を改造して市場の拡張をやつて、そしてそこにひとつのまとまつた市場をつくつていくというならば話はわかります。これがただ道路をひとつ隔てて、また再び公設市場をつくろうとするところに本員らは反対であります。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　したがつて本当に平良市長が市民の代表として与野党の意見を虚心坦懐に聞いてくれるならば、私が先ほど申し上げましたように市場をひとつにして、そして充分なる機能を果たさせるべきが本当の市長の市政だとこういうように考え、私どもといたしましてはこの５９号議案牧志公設市場建設債を起こすことについては絶対に納得がいかないのであります。したがつて本員はこの第５９号議案、牧志公設市場建設債を起こすことに対して反対をいたします。議員諸公のご賛同をお願いいたします。

　　　　（拍手、傍聴席喧騒）




○議長（辺野喜英興君）

　　傍聴席静かに願います。これじや聞こえませんからやむを得ないときは退場を命ずることもありますから気をつけてください。お願いします。




○黒潮隆君

　　議案第５９号、総務委員会で否決すべきというような結論が出ておりますがそれに反対し、原案に賛成する討論を申し上げます。ただいま１５番議員は勉強堂を喜ばすような、資本家を擁護するような討論を行なつたと私は考えます。３０万市民に名を借りて大地主を擁護するような方向での討論ではなかつたかというふうに考えます。さらに、まつ先に市場問題は解決しているのにというふうな討論がありますが、それこそ大きなまやかしであるというふうに本員は考えます。なぜならば市長は第二公設市場ができたときにテープカツトもしたじやないかということであります。さらに６月議会では第二公設市場に業者を移すということもいつたじやないかということだと思います。しかしながら皆さん、業者がこの第二公設市場では生活できないということになつて、市長は話し合いをした結果、現在の市場を改築するということになつたわけであります。それをうそつきだというふうになじつております。ところが皆さん、去年の９月の議会で平良市長がいまの現在の市場を中心とするシヨピングセンターをつくる、

　　　　（傍聴席より野次あり）

　そこを調査し設計する予算が1万6,000ドル余りでしたか、その予算が組まれたときに全会一致で通したではありませんか。そのことは現在の市場を改築してもよろしいというふうなことだとわれわれは受け取つております。

　それが全会一致であります。

　　さらに、今日現在、市場問題で大きな問題となつている責任を平良市長に転嫁してはならないということであります。これは前任者である西銘市長の時代の、（傍聴席より拍手）

　そのときの与党が負うべきだと思います。なぜならば市場で働いている皆さんは現在の市場を改築してもらいたいという要求でありました。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　ところが前任者はどうでしたか、市場業者が地下には入らないということに対して西銘市長は感情まる出しに、そこを放棄して新しく第二公設市場をつくつたじやありませんか。

　　　　（傍聴席より拍手）

　そのときに西銘市長に賛成している、第二公設市場計画に対して賛成している業者からの陳情を受けて現在第二公設市場がつくられておりますが、〝そこにつくつた場合は商売は繁盛しませんよ〟ということを私たちははつきり申し上げたわけであります。

　　　　（「そうです」というものあり）

　ところが陳情した方々は、第二公設市場に賛成した方々は〝市会議員が商売のことはわからんじやないか〟、〝向こうへ行けば大繁盛する〟ということをおつしやつたわけであります。しかしながら実際には私たちが指摘したとおりになつてしまつているわけでございます。ところが私たちはこの第二公設市場をそのまま放置すべきであるという意味ではありません。これは改善して採算が取れ銀行に借金しておる借金を返えせるような方向でいくべきだと思います。

　　　　（傍聴席よりヤジあり、傍聴席騒然）




○議長（辺野喜英興君）

　　傍聴席静かに願います。




○黒潮隆君

　　さらに野党の皆さんは、土地の確保がまだできていないので市場はつくれないのではないか、というふうな討論がありますがそれはあやまりだと思います。なぜならばあくまでも市当局は話し合いによつて土地を買いたい。それがどうしてもできない場合には法に基づいて強制収用してでもつくるんだと、それは非常に自信をもつている。もちろん最初からそうするのではなしにあくまでもやむを得ない場合ということを強調しております。

　　さらに私が問題にしたいのは、６７年の５月の臨時議会で西銘市長は６６万ドルの金を借りて首里の大名、石嶺に公営住宅敷地を取得しようとしたときに、私たちがその土地はどこにあるのかという質疑をしたときに明らかにしなかつたわけでございます。もちろん地主との相談も全然やられていない、今もつて６万ドルの未執行の分が出ております。買えないところも出ております。そういうふうに自分たちのやつていることは全く棚に上げて、革新平良市政だからということで攻撃するのは私たちは許せないと思います。そして私が申し上げたいのは第二公設市場にくつつきあつている土地を返えした場合にはどうしても現在の敷地に勉強堂がまた市場をつくつてしまいます。そうするとますます業者を不利なところに追い込んでいく結果になつてくると思います。

　　従つて私は先ほどの１８番議員が討論したとおり早急に現在の市場を改築して、本当に市場問題を解決していくべきだと（傍聴席より拍手あり）そのためには９月議会で調査設計費に賛成して、それに基づいて設計も完成しておりますので、そのときに賛成された野党の皆さんもこの議案にも賛成していただき、本当の市民福祉のためにやるのが当然だと、こういうふうな立場から委員会の結論に反対し原案に対する賛成討論を終わります。

　　　　（拍手多数あり）




○又吉久正君

　　議案第５９号、５８号、４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算の修正案に対する反対討論に強く反論してから、修正案に対して賛成討論を行ないます。

　　先ほどの討論の中でいかにも西銘市長が好きこのんで現在の第二公設市場の建設をしたという印象を与えているのでございますが、皆さんはよくご承知だと思います。と申し上げますのは、〝あの西公設市場は保健衛生上好ましくない〟といつて保健所から再三その注意勧告を受けたために西銘市長はこの西市場の改築に全力を注入して地主を説得したのでございます。あのときの質疑の中で西銘市長は地主にその接衝をしたのかということに対し、１５回以上も地主と接衝したということでございます。しかしながら地主たちはこの土地を市に貸すことはできないという頑固な反対に合いましてあの西公設市場は保健所からの勧告もあり放つておくということは那覇市にとつて本当の恥である。あるいは海外から来られるお客さんからもたびたび指摘されたのも皆さんよくおわかりのことであります。

　　そこで万やむを得ず今の現西市場の敷地を選定し都市計画審議会にかけ、そこがりつぱな用地だということが審議会で決定されそこに現西市場が建築されるにいたつたのでございます。その時点におきまして、あの建築する計画において付近周囲の街路の整備することによつて繁盛するということで、着々周囲の街路も整備するということになつておりましたが、その後市長がかわり現市長になつて何ら策を講じていないということが現在のその公設市場がふるわない原因になつていると本員は考えるわけでございます。そこで現市長はあの当時、議会で決定した公設市場を繁栄させようとはしないで、もつぱら党利党略にかたより、そしてもう一つつくろうとする自体が那覇市の市場問題を困難に陥れた大きな原因をつくつていると本員は思うのでございます。

　　従いまして次に本論に入りますが、平良革新市長が１９７１年度の予算を編成するに当り全スタツフが全知全能を発揮し、英知をしぼつてでき上つた

　予算だと思いますが、３０万市民に直接利益になる事業はさておいて、莫大なる損害を生み出し無用の長物の公設市場を銀行より１３５万ドルも借り入れて、もう一つ建築しようとしておるがもしこれが実現した場合は３０万市民に大きな不利益になりますので、絶対許すことができないので英断を下して市長提出予算に対しまして修正案を提出したのでございます。その修正案が総務委員会に上程され微に入り細にわたつての審査の結果、委員長の報告どおり賛成多数で可決になりました。次に修正案を提出するにあたり次のもろもろの理由を挙げまして議員諸公並びに市当局のご理解をいただきたい。

　もう一つ平良市長は１９７０年度６月予算議会において、第二公設市場の収入１６万ドル余りを計上して西市場の借地料を計上していない。市長はその説明で、西市場の業者は全部第二公設市場に移すので西市場の借地料は計上しなかつた、とはつきり説明した。そこで議員側から市長に対し、本当に西市場の全業者を第二公設市場に移す覚悟があるかという質問に対し、〝絶対移すので議案を通してくれ〟という答弁をなさつたので、革新市長を信頼いたしまして全会一致で議案を通したわけでございます。しかしそこで１時間もまたないうちに西市場の業者が市長室に押しかけたために、市長はちじみあがつて「議会対策上仕方がなかつた。反対業者は移さない」と約束した。すなわち市長は１時間前の予算議決を自から踏みにじり議会を無視し市場問題を黒い階下に陥れた。信念のない平良市長はその責任は重大であり肝に命ずるべきだと思います。

　　２点目に仮りに市場が２個所にできた場合の損害額、いわゆる１９７０年度の第二公設市場の収支計算書を検討した場合、収入９か月で4万6,527ドルで支出12万3,020ドル、差し引き不足が7万6,493ドルとなつております。

　　次に１９７１年度の収入13万8,066ドルで支出16万687ドル、差し引き不足額が2万2,621ドルとなつているが、１９７１年度の収入は予算額の60％ぐらいしか認められないので、その差40％の差額、つまり現在２０％ぐらいの空小間があり、さらに使用料を条例どおり予算計上しているがその業者からは使用料が高いという陳情があつて、６月一ぱいまでは、３０％の減免をしている。さらにそれを引き続き２０％か３０％の減免を覚悟しなければいけないと思いますのでその差額40％を見た場合5万2,224ドルの減となり、予算の不足額と合計して7万7,851ドルの不足額となる。したがいまして７１年度の予算を予想した場合１０年間の一般財源から支出する額は第二公設市場だけで77万8,500ドルの血税を使うことになります。かりに市長が計画している市場ができ上がつた場合の損害額は予算書のとおり、全小間１平方メートル１０ドル１４セントの使用料が１坪当たり３０ドル４２セントになり沖縄一あるいは日本一高い使用料となるおそれがあるのでございます。坪当たり３０ドル４２セント全小間の使用料を徴収しても１０ヵ年の利子及び割引料計68万3,046ドルとなり、第二公設市場77万8,500ドルを合計すると１０年間で両市場の一般財源から負担は146万1,550ドルとなり、それだけの大金を年度別支出に複利加算した場合おそらく２００万ドル近くにもなると思うのでございます。市民の税金からそれだけの金を使うことよりもいま３０万市民がたいへん要望している直接利益になる土木建設事業を興すことが得策ではないかと本員は思うのでございます。

　　　　（拍手）

　　次に市場を二分することによつて１ヵ所の市場が繁盛しないため用途の変更を余儀なくされるおそれを生ずると思います。したがいまして以上申し上げましたことは財政面からの本員の慎重なる検討をした結果の予想でございます。

　　３つ目に食料品販売市場はぜひ一体化し全部統合しなければいけないと思うのでございます。統合することによつて業者も市も繁盛するのは間違いないと思うからでございます。

　　　　（拍手）

　その打開策として第二公設市場の街路を整備拡張し、ともに周辺の用地を購入し現市場を増築し、開南の仮市場におられる全業者を移し統合することによつて食料品販売市場として大繁盛することは間違いないと本員は思うのでございます。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　かりに上岡氏が市場を建設してもその場所に建築しても食料品販売の業者が皆さんが一丸となつて第二公設市場を拡張しそこに集まつてやつたならば、かりに上岡氏が市場をつくつても、その他の商品を販売する以外にないと思うので現在の食品販売業者には何ら影響は受けないと本員は思うのでございます。

　　もう１点におきまして、現在市長が市場を建築しようとしている用地は訴訟中でございます。この訴訟が何ヵ年長引くかも知らない、地主と全然話し合いもできてないその場所に７１年度予算を計上したということは市長の行動はたいへん軽率である。

　　　　（「そうだ」という者あり）

　と申しますのは、土地があつて家の建築を計画するのが当然である。また平良市長は施政方針にもありますとおり〝話し合いの政治〟ということを大きく打ち出しているにもかかわらず、地主の勉強堂には５回くらいは会つたが、他の２人にはただ電話を１回だけかけているということである。それが話し合いの政治であるかどうか平良市長はもつと反省すべきじやないかと本員は思うのでございます。

　　　　（傍聴席より野次あり）

　　次に、当局は地主が聞かないから土地収用法を適用させようとしていまその収用法を申請しているやに聞いております。前市長は１５回も地主に相談に行つたけれども、現市長はその相談もしないで収用法を適用するということはとんでもない革新市政の誤りである。

　　　　（拍手）

　そういつたことで用途を変更し（傍聴席より野次あり）将来悔のないようなな市場問題を解決することが得策であると本員は思うのでございます。

　　　　（傍聴席より野次あり）




　　よつて議員各位、市当局も本員の修正案にご同意なさいまして、最上の策としてその修正案を万場一致で採択していただきますよう議員諸公にお願いいたし討論を終わることにいたします。




○中村昌信君

　　本員は議案第４１号１９７１年度那覇市歳入歳出予算の修正案に反対し原案に賛成する討論を行ないます。（傍聴席より拍手）

　　本件は総務委員会において審査がなされ可決されておりますが、本員はこれを当局提案どおり可決すべきものとして主張いたします。まず議案を中心に申し上げますと、議案第４１号１９７１年度歳入歳出予算が平良市政２年を向かえて特に財源難の中で革新施策を反映し、３０万那覇市民福祉優先をはかるための予算であり、このことは本員が申し上げるまでもなく審議の中で全委員が周知のとおりであります。

　　１９７１年度予算は琉球政府の財政硬直化に伴ないその補助事業の減少、市債、事業等の制約また埋立地などをはじめ市有地の売却臨時財源の減少等きびしい財政環境の中で一般会計において2,188万6,057ドルをはじめ、上下水道、土地区画整理特別会計を合わせて総額2,729万4,906ドルの財源を確保し、那覇新港の建設、安謝第４次埋立、道路排水の整備、水道排水区域の拡大、下水道施設の整備促進を重点に編成されております。また新規事業といたしましては首里～那覇間の交通緩和をはかるために松川ポンプ場から首里農業試験場間の都市街路の新設、さらに１０有余年間も問題になつていた西公設市場の改築、識名納骨堂や大道保育所の建設が打ち出されております。また泊港の新設や漁港対策の強化、特に次代を担う子供たちのために沖縄では初めてわが那覇市が全市民の強い要求にこたえて児童手当の支給をはじめ、身体障害者の家庭奉仕員の設置、樋川における子供の遊び場の設置、また那覇市における3,500有余名を有する母子家庭の母子福祉を高める予算措置等、さらに教育行政面においては視聴覚教育、特別学級の充実、各学校への栄養士の配置、屋内体育館やプールの増設等苦しい中で市民福祉を重点にした予算編成がなされております。よつて何らこの議案に対して反対する理由もありませんので本員は当局提案に賛成し、議員各位のご賛同をお願いいたします。

　　　　（傍聴席より拍手）

　　また新政会のこの修正案に対して反対する理由は先ほど仲本安一議員、黒潮議員からるるご説明がありましたので本員はこの問題についてはあえて申し上げません。ただ多年の懸案であるこの市場問題をこの際当局は１３５万ドルを投じて用地の買収や新築を行ない、そうして都市再開発をし市民の明るい買い物広場として、またシヨツピングセンターとしての建設計画しております。よつて修正案はただ単なる反対せんがための反対であり、いやがらせをするための修正案でありまして３０万那覇市民の利益になる修正案ではないので本員はこの修正案に対し反対いたします。

　　以上で修正案に反対し原案に賛成する討論を終わります。

　　　　（傍聴席より拍手）




○喜舎場盛一君

　　本員は議案第４１号１９７１年度那覇市歳入歳出予算原案に反対し、修正案に賛成の討論を行ないます。

　　　　（傍聴席より拍手、笑声あり）

　　まず予算全般から考えました場合に、先ほどの２番議員が原案に賛成の討論の中で説明しておりましたとおり、琉球政府の財政硬直化にあつて那覇市の予算もそのとおり財政硬直におちいつております。実にそのとおりでございます。ところが琉球政府の屋良主席はじめ平良那覇市長は革新市長、革新主席でございます。この財政硬直こそは革新政権によつて生み出された大きな産物でございまして、われわれはこの財政硬直のうらみをいま一度この革新市長あるいは革新主席に向かつてきびしく姿勢をただしていかなければならないと本員は考えております。

　　　　（「そうだ」というものあり）

　そこで７１年度の予算から見ました場合にいまや３０万市民は窒息状態にあることがはつきり現われております。この財政硬直、平良市長は那覇市の財産である土地をことごとく売りとばしてりつぱな市場を作るという美名のもとにいまや１００万ドルにおよぶ予算を無駄使いしようとしております。先程来傍聴席におきましてもいろいろとご心配いたしましてこの成り行きを見守つておりますけれども、こういつた状態を作つておりますのはこの平良革新市長がこのような市民の不満を作り上げたわけでございます。

　　　　（「そのとおり」というものあり）

　前の市長の責任問題を言及されておりますけれどもこれは絶対に前の市長の責任ではございません。まず初めに、この平良市長が就任以来はじめて自分の手によつて作つた予算を市場５００名の皆さんに嘘をつき一時のがれをやつたがためにこのような紛糾が続いているのであります。最近におきまして現在西市場改築に賛成いたしまして仮市場に移つた半数以上の皆さんが仮設市場において生活が成り立たない、もはや犠牲者も出ているという立場に立ちまして経済民生委員会にこの善処方を訴えてまいつております。このことは前の西市場の売上げの１０分の１にもならないということでございます。

　そしてこの市場の改築問題が尾を引いた場合には仮市場の業者の皆さんは商売を全部投げなければならないという厳しい事態に立つているのでございます。そしてこの西市場の改築ができないのであれば仮設市場から元の市場に移して商売させてくれといつたような善処方でございます。こういつた現時点の問題からいろいろと検討してみた場合にこの責任というものは先程からいわれてるように平良市長が一貫した市場行政を持たないがために市民をこのように動揺されておりません。

　　　　（「そうだ」というものあり）

　市場を作るにしてもやはり地主と話し合い、いつ頃着工して何か年でこれを完成させるといつたようなりつぱな計画があるならば現在の仮市場の皆さんも心配はしないと思うのであります。ところが平良市長は２ヵ年という長い期間においてたつた５回しか地主と話し合いをしてない。あるいはまた２人の地主とは１回も話し合いをしてない。そういうところに市場行政の欠陥があり、このように市民を両方に分け動揺させておる。この現実をみてもおわかりのとおり、市場を作るんであれば７月１日から工事を着工させるといつたような自信があつてしかるべきだと思うのであります。唯単に自分を支持した市場組合の皆さんに、予算化してあるから心配するなということを聞かすためにこの作文が作られております。そういうことでわれわれは３０万市民の代表として原案を通すわけにはいきませんのでそういう大きな判断のもとに４１号議案に反対し修正案に賛成するものでございます。議員各位のご賛同をお願いいたします。




〇議長（辺野喜英興君）

　　討論を終結し採決に入ります。議案第６号、町、字区域の新設、廃止および変更について、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




〇議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




〇議長（辺野喜英興君）

　　議案第３９号、那覇市民会館条例制定については、ただいまの委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第６５号、専決処分した事件の承認については、ただいまの委員長報告どおり承認することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は承認されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについて、本案に対する委員長の報告は否決でありますので、原案について採決いたします。本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君のご起立を求めます。




○議長（辺野喜英興君）

　　多数であります。よつて議案第５９号、牧志公設市場建設債を起こすことについては、原案のとおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第５１号、継続費を設定することについて本案に対する委員長の報告は修正可決であります。

　　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。




○議長（辺野喜英興君）

　　少数であります。委員長報告には、過半数の賛成が得られませんので、原案について採決いたします。




○議長（辺野喜英興君）

　　本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君の起立を求めます。




○議長（辺野喜英興君）

　　多数であります。よつて議案第５１号、継続費を設定することについては、原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算、本案に対する委員長の報告は、修正可決であります。

　　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の諸君のご起立を求めます。




○議長（辺野喜英興君）

　　起立少数であります。委員長報告には、過半数の賛成が得られませんので、原案について採決いたします。




○議長（辺野喜英興君）

　　本案は、原案のとおり決することに賛成の諸君のご起立を求めます。




○議長（辺野喜英興君）

　　多数であります。よつて議案第４１号、１９７１年度那覇市歳入歳出予算は、原案どおり可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　昼食のため休憩いたします。

（午後１２時４４分　休憩）

（午後　１時４５分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。議案第６４号、市道路線の認定について。議案第７６号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用について。議案第８１号、物品購入契約について。議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算。議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算。議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算。議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算。議案第４６号、１９７１年度那覇市水道事業会計予算。までを一括議題とし建設委員長の審査報告を求めます。




○建設常任委員長（比嘉佑直君）

　　本委員会に付託された議案１５件のうち、７件につきましては去る２２日の本会議で審査報告をいたしましたので、残りの議案第６４号、議案第７６号、議案第８１号、議案第４２号、議案第４３号、議案第４４号、議案第４５号、議案第４６号につきまして審査の経過並びに結果の報告を申し上げます。

　　まず、議案第６４号について、本案はＣＭ７２３号線ほか４７本の路線を市道に認定するために提案されております。

　　すなわち、道路網の整備を図るとともに当該各路線の付近住民に対する一般交通の利便に供するため、路線に認定し市道として維持管理を図りたいとのことであります。

　　委員会は以上の当局説明を了承し本案に対しては全会一致承認するものと決定いたしました。

　　次に、議案第７６号について、本案は現在施行中の１９７０年度小禄地区土地区画整理事業のうち、土質調査および暗渠設計については、４月２３日に完成したが、整地工事については雨期のため日時を要し、年度内執行の見込みがなく、事業費5,510ドルを翌年度に繰越使用するためのものであります。

　　本案に対し委員会は以上の当局説明を了承し全会一致原案どおり可決するものと決定いたしました。

　　次に議案第８１号について、本案は１９７０年度水道事業計画の政府補助による配管工事に使用する資材（ダクタイル鋳鉄管）を購入するために提案されております。

　　すなわち、１９７０年６月８日、配管資材納入に実績のある業者、福山商事、沖縄岩谷商会、万弁舎貿易部、共同商会を指名し、競争入札に付したところ再入札とも落札者がなく、その原因を検討した結果、最近本土における鉄鋼類の値上りに伴い水道配管資材も１９７０年４月１日以降、従来価格の約６％の値上によることが主な原因と思料され、政府建設局と設計額について調整変更のうえ去る６月２０日先の業者を再度指名し、競争入札に付した結果議案のとおり落札決定したとのことであります。

　　委員会は本案に対し若干の質疑を交わしたのち、結論として全会一致これを同意するものと決定いたしました。

　　次に議案第４２号について、第１地区並びに美栄橋地区の土地区画整理事業に要する予算でありますが、この地区の工事はほとんど完了し、最終業務である換地処分並びに清算業務を行なうために提案されております。

　　本案に対して委員会は国県有地の換地処分認可申請について、その後の経過についてただしました。

　　これに対する当局の説明は、去つた３月議会でも申し述べたとおり日米琉諮問委員会で取り上げ、弁務官あて早期解決の勧告がなされ弁務官もこれに同意した旨の連絡を受けたので、６９年１０月米国民政府あて換地承認の申請を行ない、その後数回にわたつて経過を照会してきたがその後、何の進展もないまま今日に至つている。

　　したがつて市としては、これをこのまま放置すると関係者に対しても示しがつかず、一応の事業の締めくくりをするためにも行政主席あて換地処分の認可申請をするべく目下、作業手続に取りかかつているとのことであります。

　　以上のほか、なお若干の質疑を交わしたのでありますが、結論として本件に対しては全会一致原案どおり可決するものと決定いたしました。

　　次に議案第４３号について、本案は山下地区土地区画整理事業に要する経費で１９６９年度より事業を着手し26,145平方メートルの整地工事を終え１９７１年度は政府補助金100,000ドルと繰越政府補助金57,161ドルでもつて事業を実施し、主として排水路工事、街路工事、宅地造成工事、並びに移転補償業務を行なうために提案されております。委員会は以上の当局説明に対し、若干の質疑を交わしたのち、結論として全会一致原案どおり可決するものと決定しました。

　　次に議案第４４号について、本予算は小禄地区土地区画整理事業に要する経費でありますが、１９７１年度は政府補助100,000ドルでもつて主として宅地造成、街路工事を行なうためのものであります。

　　本案に対して委員会は当局説明を了承し、全会一致原案どおり可決するものと決定いたしました。

　　次に議案第４５号「１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算」本予算の審査に当つては歳入歳出とも款を逐つて審査したのでありますが、その主なる審査概要は次のとおりであります。

　　まず歳入第１款「政府支出金」1,200,758ドルの内訳としては、１９７０年度からの継続費に対する補助金699,823ドル。１９７１年度新規事業の今年度執行予定額に対する補助金500,935ドルとなつております。第２款「繰入金」218,284ドルは下水道事業を行なうために必要な人件費、需用費、公課費および下水道工事設計に要する調査委託費、並びに下水道事業利子、その他の経費にあてるための一般会計からの繰入金でその内訳は、下水道事業費146,262ドル、下水道建設費53,317ドル、公債費18,205ドル、予備費500ドルとなつており、58,540ドルの増の理由としては人件費、その他経常的事務経費の増によるものであります。

　　第３款「下水道事業収益」78,074ドルは下水道使用料、預金利息、貸付金利息、貸付返済元金、その他雑収益を計上したもので、このうち、１目「下水道使用料」については７０年度における排水設備接続件数、９９５件18,268ドル、７１年度の排水設備接続予定件数、2,976件29,596ドル、計47,864ドルが計上されております。

　　第４款「市債」214,600ドルにつきましては下水道事業に対する政府補助金の市負担額113,900ドル、排水設備貸付資金100,700ドルを起債で充当するものであります。

　　次に歳出第１款「下水道事業費」１項「職員費」の増については、給与改定に伴う職員給10,946ドルが主なもので、その他旅費で７６２ドルの増であります。その理由としては、日本下水道協会及び九州支部総会に職員を派遣する経費を例年計上してありますが、今年度は７２年復帰を迎え、本土類似都市の行政水準の格差是正に対処するため職員の事務技術の資質の向上を図る一方日本本土の下水道の現状を調査研修させる必要から日本下水道協会主催の事務、技術研究会にも今年度から職員２人を派遣する計画であり、さらに日本本土から約２週間の予定で下水道の権威者を招聘して本市の下水道の現況と将来の展望等について診断していただくと同時に技術指導を仰ぐための経費を計上したことによります。

　　第２款「下水道建設費」の829,187ドルの減は１項１目事業費の２２節委託料13,404ドル。２４節工事請負費715,273ドルの減と前年度は施設費として103,200ドル計上したのが、今年度は施設費に対する政府補助がなかつたことによるものでありますが、そのうち工事請負費が715,273ドルの減となつているのは政府補助金の削減によるものではなく、下水道工事を２ヵ年継続事業として当初から予算計上したことと、また予算計上の様式として、前年度予算との比較は当初予算を計上するために減額となつておるものであります。

　　本案に対して委員会は若干の質疑を交わし、結論として全会一致原案どおり可決するものと決定いたしました。

　　次に議案第４６号「１９７１年度那覇市水道事業会計予算」について、本予算案は市民需要者の需要に応えられる原水、浄水の確保、都心部の配水管改良工事をはじめ、宅地造成並びに区画整理に伴う未配管地域の配水管の整備拡充を図る一方、サービス面の向上、内部体制の強化、有収率の引き上げ等を基本方針として編成されております。

　　委員会は本案審査に当つては当局から詳細なる説明を求め審査に入つたのであります。

　　その主なものを申し上げますと、まず先の本会議における一般質問の際論議された官公庁の水道料の徴収状況について質しましたところ、７０年度においては徴収困難な一般を対象に集金率の向上に努力したために官公庁については一般に比べ比較的悪く、したがつて新年度は官公庁関係の集金率の向上に努力するとの当局説明であります。

　　次に６９年度まで法人委託制度を採用していた集金および検針業務を７０年度予算から個人委託、市直営にそれぞれ改めたが、その間の実績については集金業務が６９年度の法人委託制度の場合の徴収率８９％に対し、７０年度５月末現在97.24％とかなりよい成績を上げております。

　　さらに検針業務においても市職員が直接検針を行なう関係上定例日実施ができ、さらに関連業務である集金業務の徴収率の向上、市民から異議申立に対する敏速処理等、対市民へのサービス面にも効果を上げており、直接異議申立の減少となつてあらわれているとの当局説明がなされ、本件については全会一致原案どおり可決するものと決定いたしました。

　　以上報告申し上げ各位のご賛同をお願いいたします。




○議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。




○金城重正君

　　委員長に一つ質疑をいたします。４５号議案の那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算、この１款の３項その説明の中に「一時に工事費を捻出することのできない市民に対して、工事費の９０％、最高額１８０ドルまで貸付ける」というようなことがあります。

　　そこで委員会の中で、この下水道の供用開始について、政府の資金運用部資金の中に２０万ドルを予算化させておりますけれども、その予算化をさせながらどれだけの努力をして供用開始させたか。さらにその貸付金は幾らになつておるのか。その面について審議されたかどうかお伺いいたします。




○建設副委員長（儀間真祥君）

　　ただいまのご質疑は下水道事業の供用開始に当つて、その接続するための貸付金、これがどういうふうに貸付けされたかということですか。その面につきましては説明がありました。もちろん質疑もありました。今まで下水道使用について相当宣伝を強化して、供用開始をするための準備をしたわけでありますが、市当局の十分なる宣伝がなされてないのか、資金の面についての借入れが思うようにいかないということの説明がありました。




○金城重正君

　　ただいまの副委員長の説明によれば、その予算化というのはされていないんだと、そこでその宣伝ができないと、そのため供用開始をされておるのが少ないんだ、というような審査がなされたということですか。しからば資金運用部資金の中に幾らの金をこの下水道供用開始をするために予算化させたか。それについてはご審査されなかつたのかどうか。




○建設副委員長（儀間真祥君）

　　ただいまのご質疑は、供用開始するに当つて政府が２０万ドル予算化し、これを那覇市の予算にどういうふうに組み入れるかということですか。




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後２時５分　休憩）

（午後２時６分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○建設副委員長（儀間真祥君）

　　供用開始するための資金の融資、これが少ないがこの問題についても審査されたかということですか。




○議長（辺野喜英興君）

（午後２時７分　休憩）

（午後２時８分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○建設副委員長（儀間真祥君）

　　その問題につきましては審査されておりません。




○金城重正君

　　これが委員会で審査されていないという副委員長の答弁でありますが、副委員長を通じて当局のほうからご説明をさせていただきたいと思います。




○建設副委員長（儀間真祥君）

　　当局のほうで一つご説明して下さい。




○土木部長（内間安春君）

　　ただいまのご質疑は、下水道の排水設備に要する貸付け資金の状況についてでございますが、それにつきましては市としましては下水道の普及促進につきましては、各自治会、通り会、婦人会、あるいは各種関係団体、さらに個人に懸命な普及促進の努力もはらつております。そのほかにマスコミ、あるいは文書、あるいはテレビ関係でもその普及促進に当つております。そこで現在の接続件数が1,020世帯になつております。それと同時に排水設備の資金の貸付けは先ほどご質疑がありましたとおり、最高額が１８０ドルの限度におきまして資金を貸付ける準備もしておりますので、同時にその資金も利用していただきたいということも強力にそれの普及方についても市民に呼びかけております。

　　当初この排水設備資金を政府運用部資金から２０万ドルのワクを準備いたしましたが、最終的には１万ドルを目標におきまして借入れ申請をやつてございます。現在5,800ドルの実績を上げております。これが伸びない理由といたしましてはまだ普及が十分でない、さらに地域住民の排水設備に対する理解が十分でない上に、さらに自己資金によつてわれわれは排水設備を取り付けるという方が多いために、この貸付け金の資金は当初計画したようには伸びておりません。




○金城重正君

　　ただいまの土木部長の説明によれば5,000ドル余り貸付けをやつておるということですが本員の調べたのが６月の５日で、６月５日現在で2,400ドル貸付けておる。ということは６月５日からきよう２７日まで、いわゆる倍に貸付けをやつたということになりますがそれだけ伸びておるならばけつこうなことだと思います。

　　そこで先ほどの土木部長の説明の中でも、一般市民の方々がその下水道に対する認識があまりない。さらにそれに付け加えて自分の資金でやるというようなこともあります。そこで本員が非常に心配するのは予算の中に、下水道事業収益として７万8,074ドル計上されておる。そこでこのように下水道の供用が遅々として進まないというような状態になれば、この下水道の事業収益そのものにも非常に問題があろうかと思います。そこで委員会の中でその下水道の使用料を如何ように算定したか。これについて審査されたかどうかお伺いいたします。




○建設副委員長（儀間真祥君）

　　ただいまのご質疑の内容は、下水道の使用料について審査がなされたかどうかということですか、下水道の使用料の問題につきましては前の議会でやつて今度はなされておりません。




○金城重正君

　　これはその委員会の方々が、当然予算を計上するからには審査をしてしかるべき問題だと思います。これは与野党おりますので怠慢といつたらまた問題がありますが、当然審査してしかるべきだつたとそういうふうに本員は考えます。

　　それでは、委員会の中でその収益の内訳についてご審査していなければ当局をしてご答弁させていただきたいと思います。




○建設副委員長（儀間真祥君）

　　下水道の使用料の内訳について当局より説明を願います。




○土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。下水道料金については下水道条例によつて定められております。




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第６４号市道路線の認定についてはただいまの委員長報告どおり承認することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め議案第６４号市道路線の認定については承認することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第７６号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用について質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採択に入ります。議案第７６号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用について、委員長報告どおり原案可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め議案第７６号、１９７０年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計予算の繰越使用については原案どおり可決することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第８１号、物品購入契約について質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し議案第８１号、物品購入契約について採決に入ります。議案第８１号物品購入契約については委員長報告どおり同意することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め、議案第８１号、物品購入契約については同意されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算について質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採択に入ります。議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算について委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め議案第４２号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業特別会計歳入歳出予算については可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算について質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算について委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め、議案第４３号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業山下地区特別会計歳入歳出予算については可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算について質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算について委員長報告のとおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め、議案第４４号、１９７１年度那覇市土地区画整理事業小禄地区特別会計歳入歳出予算は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算について質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算について委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め、議案第４５号、１９７１年度那覇市下水道事業特別会計歳入歳出予算は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第４６号、１９７１年度那覇市水道事業会計予算について質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑なしと認め討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第４６号、１９７１年度那覇市水道事業会計予算は委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認め、議案第４６号、１９７１年度那覇市水道事業会計予算は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第５、議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定について及び議案第６９号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算を一括議題とし経済民生教育委員会の審査報告を求めます。




○経済民生教育常任委員長（椿秀義君）

　　議案第６７号、議案第６９号について審査の経過並びに結果の報告を申し上げます。まず、議案第６７号について、教育委員会職員の給与は、琉球政府勧告の給与に準じているが、今回琉球政府、那覇市役所、民間企業等における給与体系を考慮して政府職員給与の上昇率10.1パーセントに３ドル加算して職員の給与改善を行なうための提案であります。これに対し委員会は逐条審査に入つたのでありますが、主に次のような説明がなされております。

　　職員の給与態勢が政府に準じている根拠は現在、明文規定はないが、政府の給与補助による職員と区負担の給与による職員が一諸にいるため事務的関係から給与面の差別をなくする必要があり政府案に準じている。また政府職員給与の上昇率10.1パーセントに３ドルプラスした理由については、現在政府職員の平均給与１３４ドル８４セント、市職員の平均給与１３１ドル５２セントに対し、教育委員会の平均給与は１０４ドル４０セントと低額のため、今回政府の勧告案に３ドルプラスして１１７ドル８２セントに引上げるものである。

　　さらに、第３条における通勤手当については、通勤距離２キロ以上で、交通機関を利用し運賃を負担する職員に対して、月額５ドル７０セントを支給するものでありますが、自転車その他の交通用具を利用する職員には１ドル３０セントを支給し、その適用を７０年４月１日に遡及して実施するものであります。また、同条扶養手当については、扶養親族を有する職員に対して１ドル５０セント、満１８才未満の子および孫、満６０才以上の父母、祖父母、満１８才未満の弟妹、不具、廃疾者等に対しては１人につき５０セントただし、満１８才未満の子のうち、１人については１ドルをそれぞれ支給するものである。との説明がなされております。

　　次に、議案第６９号について、本年度は主に次の６項目を目標に予算化されております。

　　１．過密現象に対する対策として市近郊部に人口が増大していることから学校新設の計画、校地拡張を図りたい。

　　２．学校施設の拡充として屋内運動場、水泳プール、学校図書館、等の建設を促進する。

　　３．児童生徒の健康増進、体力強化ならびに学校給食の充実、学校保健衛生環境の整備と検診料の全額負担

　　４．幼稚園教育の充実を図る上から園舎建築を促進し、補充教員の適用

　　５．社会教育の措置として青少年の健全育成から社会教育体制を強化し、運動場の開放と留守家庭児童の指導施策

　　６．職員の待遇改善、教職員の研修意欲を高め、その資質の向上をはかり、児童生徒の学力水準をひきあげるとともに区負担職員の給与を是正する。

　以上６項目を重点に、祖国復帰を目前にして教育の格差を是正するため編成したとのことであります。

　　本年度の予算概要を申し上げますと、総予算額11,288,166ドルで前年度より2,341,600ドルの増で、26.2％の伸び率を示し、これを財源別にみてみますと依存財源8,568,909ドルで75.9パーセント、市教育費負担金が2,583,950ドルで22.9パーセント、自己財源が135,307ドルで1.2パーセントとなつております。では、歳入から款を逐つて審査の概要を説明申し上げます。

　　△１款２項「教育税収入」においては、44,079ドルの減となつております。これは市の徴税課と調整した結果、７１年度以前の教育税滞納額については時効により納入がみこめず、過年度分2,500ドルを７０年度はみつもつたが、７１年度以降滞納額はほとんど残らないということであります。

　　△３款「政府支出金」1,791,675ドルの増については、小中学校の教職員給与関係、管理職手当、期未手当、退職手当、その他諸経費を計上したものであります。また、学校校舎建築費負担金としては、増額計上されておりますが、予算内容においては736,231ドルの継続費が主であり、実質的には496,730ドルの増であります。さらに学校教育補助金では、準要保護児童生徒就学奨励補助が増になつておりますが、それは那覇における在籍数の５パーセントをおさえたものである。ちなみに、準要保護児童生徒の該当数を申し上げますと、小学校1,739名、中学校８４０名、計2,579名であります。△４款「使用料及び手数料」においては4,312ドルの減でありますが、それは１目「幼稚園授業料」で、幼稚園在籍実数が２０９人減つたためであります。△５款「諸収入」15,804ドルの減については、主に財産売却収入として、浦添高校敷地の７１年度分政府買上げを予定していたが、政府の歳入欠陥により今年度は見込めずその分が減になつたものである。これは総坪数2,519坪で、そのうち７４８坪の9,350ドル分である。なお、この残額分買い上げについては、今後も強く政府に折衝していくつもりであるとの説明であります。次に歳出について申し上げます。

　　△１款「教育総務費」について、この款は教育委員の報酬、旅費および事務局職員の人件費、諸手当、一般事務経費等で前年度より33,782ドルの増となつておりますが、１目９節で従来は３人の教育委員を本土に派遣していたが、本土復帰を前に、本土の教育状況を視察するために４人に増員した。また、来年３月に行なわれる教育委員選挙について、今回改めて目を設定して14,017ドル計上した。次に、△２款「学校教育費」の2,292,218ドルの増については、１項「小学校費」で1,271,434ドル、２項「中学校費」で780,236ドル、３項「幼稚園費」で240,548ドルがそれぞれ増となつております。増になつた主なものとして、政府補助金による給料職員手当等の人件費、給与規則の改正による給与の増及び今年度から新たに通勤手当、扶養手当の支給制度を設置した事、また学校建設の委託料について従来政府負担で行なつていたが今年度から、次の基本原則を基に区負担に移行する旨、政府から文書で通達を受けたことによりその分が増になつた。その通達文書の基本原則を申し上げますと、

　　①　基本設計は、全額政府補助対象の建物の場合は文教局が担当し、一部補助対象の建物の場合は教育区が担当することを原則とする。

　　②　実施設計は教育区が担当することを原則とする。

　以上、２原則の移行措置理由として、

　　１．復帰対策措置の一環である事

　　２．政府で設計せねばならない法的根拠はないこと。

　　３．地方教育区が、これらの事業を主体的に遂行するだけの体制が整備されつつあり、また、しなければならない時点であること。

　　４．建設局建築設計課の事務量が年々増加しつつあり、文教局所管の補助事業工事の設計業務は、外部の設計事務所に委託されているのが実情である。

　　５．市町村における土木、住宅、農道等の補助事業工事の設計業務は市町村においてなされる事６．企画局および建設局は、補助事業に関する業務は地方教育区においてなされるべきである。

　以上６項目の移行理由に対し、当教育区はもちろん、全琉各教育区の教育総会において、従来通り政府でやつてもらいたい旨の要請を現在強く訴えている実情である、との説明がなされております。

　　なお、本款における質疑の主なものとして、教育委員会職員の給与は現在政府に準じた方法をとつているが、７２年度復帰の時点で市町村の給与体系に準ずる事になる。従つてその際に改定する意思はあるかどうかただしたところ、そのことについては、７２年復帰を目前にしている実情を勘案した場合、将来は市の給与に凖ずべきでないかを現在検討中である。

　次に△３款「社会教育費」においては、18,146ドルの増でありますが、その主なものは１目２節「給料」9,033ドル、８節「報酬」4,502ドルとなつております。１目２節「給料」については、政府職員である社会教育主事が本年度から那覇教育区に３名、連合区に２名がそれぞれ配置された事による給料、手当等が増になつたものである。

　　８節「報酬」については、留守家庭子供会指導員を今回モデルケースとして採用し、首里儀保、安謝、大道の３地域に指導員３人を派遣し、留守家庭の幼稚園々児、小学校の児童（１年～３年）を対象に児童生徒の管理、安全、指導を図ることを目的としたものであります。ちなみに、３地域の児童数を申し上げますと、首里１０名、大道２３名、安謝２７名、計６０名の留守家庭児童でありますが那覇市には留守家庭児童が3,557名もいることから、現在本土類似県に職員を派遣しているので、その調査資料に基づいて今後の方針を確め善処していきたい。

　　以上審査の概要を申しあげましたが、なお、次のような２つの意見が述べられております。

　※　教育委員会は現在、学校敷地の借地料として年間129,831ドルを支払つているが、これを年次的に支払う事は、将来において不利益になるので、これら学校敷地を早期に買い上げて区の財産として確保すべきである。

　　それを現在、琉球政府は、義務教育費の国庫負担という事で、復帰を時点に解決するという安易な意図がうかがえるのである。従つて日本政府に責任を転嫁するのでなく、教育区が区債を起こし、政府資金運用部から長期低利の借入れ制度を採用し、償還する方向にもつていくべきである。

　※　また一方、本土における学校敷地の買い上げについては、国および県の補助を得て各市町村が買い上げ実施しているのであるが、ましてや当市においては、財政的困難から学校敷地を買い上げるほどの余裕もなく、教育区の起債で年次的に買い上げることは不可能である。むしろ沖縄の場合は戦争被災県としての特殊的地位、国県有地が米民政府の財産管理下にあること等を勘案した場合、戦災復興特別臨時措置法を適用し、日本政府の責任において学校敷地の買い上げはなされるべきである。旨の両意見が述べられております。

　　以上、審査の経過を申し上げましたが、結論として全会一致をもつて議案第６７号、議案第６９号の２件は、それぞれ原案可決することに決定いたしました。よろしく各位のご賛同をお願いします。




○議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。




○金城重正君

　　教育予算について質問をいたします。まず最初に明細書の２１頁その節の中に需要費として100,458ドル計上されております。その中に医薬材料費2,300ドル計上されております。最近学校の管理が不十分である。それが故に那覇市の学校二、三ヵ所において医薬品が盗まれているという事実がある。そこで教育長は学校管理について如何なる方法をとつておるのか。盗まれた学校がどこであり、いくらの薬品が盗まれたか、また教育長の権限についてご審議されたかどうか。もう１点、教育予算の明細書の４９頁、説明の中に７１年度教育税過誤納還付金とあるが、現在那覇市には教育税というものがないが現在教育税があるのかどうか、７１年度の過誤納還付金として７０２ドル計上されているがその点についてご答弁願います。




○経済民生教育委員長（椿秀義君）

　　医薬品についてでございますが、最近、真和志中学校で医薬品が盗難にあつております。そのことについては各方面から教育長に対して質疑が行なわれております。今後は監督を十分にし警備を強化して二度とこのような事件が起こさないようにするという答弁でございます。教育長の権限については質疑は交わされておりません。三つ目は教育税についてでございますか。




○金城重正君

　　明細書の４９頁、７１年度教育税過誤納付金７０２ドルが計上されておりますが現在教育税はないんですがどうして過誤納付金を払わなければならないのか、これについてご審議されたかどうか。




○大浜長弘君

　　補足説明いたします。これは教育税の未払分がありまして清算していたときに過誤納があつて多く払つたものを返えすということで７１年でなくなつてしまうということであります。




○金城重正君

　　教育長の権限について質疑されてなければ教育長のほうから答弁させて下さい。




○教育長（譜久山朝直君）

　　お答えいたします。教育長の権限ということにつきましては確かこの前の本会議でもご質問がありそのときも申し上げたわけでございますが、きよう重複いたしますが再びご質問がありますのでお答え申し上げます。教育長はその地方教育の学校、および教育機関に対して教育の専門的な立場からいろいろな指導と助言を与えるところの権限を持つております。




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　　　　　（「討論なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第６７号、那覇教育区教育委員会職員の給与に関する規則の一部を改正する規則制定については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第６９号、１９７１年度那覇教育区歳入歳出予算については委員長報告どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　議案第８２号、予算外義務負担についてを議題といたします。当局のご説明を求めます。




○財政部長（伊波静男君）

　　議案第８２号、予算外義務負担について説明申し上げます。高橋町泊交通広場右折橋架設工事は都市計画事業として、政府の補助を得て実施するものであります。当初5万5,200ドルの設計額で入札に付したものでありますが、落札者がなくその後設計変更、増額して政府と調整した結果６月２２日付で増額の補助指令を受けさつそく入札に付したのでありますが、また落札者がなく最低見積もり社である南洋土建株式会社と６月２４日に随意契約をいたしました。この工事は工期の関係で早急に設置しなければならず、工期が翌年度にまたがる工事となりその支払いが１９７１年度となりますので追加議案として本案を提出したのであります。よろしくご審議のほどをお願いいたします。




○議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの当局説明に対して質疑に入ります。




○仲村正治君

　　日程第６、議案第８２号、予算外義務負担についての事件に関連してお尋ねいたします。　この泊交通広場右折橋架設工事は確かに１９７０年度内に執行しなければならなかつたものでありますけれども、その遅れた理由はどこにあるのか。あるいは今後それの執行にあたつて、いつ着工し、またいつごろ完成する予定であるのか。次にこの種の工事の入札および工事契約をする場合にどのような方法で行なわれているのか。この点についてお尋ねいたしたいと思います。




○土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。第１点の遅れた理由につきましては予算の性質が、ＵＳＣＡＲ　資金でありますためにその示達が遅れたこと。市といたしましては琉球政府を通じてＵＳＣＡＲ資金でこの橋をかけることで昨年の１０月１０日に補助金交付の申請をいたしましたが、指令を受理いたしましたのは翌年すなわち１９７０年の４月２４日でございます。指令を受理いたしましてさつそく入札に付しましたけれども、落札者がなくて不調に終わつたわけであります。そのために工法をいろいろと検討いたしました結果、基礎工法に問題があるということでその点さらに検討いたしまして、政府とも最終的に結論が得てその分さらに補助金の増額をしまして、今回入札をいたしたわけでございます。そのために遅れたわけでございます。次は工事の着工でございますが、この工事はご承知のとおり一号線から又吉道路に架設される橋でございまして、その地域には電柱その他電信が通つてございます。さつそく配電会社並びに電々公社にその撤去がたの要請をしてございます。さらにそこはバス停留所になつている関係上、バス停留所の移動につきましても政府通産局陸運課を通じましてバス協会に要請してございます。それの見通しがつき次第４月の下旬から８月の上旬には工事を着手できると思います。最終工期は５月１０日になつております。以上




○仲村正治君

　　この種の工事請負契約についてでありますが、先に１９７０年度の石嶺公営住宅建設工事が来年２月完成ということで工事契約がなされておりますけれども、最初の入札では落札者がなく設計変更して再契約したということでありますけれどもこれは事実でありますか。




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後２時５２分　休憩）

（午後２時５３分　再開）












○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○土木部長（内間安春君）

　　お答えいたします。当初の入札いたしまして、落札者がなかつたためにその工法についていろいろ検討したわけでございます。と申し上げるのは基礎工法につきまして直杭と斜め杭がありますが、斜め杭の工法につきましては、いろいろ現地の関係あるいはまた取り付け道路の関係さらに護岸との関係もいろいろ検討いたしましたら、どうしても護岸をこわさなければその工事が施工できないという結論に達しまして、斜め杭の工法をかえたというのと、さらに護岸の架設、護岸の設置が必要とされるという結論に到達いたしまして、その分が増額になつたわけでございます。入札の方法は当初、最初の入札の場合は指名競争入札にいたしましたが不調に終わりましたので、さらに今回の入札も新たに業者を指名いたしまして指名競争入札に付したわけでございます。ご承知のとおり橋工事は単独工事であるためになかなか施工自体にもロスが多いし、さらに特殊な機械技術を要します関係上、業者をしぼりまして指名競争入札に付したわけでございます。以上でございます。




○仲村正治君

　　この種の工事請負契約のあり方についてお尋ねいたしたいと思いますが、先に１９７０年度石嶺公営住宅建設工事が来年２月完成ということで工事請負契約がなされておりますが、最初の入札では落札者がなくて設計変更して契約したということでありますけれども、これは事実でありますか。ご答弁願いたいと思います。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。石嶺公営住宅の入札は、当初入札いたしましたところ落札者がありませんでした。それで設計の変更をいたしまして再度入札に付して落札者をみて、議会の承認を得て本契約を交わしてあります。




○仲村正治君

　　本員が調べたところでは、この石嶺公営住宅の工事契約が窓のアルミサツシユとか、あるいはげた箱とか、

　　　　（「聞こえないですよ」というものあり）

　つり棚とか、当初の設計から除外されているということでありますけれどもこれは事実であるか。またこれが事実だとすれば一体この公営住宅関係の当初予算を編成するときにどのような形でこれを編成してきたのか、どういうわけでそれだけの部分を除外しなければならないようになつたかこの点をご説明していただきたいと思います。




○建設部長（水間平君）

　　お答えいたします。私たちが設計しますのは７月から８月ごろにかけて単価を調べ、そうしてやつていくわけでありますけれども、この１ヵ年間で鉄筋などの値上がりは非常に大きいものがあります。そういうようなことで入札の時点では当初見積つたところの単価と相当の差が出てきまして、落札者をみることができなかつたわけであります。




○仲村正治君

　　窓のない公営住宅では公営住宅としては使えないのでありますけれども、一体この追加更正はいつやるのかこれについてご答弁をいただきたいと思います。




○財政部長（伊波静男君）

　　９月の定例議会でこれを補正したいと思つております。




○仲村正治君

　　いま１９７１年度の予算を審議している会期中であるのになぜそれを措置しないのか。そういうことだからそれこそずさんな予算の組み方をして、このような状態になると思うんです。なぜその７１年度の予算を審議している当初予算議会においてそれを措置しなかつたのか、もう一度答弁をいただきたいと思います。（「予算は議決されているのに必要がないんじやないか」というものあり）




○主計課長（上原繁栄君）

　　お答えいたします。公営住宅の入札につきましては入札段階では意見がございませんでしたので追加できずに、政府と話し合いしまして来年度の資金から得まして９月の議会で追加更正したいとこのように考えております。




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。議案第８２号、予算外義務負担について原案どおり可決することにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は可決されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後３時２分　休憩）

（午後３時５分　再開）





○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。日程第７、陳情第２号、市有地の借地料値上げに関する陳情。陳情第３号、自治会長委託料値上げについて。陳情第２２号、公会堂建設について。陳情第１０号、町名変更について陳情。陳情第２０号、那覇市の町名変更について再陳情までを一括上程します。総務委員長の報告を求めます。

○総務委員長（黒潮隆君）

　　陳情第２号、陳情第３号、陳情第２２号、陳情第１０号、陳情第２０号、以上５件の陳情について審査の経過と結果を報告申し上げます。

　　第２号「市有地の借地料値上げに関する陳情」、第３号「自治会長委託手数料値上げについて」、中、以上２件については閉会中にそれぞれ陳情者より説明を受け、これに対する当局の見解も聴取し審査いたしました。

　　陳情第２号の主旨は、若松通りの市有地について去る２月１日付をもつて従来の１７セントから一挙に５倍に当る８６セントに賃貸料を改訂してあるが、これまで同通り会は自己負担で道路舗装等、市に側面的に協力してきているので、この点も勘案して一挙に５倍にすることなく年度毎に上げる等の措置をしていただきたいということであります。これに対する当局の見解は、同通り会がこれまで市に協力した実績を勘案して８６セント値上（最高借賃安定法の７０％引き上げ）については当分の間６２セント（同法５０％）に引き下げたいということであります。委員会は本陳情の願意は十分満たされているとの結論に達し、全会一致採択すべきものと決定いたしました。

　　次に陳情第３号の主旨は、自治会長委託料については他市町村と比較しても相当低く、自治会活動を活発にする上からも自治会長の委託料を倍増してもらいたい、ということであります。

　これに対する当局の見解としまして、現在自治会長に委託している事務量は那覇市政末端連絡事務委託規則を制定して委託した当時より軽減している。したがつて現時点においては委託料の値上げは考えてない。ということであります。

　　審査の結果、規則が制定されてから３ヵ年を経過しており、最近の物価の値上がりからしても、さらに同規則第２条による委託する事務の種類及び範囲からしても複雑多岐にわたるので当然値上げすべきであるという結論に達し、全会一致採択すべきものと決定いたしました。

　　次に、陳情第２２号「公会堂建設について」は議案第３９号「那覇市民会館条例制定について」と関連しておりますのであわせて審査いたしました。

　　まず本陳情の主旨は、民間類似企業に影響を与えるおそれのある営利を目的としたプロ興行に対しては市民会館を貸さないでもらいたい、ということであります。これに対する当局の見解は議案第３９号で述べたとおり、会館運営委員会において検討されるので十分措置できるとのことであります。

　　結論としまして委員会は本陳情については全会一致採択すべきものと決定いたしました。

　　以上採択になりました３件の陳情につきましては市長において措置することを適当と認め、市町村自治法第６５条の規定によりこれを市長に送付し、且つその処理の経過及び結果の報告を請求することもあわせて決定いたしました。なお陳情第１０号「町名変更について陳情」、陳情第２０号「那覇市の町名変更について再陳情」以上２件の陳情については議案第６号が（町、字区域の新設、廃止および変更について）委員会において全会一致可決されましたので議決不要とすることに決定いたしました。以上報告申し上げます。




○議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑終結し討論に入ります。

　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。日程第７、陳情第２号、市有地の借地料値上げに関する陳情はただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




〇議長（辺野喜英興君）

　　陳情第３号、自治会長委託料値上げについてはただいまの委員長報告どおり採択とすることにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第２２号、公会堂建設についてはただいまの委員長報告どおり採択とすることにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第１０号、町名変更についてはただいまの委員長報告どおり議決不要にすることにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は議決不要と決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第２０号、那覇市の町名変更についてはただいまの委員長報告どおり議決不要とすることにご異議ありませんか。

　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は議決不要と決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第８、陳情第９号、松川地区内の河川（護岸）改修工事方について陳情、陳情第６５号、古島地内道路舗装についての陳情、陳情第４５号、儀保町河川堤防工事実施方についてを一括上程して建設委員長の報告を求めます。




○建設副委員長（儀間真祥君）

　　陳情第９号、陳情第６５号、陳情第４５号について審査の経過並びに結果を報告申し上げます。

　　これらの陳情については去る３月定例会において閉会中の継続審査に付された事件ですが、５月９日、１２日、１４日に委員会を開催し審査した結果それぞれ次のとおり決定いたしました。

　　まず、陳情９号「松川地内の河川（護岸）改修工事方について」、該陳情に係る護岸改修工事要請については、民家に面して危険度の高い約１５メートルの箇所については、７１年度予算で災害土木工事として措置したいとの当局の見解であります。

　　委員会は以上の当局の見解から本陳情の願意はすでに満たされたものと各委員意見の一致をみ、全会一致これを採択すべきものと決定いたしました。次に、陳情第６５号、「古島地内道路舗装について」本案に対する当局の見解は、該道路の舗装に対しては道路の状況並びに優先順位等からして、いまのところできないが土砂の流失を防ぐ程度の資材の提供、パツテイング等の措置を検討したいとのことであります。これに対し委員会は重々検討した結果全会―致採択すべきものと決定いたしました。

　　次に、陳情第４５号「儀保町河川堤防工事実施方について」、当該陳情箇所は、既設の護岸がわりと安定して急施を要せず、一応新５ヵ年計画に入れ整備を図りたいが現段階では早期施工は困難であるとの当局の見解であります。これに対し委員会は現地調査を行ない検討した結果、現地の状況から急施施工の必要性は認められず、本件については、全会一致不採択すべきものと決定いたしました。

　　なお、採択すべきものと決定した陳情第９号、陳情第６５号については市長において措置することを適当と認め、市町村自治法第６５条の規定により、これを市長に送付し、かつその処理の経過および結果の報告を請求することも併せて決定いたしました。

　　以上ご報告申し上げ各位のご賛同お願いいたします。




○議長（辺野喜英興君）

　　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。

　　　　　　（「質疑なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑終結し討論に入ります。

　　　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。日程第８、陳情第９号、松川地内の河川（護岸）改修工事方について陳情はただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第６５号、古島地内道路舗装についての陳情はただいまの委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第４５号、儀保町河川堤防工事実施方についてはただいまの委員長報告どおり不採択とすることにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は不採択と決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第９、陳情第５号、那覇高等学校総合体育館建築費の補助金交付方陳情。陳情第６号、待遇改善に関する陳情。陳情第８号、中央卸売市場の早期設置について。陳情第１９号、保育課監視人報酬の引上げについて。陳情第５５号、社団法人那覇市清掃公社設立方の陳情。以上５件を一括して上程いたします。経済民生教育委員長の審査報告を求めます。




○経済民生教育常任委員長（椿秀義君）

　　陳情第５号、第６号、第８号、第１９号、第５５号、以上５件の陳情について、審査の経過および結果の報告をいたします。

　　まず、陳情第５号「那覇高等学校総合体育館建築費の補助金交付方陳情」については、本市への補助金要請額として、建設期成会負担金の４０万ドル中、１０万ドルでありますが、これに対する当局の見解は、従来の例からして教育的見地、教育環境の整備、資質の向上等を大局的に判断し、体育館建設の趣旨、目的を十分考慮した結果、補助する事に決し、現在予算要求の段階であるが、追加更正で寄付することも考えている旨の説明であります。委員会は、同校が政府立である事、１０万ドルという多額の補助要請である事から、陳情者の出席を求め、その趣旨、説明を聴取し、十分審議を重ねたのち、補助すべきであるという意見と、すべきでないという意見が対立し、討論に入つたのであります。

　　まず、反対討論から申し述べますと、その根本理由として、

　１．同校は、政府立高校であるので補助するということは、市町村財政法第１２条に抵触する。

　２．現在の那覇市の財政から、１０万ドルの補助金を交付するということは適当でない。

　３．幼稚園の施設や、義務教育費負担でさえ教育区の要求に応えきれない実状であり、むしろ間仕切教室の解消、学校敷地の確保を優先し、最重視すべきであるという観点から、補助金交付については反対する。

　次に結成討論として、

　１．市町村が政府立高校に対し、積極的姿勢で補助するということであれば市町村財政法に抵触しない。

　２．教育的見地から、教育環境の整備、体育による健全育成、資質の向上、更に一般市民、児童生徒への利用という総合的見地から、市町村が援助しても市民に還元されるので、補助することで市の不利益になるとは思わない。

　３．敷地購入はもちろん、公立高校への援助についても、市長の裁量でその効果を考慮し、援助する方針を図るべきである。

　以上の理由から、要求額通りでなくても、それに近い額を早急に援助すべきである。との討論がなされたのであります。

　　次に、陳情第６号「待遇改善に関する陳情」について、本陳情の主旨として、

　１．扶助費を夏季５０ドル、年末７０ドル、計１２０ドル支給してもらいたい。

　２．人員輸送車両の修理期間中はバス券を発行してもらいたい。

　３．人員輸送用の車両を購入してもらいたい。

　４．雨靴を全員にゆきわたるように購入してもらいたい。

　５．土曜日は３時切り上げを実施してもらいたい。

　以上、５点の要請に対し、当局の見解を申し述べますと、

　1.の期末手当については、現在、夏季２５ドル、年末３０ドルを支給しているが、改定により今年度は夏季３３ドル、年末３０ドル、計６３ドルが支給される。

　２，３，のバス券発行と新車購入については、まずバス券発行の予算化はできないが、応急措置として職員のバス券３５ドル分を予算措置している。また、新車購入については、２台のトラツクのうち、１台は修理に入つていたが、現在では順調に運行しているので、購入の計画はない。

　4.の雨靴支給については、作業に支障のないように、現在６５足支給しているが古くて使用できないのもあるため、次年度において３５足分を要求している。

　5.の３時早退については、鹿児島、福岡、宮崎に職員を派遣し、調査した結果、３時早退制度は実施されてないことから本市においても現行通りとする。旨の説明であります。

　委員会としては、できるだけ陳情者の主旨にそうよう、善処して欲しい旨の意見を付したのであります。

　　次に陳情第８号「中央卸売市場の早期設置について」、現在、本市近郊の農家で生産される生産物は、農連市場を中心に販売されているが、農連市場は敷地が狭く、市場としての機能を十分には果していない現状であり、本土の中央卸売市場のように安定した生鮮食品の供給、公共的使命と役割という点から、沖縄においても、早期に中央卸売市場を設置してもらいたい旨の要旨であります。

　　これに対する当局の見解は、現在、沖縄には中央卸売市場法がなく、本土復帰後、同法の適用を受ける事になろうが、市としては、沖縄は、そ菜が豊富であり、その流通機構として、一部近効農村からの販路としてだけでなく、本土にも搬出できるような措置を図り、中央卸売市場設置を前提に今後ともに検討していきたい。との説明であります。

　　次、陳情第１９号「保育課監視人報酬の引上げについて」、本陳情は１９７１年度予算で昇給した保育所の監視人報酬についてでありますが、乳幼児収容人員６０人の保育所と、９０人～１２０人の保育所の監視人報酬が、これまでは５弗差があつたにもかかわらず、今回、同額の５５ドルとなつている事には承復しかねるので、９０人～１２０人収容の保育所監視人報酬については、６０ドルに引上げてもらいたいという趣旨のものであります。これに対する当局の見解は、保育所収容人員の大小にかかわらず監視人の仕事量においては、さして大差はなく、賃金によつて差をつけるのは妥当ではないと思料し、同額にした、とのことであります。なお、監視人は、現在嘱託として採用しておりますが、今後その身分の取扱いについては、委託制度を採用することもあわせて検討中である、旨の説明であります。

　　次に陳情第５５号「社団法人那覇市清掃公社設立方の陳情」について、本件は、５社のし尿汲取車９０台で、市内各域を指定し、衛生管理に当つているが、業者間の調和をはかり、斯業の公共性確保と事業運営の健全合理化、市民サービス等の面を考慮し、早期に市直営の清掃公社を設立してほしい旨の要旨であります。

　　これに対し、当局の見解は、市直営の清掃公社を設立した場合、５社の買収問題、従業員の待遇問題、車両の維持管理、役員の設置等の諸問題を考慮せねばならないこと、特に近年、下水道の供用開始を目前に逐次水洗便所に切り換えを実施している折、斯業は年々減少の一途をたどつている等の諸事情を勘案した場合、現在の分裂状態では、今後の企業運営に不安をきたすことから、市では、業者に対して、５社の統一をはかるべきであり公社設立の意思はない。従つて今後も行政指導を行つていくとの説明であります。

　　以上、審査の経過を申し上げましたが、結論として、陳情第６号「待遇改善に関する陳情」、陳情第８号「中央卸売市場の早期設置について」は、全会一致採択すべきものと決し、陳情第５号「那覇高等学校総合体育館建築費の補助金交付方陳情」については、採決の結果、可否同数でありましたので、委員長採決により、採択すべきものと決定いたしました。

　　また、陳情第１９号「保育課監視人報酬の引上げについて」、陳情第５５号「社団法人那覇市清掃公社設立方の陳情」の２件については、全会一致をもつて不採択とすべきものと決しました。

　　なお、採択すべきものと決定した陳情第５号、第６号、第８号については、市長において措置することを適当と認め、市町村自治法第６５条の規定により、これを市長に送付し、かつその処理の経過および結果の報告を請求することも併せて決定いたしました。

　　以上ご報告申し上げ、各位のご賛同をお願いします。




○議長（辺野喜英興君）

　ただいまの委員長報告に対して質疑に入ります。




○仲本安一君

　　ただいま委員長の審査報告の中で、「陳情第５号那覇高等学校総合体育館建築費の補助金交付方陳情」、これが採択された旨のご報告がございましたけれども、本員はこの件についてお尋ねしたいと思います。すなわち教育に対する情熱というのは子を持つ親、あるいはそれに関係のある人間として何人といえども変わることはないと思います。しかしながら本員がお尋ねしたいのは、この件はいわゆる那覇市から寄付をしてもらいたいというようなことであるならばまだ話はわかります。しかしながらここにはあくまでも〝補助金交付方〟ということであります。だといたしまするならば市町村財政法の第１２条〝市町村が処理する権限を有しない事務を行うために要する経費については、立法又は規則で定めるものを除く外、政府は市町村に対しその経費を負担させるような措置をしてはならない。〟ということが第１項。同条第２項には〝前項の経費は左に掲げるようなものとする〟ということになつて、その４条に〝政府の教育施設及び研究施設に要する経費〟かようになつております。だといたしまするならば当然これは１２条の１項及び２項４号に抵触するものと本員は思料いたしまするけれども、もし〝寄付金について〟というふうに陳情の趣旨を直すならば話はわかりまするけれども、このまま採択するということになるとこれに違反するおそれがありまするけれども、そこら辺については経民委員会でご審査なされたのか、なされたといたしまするならばどのような結果になつておるのかご説明を願いたい。




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩いたします。

（午後３時２９分　休憩）

（午後３時３０分　再開）




○議長（辺野喜英興君）

　　休憩前に引き続き会議を開きます。




○経済民生教育委員長（椿秀義君）

　　１８番議員のご質問にお答えいたします。いまご質問の点についてはいろいろな角度から質問されました。その中で自治法第１６３条の〝寄附または補助〟の項について〝市町村はその公益上必要がある場合においては、寄附または補助をすることができる〟と市町村自治法第１６３条にございます。これと、また首里の体育館においても同様の申請がなされ過去において2,000ドル寄付されております。確かに１０万ドルという額については財政との問題もございますので市当局としてはできるだけの措置をすべきじやないかということでただいまの審査報告のような結果になつたわけでございます。




○仲本安一君

　　ただいまの委員長のご説明がございましたけれども寄付はこちらから自主的にいたします場合には財政法上該当しないということですが、そこで問題なのは内容よりも補助金交付方という、いわゆる見出し、これを寄付に改めるというようなご意見はなかつたかどうか。陳情者にその旨その字句の修正もしくはこの陳情を一応取り下げて寄付要請方の陳情書にかえさせるようなお話し合いはなかつたかどうか。




○経済民生教育委員長（椿秀義君）

　　その点についても話し合いがなされ一時は寄付金に切り換えたほうがよくはないかということでありましたが自治法の１６３条の寄付または補助という点について、公益上の必要がある場合においては寄付または補助をすることができる、とあります。それによつて一応寄付に直させる必要がないんじやないかという意見もあつたわけでございますがそのままにしたわけでございます。




○議長（辺野喜英興君）

　　質疑を終結し討論に入ります。

　　　　　　（「討論なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　討論を省略し採決に入ります。陳情第５号、那覇高等学校総合体育館建築費の補助金交付方陳情については、ただいまの委員長報告どおり採択することにご賛成の方のご起立を求めます。




○議長（辺野喜英興君）

　　多数であります。よつて本案は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第６号、待遇改善に関する陳情については委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第８号、中央卸売市場の早期設置については委員長報告どおり採択することにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は採択されました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第１９号、保育課監視人報酬の引上げについては委員長報告どおり不採択といたすことにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」という者あり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は不採択とされました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　陳情第５５号、社団法人那覇市清掃公社設立方の陳情については委員長報告どおり不採択とすることにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本案は不採択とされました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　日程第１０継続審査申出についておはかりいたします。各常任委員長から目下委員会において審査中の事件につき、会議規則第１０２条の規定により、お手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の継続審査の申出があります。委員長から申出のとおり閉会中の継続審査に付することにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて委員長から申出のとおり閉会中の継続審査に付することに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

○議長（辺野喜英興君）

　　ただいま、那覇市字樋川１２２番地照屋春雄ほか９人から、八軒食堂の家屋所有権返還について、の陳情が提出されておりますのでこれを所管の経済民生教育委員会に付託いたします。なお会期の都合もあり本件は閉会中の継続審査にいたしたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて本件は閉会中の継続審査に付すことに決しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　以上で本日の日程は全部終了いたしましたが、去る６月１１日に決議いたしました毒ガス兵器の即時全面撤去を要求する決議、並びに米軍人による女子高校生刺傷事件に対する抗議決議、については、今回は、高等弁務官に対しましては、特に全議員で直接手渡すことにしてありましたが、再三関係機関に事務局をして連絡とらしておりますが、未だに、回答を得ておりません。会期は、本日１日で終了いたします。いつ、回答があるかわかりませんので、一応、文書送達したいと思います。これにご異議ありませんか。

　　　　　　（「異議なし」というものあり）




○議長（辺野喜英興君）

　　ご異議なしと認めます。よつて、さよう取り扱うことにいたします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　７１年度予算が成立したことにより、新年度の議員の行財政視察のための琉球外旅行については、各常任委員会でご検討の上、議長あて派遣要求するよう通知します。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




○議長（辺野喜英興君）

　　以上で全日程終了いたしました。これにて、第１２１回那覇市議会定例会を閉会いたします。

（午後３時３７分　閉会）

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～




上会議録を調整し署名する




　　１９７０年６月２７日










議長　　　　辺野喜英興　㊞




署名議員　　椿秀義　　　㊞




署名議員　　大浜長弘　　㊞
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